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この「アジアの動向」く国別シリーズ） 1966年は，月刊「アジ

アの動向Jを各国別に 1冊にまとめ，総目次， 1966年の回顧，

年表を追録したものです。

アジア諸国の政治・経済の動きを適確に把握する基礎資料と

して，月刊「アジアの動向Jとあわせてご利用ください。
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1966年の回顧

ガソジ一政権試煉の一年

印パ首脳会談終了直後，シャストリ首相の死去に伴い急逮成立したガンジ

ー内閣にとって， ’66年はまさに試煉の年であった。天候不順により食糧危

機は独立後最悪の状態に落ち入り，打ち続く貿易不振と重化学工業化政策に

より外貨準備は減少を続け，印パ紛争による外国援助の停止と軍備増強によ

り完全に底をっき「史上最悪の外貨危機」となった。これに伴う原材料・部

品の澗渇は一段と深刻化し工業生産の停滞をもたらした。食糧不足，生産停

滞，輸入制限などに加え開発支出や国防費の増大による財政赤字は物価騰貴

を引き起し国民生活を圧迫した。政府は当面の外貨危機打開と，懸案となっ

ていた第4次5ヵ年計画実施のため，外国援助交渉に着手したが，米国およ

び世銀の態度は厳しく，結局ベノレ調査団の勧告を受け入れ， 6月には遂にノレ

ピーの平価切下げに踏み切らざるをえなくなった。

政府当局の楽観論とは逆に輸入制限緩和措置も効なく工業生産は依然停滞

を脱せず，期待された輸出も伸びず，食糧不足も加わって切下げ以後物価は

急上昇し，政府は物価対策に追われている。このような悪条件の下で政府は

総額2300億ノレピーに及ぶ第4次5ヵ年計画草案を発表したが，その予算規模

に対し国内財源の裏付けも乏しく，予想、に反して外国援助交渉も順調に進ま

ず，外国民間投資も総選挙の結果待ちという事情も加わり，その財政基礎が

あやぶまれ，各方面の反対が強く未だに成案をみていない。

このような経済情勢の悪化を反映し，総選挙を控えての野党攻勢も加わり

この 1年間インドの政情不安は一段と激しいものとなった。ガンジー政権成

立直後のケララリ士L西ベンガノレ州における食糧暴動を皮切りに，パンジャブ

言語州分離をめぐる紛争， ミゾ族の反乱，食糧不足と物価騰貴を背景とする

各州の労働争議の頻発，暴走する学生運動，総選挙目当てに組まれた聖牛屠

殺反対デモなど，ネル一時代から持ち越された複雑多様な国内矛盾が，経済

状勢の悪化と政府の統率力の弛緩により一気に表面化した感が深い。これを

- 83ー ー－ 1 一一



’l ンド

受けて立つ与党国民会議派で、は選挙を前に各種の派閥，グループ聞の対立抗

争が激化し，分裂の兆が見られてきた。

外交面では，政府は未曽有の食糧・外貨危機に直面し，外国援助の取付

け，特に米国に対するそれが主要な課題となり，そのためルピ一切下げを強

行し，対米追随外交だとする国内の批難を浴びた。このような外交上の地盤

低下を挽回するために打ったベトナム和平提案，非同盟3国首脳会談のお芝

居も米ソの平和共存，中共の拾頭という国際政治の新局面においては，非同

盟外交の無力をさらけ出すに止まった。

このような内政外交上の苦境の中で近く戦われる総選挙では国民会議派の

大幅な後退が予想されている。

経済情勢の悪化

a.食糧危機

慢性的な食糧難に苦しんできたインドは 2年越の大干ばつでその逼迫は極

点に達した。必要食糧約1億トンといわれるのに対し， 65年の干ばつで、65～

66年の穀物生産は7200万トン程度に止まり， 66年中の穀物輸入は約1200万ト

ンにも達している。更に66年にも天候不順は続き67年も食糧危機は解消しな

いことが既に明らかになっている。ケララ，西ベンガyレの食糧暴動は成立問

もないガンジ一政府を大きくゆさ振った。 5月には首相自らが現地調査に乗

り出し，オリッサチ｜、！など 8州117地域で約5千万人が飢餓状態に陥っている

と政府は発表した。 10月にはピハール州， U.P.州等各地で数千万人が飢餓

に見舞われ，ピハーノレ州で、は 1日平均3千人が大都市に向って移動している

といわれている。食糧対策の基本は農業生産の向上にあるが，当面の対策と

しては強力な流通配給対策が必要とされる。政府も配給制度，国営デ、パート，

公正価格店の設置などに努め供給の円滑化をはかつてきたが，食糧危機の深

化に伴い，必需品令に基づいて，供出制を強化し，横行するヤミ商人，退蔵

者の摘発ピ乗り出したが，各州、｜により取締り実施の度合，処罰などもまちま

ちであり，総選挙を前にした政治的圧力も加わって十分な成果をあげていな

い模様である。さらに政府が州聞の食糧移動を規制するために設けたブロッ

ク制度は中央政府の統制力が弛緩し，州の抵抗が強くなっているため，余剰

ー－ 11 一一 -84-
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外！と不足州の食糧流通の円滑化が妨げられているといわれる。かくして，政

府は当面の危機打開のためもっぱら外国の食糧援助に期待せざるをえない立

場に追い込まれている。

このような食糧危機に対し国外では，ウ・タント国連事務総長およびセン

FAO事務局長は連名で世界各国に対しインドの食糧危機に援助を与えるよ

う要請し，これに応え各国から穀物，粉乳，食用油等の食糧や農業生産向上

のための肥料，農薬等の農業資材の援助が現品あるいは買付資金の形で供与

された。食糧援助の大半を占める米国のPL480による余剰農産物援助交渉

は食糧対策の中核をなしているが，このことはインドの対米外交の立場を弱

いものとし，経済的依存を強めることとなる反面，安易な援助要請が食糧の

自力開発の努力を弱めてきた。しかし米国側では余剰農産物の在庫も底をっ

き， ドル防衛政策上，従来の現地通貨払をドノレ払に切りかえる必要が生じ，

「自由のための食糧計画」が作られた。このような米国の食糧援助政策の転

換は食糧援助の一時停止，調査団の派遣など，厳しい態度となってあらわれ

援助の重点が農業開発に置きかえられることになると工業化政策にも影響し

てくることになる。一方現地通貨払だった援助食糧のドル払への切替は外貨

不足のインドにとっては致命的であり，ノレピー資金援助の源泉である，見返

り資金の利用にも響いてくるので今後の重要課題となってくるであろう。

b. lレピ一切下げと経済自由化

茶，ジュート製品など主要輸出品の伸び悩み，輸入原材料部品の不足によ

る輸出産業の不振，インフレによるルビー価値の下落による国際競争力の低

下などによる輸出不振に対して，急速な工業化政策に伴う資本財輸入の増加

農業不振による食糧輸入の増加，印パ紛争による軍需輸入の増大などによっ

て貿易収支は当然の大幅赤字である。その上印パ紛争による外国援助の停止

はインドの外貨事情を全くの窮地に追い込み，輸入制限は，鉱工業生産の低

下をうみ，物価の高騰を引き起すという悪循環に陥った。シャストリ・ガン

ジ一両政権は当面する経済・食糧危機打開のため援助諸国特に米国と世銀に

対し経済援助交渉を重ねてきた。世銀はこれに対し従来の援助が効果をあげ

ていないとして， 65年夏ベノレ調査団を訪印させ，政府当局との会談でソレピ一

切下げを伴う経済施策の抜本的改革を行なう必要のあることを示唆した。こ
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インド

れには商品流通，民間投資等に対する官僚統制を緩和し，経済の効率を高め

る，維持輸入の制限を緩和し企業の操業度をあげる，輸出振興により貿易収

支の改善を計るため平価切下げを行なうなどが，含まれていたといわれてい

る。しかしながらこのような施策はインド政府が従来とってきた「社会主義

的」路線の転換を意味する。ガンジ一政権は直面する外貨危機と第4次計画

に対する外国援助取付けのため，反対意見をおさえて，平価切下げに踏みき

った。しかし切下げ後物価は急上昇し始め，政府の楽観的期待は裏切られ，

必需品令の発動による物価統制，公正な価格維持を求める措置，必需品の価

格および需給を調査する統制室の設置，デ、パートの建設など各種の物価対策

に忙殺される破目に陥った。これに加えて不作による食糧不足はさらに物価

上昇に拍車をかけた。原材料部品の輸入制限には緩和措置がとられたにも拘

らず鉱工業生産は未だに停滞を脱せず，ルビーの切下げによって伸びると予

想された輸出も一向に伸びていないのが現状である。

インド市場進出を目指す先進諸国，特に米国は門戸開放を求め，経済援助，

食糧援助をテコにインド政府に対し経済の自由化を迫ってきた。ノレピ一切下

げもまさにその一環として理解されるべきであろう。これに対応して国内に

おいても独立後実力を充実してきた産業資本は企業活動の自由を求め，ネノレ

｝の社会主義路線の転換を要求しており，今後内外呼応するこれらの動きに

対し政府がどのような調整政策をとるかが注目される。

C. 暗い第4次5ヵ年計画の前途

打ち続く国際収支の赤字，インフレ，食糧危機，中印・印パ紛争などによ

り第3次計画は失敗に終った。政府は66年から始まる第4次計画の作成に取

り掛ったが， Jレピ一切下げもありその成案が遅れ， 8月末になってやっと草

案が発表された。この計画は適当な経済成長率を維持しながら，経済自立を

達成し，社会主義社会への発展を目指すことを基本方針としており，それを

実現する政策として，（1）輸出を増進し輸入を抑制するような農業・工業生産

に重点おし（2）物価安定のために赤字財政を回避し，インフレ抑制に努める，

(3）農業生産を重視し，肥料，農薬，農機具生産を優先する，（4）所得の伸びに

対応し生活必需品の増産に努める，（5）人口増加を抑制し生産水準を高めるた

め全国的な規模で家族計画を実施する，（6）人的資源開発，特に農村における

v
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開発を促進するため社会・厚生部門の充実をはかるなどの政策を実施すると

している。しかし，年率5.5%1人当り国民所得で年率3%という経済成長

が，過去の実績からみて果して可能かどうか，経済の現状を無視した総額約

2400億ノレピーもの計画がインフレなしに実施できるかどうか，外国援助が期

待通りえられるかなど多くの疑問点がだされている。土地改革の促進，農業

集団化の促進，経費削減，経済自立など従来からの“説教”の繰返しに過ぎ

ないなど各方面からの批判が集中した。事実，その後になって鉄鋼，自動車

など若干の業界では計画に想定された生産・需給等に異論がでており，財政

支出の面でもその後の物価騰貴，公務員の賃上げ等で初年度から相当予想、が

狂う模様である。この草案をもとにした改訂草案が総選挙後本格的に議会で

論議されるが，選挙の結果は左右両勢力の進出が，また地方選挙でも野党の

進出が予想されるので，財界の計画路線の変更，計画の縮少を求める要求と

相まって，第4次計画の成立に至る審議は，今から難航が予想されている。

政治不安の激化

インフレの昂進，食糧事情の悪化など経済の行詰りを背景に，ネノレーなき

後の政府の統卒力の弛緩，総選挙を前にして野党攻勢も加わり，ガンジ一政

権の一年はインド全土が騒然と沸き立った感がある。ガンジー内閣成立直後

左翼勢力の強いケララ州に「米よこせ暴動」が起り，これが西ベンガノレに飛

火し，警察と軍隊を動員した厳しい鎮圧政策がとられた。

これを皮切りに，食糧危機，物価騰貴を反映して賃上げ要求を中心とする

公務員，労働者のスト，市民学生をも含めたゼネストが各州で繰り返された。

多民族国家の宿命ともいうべき言語紛争はパンジャブで州分割に伴う州境

決定を廻ってヒンズー教徒とシーク教徒の間で争われ，各地でデモ，暴動が

起り， 11月ヒンディ語のハリアナ州誕生まで繰り返えされた。自治を求める

アッサム州山岳部族との融和対策には政府も苦慮しており，ナガ族の反乱に

は手を焼いている。

9月はじめデリー大学で、試験制度の改革を廻って起った学生騒動は各地の

大学に波及し，いたるところで、授業放棄やデモが行なわれ，警官隊と衝突し

多数の死傷者をだした。学生の要求は学費値下げと学制改革にあったが，警
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官隊が武力鎮圧に出動してからは，反政府暴動の様相を呈してきた。こうし

た学生騒動は明確な政治目標を掲げるわけでなく，自然発生的であるにもか

かわらず，その波及の速さと規模において空前のものであり，その底にある

不満の根深いことを思わせる。

一方，総選挙を前にして，各政党とも党勢拡張を目指して多種多様の活動

を展開しており，これが政情不安に拍車をかけたことも否定できない。それ

が象徴的に現われたのが聖牛屠殺反対デモである。牛の屠殺禁止を要求する

運動はヒンズー教徒の宗教団体によって進められてきたが，これを支持する

ジャンサン，ヒンドゥー・マハーサパーなど右翼政党が選挙運動で政府攻撃

の絶好の材料として利府し， 10万人を越えるデモを組織したものであったと

いわれており，警官隊との衝突でデモ隊は完全に暴徒化し，放送局，新聞情

報局などを襲撃，放火に及び，政府は遂に軍隊を出動させ治安の維持に当ら

せた。ヒンズー教徒が国民の8割を占めるインドで聖牛問題を突かれること

は総選挙を前にした会議派にとって大きな打撃であった。政府はナンダ内相

にその責任を押しつけ，退陣させてお茶を濁したもののその過程で会議派内

部の内紛をさらけだし，ガンジ一政権の統卒力の欠除と弱体ぶりを暴露した

のである。

こうした政情不安の下で，各政党は67年2月に行なわれる総選挙を目指し

既に活発な運動を展開している。ネノレーなき後の国民会議派では，選挙綱領

の作成，候補者の人選などを廻って党内派閥の対立抗争が激化した。綱領審

議の過程では政府部門の拡大，重工業の国家による開発，私的独占の禁止，

銀行国有化など従来ネノレーの主張した「社会主義」の路線を押し進めようと

する左派と中道的自由主義的右派諸勢力の対立が目立った。候補者の人選を

廻って起ったメノン国防相の公認拒否事件は，右派勢力の露骨な左派締出し

工作といわれ，会議派の内情の一端を示すものであり，党内統制の弱体化が

窺われる。各派閥，新旧候補者の抗争交替の過程で離党者・不満分子は反旗

をひるがえし，ジャナ・コングレス党を結成した。このような内紛と分裂の

兆は会議派のただでさえ不利な形勢をさらに助長することになっている。

与党に対抗して野党間の選挙協定は各州で結ばれ，ケララ州では反会議派

野党連合が結成された。
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色あせた非同盟外交

ネノレーにより花々しく展開された非同盟政策は，中印国境紛争を境に軍事

援助，国内経済開発のための経済援助，食糧援助などを通じてその基盤に崩

壊の兆をみせてきた。ガンジ一政権下のインド外交においてさらにその国際

的地位は低下し非同盟外交の無力が暴露された。米ソ冷戦下においては非同

盟の存在意義も大きく，ネノレーの発言は世界の注目を浴びたが，米ソの平和

共存，中共のf台頭という新情勢の下でアルジエリアのべンベラ，ガーナのエ

ンクノレマ，インドネシアのスカルノなどかつての非同盟の立役者達は既にそ

の地位になく，ネノレーも世を去った今，非同盟の力は弱まらざるをえない。

このような国際情勢の変化のもとで，中印紛争以来，インドは経済情勢の悪

化とともに対米依存の度合を強めてきたが，印ノミ紛争後の破局的な外貨危機

食糧危機を前に西側援助諸国グ、ノレープヲ とりわけ米国の経済援助に大きく依

存せざるをえない立場に追い込まれた。すなわち第4次5ヵ年計画の規模か

らいってその成否の鍵である外国援助は，世銀の平価切下げ要請を容れるこ

となしには実現不可能となった。しかし，平価切下げの実施は援助諸国グル

ープの圧力に対する屈伏を意味するのみでなく，世銀がいわゆる自由化政策

を求めている以上，民主主義的社会主義と計画経済という従来のネル一路線

の変更を意味するものであり，これに対しては国内の反対が強まった。この

ような情勢はまたインドの非同盟中立外交に対する各国の疑惑を招くことに

なった。

ガンジ一首相は6月にアラブ連合，ユ｝ゴ，ソ連を歴訪するに先立ちジュ

ネーブ会議の即時開催，北爆中止と戦闘行為停止など7項目のベトナム和平

提案を突然発表し，世界の注目を集めた。米国のハノイ・ハイフォン地区爆

撃で戦争がエスカレートした直後のこの提案は，インドの非同盟外交を印象

づけることを狙ったものとも思われるが，各国の反応は冷たく，米国は北爆

停止の意志のないことを明らかにし，中国は米軍が撤退しない限りジュネー

ブ会議開催は無意味であり，ガンジーの和平提案は結局米国に奉仕するもの

であると批難した。訪問先のアラブ連合，ユーゴでもこの問題については，

一般的な平和解決呼びかけの共同声明発表に止まれソ連との共同声明では

北爆停止とジュネーブ会議の枠内での問題解決を掘って外交的体面は保った
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ものの，会議では米軍の撤退を強く主張するソ連の反機を受けた。結局ベト

ナム和平提案は情勢を改善する何等の具体的な成果を生むことなく，竜頭蛇

尾に終ったのである。

この訪問のあとをうけて10月に聞かれた非同盟3国首脳会議においても，

ベトナム問題，中共の国連加盟，軍縮，核拡散防止，経済問題について意見

の交換が行なわれたが， 3国の意見は一致せず，インドはベトナム問題では

米国を窮地に追い込むような強い立場もとれず，中共の脅威をひしひしと感

じている現在の情勢では，中共の国連加盟，軍縮，核拡散防止についても消

極的にならざるをえなかった。結局会議は非同盟政策の意義を確認し，ベト

ナム問題では北爆停止，軍隊の撤退，ジュネーブ協定の完全実施など従来の

主張の繰り返しに止まり，核拡散防止協定も単なる呼びかけを行なっただけ

で新たに提出された問題点といえば先進国の後進国援助義務を強調し，後進

諸国の結集を呼びかけた程度のもので全く迫力のない会議に終り，改めて非

同盟外交の地盤沈下を示すこととなった。経済・食糧援助の増大に伴う対米

依存の深化，ノレピ一切下げ，マドラス肥料プラントの外国資本による経営権

の掌握などにみられる対米従属への傾斜により，ネル一時代のインド外交の

栄光は昔日の感があり，ガンジ一首相としては国際的に，また総選挙を控え

た圏内にむけても，失地回復の一手段として非同盟外交を打ち出してはみた

もののあらためてその無力を表明したに止まった。それだけではなし財界

を中心に従来のネノレ一路線を変更し，経済を自由化し，民間外資の導入を促

進し，西側接近を積極的に推進してゆこうとする動きも強まっており，非同

盟外交は足元からもゆさぶられているのが現状である。

岐路に立つインド

現在インドの直面している政治的経済的危機は天候不順による不作，総選

挙前の野党攻勢などの一時的要因も作用しているが，根本的にはネル一時代

に蓄積された内部矛盾がその頂点に達したものと思える。

米ソ冷戦の中にあって，非同盟を旗印に「平和の調停者」としてネルーの

国際政治に果した役割は大きかった。しかし，国内政治の面ではいわゆる

「ネル一路線」は多くの障害に行き当った。ネノレーは第1次5ヵ年計画の好

V
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結果を背景に，「社会主義型社会」の建設という政治目標を掲げ，経済の「管

制高地」である基幹産業を政府企業が占拠して私企業部門を指導するという

「混合経済」の理論に基づいて，工業化を中心とする経済計画路線を打ち出

した。この考え方は国際的には後進国は政府部門の拡大を重ねることにより

資本主義的発展の道から次第に，平和のうちに社会主義体制に移行すること

が可能であるという理論を証明するかにみえた。しかし，その後の動きは思

わしいものではなかった。実情を無視した重化学工業化は開発資金の不足に

ぶつかり，大幅な外国援助の導入，増税，赤字財政に頼らざるをえず，イン

フレを引き起した。また農業生産の停滞と流通面におけるネックからする慢

性的な食糧不足を引き起し物価騰貴，外貨不足に拍車をかけた。食糧不足・

物価騰貴は国民生活を圧迫し，所得格差はいっこう縮まっていない。ネノレ｝

の描いたインドの未来像は彼の晩年にすでに破綻をきたしていたように思え

る。ソ連の計画経済の経験をとりいれた重化学工業化政策はそれ自体で一人

歩きするものではなく，経済構造全体を均衡のとれた形に改造することなし

にはその目的を達成しえないものといえる。特に国民の大部分が農業に従事

し，その生産性の極めて低いインドのような後進国では，土地改革を中核と

する農業開発の実施が必要である。このように経済構造の改革には強力な政

治勢力の結集が必要であろう。この意味からいって，民族主義者の連合戦線

である会議派は余りにも雑多なメンバーの寄せ集めに過ぎ，漸進主義ではあ

るにせよ社会主義を標傍すること自体無理があるといえる。派閥抗争は独立

達成とともに始まり，基幹産業の固有化，独占企業の社会的所有，利潤抑制

など左派の主張は大地主・財界などの右派勢力の強力な抵抗に会い当初から

妥協と挫折を繰り返してきた。ネノレー在世中はそれでも彼の政治的手腕と民

族解放運動の余勢に支えられた国民の信頼により会議派はまとまってきた。

しかし彼亡き後，これに代るべき指導者の欠除によって派閥抗争は一段と激

化し，右派勢力による左派の追落しが進められている。一方会議派にとって

最も扱いにくい勢力である大財閥を先頭とするインド財界はネル一政権の経

済統制のもとでも着実に力を蓄え，民間産業の自由な発展を求め， 「社会主

義路線」の転換を要求しており，スワタントラ，ジャンサンなど私企業優先

を説く右翼政党の動きも活発化した。国外では米国を中心とする先進資本主
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義諸国が食糧援助，経済援助をてこにインド市場進出を目指して経済自由化

を迫っており，国内でも積極的に外資導入を要望する産業界の声が高まって

いる。インド資本主義の発展にとってネノレー路線は最早桂桔化しているのか

も知れない。

一方，食糧危機，物価騰貴などを背景とする労働運動の成長，大衆の不満

の増大は左右両派共産党を始めとする左翼勢力の伸長をもたらし，政局は経

済発展の基本路線を廻る左右への分極対決の方向に動きつつあるように思わ

れる。総選挙では会議派は後退しでも，過半数を制し政権を担当することに

なろう。現在の経済危機を乗り切るには強力な政治的指導力と何等かの抜本

的対策が必要とされる。

しかし，明確な政治目標を失ない派闘争いが横行する会議派にそれを期待

することは困難なようである。情勢の混迷は当分の間避けられないだろう。
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1～3月の概況

ガンジ一新内閣は発足早々内外とも重大な困難に直面している。食料不足

はケララ，西ベンガルなどで暴動化の様相を呈し，ナガに続いてミゾの民族

的反乱の発生，パンジャブ言語州の分離をめぐるシーク・ヒンズーの衝突，

ラジャスタン，マハラシュトラでの労働争議の深刻化などがこれに加った。

政府はインド防衛令の発動，指導者の逮捕，軍隊ないし武装警官隊の動員な

どにより秩序の維持に努めているが，明年早々の総選挙への思惑がからんで

いることもあり，楽観は許せない。印パ関係は，タシケント宣言により，撤

兵，外交団の復帰など次第に正常化に向っているものの，中国首脳のパキス

タン訪問もあり，一進一退の状況にある。

第3次5カ年計画iは目標を大幅に下回る実績で終り，物価上昇（3月末前

年比6%), 原材料調渇は一段と深刻化した。 チヨードリ新蔵相は明年度予

算で開発計画の抑制， 10億ルピーの増税など経済の不均衝是正に努める一方，

IMFより新たに 1億8750万ドルの外貨引出しを実施したO これらを背景に，

ガンジ一首相は 3月末訪米し対米関係の調整を図ったが，なお援助の全面的

再開に至らず，第4次計画発足の目途がついていない。

ガンジー首相の訪米

3月27日，ガンジ一首相はジョンソン米国大統領差回しの特別機でパリか

ら米国に向ったが，この訪米は，昨年4月の故シャストリ首相の訪米拒絶と

それに続く印パのカシミール紛争の激化で、円滑を欠くに至った米印関係を，

両国首脳の個人的接触を通じ調整しようとするものであった。だが，友好関

係強化にどのような成果があったにせよ，首相訪米の真の狙いが印パ紛争以

来途絶している経済援助の再開にっし、ての確約の取付けにあったことは否

定できない。

会談後発表された共同コミュニケは，ガンジ一首相が3月28,29日のジョ
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ンソン大統領との接触を通じて米印関係、の打開に腐心したことを窺わせてい

る。首相はベトナムにおける米国政策の批判を差控え，中国の挑戦に断回対

処する決意を表明するとともに，経済開発促進に印パ関係の改善，安定化が

不可欠であることを確認した。同時に，首相は食料自立達成のための諸政策

を説明し，経済開発推進の方向を明らかにした。さらに，ワシントンのナシ

ョナル・プレス・クラブでは，首相は米国の南ベトナム政策に同情的な態度

を示し，ニューヨークのエコノミック・クラブでは外国民間資本を歓迎し，

より重視する意向を表明した。

これに対し，ジョンソン大統領は余剰農産物援助見返りノレピー資金（5億

7500万わけのなかから 3億ドノレを割いて教育基金を創設すること，緊急食

料援助として小麦350万トンなどを追加供与すること，世界銀行を中心とす

る開発援助に深い関心を有することなどを明らかにした。

卒直かっ友好的な意思の疎通がなされ， しかもこうした援助の確認を得た

ことは，米印関係の進展に重要な意味をもつものであった。しかし，一歩立

入って考えてみると，教育基金の創設はここ 2年間の話し合し、で実質的には

すでにまとまってし、たものであり，また小麦350万トンの追加供給は，昨年

末のスブラマエアム訪米で約束された1500万トン援助の枠内を出るものでは

なかった。それにインドにとって最も重要ないわゆる経済援助の全面的再開

は，依然世界銀行との折衝に委ねられたままに終ったのである。

「援助クラブ」の 1965/66年度米国援助は4億3500万ドルで，その半ばが

商品援助とされており，そこから昨年12月の肥料借款5000万ドルと本年2月

のハンフリー副大統領訪印時の1億ドノレとがすでに解除され，商品援助とし

ての残りの枠は7000万ドル程度にすぎない。とはいえ，全面的援助再開の有

無が個々の金額の多少をこえて，いまや開始されようとする第4次5カ年計

画の根底に重要な影響を与えるものであることは，いうまでもないところで

ある。

世界銀行の対印援助についての考え方は，昨年夏の同行ベル調査団とクリ

シュナマチャリ前蔵相との論争から広く推測されているように，要するにル

ピーの平価切下げと抜本的な統制撤廃とにより，経済の不均衡を是正し，国

際競争に堪えうる生産力の育成を図るとし、う点にある。年初来ノレピ一平価切
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下げ説が再燃しているのも，最近ベル調査団が再び、訪印したことと決して無

関係ではない。

ジョンソン大統領の発言が世界銀行の方針を改めて確認したものと解しう

るならば，インド政府としては，印パ紛争当時力説された自力開発論に固執

しない限り，世界銀行の勧告に対していかに自らの開発政策を適応させるか

を再検討する以外に途はなかろう。だが，平価切下げと自由化が維持輸入の

統制撤廃，産業投資・資本発行・価格および流通等々の諸分野における規制

の除去を意味する以上，民主主義的社会主義と計画経済という従来の基本方

針が根本的に変革されねばなるまい。総選挙を昨年早々に控えた与党国民会

議派が，当面こうした抜本的な政策転換を断行しうるかどうか。さらにいえ

ば，現行体制の大幅な変革が不可避であるとしても，世界銀行の説くような

市場機構 marketmechanismを基礎とする経済政策が， 果して経済開発の

最も効果的な方式といえるかどうか。第4次計I両に対する「援助クラブ」の

活動再開につながる当面数ヵ月間の動きは，こうした意味で注目されるとこ

ろである。

多印パ首脳会談とタシケン卜宣言

シャストリ首相とアユプ・カーン大統領は，ソ連コスイギン首相のあっせん（good

o伍cesand not mediation）呼びかけに応じ， 1月4～10日， ソ連ウズベク共和国首

都タシケントで、印パ紛争の収拾に関し会談， 10日午後「タシケント宣言」に調印した。

宣言は，①紛争解決に武力を用いないという国連憲章に基づく義務を再確認する，

⑨軍事要員を2月25日までに紛争発生前の地点（昨年8月5日までの線）に撤退させ

る，③大使の帰任を含め外交関係を正常化させる， など 9項目にわたり両国関係の正

常化と友好促進の意図を表明したものである。

カシミーノレをめぐる両国の対立は， その独立ニ印パ分離以来の根深いもので，今回

の会談も，カシミールをインド領として確定したものとし，無条件的な不戦条約を締

結しようとするインド側と， 対立の根本原因であるカシミール帰属についての紛争を

適切に処理することなしには不戦条約締結の意味がないと反論するパキスタン側とが

激しく対立し，一時はその前途が危ぶまれたが， コスイギン首相の精力的なあっせん

活動により，武力回避を国連憲章に関連づけて不戦条約の意図を生かし， それにより

紛争以前の線への撤兵を確約させるとともに， カシミール問題については双方の見解
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が提示された旨を宣言に明記L, l:[Jパの紛争処理についての共同機関を設け，これを

もその対象にしうる途を残すという形で，両首脳の合意が得られることとなったわけ

である。

会談はもちろん印パの懸案を解決するものではないが， とにも角にも両国関係の正

常化への途を拓いたという意味で、成功とされ，米英はじめ国際的にも歓迎されている

が，同時にソ連のアジア外交の画期的な勝利として注目されている。なお，インド政

界でも共産党を含み一般的に宣言を歓迎しているが， 右翼的なジャン・サン党ではこ

れをパキスタンの再侵略を許すものとして激しく批判している。

場参印ソ新貿易協定調印

マヌパイ・シャー商業相とソ連 N.S.パトリチェフ貿易相は， 1月7日，両国間の

新貿易協定および議定書に調印した。

新協定は1966～70年間の貿易額を輸出入各65億ルビーへと， 1961～65年の同25億ル

ビーより倍増させることを目指すもので， 1970年の年間貿易額は輸出入各15億ノレピー

(1964年同7億5000万ルビー）と予定されている。議定書ではソ連が機械その他資本

財の対印輸出に関L，期間8～10年の長期信用を供与する旨規定されている。新協定

の特徴とされているところは次の通り。

1. ソ連はその援助にかかる諸企業約40の維持に必要とされるすべての機械・部

品を供給する。

2. ソ連はインド自身の産業開発に必要な原材料（非鉄金属，新聞用紙，硫黄，

ブリキ，硫安など）を供給する。

3. ソ連はインドからの工業製品・半製品（電球，冷蔵庫，工作機械，織機，綿

織物など〉の買付を増大させる。その比重は対印輸入の40%見当へ引上げられよう。

4. ソ連はインドの必要とする石油製品の大部分を国際価格より安い価格で供給

する。

5. 両国は相手国の必要を満たすため関係品目の生産力を拡張する。

多1965/66年度の食料生産

1月23日発表の公式推定によれば， 1965/66年度の食料生産は7610万トンと前年度

比1230万トンの減産となろう。減産は夏作で800万トン，春作で430万トンとみられ

る。品目別推定計数は次の通り。
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（単位万トン） 米 小麦雑穀豆類

1965/66 3,230 1,110 2,200 1,070 7,610 

1964/65 3,870 1,210 2,320 1,440 8,840 

なお， 1961/62年度以降1963/64年度までの各年の生産高は8103万トン， 7845万ト

ン， 7943万トンで，上記と合せると，第3次5ヵ年計画期の平均年間食料生産は8070

万トンとなる。ちなみに，現年度の計画日標は9200万トン，第4次計画最終年度の目

標は 1億2500万トンとなっている。

物ガンジー内閣成立

シャストリ首相は印パ首脳会談終了直後の 1月11Fl午前1時32分，心筋硬塞のため

タシケントで急逝， これに伴いネノレー故首相の令嬢インディラ・ガンジー情報放送相

を首班とする後継内閣が， 1月24日慌しく発足した。

新内閣の構成は前内閣と大幅な変化はなく， ナンダ内相をはじめ，外務，鉄道，国

防，大蔵，食料など重要閣僚が留任， 1963年のカマラジ計画で退任した，ジャグ、ジパ

ン・ラム氏が労働・雇用・授産更生相として入閣した。退任した閣僚は，タシケント

宣言に反対して辞表を提出したチャギ授産更生相のほか，カピーノレ石油化学相， セン

法相らで，アソカ・メータ計回i委副議長が計画相に新任され， マヌパイ・シャー閣外

商相が閣内相に昇格しているO

ガンジ一片相の選出に際しては会議派内部で異論があり， シヤストリ選出時のよう

にカマラジ総裁が新首脳選出に党内での話合いによる全員一致を得ることができず，

結局会議派議員団の秘密投票に持込まれ， ガージ一首相がモラノレジ・デサイ元蔵相を

355票対169票で、破って選出された。こうした経緯と明年早々に総選挙を控えている

という事情などから，新内閣は党内諸派の利害を勘案した構成とならざるをえず， 妥

協の産物との評をも招くに至っている。このことは，重要閣僚多数の留任と相まって，

新内閣も政策基調として前内閣の方針を踏襲し， 急激な政策転換を避けることを示す

ものと解されているが，反面そうした制約の中でも， 商業，計画，工業など経済関係

諸省を重視し， 人材登用の方向を窺わせていることは，経済危機進行の折から歓迎さ

れている。

ム新閣僚名簿

首相，原子力相

内相

労働，雇用，授産更生相

Indira Gandhi夫人 （前情報，放送〉

Gulzarilal Nanda （留任〉

Jagjivan Ram （新任）
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外相 Swaran Singh （留任）

鉄道相 S. K. Patil C " ) 

国防相 Y. B. Chavan （グ）

運輸，民間航空相 N. Sanjiva Reddy （前鉄鋼，鉱業〕

食料，農業，地域開発相 C. Subramaniam （前食料，農業〉

蔵相 Sachindra Chaudhari （留任）

国会，通信村I Satya Narayan Sinha （グ〉

教育相 M. C. Chagla C " ) 

工業相 D. Sanjivayya （前労働）

計画1相 Asoka Mehta （新任）

商業相 Manubhai Shah （前閣外商業）

法相 G. S. Pathak （新任）

濯j慨，電力相 Fakhruddin Ahmed ( " ) 

物日本より経済使節団訪印

日本商T.会議所，経団連， 日本貿易会共同派遣の訪印経済使節同（同長足立日商会

頭，高lj団長永野富士鉄社長）は， インド商工会議所連合会の申出でに応え， 1月27日

より 2月5日まで訪ド11，ニ 1 ーデリーを中心にボンベイ， マドラス，カルカッ々を歴

訪，ラダクリシュナン大統領， ガンジ一首相をはじめ，同国政財界首脳と日印貿易・

経済協力につき懇談した。

使節団は日本から訪印する初めての大型財界代表団として歓迎され， 一連の懇談を

通じ，インド側から肥料の供給（5年間500万トン），造船部門や鉄鋼部門への援助，

円借款の増大， 加工原料・製品など輸入品目の拡大・増加など広範な分野にわたる協

力関係の緊密化が要請された。 日本側からは現在議会で審議中の特許法改正案の方向

や，インフレないし国際収支悪化が外国投資に及ぼす影響にっし、て懸念が表明され，

また鉄鉱石などの安定的な供給についての政策的配慮、が要請された。

使節団は2月4日， インド商工会議所連合会代表とカルカッタで最終会議を聞き，

両国財界がそれぞれ日印経済合同委員会を設置することを決定，経済協力関係の強化

を謡った共同コミュニケを発表して訪印日程を終了した。両国の合同委員会はできる

だけ早い機会に東京で第1回合同会議を聞く予定とされている。

修会議派第70回年次総会（ジャイプール）
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国民会議派は2月9～12n, ラジャスタン州ジャイプールで・第70何年次総会を開催

した。カマラジ総裁は12日の本会議で，経済危機は当国i国防への脅威よりもはるかに

重大であるとし， FPパ紛争に際し示されたような全国民の統一的な努力を，この経済

危機を克服するために振向けるべきであると強調した。また，ガンジ一首相は第2次

大戦中英国民が乏しい食料配給に耐えて戦勝のため総力を傾注したことをあげ， 党員

が大衆の中へ入って，ともに貧困との闘争に起ち上ることを要請した。

会議はタシケント宣言を承認する決議案など下記4公式決議案， ならびに党組織関

係2決議案を採択したが，本会議に先立つ10～11両日の議事運営委員会では，党運営

委員会が提出した食料・農業問題に関する決議案の審議で混乱， 激しい執行部批判で

ガンジ一首相やカマラジ総裁の説得も無視される状態が現出するに至った。その結果，

議運は食料地帯制度の即時撤廃を主張する反対意見を汲んで， その廃止に関し直ちに

検討する胃の文言を挿入するという形で決議案を修正した上，これを採択した。

1. タシケント宣言．．．．宣言は印パの友好・協力関係の基礎をおいたものとし

て，これを歓迎するのこれが忠実に実施されれば， 6億ピ人民の幸福と繁栄に貢献す

るであろう。

2. 経済情勢．．．．プノミネスワール決議に示された民主主義と社会主義のも諸目標は

達成されておらず，現在重大な食料・外貨危機に直面してし、る。 しかし，独立後の

著しい経済発展よりみて，不均衡を早急に是正することは可能であるのこのため，

経済問難を精密に検討し3月末までに報告すべき委員会を設置する権限を総裁に与

える。

R. 食料・農業問題．．．．早害による食料不足は重大であるO 公正な配分を期する

ために政府の流通・消費統制が必要であり， 中央食料プールへの食料確保のため州

政府の協力が一段と求められる。食料移動に関する地帯制度は即時再検討されなけ

ればならない。輸入食料へのt依存を絶つため，政府が農業生産増大を国防に次いで

重視していることを歓迎する。

4. ガンジ一生誕100年祭....1969年 10月の建国の父ガンジーの生誕100年記念

日を大統領統轄の下に祝うため，全国委員会を設置することを歓迎する。全国民が

この計画に参加するととを訴える。

移経済白書発表

チヨードリ蔵相は2月2HL 下院に対し1965/66年度の経済白書を議会に提出した。

白書は新予算の発表に先立ち，その経済的背景を分析するもので，要旨次の通り。
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1. 1965/66年度の経済は天候不順による農業生産の減退（1964/65年度食料生産

8840万トンに対し，本年度夏作のみで15%減など）と，外貨準備逼迫による原材料

輸入の窮屈化， とくに円jパ紛争に伴う外国援助の中断とにより，撹乱的影響を受け

た。鉱工業生産は上半期（ 4～9月）前年比7.3%増のあと，下半期（10～3月）

には同5%増も難しく，年度全体として前年比増加は 6%以下となろう。国民所得

は64/65年度の7.:3%増（実質）に対し，本年度は増加がとまり，若干の反落も予想、

される。

2. 1966/67年度の農産物供給は，米国余剰農産物援助の増加にも拘らず，一段

と窮屈化し，最低限消費の確保はともかく，在庫の蓄積は困難であろう。工業面で

は鉄鋼，石油精製，セメント， アルミなど若干部門での新能力追加が予想され，国

産非農原料による工業生産の増加が期待されるが，原材料を農産物および輸入に依

存する部門では，在庫著減による圧迫がさらに強まるであろう。

3. したがって，新年度の経済および財政の見通しは不安定であるが， 当面，肥

料や農薬の供給増加，経済援助の再開などへの動きもあり，天候の回復による農業

生産の正常化や，金融引締めないし輸入代替促進の効果が実現すれば，経済活動が

再び拡大の勢し、を取戻すのも遠くないものと期待される。

多1966/67年度予算案発表

チヨードリ蔵相は， 2月28日，議会に対し 1966/67年度の中央政府予算案を提出し

た。新予算案は，経常支出 1億ルビー，資本支出228億ルビーで，総合収支は11億7000

万ノレピーの赤？ーとなっており， 提案された増減税（差引9億2100万ルピー増収〉が実

現すれば，赤字は2億4900万ノレピーに縮小する（別表参照）。

蔵相は予算演説で編成方針の大綱を説明， より現実的な立場から，民間部門の確信

強化と政府部門での能率向上とを通じ，農工生産の拡大を達成すること，既着工事業

計画の早期完成と国防需要の充足を図りつつ， 一般行政費や長期を要する新規開発計

画などを全般的に抑制することなどに努力した旨強調した。

新予算では，法人・個人所得税の伸び悩みゃ外国資金調達の減退など，経済活動の

停滞と外国援助中断の影響が窺われる。反面，支出面で、は印パ紛争や早害により国防

費の増加，国境警備や飢鐘救済関係の州への援助の増大がもたらされ， さらに国債費

はじめ既定経費の不可避的な膨張， 州政府の対準備銀行一時借入れの肩代りなどの支

出増加要因も加わった。第4次5ヵ年計画関係の計画支出は， 208億1000万ノレピーと，

予想通り現年度の222億5000万ノレピーを若干下回っている。
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収入不振と支出膨張のなかで財政の均衡を図るために，若干の増税が不可避となり，

期待された減税・税制改革は限定的なものに止まった。物品税の引上げは砂糖，タバ

コ，軽油，綿製品など日常生活に関係の深い若干の品目について提案され， さらに消

費規制の観点から一定限度内で物品税率を随時変更する権限を政府に賦与するよう要

請されている。法人関係では，法人税率の約10%程度の引上げが行なわれた反面， ボ

ーナス株発行税廃止，ボーナス株推定資本利得課税廃止，払込資本の10%以内の株式

配当に対する配当税免除，利潤付加税率の引下げなどが実現されることとなった。ま

た，個人関係では基礎控除，人的控除，年金預金免除限度の拡大，支出税の廃止など

と並んで，所得税の一律10%引土げ（特別付加税）が行なわれたが， これらは低所得

層の税負担軽減のほか，税制合理化や徴税能率の向上などを図るものでもあるQ

新予算案に対し，減税が不十分であり， 逆に直接税負担が強化されていること，経

常・資本両分野とも必要な支出削減を実現しえず， インフレ要因を残していることな

どの批判が加えられている。だが，政権交替や第4次計画未確定など重要な不安定要

因を背景として，新予算の随所に認められる新蔵相の現実的な方針が， 呆してどの超

度の効果をあげうるか，今後の成行きを注目しなければならない。

（別表〉 予算収支概要 （単位100万ノレピー〉

1965/66当初J 1965/66改訂 1966/67 （増減税提案分）

1. 経常予算

収入 23,458.7 24,695.1 26,171.2 C + 1,015.1) 

関 税 4,195.0 5,312.0 5,600.0 （＋ 5.2) 

物 ロロn 税 8,191.9 8,613.5 9,697.0 C + 422. 7) 

$ 人 税 3,716.0 3,300.0 3,400.0 C + 360.7) 

J_iff i号 税 2,915.0 2,600.0 2,700.0 C + 244.5) 

本日 討も 税 74.0 70.0 74.0 （＋ 7.0) 

富 裕 税 135.0 140.0 140.0 

ァメ＋」、 出 1弛 15.5 7.5 7.5 6.0) 

そ 。〉 他 5,500.7 5,953.4 5,928.3 12.1) 

控除：州へ支払

所 千号 税 ーし212.7 -1,233.4 -1,304.5 

相 続 税 71.7 67.9 71.1 C - 6.9) 

支 出 五十 21,164.8 21,874.2 24,074.1 

国 防 7,487.4 7,690.6 7,976.7 
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国債費 3,561.1 3,726.1 4,148.3 

社会・開発 1 , 846 . 6 1 , 777 . 3 1 , 955 . 7 

州への贈与 3 , :cm . 1 3, 349 . s 3, 963 . o 
州への物品税繰入 1,408.4 1,459.2 2,127.5 

行政賞’ リn. 6 922 . 1 1 , 100 . s 

徴税費 2ss . s 296 . 4 308 .4 

その他 2,:387 .8 2,65:3 .0 2,493. 7 

過（十）不足（一） 十一2,29：｛.り 十2,820.9 十2,097.1 C 1-1,015.1) 

2. 資本予算

1965/66 1965/66改訂 19(i6/(-i7 （別減税提案分）

収入 dJ 2l,662.i 21,628.6 21,__(10日.0 （十！W.:Q

経常予算剰余 2,29:L9 2,820.9 2,097.1 (+l,015.1) 

内凶｛責 2,700.0 3,:399 .4 2,827.9 

外偵・ 5,888 . 6 5, 369 . 0 4,598 . 5 

PL 480借款 800.0 800.0 :{,250.0 

州より返済 2,736.9 2,816.4 2,880.0 

少額貯蓄 1,350.0 1,349.0 1,350.0 

年金預金 650.0 454.0 444.0 (- 93.9) 

PL 480預金 1,910.0 1,500.0 -1,190.0 

特別開発基金 1,431.6 1,097.4 3,491.2 

その他 1, 901 .4 2 , 022 . 5 1 , 856 . 3 

支出計 21,633.0 23,278.6 2?,,'7_7§ .O_ 

民生 3,597.3 3,723.7 3,019.3 

凶 ｜リj 1,:mo.s 1,193.3 1,206.0 

鉄 道 2,400.0 2,398.9 1,806.0 

郵便通信 328.3 299.9 242.5 

内国債償還 1,700.0 1,730.0 1,936.0 

外債償還 972.9 964.4 1,205.9 

州への貸付 7,034.6 8,233.8 6,659.3 

その他貸付 3,499.4 3,934.6 3,450.0 

特別開発基金へ振替 800.0 800.0 3,250.0 

総合過（十〉不足（一〉 十29.4 -1,650.0 ーし17Q.o （十 921.2) 
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移ガンジー＝ジョンソン共同コミュニケ

ガンジー首相はジョンソン米国大統領の招待で HJ2rn～4月1日米国を訪問L

た。首相は28,29両日 2回にわたりジョンソン大統領と会談したが， その終了にあた

り要旨以下の共同コミュニケを発表した。

1. インドの経済開発．．．．大統領は議会民主主義の枠内での生活水準向上に対す

るインド自身の努力を， とくに世界銀行を中心とする凶際的な方式を通じ援助する

ことについて深い関心を有する旨確約した。

2. 緊急食料援助．．．．大統領と首相はインドの緊急食料需要が世界的な食料不足

傾向との関連でみるべきものであることに一致した。首相は食料自立方策を説明し，

大統領は食料不足の緩和をめざす国際的努力に引続き参加する旨確約した。大統領

はこのため近く議会に特別教書を送るとの意向を明らかにした。

3. 教育基金．．．．首相は教育の全部門にわたる助成のためインド・米国教育基金

を創設するとの大統領の提案を歓迎した。

4. 印パ関係．．．．大統領と首相とはタシケント宣言以降印ノ之関係が改善されたこ

と， およびこの改善の維持が経済開発へ専心するため必要であることに同意した。

5. ベトナム問題．．．．大統領はベトナム共和国の自由の防衛と再建とを援助する

米国の政策を説明し， 首相はこれについて公正かっ平和的な解決のため引続き努力

する旨表明した。

6. 対中国問題．．．．首相はインドの自由と領土保全を防衛する決意を表明し， 中

国の侵略的諸政策の脅威を説明した。首相と大統領は，こうした侵略政策がとくに

アジアの平和に対する脅威となっていることに一致した。

7. 訪米の怠義．．．．今回の首相の訪米は議会民主制を保持する米印両国の友好関

係を再確認したものであり， ¥μl］首脳の非公式， 率直かっ友好的な討議は両国民の理

解増進に貢献した。
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日誌（ 1～3月〉

月
日 ’新蔵相就任－－－ Sachindra Chaudhuri 新蔵相就任。新蔵相は記者会見でti:

会主義的民主主義，富の平等な分配，国防の重視など一般的政策態度を表明，＇ Ji:

態に応じ前進や後退が必要であると弾力的な立場をゆiらかにした。

2 日 Vハリマン米特使来印一一ハリマン米国大統領特使は，タシケント会談へのtU

発を控えたシャストリ首相を慌だしく訪問，最近の米国の和平工作と関連してベ

トナム情勢を説明，国際管理委員会の役割などにつき討議した。

3 日 V首相タシケント着一一シャストソ首相は，ソ連コスイギン首相の招請による

印パ首脳会談出席のためタシケントへ到着，コスイギン首相と会談の打合せを行

なった。スワラン・シン外相，チャパン国防相らが随行。アユブ・カーン・パキ

スタン大統領はシャストリ首相に2時間先立ちタシケントに到着した。

V前蔵相記者会見一一クリシュナマチャリ前蔵相は記者会見で辞任の理由を説

明，これに関しシャストリ首相との間で交換した書簡の内容を公表した。

’石油価格引下げー一一BurmahShellおよび Essa両社に続き， Caltex社も輸

入原油価格を 1月1日よりバレル当り1.48ドノレより 1.40ドノレに引下げる旨発表。

3外国石油会社の値下げにより年間外貨支出額は 100万ノレピー節約されよう。

4 日 v世銀，平価切下げ勧告か一一チヨードリ蔵相は第3次計画に関する世界銀行

の報告の採否を検討した模様。同報告はインドの5ヵ年計画の諸欠陥に焦点をあ

てたもので，とくに国際収支危機と関連して，ルビーの平価切下げないし40%の

輸入課金賦課を勧告していると報ぜられる。

V米国より肥料借款ーーさる 12}Jワシントンで発表された5000万ド‘ルの肥料

借款協定，正式調印。資金は12月101］以降の発注分に適用され，現物は年末まで

に農民に供給されるものと期待される。本協定は米国援助の再開とは無関係とさ

れている。

5 日 Vパンジャブ内閣，シーク分離に反対一一パンジャブ州内閣は，同チ｜仰言語別

分割を要求する Akaliに対し反対することを満場一致で決定した。この決定は，

分割反対派の DarbaraSingh内相の勝利を意味している。

, State Bank金利引上げ一一一StateBankはその優良貸出金利を 1月1日より

7%から7.50%へ引上げた。従前の金利は昨年2月18日に6.25%から引上げ、られ

守
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たものO 新金利は，銀行間申合せにより公定歩合比2%高とされている他の指定

銀行の最低貸出金利に比し，なお0.50%低い。

6 日 V自由外貨による肥料輸入一一ー政府は米国の肥料借款5000万ドルによるものの

ほか，自由外貨3億5000万ルピーによる肥料輸入を行なうこととし， 2月11日ま

での間，国際入札を受付ける旨決定した。

7 日 V印ソ新貿易協定調印一一印ソ両国間の新貿易協定調印。新協定は向う 5年間

に貿易額の倍増（1961～65年輸出入各25億ルピー： 1966～70年間65億ルピー）を

日指している。

v共産党全国委一一共産党（右派）は向う 1週間の予定でその全国委員会を開

催した。会議に対する書記局の報告では，政府がその経済政策面で，印パ停戦以

降内外の独占資本および右派勢力に対し，一連の危険な譲歩（セメント統制解除

や新肥料政策など〉を行なっていると指摘している。

8 日 V力ル力‘Yタ，食料配給削減一一西ベンガ、／レ州政府はカノレカッタその他の法定

食料配給地域における米の配給量を， 1月10日より成人1週1kgから 900gに削

減する旨決定した。小麦商己給量は供給事情好転に応じ増量する予定。

9 日 Vケララ91111，食料配給削減一一ケララ州 A.P. Jain知事は米の配給量を成人1

日当り 160gより 120gへ削減せざるをえない旨発表した。食料公社を通じ月 7万

トンの米を供給するという中央政府の約束が履行されなかったため。

V米国肥料借款にヒモ一一一ロンドン・タイムス紙は週刊誌Elizの報道として，

昨年12月の米国の対印肥料借款5000万ドルの供与に当り， AIDノレイス代表がイ

ンド政府との書簡交換により，政府より次の確約を得たと伝えている。①同借款

は1966年の肥料輸入資金の他への転用を許すものでないこと。②向う 6ヵ月以内

に100万トンの肥料生産設備新設に関する外国民間会社との取極めを完了するこ

と。③既設民間肥料工場への原料供給を確保し，自由販売を許すこと。

10日 v印パ，タシケント会談終了一一一シャストリ首相二アユブ・カーン大統領によ

る印パ首脳会談は，武力行使の放棄などを含む共同宣言の調印をもって終了した。

V非金融機関の預金受入れ制限一一準備銀行は， 1月7日付指令をもって銀行

（保険会社を含む）以外の会社の公衆よりの預金受入に関L，要求払預金，通知

預金ないし期間12ヵ月以内（賦払信用会社の場合は6ヵ月以内〉の預金の受入れ

および更新を許さない旨指示した。この措置は，準備銀行による一般会社の預金

受入れに関する1964年3月現在の調査に基づき講ぜられたもの。

11日 vシャストリ首相急逝一一シャストリ首相は10日夜のソ連コスイギン首相主催
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送別レセプシヨンより宿舎に帰り，就寝の直後不快を訴え， 11日午前1時32分心

筋硬塞の発作のため急逝した。享年610タシケント会談の心労が健康を損ねたも

のとみられている。シャストリ首相は1904年10月2日 U.P.州 MoghulSarai 

に生れ， 17才より非協力運動に入り， 1964年6月9I::!ネルー故首相の後を継いで、

首相に就任した。

首相の遺体はソ連機により午後2時：10分，タシケントより二ューデリーのパラ

ム空港に帰着した。

首相急逝に伴い，ナンダ内相が暫定首相に就任した。政府は 1月23日まで12日

間の服喪を発令，官庁および公共機関は11, 12の両日閉鎖される。ナンダ首相は

全国放送を通じ，タシケント宣言の具体化への決意を確認した。

Vハード・コークスの自由化一一政府は 1月15日より副産物コークス（by-pro-

duct hard coke）の価格および流通の統制を解除する旨決定した。これに伴い，

石炭管理官を長とする JointCoke Plants Committeeが設置され， コークス価

格の検討などを行なう予定。

12日 V故シャストリ首相の国葬一一故シャストリ首相の遺体はジャムナ河畔に移さ

れ， 12時32分3発の礼砲のもと，長男ハリ・クリシャン氏の点火により火葬に付

された。葬場にはソ連コスイギン首相をはじめとして，米国ハンフリー副大統領，

英女王代理マウントパッテン卿ら多数の外国使臣が参列，日本からは船田特使ら

が列席した。

v印パ大使の帰任一一パキスタン外務省スポークスマンは記者会見で，タシケ

ント宣言をカシミール問題の平和的解決への重要な前進であると説明，外交関係

正常化のため駐印大使の帰任に必要な措置を講じたと言明した。

13日 Vオランダの対印援助一一オランダの Bot開発援助担当国務相は，インドの食

料事情に関連してその農業改善のため100万ギルダー（130万ルピー〕の援助割当

を行なった旨言明した。

14日 V後継首相選出手続一一会議派運営委員会は後継首相（会議派議員団長）の選

出に関し， 1月19日の会議派議員団総会で決定すること，満場一致で選出するよ

う努力すること，満場一致の不能の場合には通常の投票により選出することを決

定した。

V金国債応募期間延長一一政府は国防金国債の応募期限および同防外貨送金制

度の適用期限（それぞれ1月末）を2月末まで延長することに決定した。関係輸

入申請期限もこれに伴い5月末まで延長される。
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’西ドイツの対印援助一一西ドイツの対印借款3075万マルク供与2協定調印。

内訳は一般商品買付用2350万マルク，機機工場改修用725万マルク。

マフジ会議派総裁は，ほとんどの州首相が
15日 V後継首相，ガンジ一夫人へ一一カ

後継首相にガンジー情報相を選出することに同意したと言明したo マドャ，アン

ーン トラ，ラジャスタン，オリツサ，カシ
ドラ，マドラス，マイソー／レ，マハフン ？ノ

ミールの8州首相は，会議の結果ガンジー情報相を支持する旨決定，カマラジ総

フャブ ヒマチヤノレ，西ベンガ／レの各州知
裁にこれを伝えたが，アツサム，パンジヤ

事もこれに同意の旨表明した。首相候補と目されていたナンダ暫定首？お？び：

ャパン国防相もカンジー支持を約したが，デサイ元蔵相はアトノレャ・」ーン 内

の説得をしりぞけ，依然公選を主張している。

曹チヤギ授産更生相辞任一一ラダクリシユナン大統領は，チヤギ授産更生相が

13日のナンダ暫定内閣によるタシケント宣言承認に反対して14日提出した辞表を、

受理，カンナ公共事業・住宅閣外相にその代行を命じたo チヤギ更生相によれば

日宣言は議会への確約に背くものであり，かつ践的にみて暫定内閣にはこれを

承認する権限はない。
ジ会議派総裁は，後副主首相選出に関し

18日 V後継首相選出は投票方式で一一ーカマブ

満場一致方式への努力が失敗したとのベ，投票方式によることとなる旨発表し

た。デサイ元蔵相はカマラジ総裁の説得を拒否し，全会議派議員に書簡をきケ

州首相らの推薦に従うよう多くの議員に圧力がかけられているとし，不健三Eな究

運営のあり方を批判した。

V右派共産党の政策方針一一一共産党（右派〕ダンゲ、書記長は記者会見で；15日に

終了した同党全国委員会で、の政策決議を発表した。同決議は，タシケント宣言は

帝国主義と反動派への打撃であること，食料増産のため農業労働者に休閑地を配

分すること，貧民への増税をやめて脱税取締り強化や内外の大企業への優遇の取

消しを行なうことなどを強調してヤる。

V対印食料援助一国連世界食料計画（WFP)A・H Boerma長官は，対印食

料援助供与会議のあと記者会見出ハ多数諸国から総計2億0500万わゆ

物・子ーピス 資金による対印援助が約束されたと言明した。 うち米国の供す

は1倍、3000万ドル， ri本のそれは 160万ドル。

19日 ’会議派議員団，ガンジー夫人を選出一会議派議員団は秘密投票によ：ザ

首相（議員団長〕の選挙を行ない投票総数526票，ガンジ一夫人支持355票，ア

サイ元蔵相支持169票，無効2票をもってガンジ一夫人（現情報相〉を選出した。

-193-
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インド（1月〉

これに伴い，ラダクリTユナン大戸領はガンジー夫人に対し組閣を要請した。
20日 Vインデラ訪米一一ー

ンヨンソン米国大統領はボールズ，駐印大使を通じ，扮シし

ストリ首相の予定していた2月1日に訪米するようガンジー夫人を招請し；：J
夫人によれば，招待は受諾したが2月初めの訪米は難しい。

V生産指数一附の生産指数は177.0 (1956＝川柳jの180.8より続落

したo 低干は石炭，茶，綿業など、広範にわたっている。

Vケララ前＂＇知事辞表提出一－ AP.Jainケララ州知事はガンジ一夫人支援を理

由として辞表を提出したと言明。

V西？ンガル州，，会議派議長一西ベン掛けM会議派委員会は， AioγKun 

M仙 rJee議長に対する不信任決議案を 296票対時で、一11J決しfこ： J u 1a1 

21日 Vケララの食料不足ー
一一ガンジ一次期首相はスブラマニアム食料農業相とケニ

ラ州における食料危機対策を討議比アソカ メータ計両委副議長も叫に同

席。食料農業相はケララ州選出議員団と会見，アンドラ・マドラス・オリツサの

各州、はりの米の緊急輸送を強化しているとし，危機の回避を確約した。

22日！印パ兵力引離L-J・N・チヨードリ陸軍参謀総長は，パキスタンのモハ P

ト ムサ陸軍司令官と会談，タシケント宣言に基づき， 2月25日までに両国の全－軍

事要員を昨年8月5Flまで、の線に撤収する計画を作成した。次同の会談は2月第

2坦ノザスタンで行なわれる予定。なお，この日最初の捕虜交換が行なわれたO

24日 V力ンジー内閣成立ー一一ガンジー首相以下新内閣閣僚は，ラダクリシユナン大

統領に対し就任を宣誓，ガンジー内閣が発足した。

V原子力委員長遭難一原子力委員長 H.T. Bhabha博士はインド航空ボーイ

ング型旅客機のモンプラン山頂付近で、の墜落により逝去したn

25日 v建国記念日へ大統領演説ー建国記念日の前向こ当りかクリシユナン大統

領はヂ送を通じ，シヤストリ故首中日がインド人民に対する偉大な奉仕者であった

と称ぇ，タシケント宣言の精神は印パ友好の重要な第一歩で、あること，新内閣に

対しとくに食料問題の即時打開を期待することなどを強調したー

26 B 

に対処しようと呼びかけるとともに，新政府は食料の確保を最大の義務とするこ

と，計画経済の枠内で、民間企業を助成すること，タシケント宣言を全面的に実現

すること，民主主義・非宗教主義・計画経済・諸外国との平和と友好という建国

以来の精神を堅守することなどを強調した。

←（ 16 ）ー
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インド（ 1月〕

27日 Vケララ食料増配一一ガンジ一首相は閣議のあとケララ州での米の配給量を，

30日より 1人当り 120gから 140gに増加し， 2月に再び増配を検討すると言明

した。しかし，ケララ州会議派を含む食料ゼネスト（KeralaBandh）指導者たち

は，配給削減量の部分的復元は飢えるケララを満足させるものでないとし， 28日

予定のゼネストを決行する方針を変えていない。

V 日本経済使節団訪印一一足立日商会長を団長とするH本の訪印経済使節団，

ニューデリーに到着。

28日 Vタンザニアと貿易協定一一一マヌパイ・シャー商業相はタンザニアの A.M. 

Babu商業・協同相と両国間最初の貿易協定に調印した。同協定は向う 2年間に

両国間貿易を現在の年間 1億ルピー水準から 1億6600万ルビーへ増大させること

を目指している。

Vケララ食料ゼネスト実行一一ケララ州会議派および左派6党統一戦線の指導

によるケララ全州食料ゼネスト実施，交通・商業・学校など全日常活動がマヒし

た。ゼネストは部分的に暴動化し警官隊との衝突も伝えられ， A.P. Jain知事は

暴動化を黙視しえないとの警告を発した。

29日 v西ドイツの食料危機援助一一Mirbach駐印西ドイツ大使はスブラマニアム食

料農業相に対し，同国が対印食料危機援助として総額1820万ルビーを供与する旨

表明した。内容は 3万5000トンの肥料（1400万ルピー〉の即時供給など。

V東ドイツの肥料供給一一東ドイツが向う 3年間に加里肥料25万トンを供給す

る協定が，国家貿易公社と駐印東ドイツ代表との間で結ぼれた。本年度の供給は

7万500トン，価格は f.o.b トン当り 208.33ルピー。

V印パ撤退協定調印一一一印パ両軍代表は TulioMarambio国連代表後援のも

とにラホールで軍事要員撤退に関する最終協定に調印した。協定は2段階に分け

て行なわれる軍隊の即時引離し手続に関する第1部と，占領地域よりの軍隊の撤

収手続に関する第2部とからなるO

30日 V首相，初の公開演説一一ガンジ一首相は殉難者記念日のRamlilaGroundで

の大衆集会で初めての公開演説を行ない，ヒンズ一語で，独立闘争期のように団

結して努力すればいかなる困難をも打開できると呼びかけた。ケララ州の食料危

機については，首相は米のみの食習慣を改めること，ケララのための米節約運動

を起すことなどを提案した。

31日 ’新鉄鋼政策の方向一一一T.N. Singh新閣外鉄鋼相は，新鉄鋼所建設に関し技

術専門家の可能とするより以上に国産資材－技術使用比率を高める方針をとる模
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様。同相はまた同産比率90%の中規模鉄鋼所の建設，鉄鋼生産コストの引 Fげな

どに関しでも検討してし、る模様。

2 月
1 日 , 1966/67年度計画207億ルビー一一計画委員会は 1966/67年度の計画支山を

207億6000万ルビーに決定した。その， うち中央政府関係は115億ルビー，州政府

関係分は92倍、6000万ルビー。

V輸出入統制法延長へ一一チヨードリ蔵相は準備銀行，駐米大使らと協議の結

果， 3月末で満了する輸出入統制法をさらに5年間延長する方針を決定した。統

制撤廃は平価切下げとともに昨夏世界銀行 BernardBell調査団の勧告したとこ

ろで，クリシュナマチャリ前蔵相はそのうち輸入関税の追加的引上げのみ採用し

た。新蔵相は改めてこの勧告を検討，統制撤廃が事態を混乱に導くとの結論に達

した。

’新石油価格政策で圏内保護一一政府は国内産の原油価格決定方式色輸入価

格パリテイ（輸入原油 f.0. b価格一値引額＋運賃・保険料）基準から，値引き

なしの輸入原油価格に結びつけるように改正，併せて輸入原油に従価20%の輸入

関税を賦課する措置を講じた。これらは最近の輸入原油価格引下げにより圧迫さ

れている国内石油会社を保護するためとされている。

l E.M.S.逮捕一一左派共産党の影響の強いケララ州北部で，学生の食料デモが

急速に拡がり，警官隊と衝突している。州政府は先般来デモ指導者の逮捕を続け，

本日さらにマドラスからトリパンドラムに帰来した左派共産党指導者 E.M.S.

ナンプーデリパッド氏を逮捕した。なお，政府は辞表提出中の A.P. Jain知事の

後任にBhagwanSahay現ヒマチヤノレ副知事を任命した。

V金国債応募一一一国防金国債への応募額は8558kg，国際価格で約5500万ルピ

ーに達した。

2 日 ’米国の投資保証一一米印両政府はノートの交換により，米国民間会社の対印

投資に対する米国政府の保証を，従来の固有化および外貨転換不能の場合に加え，

戦争および騒乱の危険および若干の商業上の損失にも拡大することを承認した。

VケララタIii暴動続く一一ケララ州各地で食料暴動が続き，鉄道，パス， トラッ

クなどの破壊，混乱が伝えられている。左派共産党州書記局はナンブーデリパッ

ド氏の逮捕を非難し，夜間のたいまつデモを組織したO

V中国へ国境侵犯抗議一一政府は駐印中国大使館を通じ中国政府に対し， NE 

FAの Longju地域をはじめとする昨年12月15日より本年 1月15日までの問の中

に
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インド（2月〉

国軍の国境侵犯に抗議するノートを送った。

3 日 Vケララ，平穏を回復一一3日間に及んだケララ州の学生デモが漸く終り，同

州は概ね平穏を取戻した。なお，ガンジー首相は，ケララ州のための米節約中央

委員会に対し自らの米配給量を譲渡すると発表した。

4 日 V新計画相の演説一一アソカ・メータ新計・画相は Sagar大学で演説し， 民間

部門における独占の規制，銀行部門への国家活動の拡大，富農に有利な諸政策の

修正などの重要性を強調した。

5 日 V米国よりの食料300万トン一一一米国より小麦200万トン，とうもろこし100万

トンの追加供給協定（計1億6690万ドル〉調印。本件は4日ジョンソン大統領が

記者会見で言明したもので，現物向う 3ヵ月間にインドに到着する。

曹物価手当引上げ一一政府は中央政府職員の物価手当を， 月給 1000ルビーま

でのものにつき，月 5～12ルビー引上げ，昨年12月1日に遡及実施する旨発表し

た。受益人員は250万人，財政負担は年間2億5000万ルビー。

Vデリーの米配給半減一一ナンダ内相の招集による食料農業相およびデリー市

当局の首脳会談は，ケララ州に対し月間2500～3000トンの米を振向けるため，デ

リー市の米配給量を半減することを決定した。

, ST Cの棉花価格支持一一貿易公社（STC）は中短繊維棉花の価格支持のた

め，棉花市場に介入，買付操作を行なった。本年の棉花収穫は560万俵と予想され，

国内需要に比し60～70万俵不足しているが，新棉の出回り増，金融引締り，投機

取引などのため，一時的に中短棉花価格があorprice付近にまで低落している。

V 日本訪印経済使節団帰国一一足立日商会頭を団長とする訪印経済使節団は全

日程を終え羽田に帰着した。

6 日 V全国的食料政策一一スプラマニアム食料農業相はマハラシュトラ州首相と会

談しボンベイなど4都市に3月1日より食料配給制を実施することを決定したあ

と，記者会見で，全国的食料政策がないのではなくて，その実施に問題があるこ

と，食料取引の自由化は認め難いこと，食料地帯制廃止はある程度需給格差が縮

小した後にのみ考えうることなどの見解を明らかにした。

7 日 V平価切下げの噂さ一一平価切下げ支持派とみられる P.C.パタチャルヤ準備

銀行総裁や I.G.パテノレ大蔵省経済顧問らの予定外の訪米から，／レピ一平価切下

げの噂さが再燃している。予算案作成期であること，頑固な切下げ反対派のクリ

シュナマチャリ蔵相が辞任したことなどもその一因。在印米国銀行筋では平価切

下げを是としつつも，それが思い切ったインフレ防止措置などと併行するもので
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インド（2月）

ない限り効果は少ないとみてかる。

8 日 Vケララの要求は妥当一一ケララ州視察旅行から帰着した G.メノン閣外食料

農業相は，ケララ州、｜ゼネストの要求は妥当であるが，デモの継続は同州の利益で

ないこと，必要なことは食料の全国的な平等配給であること，中央は今やケララ

州の困難を十分認識するに至ったこと，米より麦への食習慣の転換は困難であり，

ケララへの輸入米の供給は容易であることなどの見解を表明した。

9 日 V大統領，北ベトナム大統領に返書一一ラダクリシュナン大統領は， 1月24日

付の北ベトナム，ホ・チ・ミン大統領の書簡に対し，インドはベトナムに関する

国際管理委員会の議長固として，ジュネーブ協定に某づく義務を注意深く遂行す

ること，ベトナム問題の平和的解決を熱望してし、ることなどを表明した返書を送

った。

v会議派全国大会の決議案一一会議派運営委は12日より開催される会議派年次

総会の日程と公式決議案とを決定した。公式決議案は，タシケント宣言，経済情

勢，食料・農業問題，およびガンジ一生誕100年祭の4件となっている。

10日 V首相，べ卜ナム問題で発言一一ガンジ一首相は会議派年次総会の議事運営委

員会で，ベトナム問題に対し重大な関心を有していること，しかし国際管理委議

長国として何をなすべきかを明言することは難しいことな，どその見解を明らか

にした。

’民間財界へ苦言一一一マヌパイ・シャー商業相は既製服輸出に関するセミナー

で，過般のアソカ・メータ計画相の演説に対する民間財界の批判に関連し，基本

的かっ進歩的な考え方に対する財界の狭量な態度を指摘し，ギブ・アンド・テイ

クの精神で，財界にとっての善と社会全体にとっての善とについて均衡のとれた

行動をとるよう要望した。

11日 曹国際的食料援助を一一ウ・タント国連事務総長とセン FAO事務局長は連名

で，世界各国に対しインドの食料危機に援助するようアピーノレした。

V英国より食料対策援助一一英国政府がインドの食料危機打開のため750万ポ

ンドの無利子借款を行なう協定が調印された。返済期間は25年。本借款は現年

度Aid-IndiaClub約束分600万ポンドを含むもので，英国はうち 350万ポンドを

英連邦よりの食料輸送，肥料買付などに， 400万ポンドを緊急に必要な工業資材

の買付に充てるよう示唆している。

12日 V会議派年次総会本会議一一会議派第70四年次総会（ジャイプーノレ〉本会議開

催。会議はカマラジ総裁の演説のあと，タシケント宣言承認決議など4公式決議
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案，ならびに党組織に関する 2決議案を採択した。

13日 ' 州首相会議━━━州首相会議はガンジー首相を議長として当面の食料問題など

を討議，ケララ州での米配給量を 3月第3週より 160g（現在140g）へ引上げる

とと，単一州食料地帯制度の廃止＝南部4州単位の食料地帯制復活は，政府の食

料調達を困難にするため反対で， 10月ごろに改めて検討することなどを決定し

Tこ。

l FICCIの農業政策一一商工会議所連合（FICCI)は「わが農業一一自立への

途Jと題する小冊子で，独善的な土地保有制限をやめ，株式会社による大農場経

営の助成などを提案した。

14日 V予算国会開会一一予算国会はじまる。ラダクリシュナン大統領は，その開会

に当り内外諸問題につき演説，とくにインフレ阻止，公私両部門での生産拡大，

民間の創意発揮の重要性を強調した。両院はシャストリ故首相追悼演説ののち散

I』
三三三o

v首相，野党代表と会談一一ガンジ一首相は野党議員指導者との初の公式会談

を行ない，食料危機克服への協力を要請した。

v平価切下げの噂さ一一世界銀行は昨年11月インド政府に提出した報告書で，

輸出促進による経済危機打開のためルピー貨の平価切下げを勧告したと伝えられ

る。カルカッタでは最近平価切下げの噌さがとくに強まっている。

15日 V野党，食料政策非難一一下院の野党諸派はスブラマニアム食料農業相のケラ

ラ州食料問題取扱いを激しく非難， P.V. Shastri無所属議員を通じ延会決議案を

提出した（149対47票で否決〕。カマラジ総裁は非公式記者会見で食料政策は政府

全体の責任であるとして食料農業相を弁護した。

V鉄道予算案一－S.K. Patel鉄道相は下院に対し 1966/67年度の鉄道予算案

を提出した。新予算案は，輸出用鉄・マンガン鉱など若干の品目を除く貨物運賃

3%引上げを含み，総収入79億5330万ノレピー（現年度改訂74億1800万ノレピ－），純

黒字2億2190万ノレピー（同2億9990万ルビー〉となっている。

16日 V中印国境一一チャパン国防省は下院で中国軍が北部国境で火力，道路建設そ

の他軍事力の増強を図りつつあること， 12, 1両月26回にわたり国境を侵犯した

ことなどを報告，同国が対印緊張状態、の持続を図っていると言明した。これと関

連して，ガンジー首相はインドの立場を損うような中国との話合いには一切参加

しない旨明らかにした。

’諸国大使に食料事情を説明一一スプラマニアム食料農業相は，在印34ヵ国大
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インド（2月〕

使および8国際機関代表の参集を求め，当面の食料事情を説明，対印救援の動き

に謝意を表明するとともに，米の輸出国に対し対印商業輸出に優先的配慮を与え

るよう要請した。

17 B V力シミールより撤兵一一チャパン国防相は下院で2月9, 10両日のラワルピ

ンジで行なわれた印パ軍首脳会談で，カシミール州における軍事要員数を 4JJ 1 

日までに， 1949年の水準にまで減少させる旨合意されたと言明した。ラダク地域

のインド軍は対中共用としてこれから除外され，その他の兵力はすでに1949年水

準にあるので，事実上大きな問題はない。

V米国副大統領の訪印一一ハンフリー米国副大統領は2日間の訪印を終え，記

者会見で，原材料輸入のためインドに対し1億ドルの借款を供与する旨発表した。

副大統領は訪印に先立つパキスタン訪問に際しでも同国に5000万ドルの借款を－約

束したが，これらが経済援助の再開を意味するかどうかには確言をさけてし、る。

v平価切下げ否定一一アソカ・メータ計画相は下院で，政府はlレピ一平価切下

げを全く考えていなし、と言明した。パガット閣外蔵相は，［MFの報告は梅秘扱と

され，それが平価切下げを示唆したかどうか明らかにしえなし、と説明しているo

v西ドイツの援助一一同ドイツの捌16000万マルク借款協定が同国再建銀行と

駐独インド大使との問で調印された。この借款は Aid-IndiaClub関係の一部で，

商品輸入に使用される。

19 B Vナガ反乱団との会談一ーがンジ一首相は18,19両日ナガ反乱団代表（Ku伊 to

Sukhai団長〉 と会談した。会談はナガ問題の平和的解決に必要な雰囲気をっく

り出す点で成果があったとみられている。次回は4月第2週の予定。

20日 V食料地帯廃止せず一一スブラマニアム食料農業相はマドラスでの記者会見

で，食料地帯制度の即時撤廃は無責任きわまることで，新穀の出回り（春作3月

後半）以前には考えられないこと，現在の凶作は70年来最悪のものだが，餓死者

を出すことなく切抜けうることなどを言明した。

21日 , 11月の生産指数一一公式暫定計数によれば， 11月の生産指数は 187.4(1956 

=100）と前月の176.8より大幅に増加した。これは最近2, 3ヵ月の不振の反動

に過ぎず，全般的な不振を基調的に改めるものではないとみられる。従来最高は

本年3月の189.9で，前年同月は182.30

V下院，タシケント宣言承認一一下院はインド軍の HajiPirからの撤兵を含

め，タシケント宣言を圧倒的多数で承認した。 P.V. Shastri無所属議員やジャン

サン党， SSP議員らも，採決の後反対を取下げた。ガンジー首相は採決に当り，
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カシミールがインドの不可分の一部であるという立場を改めて明確にした。

22日 Vガーナ首相と会談一一ガーナのエンクルマ首相は中国およびベトナム訪問の

途上インドに立寄り，ガンジ一首相とベトナム問題に関し意見を交換した。

23日 V電力事情一一一FakhruddinAhmed瀧概電力相は上院に対し，降雨不足によ

る電力供給削減の現況を報告した。削減の程度は，パンジャブ15～25%，ラジャ

スタン20～60%，マドヤ 20～50%，アンドラ 30%，マドラス 25%，ケララ50%

などとなっている。

Vハンガリーとの貿易・援助協定一一－Kallai首相に随行来印した Biroハンガ

リー貿易相はマヌパイ・シャー商業相と新貿易協定に調印した。これにより両国

間貿易は本年の2億7000万ルビーから1968年の 3億1000万ルピーに増大しよう。

ハンガリーは第4次計画に対して2億5000万ルビーの借款を供与する。

V肥料借款に関し米国に約束一一チヨードリ蔵相は上院での質疑応答で，昨年

12月の肥料借款5（泊0万ドノレに関連して交換された肥料の生産・流通・価格につい

ての保証に関する往復書簡を公表した。

24日 v経済白書発表一一チヨードリ蔵相は予算案提出に先立ち，その背景を分析し

た経済Flc，書をF院に提出したの

’金国債応募期間延長一一政府は国防金国債の応募期間を 5月31日まで再延長

することを決定した。

V西ベンガJし議会混乱一一西ベンガ、ル議会の予算審議は，食料デモと議員逮捕

に関連した野党議員の抗議で， 21日以来混乱を続けている。

25日 vインド防衛令の運用一一一ナンダ内相は上院で，インド防衛令の運用を国家の

防衛に関係するものに限るとの政府決定を発表，ガンジ一首相もその撤廃の可否

を近く検討すると言明した。

v印パ両軍撤兵一一国防省はインド軍部隊が最近の印パ紛争時に占領した地域

から，昨年8月5日の線まで撤退したと発表した。パキスタン軍も同様，撤退を

完了している。

T Indian Merchants’Chamberの見解一一G.D.ピルラIndianMerchants’Chamber 

会長はその第58四年次総会で，今や社会主義のスローガンを福祉国家のスローガ

ンに変えるべきこと，先進諸国での方式に盲従せず，金融引締めと増税をやめ，

生産増大のため諸制限を撤廃すべきことなどを強調した。

27日 Vシーク独立問題一ーガンジ一首相はシーク族指導者 SantFateh Singhに書

簡を送り，シーク独立問題について3月末ないし4月初めまでに政府の方針を確

-201一 一（ 23 ）一



インド（3月〉

定する旨表明した。 SantFateh Singhは明日よりの死ぬまでの断食計両を延期

した。

28日 V印・ハンガリー共同コミュニケ一一G.Kallaiハンガリ一首相は9日間の訪

印終了に際しガンジー首相と共同コミュニケを発表，両国の政治経済協力関係の

強化，国際紛争の平和的解決などの重要性を強調した。

3 月

, 1966/67年度予算案発表一一一チヨードリ蔵相は 1966/67年度中央政府予算案

を議会に提出した。

2 日 V印パ閣僚会議一一一印ノf閣僚会議， 1～2日パキスタンの Islamabadで開催，

タシケント会談に基き，両国関係の正常化に関し討議，後日再び会談を行なう旨

合意をみたO インド側からはスワラン・シン外相，マヌパイ・シャー商相らが，

パキスタン側からはプット外相，ファルーク商相らが出席。

V米国軍需物資一一米国政府は印パ両国に対し，非致死的（nonlethal）な軍需

物資（通信器材，輸送機，車輸など〉の売却を近く再開する旨決定したと発表。

vミゾ部族反乱一一アッサム州ミゾ地域で， 同地域の独立を要求する Mizo

National Frontの武装集団が1日早朝より反乱，中心都市 Aijal を包囲したと

報ぜられる。州政府はミゾ地域を騒乱地域に指定，秋序回復のため軍隊の使用を

決定した。

3 日 , IM F割当額増額一一政府はインドの IMF割当額増額1億5000万ドノレに関

し， 2月28日必要な払込みを行なったと発表した。この増額でインドの割当額は

7億5000万ドルとなる。

4 日 V 目印定期会議一一一日印両国外務当局による第1回目印定期会議は3' 4両日

インド外務省で，牛場審議官およびC.S.ジャー外務次官を代表として開催，東

南アジア情勢，核拡散，国際経済問題などにつき意見を交換，両国の文化・科学

交流促進の方途などを検討した。スワラン・シン外相もこれに出席，インドの外

交政策について説明した。会議ではとくに中国の脅威，ベトナム紛争が重要議題

となり，両国の見解には大きな差違はなかったといわれる。

Vビルマ首相訪印一一ピノレマのネ・ウィン革命会議議長は6日間の非公式訪印

のためニューデリーに到着した。

vミゾ反乱回一一ミゾ民族戦線の武装集団は引続き Aijalを攻撃しており，監

獄を占拠して囚人約400名を釈放した。

v予算案批判一一インド商工会議所連合会（FICCI)の委員会は，新予算案に
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関しステートメントを発表，増税に比べ減税は僅少に過ぎること，物価上昇や貯

畜の減退をもたらすおそれがあること，赤字は増税でなく支出削減か借入れ増加

で賄うべきことなど，新予算案に対する批判的見解を明らかにした。

V西ベンガ，しで学生デモ一一学生行動委員会の組織した食料デモへの警官発砲

事件に抗議する全州的学生デモは， Nadia,Murshidabadなどの地域で暴動化し，

警官隊との衝突により死傷者を出したりカノレカッタ市内でも若干の暴力事件が発

生した模様。

6 日 V首相，力ルカッタへ一一食料暴動の深刻化に伴い，ガンジ一首相はカノレカッ

タを訪問， P.C.Sen州首相と協議した。首相はその後の記者会見で，駅や政府

建物を破壊しでも食料事情は好転しないとデモの暴動化を戒めた。政府軍の出

動，左派諸党指導者31名（州議会上下院議員12名を含む）の逮捕などが報ぜられ

るo

vミゾ民族戦線，結社禁止一一中央政府はインド防衛令に基づき， MizoNatio・

nal Frontを非合法とし，その財産を接収することとした。政府軍部隊は本タ

Aijalに入城，反乱団は 1週間続けた同市の包囲を解いて後退した。

7 日 V金の増産へ一一金増産のため Kolar金鉱開発諸計画が重点事業として，具

体化を急、がれている。近年の金生産は1961/62年13万6500オンス， 1965/66年11万

5800オンス，生産コストは 1オンス当り340～365ノレピ一見当。

8 日 V西ベンガル暴動一一一ガンジ一一首相は上院の F西ベンガノレ問題に関する審議で発

言し，同州の食料事情は困難ではあるが，実情を明確にすれば十分克服できるも

のであり，暴動化は困難な事態を意識的に悪用しようとする企ての結果であると

指摘した。また，下院はこの問題に関連して野党が提出した休会動議を否決した

が，スブラマニアム食料農業相は審議のなかで，西ベンガ、ノレ州首相は中央からの

援助申入れに対し，事態は食料不足でなく政治的斗争であると答えた旨を明らか

にし7こO

8 S V 日本の食料援助 日本政府はインドの食料危機に対する緊急援助として，

200万ドノレの贈与を決定した。これに基づき，米 1万トン，化学肥料8000トンが

両国赤十字を通じ送られ， 4月にインドに到着する予定。

vスイスの援助一一スイスはインドに対し，資本財貨付のため7000万スイス・

フランの借款を供与した。

9 日 vパンジャブ、言語州分離へ一一会議派運営委員会は現在のパンジャブ州からパ

ンジャブ語を州の用語とする州を分離させること，州境画定その他必要な措置を
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中央政府にとらせることを内容とする決議を採択した。

Vケララの食料配給一一ーケララ州 P.G.メノン食料農業相は，同州、｜の米配給量

を3月20日より 1日160gに復元する旨発表した。

10日 ’西ベンガJしのゼネスト一一一西ベンガルの左派野党連合，関係労組，学生団体

は食料政策に抗議して全州的ゼネストを実施した。カノレカッタ市および周辺各地

では，暴動化したデモ隊が鉄道駅，政府施設，倉庫などを破壊，軍隊および警官

隊と衝突して12名の死者を出したと伝えられるO

’予算審議はじまる

議開始に当り演説，政府の経済分析が次第に現実性を加えていることを歓迎しつ

つも，予算案は現実の要請に全く応えていないと激しくこれを批判，非国防支出

の思い切った削減，大幅減税，通貨価値の安定化，貿易収支の改善などを内容と

する予算の編制が必要であることを強調した。

V輸出入管理法延長一一下院は輸出入管理に関する政府のほ限を1971年3月31

Hまで5年間延長する法案を可決した。

11日 V西ベンガル，暴動続く一一西ベンガルの全州的24日寺間ゼネストは午前6時に

終了したが，カルカッタ市およびその周辺での暴動はなお終熔せず，政府諸施設

の焼打ち，破壊が続発，警官隊の発砲によりさらに5名の死者がでたと伝えられ

るυ 左派野党統一戦線は迅速な食料配給，警官隊の発砲責イ壬迫及，逮捕者の釈放

などを要求する声明を発表。ガンジ一首相は下院で中央政府による州政掌握とい

う野党の要求を斥け，州政府の秩序回復努力を支持し，公共施設破壊の愚を強調

した。

Vパンジャフ‘言語州に反対一一パンジャブ言語州分離に関するジャン・サン党

の呼びかけに応じて行なわれた学生デモがアムリツアー市で暴動化し，警官隊と

の衝突で約40名の負傷者を出した。同市のほか，州内各処で不穏な動きが伝えら

れる。

12日 T FICCIで首相演説一一ガンジ一首相はインド商工会議所連合会（FICCI)第39

回年次総会 (12～15日）の開会に当り演説，公私企業の若い世代の協力を得たい

こと，経済困難は深刻だが15年の計両経済の成果を否定すべきでないこと，第4

次計画の縮小要求には根拠がないこと，自由化は賛成であるが必要な統制は維持

すべきこと，大幅減税は当面責伝ある政府としては実現し難いことなど，その見

解を明らかにした。

, 1966/67年度食料生産 食料農業省では1966/67年度の食料生産目標を9700
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万トンと設定した。うち， 400万トンは高収穫品種による集約的農業地域480万

エーカーより，また 300万トンはその他地域の農業努力強化より得られるものと

期待される。肥料投入量は輸入45万トン，国産35万トン（何れも窒素〕。

13日 ，パンジャブの動揺と共産党一一共産党中央執行委員会は，アムリツアーなど

パンジャブ州各地での混乱を憂慮し，シークとヒンズーとが宗派的な平和を維持

し，宗派的反動に打ち勝つよう訴えるとともに，会議派運営委の決議を歓迎しつ

つもそれが宗派的な札機の激化を抑える方策を講じていないと批判した。

’ジヤン．サン党大会 ジヤン．サン党年次総、会は，パンジヤプ言語リ、｜、｜の分

離が｜｝司リ、｜、｜の粁

に反対を表明しfこO まfこ，タシケント宣言については，カシミール問題で、の譲歩

につながるものと懸念する決議を採択した。

14日 Vパンジャブ言語州分離問題一一パンジャブ言語州分離反対のデモは，パンジ

ヤブ、各地で、外出禁止令その他の取締り令を無視し強行，警官隊と衝突した。同州

政府は Akali指導者 Master.Tara Singhら17名の幹部をインド防衛令に基づ

き逮捕した。また，ニューデリーでもジャン・サン党指導の罷業が行なわれ，放

火，暴力行為などが発生，警官隊が催涙ガスなどを用い秩序維持に努めている。

V平価切下げは不利一一商務省は 1965/66年年次報告で，輸出品目の80～82%

がほぼ国内価格で輸出されているため，平価切下げは外貨受取分の減少をもたら

すと指摘している。

15日 V西ベンガルなと鎮静へ一一一カルカッタでは事態は次第に鎮静化し，一部地区

における夜間外出禁止令も摘廃された。西ベンガル政府は暴動の原因に関し調査

委員会を設置した。デリーおよび、パンジャブ州各地でも事態は鎮静に向ってい

る。

Vケララの食料配給復元一一ケララ州政府はさる 1月削減された米の配給量を

来る20日より復元する旨発表した。成人1日当りの配給量は米160g，小麦120g

となろう。

V鉄鉱石の対日輸出一一金属貿易公団（MMTC）ナライン総裁は東京富土鉄本

社で，八幡・富士など鉄鋼大手9社との問で，キリブ、ルおよびトムカ両鉱山の鉄

鉱石の輸出に関する契約を締結した。キリプル鉱石の輸出は来る 4月より 2年間

年200万トン，以後8年間年600万トンで，計5200万トン， トムカ鉱石の輸出は

来る10月より 6ヵ月間に30万トンO

16日 V世銀調査団滞印延長一一世界銀行調査団（団長 BernardBell氏）は当初の
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予定を延長して引続き政府との討議を行なう模様。調査団は援助再開についての

政府の要請に好意的で， Aid-Indiaクラブの会議もおそらく 9月ごろ開催される

見込みと報ぜられる。

V力ル力・yタで食料デモーーカルカッタで約2000名の学生および市民が食料増

配，警官隊による市場の手入れ中止などを要求してデモを行ない，警官隊と衝突

して6名の傷者を山したり

17日 ’印・ユーコ会談一一ユーゴスラビア PeterStambolic首相は7日間にわたる

訪印の終了に当り，ガンジ一首相と共同コミュニケを発表，非同盟・平和共存の

原則を確認，出際政治および経済・文化・技術など諸般の協力関係を強める方針

を明らかにした。

V平価切下げを否定一一チヨードリ蔵相は下院の予算審議での質問に応え，平

価切下げを考えていないとの従来の政府の立場を再確認し，海外におけるノレピー

貨自由相場の下落に対しては，生産増加と輸出増大をもって対処するとの見解を

表明した。

18日 Vパキスタンの懸念一一一ガンジ一首相は就任後初めての国防会議で，過般のJ:IJ

パ閣僚会議の不十分さに失望の意をのべるとともに，パキスタン首脳の最近の見

解にタシケント宣言の精神に副わないものが認められるとの懸念を表明した。

v町］パ紛争の戦費 国防省の発表した 1965/66年度年次報告によれば，昨秋

の印パ紛争の戦費は兵器の損失を含め5億ノレピーで，人員の損失は死者2716名，

負傷者8444名，行方不明1507名（帰還した捕虜1005名を含む）であった。

’印・ユーコ。経済協力一一マヌパイ・シャー商業相はユーゴ N.Dzu vervic貿

易相との 1週間にわたる会談のあと共同コミュニケを発表，ユーゴの GATTへ

の正式加盟に対する支持を表明した。コミュニケはまた貿易，合弁事業，技術協

力の3分野における会談の成果をも明らかにしている。

20日 v新年度の輸出入政策一一マヌパイ・シャー商業相は輸出入諮問会議で，輸出

促進援助を多数の輸出業者に分散させるのではなく，輸出増大の確実な見込みの

ある大規模生産者に集中的に与えること，輸入削減は無差別に一律に適用するの

でなく，産業部門別に優先度に順位をつけることなどの諸点を考慮している旨示

唆した。

21日 Vパンジャ7,1111再編の方針一一ナンダ内相は下院で、パンジャブ州を言語に基づ

き再編成し，専門家の助力を得て境界を画定することを勧告した議会特別委員会

の報告（18日提出〉を政府が原則として承認した旨発表した。同相は政府が関係
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各州、！と全面的にこの問題を検討し，再編は宗派的その他の要因でなく言語のみを

基礎として行なうこと，少数派の正当な利益は全面的に保障されること等々につ

いて，誤解や懸念を概ね解消しえたと付言，平和的解決のため各派の協力を要望

した。

v英国，兵器輸出再開 英連邦省は印パ両a軍の撤兵完了にかんがみ，印パ両

国に対する兵器輸出の差止めを解除し，平常の慣行に復する旨発表した。

22日 , ECAFE総会一一一第22凹 ECAFE総会ニューデリーで開催。 ガンジ一首相は

開会演説で，先進工業諸国に対し開発途上国よりの商品に門戸を開放することを

要望した。なお U Nyun事務総長は年次報告における各国の 1人当り所得比較

に関する部分（インドが一人当所得で日本に追付くのに 125年かかるなどを指摘

した個所）を，誤解を招き易いとして削除した。

23日 , IMFより資金引出し一一IMFはインド政府による 1億8750万ドル相当の各

種通貨の引出しを承認した。インドの IMF割当額は7億5000万ドル，引出し残

高は2億8750万ドノレ。

V西ドイツより借款一一Industrial Credit and Investment Corporation of 

Indiaの G.L.メータ会長は，西ドイツの Kreditanstaltfur Wiederaufbanよ

り5000万マルクの新借款を供与されたと発表。

24日 V首相訪米へーーョガンジー首相はパリ経由で、米国訪問のためニューデリーを出

発。これに先立ち首相は全国放送を通じ，最近の各地における暴力事態の頻発に

懸念を表明，秩序維持についての各界指導層の建設的な協力を要望した。また，

首相はアムリツアー空港で，中パの接近強化に言及，先進諸国がこれに十分な関

心を払っていないと指摘した。

25日 V経済危機の深刻化一一インド現地調査から帰英したノーマン・キピング卿は，

英国産業連盟に提出した報告書で，インドの重要産業の手持ち原材料が澗渇寸前

にあり，経済は重大な危機に頻しているとして，英国としては早急に700万ポン

ドの Kippingloanを供与すべきであると指摘した。

v印仏協力強化一一訪米の途次2日間の予定で非公式に訪仏したガンジー首相

は， ドゴーノレ大統領，ポンピドゥ首相らと会談，両国の経済，科学（核開発〉協

力の強化などにつき意見を交換した。大統領は対印経済開発援助に好意的で，ベ

トナム問題についてはガンジ一首相と同様の見解を表明したと伝えられる。

, Mizo反乱鎮定一一一ナンダ内相は下院で， Mizo地域の治安状況が著しく改善

され，重要地点はほぼ反乱団の影響から脱したと報告した。
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26日 曹抑留物資の返還ー一一政府は印パ紛争以降抑留中の援助物資を含むパキスタン

向貨物を，所有権がパキスタンに移転してし、ないものにつき，一方的に抑留を解

除し，第3国へ返還する旨発表した。

v対アルゼンチン貿易協定ー一一インドとアルゼンチンとの初めての貿易協定が

ニューデリーで調印された。協定は貿易，関税，海運面での最恵国待遇の供与，

貿易品目去の相互交換などを規定してし、るo

v旧 Bastar藩王殺害一一一マドヤ州 Mishra首相は議会で， Pra vinchandra 

Bhanjdeo旧 Bastar藩王が Jagdalpur宮で他の7名とともに死体として発見さ

れた旨発表した。｜司宮付近では昨日旧藩王支持派と警官隊との間で衝突事件が発

生している。

’Tara Singh釈放一一パンジャブ州政府はさきにインド防衛令により逮捕した

Master Tara Singhほか47名の Akali指導者を釈放した。

27日 V経済検討委員会任命一一カマラジ会議派総裁は，ジャイプー／レ年次総会の決

議に基づき経済の不均衡および経済発展の障害を検討する委員会の委員として，

Jagjivan Ram, V. K. Krishna Menon, C. Subramaniam, S. N. Mishra, V. V. 

Dravid, Anup Singh, Sadiq Aliの諸氏を任命した。委員会は5月の AICCボ

ンベイ会議までに結論を得ることとなろう。

V首相，米国へ到着 ガンジ一首相はジョンソン米国大統領差回しの特別機

で，パリからパージニア州、円ングリー米空軍基地に到着，ウィリアムスパーグの

宿舎に入った。

28日 ’ガンジー・ジョンソン会談一一ガンジー首相はワシントンに入り，ジョンソ

ン大統領を訪問， 2時間にわたり会談した。大統領は歓迎の挨拶で，アジアの平

和，印パの友好，対印援助のあり方などについて，ガンジ一首相と話したいとの

ベ，首相はこれに応え，大統領の対印助力を謝し，貧困への宣戦に敬意を表した。

夕刻ホワイト・ハウスでの歓迎夕食会で，ジョンソン大統領は PL480見返り資

金から 3億ドルの資金を醸出してインドにインド二米国基金を創出し，広範な領

域にわたる教育の振興を図るとの計画を明らかにした。

, Bastar藩王の主張一一Bastarの VijayChandra Bhanjdeo藩王は， その兄

弟である旧藩王のは死周到に計画された殺人であるとして，中央政府に対し即時

調査を要請した。ナンダ内相は下院でこの問題は中央政府の責任とは関連がない

旨答弁した。

, 12月の生産指数一一12月の生産指数（1956年＝100）は 184.8と11月の188.4
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（修正）から再び反落した。前年同月の水準に比較すると 0.2%の増加に過ぎず

計画目標の巧以下に止まっている。

v国民所得一一一中央統計局の発表によれば，第3次5ヵ年計画第1～4年間に，

純国民所得は 1948/49年価格で計18.2%, 1人当り 8.1%増大した。

29日 ’ガンジーニジョンソン共同コミュニケ一一ガンジー首相はラスク国務長官と

の会談，ナショナル・プレス・クラブでの昼食会のあと再びジョンソン大統領と

会談し，その成果を共同コミュニケで発表した。

V上院選挙－28日実施された上院議員対の選挙の結果，会議派は71名中54名

の議席を得た。当選議員の中にはチャグラ教育相，アソカ・メータ計画相ら 5名

の中央政府閣僚が含まれている。

vラジャスタンのゼネスト平穏一一一AITUCおよび左派労働諸組合の呼びかけ

によるボーナスおよび物価手当要求の全州ゼネストは，一部に若干のデモが散見

されたに止まり，経済活動にはほとんど影響なく終った。州政府は28～29両日に

共産党員を含む組合指導者ら 306名を逮捕した。

V西ベンガルの食料事情一一スブラマニアム食料農業相は下院で，西ベンガノレ

ナMの食料需給の現状を報告，中央政府としては同州の妥当な食料供給要請には全

面的に応ずる旨確約した。

V農業での株式会社一一S.D. Mishra副食料相は下院で，中央政府としては株

式会社による農業は実行可能で、はないとの結論に達した旨言明した。ピルラによ

るパンジャブ州での農業投資は，株式会社で、はなくトラストの形で行なわれる由o

vボカ口製鉄所計画一一インド政府はボカロ製鉄所建設に関するソ連のproject

reportを正式に承認した。これによると，ソ連は完成期限を1970年末までに繰上

げることに同意している。

30日 V米大統領の対印食料援助教書一一ジョンソン米国大統領は議会に対し特別教

書を送り，対印食料援助追加小麦350万トンの供与を承認するよう要請した。大

統領によれば，米国は1965年度（6月まで）に600万トン， 1966年度に650万トン

の対印食料援助を行なっている。インドは1966年（暦年）中に1100～1200万トンの

食料を必要としており，各国が米国と共にインドに食料援助を行なうよう要請さ

れる。なお，この援助には小麦のほか，とう也ろこし20万トン，植物油1億5000

万ポンド，粉ミノレク 1億2500万ポンド，綿花32～70万俵，タパコ200～400万ポン

ドが含まれている。

曹 1966～67年度輸入政策一一商業省は 1966/67年度の輸入政策を発表した。新
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政策は書籍， X線フイ／レム，薬品など約30品目の輸入量増加，緊急性のなし、約30

品目の禁止リストへの追加， established importerの輸入許容品目グ／レープ内で

の品目変更の自由化などの新措置を含んでいる。

31日 ’援助と外資一一ガンジ一首相はニューヨークのエコノミック・クラブでのタ

食会で演説し，インドに対する援助の縮小は自滅的で，自立経済の早期達成を可

能にする大規模な援助の方がはるかに効果的であること，民間外資の流入は歓迎

され，より重視されていること，先進諸国はインドの輸出に門戸をより広く開放

すべきことなどを強調した。

’米国の平和部隊一一米国平和部隊 JachH. Vaughn長官はニューデリーの

記者会見で，平和部隊（現在在r:[J694名）は10月までに1150名に増員される予定

で，今後活動の重点を農業に向けたいと語った。
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資料

1960年

1961年

1962年

1963年

1964年

1965年1月

II 2月

II 3月
，， 4月

インド C1～3月〉

主要経済指標

生産指数（1956=100)

130.1 1965年5月

138.3 II 6月

150.6 f’ 7月
162.7 腔 8月

174.8 II 9月

184.8 II 10月

183.6 ” 11月
189.9 II 12月

183.1 

189.1 

186.5 

182.0 

180.8 

176.8 

188.4 

184.8 

182.9 

注 月別計数は季節修正済

資料準備銀行月報， EconomicTimes紙

国民所得

Year 総　　　額（億ルピー）　　　　　I一日I At Current At 1948～49 At Current At 1948～49 
I Prices I Prices Prices I Prices 

1950～51 953 885 266.5 247.5 

1955～56 998 1,048 255.0 267.8 

1960～61 1,414 1,273 325.7 293.2 

1961～62 1,480 1,306 333.6 294.3 

1962～63 1,540 1,331 339.4 293.4 

1963～64 1,720 1,391 370.7 299.8 

1964～65 N. A. 1,493 N.A. 314.4 

資料 EconomicSurvey, 1965～66. 
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！叫 1笥11955　　　 1961　　　 11笥5

A.食 料 計 万トン 5,083 6,685 8,202 8,271 

(a）穀物計 II 4,241 5,580 6,931 7,095 

米 II 2,058 2,756 3,457 3,566 

麦 II 646 876 1,100 1,207 

Jowar II 549 673 981 803 

Bajra II 260 343 328 364 

その他 II 729 932 1,065 1,155 

(b) 旦 II 841 1,105 1,270 l, 176 

B.Non-
Foodgrains 

油 種 子ー 万トン 516 573 698 728 

さとうきび II 571 608 1,114 1,056 

綿 花 万俵 288 395 529 458 

ジュート II 331 423 413 636 

資料 EconomicSurvey, 1965～66. 
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6,701 7,019 7,602 
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卸売物価指数
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125.4 
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161.9 

166.5 

174.0 
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4月の概況

ガンジ一首相のあとをうけて，政府はアソカ・メータ計画相をワシントン

に派遣，世界銀行と米国政府に対し，第4次計画への援助に関する本格的な

接触を開始した。だが，すでに明らかなように，世銀当局はインド経済の不

均衡是正の方途につきかなり厳しい見方をとっており，折衝の前途は楽観を

許さない。

第4次計画の最終的決定を保留したまま，政府はとりあえず本年度分総支

出208億ルビーの計画を議会に提出したが，民間外資導入方針の積極化傾向

をめぐり，社会主義的経済発展を強調する立場からの批判も漸次強まりつつ

あるようにみえる。この間，生産指数は 1月さらに続落してついに前年水準

を下回るに至り，第3次5ヵ年計画の生産実績は目標の70%増の半ば以下，

30%程度に止まろうと懸念されている。

肥料の自由化と外資導入政策をめぐる論争

最近明らかにされた諸情報を総合すると第4次5ヵ年計画における肥料生

産の目標は410万トン程度になるものとみられる。この内訳は窒素肥料240万

トン，燐酸肥料100万トン， カリ肥料70万トンである。つまり，現在インド

の窒素肥料生産能力は58万5000トンであるから，今後5年間に能力を 4倍ま

で引上げねばならないことになり，これに要する資金は約30億ノレピー（2400

億円〉という落大な額に達する。現在のインド肥料工業の実力からみて先進

国の援助なしにこうした目標を達成することが不可能であることはいうまで

もない。

インド肥料工業は戦後政府が最も力をいれて育成してきた部門の一つで，

これまでFCI（インド肥料公社〉という政府企業を中心に運営されて，民間

企業のウェイトは微々たるものに過ぎない。したがって政府企業にありがち

な非能率さから免れず，生産の急速な拡大には多くの困難があるといわれて

いる。民間企業の不振には様々の理由があるが，とりわけ価格および販売の
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両面における政府の統制が厳しく，民間企業が進出するうま味に乏しいこと

が大きな要因であった。昨年アメリカのBechtel社の5大工場建設計画が挫

折したのも価格および販売条件で折合がつかなかったためとされている。

だが，インド政府が深刻化する食料不足を背景としてこれから始まる第4

次5ヵ年計画で肥料の自給化を達成するためには，とにも角にも外国資本を

含む民間資本の導入をはかる以外に途はない。このため政府は昨年12月，次

の2点を骨子とする肥料の自由化計画を発表した。

(1) 1967年3月末までに認可を受ける肥料生産者（認可済のものを含む〉

は生産開始から 7年間は価格，販売についての完全な自由をもっ。

(2) 生産者はその間生産量の30%を政府に対し売渡さなければならない。

その場合，売渡し価格は政府と交渉して定める。

自由化といっても 7年間とか70%分とかの制約があるので完全なものでは

ないが，これが民間資本の投資環境を改善するものであることは疑いなかろ

う。最近伝えられるプロジェクトとしては米国民間会社との合弁によるピノレ

マ財閥のゴア計画，米国石油資本のマドラス，英国rcr系のカンプール計画

（いずれもインド政府との合弁〉等があげられる。

たしかに，このような外国資本を導入することによって肥料の国産化が推

進されることになろう。しかし，この新政策は従来政府部門が主導的役割を

果してきた肥料工業を民間部門一ーしかもその中心は外国資本であるーーに

大巾に委すこととなる点，与党会議派内でもかなりの批判を呼ぶこととなっ

た。 「新政策は産業政策決議に違反しているJ「外国資本に屈服して国を売

渡す道であり，反社会主義的である」云々。とくに4月下旬，世界銀行筋の

勧告なるものがもれ，（1）外国資本が資本の過半数支配で政府企業と合弁する

こと，（2）肥料の原料として中東からの液体アンモニアの輸入を認めることな

どを要求していることが明らかになるにおよんで喧しい問題となった。

(1）についていえば，政府企業が外国資本の支配下に入ることはまさに「国

を売る」ことであり，また（2）は中東諸国の利益のためにインドが犠牲になる

と感じられるであろう。結局政府はこの2項目について拒否の態度をはっき

りさせることによって，一応この論争にケリをつけたが，ここに現代インド

が直面している問題のー断面をみることができょう。
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多1966/67年の開発計画

計画委員会は4月7日第4次5ヵ年計画の初年度に当る 1966/67年の開発計画を議

会に提出した。総支出は208億2000万ノレピーと1965/66年度比21億4000万ノレピー減， 農

業支出および家族計画支出の増加，即効的計画の重点的実施などが特徴とされる。中

央政府部門 115億5000万ノレピー， 地方政府部門92億6000万ルビー（うち中央政府の貸

付・贈与による分50億5000万ノレピー）で， 全体として国内資金 148億8000万ノレピー，

外国援助58億1000万ルピー，赤字国債1億2000万lレピーで賄われる。若干の主要計数

を摘記すれば次の通り。

0部門別内訳

農業・地域開発 33億2550万ルビー

謹j慨・電力 46グ4700 II 

工業・鉱業 52グ4770 II 

運輸・通信 42グ8430 II 

社会 30 II 0880 II 

その他 3グ0210 II 

0第3次計画下での輸入代替

（総供給量中輸入品のしめる%， 1960/61および1964/65)

軟鋼 34→ 19 

アルミ 56→ 29 

灯油 49→ 35 

薬品 13→ 5.8 

ソーダ灰 40→ 11 

フ。ラスチック 55→ 25 

工作機械 62→ 46 

01966/67年計画目標（カッコ内は1965/66年推定実績〉

綿花 630万俵 (520万俵）

さとうきび 1,269万トン（1,200万トン〉

油種子 989 II C 100 グ

ジュート 692万俵 C 500万俵〉

窒素肥料消費 100万トン（ 60万トン〉

燐酸肥料グ 37 グ 20 グ

カリ肥料 λ 20 グ 15 グ
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日誌（4月〉

2 日 V首相，ウィルソン英首相と会談一一ガンジー首相は訪米を終了するにあたり，

今回の訪問がインド，米国にとり有益であったと述べた。首相は帰途ロンドンで

ウィルソン英首相とベトナム，中共など広範な問題につき会談した後，さらにソ

連首脳と食糧援助要請などにつき会談するため，モスクワに到着した。

V世界銀行へ特別使節団一一ガンジー首相訪米の後，インドは世界銀行へ援助

再開についての特別使節団を送るといわれる。世界銀行はインドに対し経済の統

制撤廃などを強く勧告しており，これが受容れられる場合には， 15億ドルの特別

借款が与えられると予測する向もある。

3 日 V首相4ヵ国訪問終え帰国一一ガンジー首相は9日間の海外訪問でド・ゴール

仏大統領，ジョンソン米大統領， ウィノレソン英首相，コスイギンソ連首相らと会

談，各々の国と相互理解を深めて帰国した。

▼パンジャブ州の分割━━━ナンダ内相はパンジャブ州の再編制が言語を基盤と

して行なわれ，次回総選挙の前にそれら新しい州が形成されようと述べた。早急

に州の境界を定める専門委員会が指定されることになろう。

4 日 V首相の海外訪問の成果一一ーガンジー首相の首相としての初の海外訪問につい

て，政府はそれが仏，米，英，ソ連のインドに対する理解を一層強め，成功裡に

終了したことに満足している。とくに米国では外交面でタシケント宣言の強い支
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持を受け，共同コミュニケの発表，経済面では援助再開，世界銀行からの借款に

関する会談などの成果があった。

V暴動は選挙目当て一一カマラジ会議派総裁は，マドヤ州会議派労働組合のセ

ミナーで，諸野党の暴力的な動きは来たるべき総選挙での会議派の勝利を動かし

難いとしているためだと述べた。

5 日 V肥料政策への非難一一外国企業提携に関する肥料の生産と配給についての新

政策は計画に関する非公式諮問委員会の会議で激しく非難された。 Malaviya議

員らは価格決定についての外国資本に対する譲歩を攻撃し，新政策が社会主義政

策に反していると非難した。

6 日 V インド・米国教育基金一一Chagla教育相は，提案されているインド・米国

教育基金は教育界に活発な刺激を与えるであろうこと，またそれがインド人の生

活様式に影響を与えることはなかろうとー語った。

v力ルカッタのゼネスト一一カノレカッタで左翼諸政党の呼びかけによる24時間

のゼネストが州政府の食料政策に反対して行なわれたが，概ね平穏裡に終った。

7 日 v外国訪問の報告一一ガンジー首相は議会で、海外訪問の成果を報告，米国では

食糧危機，経済，軍事援助，中共の脅威，パキスタンとの関係，ベトナム問題な

どにつきジョンソン米大統領と会談，英国ではウィノレソン首相と経済援助につき，

ソ連ではコスイギン首相と経済協力などの面で会談を行ない，訪問諸国で友好関

係を一層深めたと語った。

T 1966/67年度計画議会へ 計画委員会は1966/67年度計画案（総支出208億

2000万ノレピー〉を議会に提出した。

V金価格ー一一デリー市場における自由金価格は4ノレピー上昇し156.50ルピーな

いし158.50ノレピーに達した。

v世銀の再融資 世界銀行はインドに対し同行への要返済額元本4900万ド

ル，利子3600万ドル中，元本部分に相当する4900万ドノレの一般目的用借款を供与

する意向を表明した。これは5日の緊急Aid-Indiaクラブ会議の結果決定された

ものとみられる。

9 日 T 州首相会議━━━━ガンジー首相は9～10両日の州首相会議で，食糧生産の行政

面における改善の必要を強調し，中央政府と州政府の権限を明確化すること，関

係諸機関の協調体制を確立することなどを提案したO 一方スブラマニアム食糧農

業相は第4次5ヵ年計画の下に強力な新農業計画の設定が必要であること，本年

春作が好調で，これが維持されれば第4次計画における 1億・2000万トン～ 1億

A
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2500万トンの食糧穀物目標額は今後3年のうちに達成可能であると述べた。

Vナガ反乱団一一ガンジ一首相はナガ反乱団指導者（代表KughatsSukhaiナ

ガ「首相」〉との会談を開始した。首相はこの会談で作戦停止協定を遵守し，話合

いの雰囲気を作り出すことが先決であることを強調したといわれる。

v予算案批判一一Baroda銀行RD. Birla会長はその57回株主総会で，予算案

はこれを現実的な経済政策のはじまりと信じていた人々を失望させたとし，チヨ

ードリ蔵相は経済の不均衡を正しく認識しながらも，その是正策としては従前の

線を墨守していると批判，税制の抜本的改訂の必要性を強調した。

Vアンモニア製造一一インドの肥料団体とイタリアの Montecatini社との間で

窒素肥料生産のためのアンモニア製造の技術援助についての協定が署名された。

10日 V州首相会議一一州首・相会議は， 1966/67年度の穀物生産目標を 9500～9700万

トンに決定終了した。同会議はさらに集約耕作計画を 600万エーカーの農地に適

用すること，農業面における中央政府と州政府の責任を明確化すること，協同組

合活動の弱い州に農業信用公社を設置するべきことなどの方針を採択した。

V家族計画一一Lucknow市の300世帯についてのサンブ。ル調査によれば，家族

計画を実行している世帯は14%に過ぎないとされている。

V金価格一一一デリー市場における自由金価格は，在庫の澗渇により 10g当り 163

1レピーないし165；レピーの高値を示した。

11日 v肥料生産一一計画委員会では第4次計画における肥料生産目標の達成は政府

部門のみによっては不可能で，内外の民間資本に重要な役割を期待しなければな

らないとの方針を採択した。

▼パンジャブ言語州━━━政府は閣議でパンジャブ言語州創設に関する法制的行

政的諸問題について検討，州、｜境決定のため委員会を設置することを決定した。人

選は未定。なお同委員会は5月末までに報告書を提出する予定。

’加，返済延期一一大蔵省は，カナダ政府がこのほど1958年の対印小麦借款2

件に関する要返済分1000万加ドルの支払要求を延期（waive）すると決定したこと

を歓迎するステートメントを発表した。

12日 Vナガ代表との会談終了一一ガンジー首相と Sukhaiナガ反乱団代表との会談

は，双方の誤解を除去し政治的解決への前提を整えるという点で，相互に一応の

満足を与えた形で終了した。首相はナガの将来はインド連邦の枠内でのみ考慮さ

れるとの見解を明確に提示したが， Sukhai代表はこれを承認も拒絶もしなかっ

た模様。
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v自由金価格一一ーデリー市場への自由金価格は供給の縮小からlOg当り 6.50ノレ

ピー上昇して170～172ノレヒ。ーの最高値を示現した。

13日 V食料自立に断固たる努力を一一ガンジ一首相はJallianwaladayのRamlila

Groundでの大衆集会で演説，食糧自立が経済的自由の第l歩であり，国民総力

をあげてこれに断固たる努力を払うべきことを要請するとともに，政府を民衆か

ら区別して扱う態度を改め，過般のカノレカッタにおける公共財産破壊といった不

祥事を再発させないよう要請した。

V餓死の有無一一UNICEFの専門家D.K. Faris博士は記者会見で，餓死者

は皆無とのインド政府の発表は政治的なもので，本年の死亡率は食糧危機のため

平年を上回るであろうと語った＠

V家族計画一－Nayar保健相は非公式記者会見で， 5月1日より始まるデリー

の家族計画運動が全国の模範となるべきだと語った。この計画はデリーを人口各

5万の60地区に分け， 1万人当り 2人の指導員チームが戸別訪問を行なうという

ものO

14日 V西ベンガルの会議派分派一一西ベンガノレの分派会議派指導者AjayMukher・

jee氏は， 次回総選挙で同分派が州議会に50以上の議席を確保するであろうと言

明した。

v左派共産党員釈放一一政府は前ケララ州閣僚GouriThomas夫人ほか69名

の左派共産党員を釈放した。 ケララ州ではなおE.M. S.ナンブーデリパッド氏

ら約同数の同党員が拘禁されている。なお，ボンベイでも45名の同党非指導的党

員が釈放された。

v金価格下がる一一デリー市場の自由金価格はパンジャブからの密輸金供給を

伝え， 10g 159.50～161.50ノレピーへ反落した。

15日 Vインドニネパール共同コミュニケ一一ガンジー首相は訪印中の SuryaBaha-

dur Thapaネパール首相との会談終了に際し共同コミュニケを発表，平和共存そ

の他の重要諸問題について完全な意見の一致をみた旨強調した。

vパンジャブ、分割の基準一一政府はパンジャブ言語州の州境画定委員会による

作業の基準として， 1961年のセンサスを基礎とするが，宗派的な分割をさけ経済

的な成立条件を確保する必要をできるだけ考慮するとの方針を決定した。

v援助要請の立場一一一政府スポークスマンはアソカ・メータ計画相の訪米出発

に先立ち，記者会見で，第4次計画下の外貨不足は470億ノレピーで， うち400億ノレ

ピーは Aid-Indiaクラブに，残り70億ノレピーはソ連援助および民間外資に期待す

9
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ること，世銀の示唆を容れ民間外資に必要なノレピー資金の供給を確保すること，

肥料生産の原料としてナフサ以外に液体アンモニアの輸入を考慮することなどの

態度を明らかにした。なお，外資の多数参加は従前通り認められる。

16日 l FICCI，自由化を要望一ーインド商工会議所連合会はアソカ・メータ訪米に

当りステートメントを発表，価格・分配統制わ自由化推進，産業許可手続の緩和，

輸出奨励制度の強化などを強く要望した。

v米国援助なお凍結一一凍結中の米国援助約4億ドノレはなお解除されていな

い。ボールズ！駐印大使はニューデリーへの帰任に際して，その理由を明らかにし

えなかった。

17日 v対パキスタン政策一一ガンジー首相はUdaipurの大衆集会で演説し，インド

はパキスタンの反印宣伝にも拘らずタシケント宣言を遵守しようとするものであ

ること，しかし戦争が不可避であれば断固闘うことなど，パキスタンに対する政

策方針を明らかにした。

’ヒンディ語の使用一一Timesof India紙によれば， 内務省では中央政府に

おけるヒンディ語の使用促進のため， 8項目の覚書を作成した。これは，中央政

府の決議，通達，報告書はすべて英語とヒンディ語とにより発行すること，議会

への報告，新開発表などもヒンデ、ィ語を使用することなどを合んでいる。

’金融政策，ゆるめず一一チヨードリ蔵相はマドラスでの記者会見で，現在の

金融引締め政策を緩和することはないと言明した。金融緩和は最近商業銀行筋よ

り強く要望されており，とくに砂糖業界では深刻な金詰りを訴えている。

18日 ’対中国政策一一スワラン・シン外相は下院で，左派共産党による対中国政策

変更要請に反対，国境問題について非妥協的な立場を改める必要のあるのは中国

政府であると，政府の態度を明らかにした。

v援助条件に反対一一会議派 R K. Khadilkar, Bhagwat Jha Azad議長らは

ガンジー首相に対し，世界銀行のいう肥料関係外資の多数参加条件，外資へのノレ

ピー金融確約，原料としての液体アンモニア使用の許容などは産業政策決議の根

底を揺がすもので，反対である旨表明した。

’インフレ反対一ーインド経営者連盟（EmployersFederation of India）の

Naval H. Tata会長はその第33回年次総会でのあいさつで，政府が経済のインフ

レ傾向とその賃金への影響を軽視するならば，経済全体が危機に曝されるであろ

うと警告した。

Vデリーのゼネスト不可避一一ー売上税反対のデリーのゼネスト計画は，首相と
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デリー市当局7名の代表団との緊急会談にも拘らず，回避し難くなった。首相は

この会談でゼネストの脅威が続く限乱売上税問題の再検討は不能であると強調

した。

19日 V首相，記者会見一一ガンジー首相は初の記者会見で，最近のパキスタンにお

けるタシケント宣言反対の気運に懸念を表明，アユブ大統領と会見する用意ある

旨表明した。また，中国との聞には当面有益な会談の基盤がないこと，世界銀行

はインドに経済政策を指令ではなく助言していることなど，その見解を明らかに

した。

v労働諸条件の調査F一一ジャグジパン・ラム労働雇用相は下院で，自動車輸送

および電力産業の両部門に賃金審議会を新設する意向であること， 30年前の王立

委員会にならって，労働諸条件につき広範な調査を行なう委員会を設置すること

を検討していることなどを示唆した。

’食料地帯一部修正ー一一スブラマニアム食料農業相は下院で，パンジャブ， U

Pおよびデリー郊外を単一地帯にまとめ，小麦およびグラムの移動を自由にする

旨発表した。同相によれば，これは暫定的な措置で，可能性に応じ他地域にもこ

うした調整を及ぼす方針で、ある。

vデリーのゼネスト一一デリー市の売上税反対ゼネストは，交通関係を含む重

要な日常経済活動に何ら支障を来たすことなく終了したが，中心部の小売市場は

広範囲にわたり営業を停止した。

V肥料政策一一アラゲサン石油化学相は下院で，外国企業の過半数株式所有は

民間部門に限ることとし，政府および政府企業（FCI)関係ではこれを認めない

との方針を表明した。

v対印食料援助一一ジョンソン米国大統領はインドに対する 350万トンの食料

追加援助に関する両院決議に署名した。

20日 V計画相，訪米一一アソカ・メータ計画相は約2週間世界銀行などと援助問題

に関し討議する予定で19日ニューヨークに到着。記者会見でノレピー平価問題につ

いては討論しない旨言明した。

V英国の援助一一英国より計500万ポンド（6670万ノレヒ。ー〉の借款を受ける2

協定正式調印。うち 483万ポンドはボパーノレの重電機工場の必要輸入金融に，他

の18万ポンドはシンドリの Pyrites& Chemical Development Co.の建設金融

に充てられる。英国の第3次計画関係援助約半額はこれで全額実施されることと

なった。
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22日 Vインド防衛令廃止へ一一政府は閣議でインド防衛令改廃問題を検討し，同令

に基づくすべての行政措置の法的効力を確保するよう憲法を修正する法案を，今

議会に提出する方針を決定した。同令廃止については， 国境諸州、｜の治安確保の

ほか，同令に基づく食料確保など重要行政措置の失効に伴う行政的混乱防止など

に適切な措置が必要とされている模様。

V軍事同盟に反対一一スワラン・シン外相は下院で，中国封じ込めのため日，

蒙，その他民主主義諸国と防衛条約を締結せよとのN.G.ランガ議員（スリタン

トラ党〉らの提案に反対し，軍事同盟は中国の膨張政策に対する効果的な対応策

ではなく，平和・非同盟政策を堅守すべきであるとのべた。

' l月の生産指数続落一一1月の生産指数（1956年＝100）は176.7と昨年12月

の185.5からさらに低下した。低下は石炭， 茶，繊維，ゴム， 肥料など多方面に

わたっている。なお，この水準は前年同期比一4.4%，従来最高（昨年3月189.9)

比一7%で，第3次5ヵ年計画中の工業生産増加は目標の70%に対し30%程度に

止まるとみられている。

V英国，新援助を発表一一英国はインドに対し本年度分の援助の一部として差

当り 1700万ポンドの新借款を供与する方針を発表した。

23日 , d1l1l境画定委員会一一政府はPunjabiSuba, Harianaおよびヒマチヤノレ州に編

入される山岳地帯の境界の画定に関し勧告すべき 3人委員会の委員を発表した。

委員長は J.C. Shah最高裁判事，委員はS.Dutt元大統領秘書官， およびM.

M. Philip元運輸通信省次官。勧告は5月までに提出される予定。

V援助の条件一一K.D. Malaviya議員は会議派議員団の第4次計画に関する

会議で，屈辱的な条件による援助を受けるより，計画を縮小する方が望ましいと

強調した。同会議では肥料部門に対する外資誘引政策，世界銀行の経済政策勧告

などに対する鋭い批判が提出されたといわれる。

，ヶララ会議派の再統合一一一R.Sankar前ケララ州首相は記者会見で，反主流

のケララ会議派は解散して個々の党員が正統派の会議派に復帰すべきであり，そ

れがケララの政治的動揺を解決する唯一の途であると言明した。

24日 曹国民の積極的な参加を一一ガンジー首相は“Personto person”と題ずる全

国民への放送で，社会主義と民主主義はドグマと関係がないこと，肥料部門での

政府企業の比重は%以上を占め，新肥料政策を外国資本に国を売るものとするの

は誤りであることなどを指摘，経済自立へすべての国民が積極的に参加するよう

訴えた。
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25日 V鉄道事故とナガ反乱団一一一アッサム州Lumclinε （20日）およびDiphu(23 

日）における連続鉄道事故に関する下院の審議で，ガンジー首相は，これらがナ

ガ反乱団と関連があることが判明すれば，政府の対ナガ政策を全面的に再検討す

る旨言明した。

V西ベンガル会議派分派一一西ベンガノレ会議派の分派党員125名は， 西ベンガ

ノレ会議派とは別個の州会議派の組織を結成する旨決議した。新組織の名称は29日

までに AjoyKumar Mukherjee前PCC議長より発表される予定。

26日 V対外政策審議一一クリシュナ・メノン前国防省，ムケノレジー共産党議員らは，

下院の外交政策審議で政府のベトナム政策における無方針，後退を激しく非難し

た。スワラン・シン外相は外務省年次報告を全般的かつ公正に理解するよう訴え，

ジュネーブ協定を基礎とする和平への努力を続ける旨言明した。

v砂糖輸出39.7万トン 食料農業省では IndianSugar Mills Ass.に対し本

年39万7000トンの砂糖輸出契約を締結する権限を与えた。これによる外貨収入は

昨年の 1億1260万ルピーより， 1億3000万～ 1億4000万ノレピーに増加するものと

みられる。

27日 Vインド防衛令改廃へ一一一ナンダ内相は下院でインド防衛令に関しステートメ

ントを発表，同会が若干の国境地域その他で必要であること，非常事態宣言は憲

法上一部地域にのみ適用しえないこと，したがって差当り同宣言を撤同できない

こと，部分的適用の可能となるよう憲法および同会を改正すべきことなど，政府

の方針を明らかにした。なお， 同会による予防拘禁者153名は， 25名を除き全部

釈放されている。

v国産技術奨励一一サンジパヤ工業相は DevelopmentCouncil for Automobi-

lesの再発足に当り，国産技術奨励のため外国との提携には次第に制限的な政策を

とること，基礎的研究と最終商品との大きな聞きを埋めるため科学者や実業家の

協力を求めたいことなどを強調した。同Councilでは1970/71年の乗用自動車に

つき需要7万5000台，供給能力8万台と推定している。

28日 ' 5ヵ年計画と物価－StateBankのV.T. Dehejia会長はボンベイ北部ロ

ータリー・クラブで演説し， 5ヵ年計画失敗の主因の一つは物価上昇を阻止しえ

なかったことにあるとし，第4次計画中には中央州を通じ均衡予算を厳守するこ

と，生産された以上に支出しないという原則を確立することが必要である旨強調

した。

v援助なお未確定一一一訪米中のアソカ・メーグ計画相は記者会見で，第4次計
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画第1年度（本年度）分の Aid-Indiaクラブ援助16億ドノレの要請に対しては，ま

だ何の回答もなトこと，援助約束の不履行は主権国家間のデリケートな関係に有

害な影響をもたらすこと，平価切下げはインド自身の問題であり，討議する意思

はないことなどを明らかにした。

v米国援助なお不確定一一アソカ・メータ計画相の世銀および米国政府との交

渉の第1段階は終了したが，ジョンソン大統領はケネディ前大統領と異り経済計

画全体でなくその部分的要素に興味をもっていること，新規援助のみならず凍結

中の援助の解除という問題があること， 5年間全体でなく各年同額の援助が予定

されている模様であること，開発借款基金援助の泌が民間企業を通ずる経済開発

に充てられる方針がとられていることなどから，なお多分に不確定の要素が残さ

れていると伝えられる。

’ソ連援助で肥料工場一一政府筋の明らかにしたところでは，ソ連はピハーノレ

北部Barauniでの肥料工場設立に関しインドと提携することに同意した。工場の

完成は早くても第4次計両末となろう。同工場ではBarauni精油所の副産物を原

料として使用する。

29日 V減税追加一一チヨードリ蔵相は下院で若干の減税追加を発表した。これには

人的控除をさらに500ノレピー引上げること，同族会社に対する税率を 5%引下げ，

従来の60%に戻すことなどが含まれてし、る。歳入減少7750万ルピー。

’自由化と外資導入一一ガンジ一首相は民間産業界，公企業経営担当者，エコ

ノミストらの自由化と外資導入問題を中心とした懇談会であいさつし，経済政策

におけるプラグマチズムとイデアリズムに矛盾はないこと，経済計画は経済開発

の不可欠の方式であるが，経験にかんがみ修正されるものであることなどを強調

した。

30日 ' 1～3月の工業生産一一一Timesof India紙によれば，1965年10～12月期に前

年同期比0.9%増の不振を記録した工業生産は，本年1～3月期には前期（183.4) 

および前年同期（186.1）の水準を下回るに至るものと懸念されている。 1月に

はジュート製品，蓄電池，自動車，鉄道車輔，硫酸，靴，電球など広範な部門で

生産の急減が伝えられている。

v北ベトナムと接触一一外務省K.M. Kannampilly南アジア担当次官は，1962

年の中印国境紛争以降疏遠となっている北ベトナム政府との接触を回復し，ベト

ナム和平に関する北ベ政府筋の意向を聴取するため，数日前ノ、ノイに向った。政

府はこれがベトナム和平についてのインドのイニシアチプと誤解されることを避
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けるため，これにつき明言していない。

V援助反対論を批申トーガンジ一首相は Servantsof the People Society第45

回創設記念式で，外国援助を受けることを国を売るものと批判する見解を非難し，

米印教育基金の設立や肥料部門への外国投資に対する 7年間の譲歩は，シャスト

リ故首相が1965年10月および4月に決定したものであること，ヒモ付きの援助は

受けていないこと，深刻な食料危機の最中に友好国の援助を受けないのは愚かで

あることなどを指摘した。

v経済自由化への動き一一首相と産業界，エコノミストらの懇談会は，政府が

価格・配給統制の統制解除を進める意向であることを示唆して終了した。差当り

鉄鋼品目の販売・移動が自由化の対象とみられる。政府としては物的な制限から

財政的（fiscal）な統制へ漸次移行したい模様。外国人の株式参加については財界

に賛否両輪があったが，原則として歓迎すべきものと確認された。
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5月の概況

第4次計画への援助交渉に訪米したアソカ・メータ計画相は対インド援助

再開のため相互理解を深めた点では成果をあげたといえるが，具体的な援助

の確約をとりつける迄には到らず，期待に反して成果は，竜頭蛇尾に終った

感が強く第4次計画への活発な動きは今後に持越される形となった。

一方，国内ではオリッサ州等を襲った食糧危機は予想外にきびしく，ガン

ジ一政権を大きくゆさぶった。

国内政策の面では，ガンジー首相の統一，民主主義・社会主義というネル

一路線の堅持という主張に対し，多くの困難な問題が出てきている。マドラ

ス肥料プラントで外国資本に経営権を与えたことは今後の外資導入政策にい

ろいろな影響を与えてくるものと思われる。

産業政策面で、は従来の統制政策に対し，産業人協会（AFMO）スワンタン

トラ党のように企業の自由な活動を要求するものもあり，政府も業種による

工業許可制の廃止ヲ政府部門の民間部門への移管の検討等により企業活動を

活発化する方向にもある。これ等の動きと首相の言う社会主義がどの様な意

味で調和していくのか注目され，会議派の党内事情も複雑となってきた模様

である。

食糧危機と食糧援助

オリッサ州で餓死者が続出しているという事件が議会で取上げられ，首相

自らが現地調査に乗り出す様になってから，インドの食糧危機は急激に表面

化した。 19日首相が記者会見で明らかにしたところによると，オリッサ州、！を

始めとして8州の 117の地域で4660万人が飢餓状態に落入っており，政府は

食糧補給に全力を尽すと共に，住民に食糧購入に必要な資金を与えるため，

各種の土木工事をテスト救済作業として行ない，これに 240万人が従事して

し、る。

これに対応して各国の救援活動も活発に行なわれている。米国，ソ連，フ
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ランス，デンマーク等各国から現物あるいは借款の形で，穀物，粉乳，植物

油等の食糧品から，次期生産に必要な肥料，農薬に到るまで各種の物資が送

られつつある。

飢餓地帯の中心であるオリッサ州には政府から約1万トンの穀物が急送さ

れた。

この様に当面の危機は漸次克服されつつあるが，食糧不足が激しくなると

予想されるのは 8～10月の端境期であり，これに向けて食糧援助も活発とな

ることが予想されるが，この場合問題となるのは港湾の荷揚げ能力，内陸輸

送機関が多量の食糧を充分にさばき切れるかどうかである。インドの全港湾

の荷揚げ能力は約120万トンといわれており不足している。若し港湾設備を

フルに動かしたとしても，鉄道沿線は兎も角，陸の孤島といわれる飢餓地域

への輸送にはトラックが不足しており，道路状態も悪く，洪水などで交通が

途絶することも考慮に入れるならば非常な困難が予想される。

政府は今年の生産目標， 9500万～9700万トン達成は困難でないとしている

が，過去の実績からみて，この達成は難かしいと思われる。従って食糧不足

は今後ともインドの悩みの種であろう。

アソ力・メータ訪米報告の波紋

第4次計画への援助交渉のため渡米したアソカ・メータ計画相は3週間に

わたる日程を終え5月8日帰国した。帰国後数度にわたる同相の報告によれ

ば，第4次計画に対する援助に関しては米国および世銀は可成り好意的であ

り，インドが希望する総額84億ドノレ，当年分16億ドルとまでゆかないけれど

も相応の援助がえられるものとしている。しかし実際の援助額については米

国，世銀とも何等の示唆も与えなかった模様である。

この様な同相の報告は国会や金融筋等各方面に複雑な波紋を呼び起した。

今回の交渉によりインドと世銀，米国との相互理解を深め，対インド援助

再開の気還を作りだしたことは大きな成果であるが，一般に期待されていた

何等かの具体的数字が示されなかったことは，少なからぬ失望と不安を生み

だした。同相が出発する時には，少なくとも当年分の援助額と第4次計画全

体についてのおよその援助額位は示されるものと期待されていた。第4次計
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画は最終的決定を保留したままではあるが2150億Iレピーの予算が見込まれて

おり，とりあえず初年度208億ルピーの予算で出発することとなっている。

従ってワシントンでは何等かの具体的な援助額についての話合いが行なわれ

てしかるべきといえる。勿論最終的な援助額については対印債権国会議のメ

ンバーで、ある各国が決定すべき事であれ今後各国との交渉が行なわなけれ

ばならないが，その際世銀が総体的な見込みを明らかにする必要があるとい

える。第4次計画を作成した際不確定要因として最後に残されたのが外国援

助であり，これが計画の細目決定を阻げたのであるから，計画自体を不安定

な状態に放置することになる。

第4次計画自体重化学工業を中心にした年平均成長率6%以上という意欲

的な内容であり，国内財政面でも可成り困難が予想されるので，アソカ・メ

ータ計画相自身計画の切詰めを考えているとの臆測も流れていた。

この様な漠然とした不安は 6月5日のノレピ一切下げにより実態が明らかと

なった。

ルビー平価切下げの意味

チヨードリ蔵相は 6月6日夜，ルビーの金平価を翌6日（月）より36.5%

C 1；レピー＝純金0.186621グラム→0.118516グラム）切下げる旨発表した。

これにより 1米ドルは 4.76；レピーから7.50ノレピーへ， 1ポンドは13.33ルビ

ーから21ルビーへ改訂され，実際の外貨取引の観点からすれば，切下げ率は

57.5%となる。円貨との関係では 1ルビー当り75円60銭から48円01銭へ， 1

円当り0.013；レピーから0.021ノレピーへと変更される。

平価切下げと同時に，政府は①ジュート製品，茶など外国需要の非弾力的

な伝統的輸出品目に対し，価格の下落防止と輸出代り金の大幅増加分吸収の

ため，輸出税を賦課する，②輸出減税制度，輸入権制度など各種輸出助成措

置を全廃する z ③輸入税の調整的引下げを行なうとともに， 10%の調整関れ

を廃止する，④生計費の上昇を防ぐため，灯油など石油製品の輸入税，消費

税を引下げ，輸入食料・肥料の配給価格を据置く，⑤輸出関係の原料・部品

輸入を優先的に確保し，外国援助ιど目途のつき次第，輸入自由化を進めるラ
など一連の総合的政策措置を講じた。
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蔵相の説明によれば，平価の思い切った引下げは内外の価格関係の大きな

歪みを明確な形で是正することによって，輸出の増大と輸出産業への投資を

促すとともに，煩雑な輸入統制の簡素化に役立ち，輸入代替産業の強化と産

業の多角的発展に役立つであろう。貿易以外の面でも，在外資金の還流，対

外資本流出の抑制，外資の利潤送金における外貨負担の軽減，新規外資流入

促進などの好影響が期待される。さらに，これまで盛行してきた密輸， over-

invoicing, under-invoicing，外貨のヤミ取引など不健全な取引慣行も抑制さ

れることになろう。これらはインド経済をより健全な基礎の上におき，今後

の発展への途を整えるものとなるはずである。

インド経済の構造的不均衡は，過去10年間国際物価の騰貴25%に対し，国

内物価が80%上昇したことに端的に示されるが，これは次表の国際収支推移

をみれば一層明白となろう。すなわち， 1953～1964年間に国際収支尻5億ル

（単位100万ルヒ。ー） 1953 1956 1964 1965( l～6月）

戸〉ι， 取 7,304 9,007 11,991 5,739 

民間輸出 5,335 6,330 8,159 4,086 

贈与・政府受取 246 237 874 306 

支 払 6,830 12,135 16,323 8,324 

民間輸入 4,581 8,190 6,220 3,211 

政府輸入 1,337 2,831 7,659 3,813 

投資支出 240 239 1,114 639 
一一一一一一一一

収 支 尻 474 6. 3,128 6 4,332 6 2,585 

ピーの黒字から43億ルピーの赤字へ上下約50億yレピー悪化した。輸出の伸び

悩み（世界輸出＋107%，インド輸出＋53%），開発輸入の激増，民間輸入の

窮屈化，外資関係の支払急増などが，収支の均衡を大きく崩した主因となっ

ている。

ところで，平価切下げは昨夏訪印した世界銀行ベル調査団が，政府首脳と

の会談でこれを示唆したと伝えられてから，多かれ少なかれ時間の問題とみ

られていたが，以降，印パ戦争と米国などの援助停止，あるいは早害による

食料輸入の必要増加などの影響が加重され，事態は一層深刻化することとな
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った。シャストリーガンジー両政権はこうした危機を打開するために経済・

食料援助の中心的な供給国である，米国との関係の調整を図らなければなら

なかった。昨年暮の肥料部門に対する外資優遇政策発表，スブラマニアム食

糧農業相の訪米とジョンソン大統領の1500万トン食料援助言明，クリシュナ

マチャリ蔵相からチヨードリ蔵相への更迭，本年春のガンジ一首相の訪米と

アソカ・メータ計画相の世銀との折衝などは，いずれもこうした文脈のなか

で捉えうる一連の動きであろう。平価切下げの断行はこれら対米関係調整過

程が，漸く最終段階に入ったことを示しているように思われる。

平価切下げはもちろん現在の危機打開の万能薬ではないが，内外物価関係

の調整と煩雑な官僚統制の簡略化は，現実的かつビジネス・ライクな政策態

度を求める米国の政策転換＝援助再開の途を整え，第4次計画本格化の見通

しも今後次第に明るくなるものと予想される。だが，この現実的な政策活動

が民間企業活動の自由化を内容としている限り，独立以来17年聞社会主義的

な路線を歩んできたインドは，いまや大きな転換点にさしかかっているとい

われなければならない。援助，統制，インフレ等々で支えられた国内市場で

育てられてきた公私諸企業が，こうした政策転換の意味する格段に厳しい諸

条件に堪えて，自立経済達戒の基幹となるまでに成長しうるであろうか。鋭

敏なコスト感覚と不屈のインダストリアル・マインドが，経済活動の全般に

確立しでゆくであろうか。平価切下げの効果は，結局のところ，これらの現

実化の程度し、かんにかかっているという他はあるまい。
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日誌（5月〉

1 日 V食糧農業相，協同農業を提唱一一ースブラマニアム食糧農業相は FAOのセミ

ナーで，農業の資本蓄積と近代化のためには，協同農業を促進することが必要で

あると提唱した。しかし，共同組合には内部の管理や人間関係に困難な問題が多

く，今次計画では既存組合の拡大を主とし地域も限られることになると述べたo

vインドの対外債務 大蔵省の発表によれば， 1965年末までに調印された対

外債務総額は382億4000万ノレピーに達している。その主な国は次の通りである。

（単位1000万ノレヒ。ー）

米国1251，ソ連484，西独445，英国354，日本173；世銀462，第2世銀2780

' 4次計画の貯蓄目標一一Bhagat閣外蔵相は第4次計画の小額貯蓄の目標は

100億ノレピーに達することを明らかにした。第3次計画の目標は60億ルビーで、あ

ったが実績は56億yレピーであった。なお，国民所得のうち総貯蓄の占める割合は

10%，小額貯蓄の総貯蓄に占める割合は10%である。

2 日 v原料不足で毛織物業操短一一外貨割当の減少で毛織物業は極度の原料不足に

悩んでいる。毛織物業は年間 3000万lbC約1億5000万ノレピー〉原料を消費する

が，これに対する外貨割当は62年迄は 1億ルピー， 63年6000万ルビー， 64守 65年

は5000万ノレピー， 66年には2000万ルビーに減少し，稼動率は58年の64%から65年

には39%と低下している。

v会議派議員団金統制令廃止を望む一一会議派議員団の会合で，ほとんど全員

が，金の魅力を人々から取去り，密売買を止めさせることには失敗し，インフレ

を刺激する結果となったとして，金統制令廃止に賛成の意を表明した。

3 日 V経営代理制度調査委員会報告一一同委員会は砂糖，綿織物，セメントの各業

種について経営代理制度は廃止すべきであるが，ジュート，製紙については存続 f

すべきであるとし，廃止に当っては性急を避ける様警告している。

T Scottに退去命令一一政府はナガ平和使節団員 Scottが使節団と相談もなく外

国および国際機関と連絡し，レナが問題を国際化しようと試みたり，交渉を阻害

するような行動を繰返してしてきたとして，国外退去を命令した。

Vソ連ボ力口製鉄援助契約に調印一一1965年1月印ソ両国政府の協定に基づき

ボカロ製鉄プラントに対する技術援助，作業設計準備に関する契約が調印され

fこ。
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V穀物生産見通し一一スブラマニアム食糧農業相は今年の穀物生産目標9500万

トン～9700万トンの達成は困難ではないと言明した。

4 日 ▼パ州政府の分割対策━━━━パンジャブ州議会執行委員会は，各地方指導者達の

利害の対立のため，州境画定委員会に意見書は提出しないことに決定し，代りに

各地の利害を代表する三つの委員会を任命し，個別に州境画決定委員会に直接に

資料を提出させることとした。

T FICCI金融緩和要求一一インド商工会議所は銀行の流動比率条項を緩和し，

産業界への資金の流入を促すよう政府に要請した。

5 日 Vオリッサ州等の食糧危機一一スブラマニアム食糧農業相は上院でオリッサ州

に餓死者がでたという情報は否定したが，同州、｜および一部の地方で食糧事情が急

迫していることを認め，追加食糧の割当および担当官を定期的に派遣し，州当局

の指導に当らせることを発表した。

V非同盟国三首脳会談に賛成一一政府はユーゴ，アラブ連合からの新植民地主

義に対する三首脳会談開催の非公式提案に同意した。

V予備部品・原料輸入の自由イ七一一ー政府は今後数ヵ月に予想される外国援助の

流入に備え，その充分な利用を計るため，農業用トラクター・各種農業機の製造

設備に必要な部品，作物保護用航空機・印刷機械・非鉄金属生産用機械の部品ラ

肥料工業用原料等の外貨規制を解除することに決定した。

v政府金統制令を再検討一一チヨードリ蔵相は若し金統制令がその目的を達し

ていなし、なら，これを再検討するつもりであると述べた。

6 日 Vパンジャブ州政府職員スト一一一賃金委員会の設立，生計費指数と物価手当の

結合等を含む賃上げを州政府に要求L，政府関係従業員約25万人が一斉に一日ス

トに入り業務は完全に止まった。

7 日 V首相対外強硬声明 首相は Bhandaraにおける集会で，インドはいかなる

国に対しでも侵略はしないが，インド国土への侵略は許さないと声明した。この

声明は，中国の北方地方の領土権に関する主張に反論する意味で行なったもので

ある。

v西独の食糧援助一一西独政府は 310万ドノレの肥料と12万5000ドノレの粉乳を援

助することを決定した。

v政府賃金構造を検討一一チヨードリ蔵相は賃金構造の全般的な検討が必要で

あり，そのためには所得，賃金，生産に関する長期政策を立てるための調査が必

要であると語った。インドの賃金は生産性に見合った形態で行なわれていなし＼
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物価手当も生産性と結び、つけて考えるべきであると指摘した。

8 日 Vパ軍力シミール国境に増強一一ースリナガノレからの情報によると多数のパキス

タン軍がカシミール休戦ラインに増強され，大規模な障壁，ざんごう，道路の建

設が行なわれている。

Vアソ力・メータ計画相帰国一一3週間に亘る米国，カナダ訪問を終え帰国し

たアソカ・メータ計画相は空港で記者会見し，米国，世銀は第4次計画を了承し

援助を約束した。今後は Aid-India加盟諸国との交渉に努力する必要があると語

った。

9 日 V東パのナガ族 Mizo地域に進入一一約1000人のナガ族が反乱団支援のため東

パキスタンから Mizo地域に進入しており，反乱団は再度の反乱を準備中といわ

れている。

T 11業種の工業許可制廃止一一政府は鉄鋼鋳鍛，鉄骨，電動機 (10馬力以下〉

バルプ，アノレコーノレ，溶解用蒸溜油，勝・ゼラチンヲガラス，陶器，セメント・

石膏，木材・合板の11業種の新設・増設許可制の廃止を発表した。この措置は停

帯気味の民間部門の投資を促進するためとられた措置である。

Vケララ州大統領直轄延長一一下院はケララ州の大統領直轄を5月11日から 6

ヵ月間延長することに決定した。

10日 V原子力政策 中共の原爆実験に関連して，ガンジ一首相とスワラン・シン

外相は議会で演説し，当面原子力開発は平和目的に限られるという従来の政策は

変らないが，将来もし原爆攻撃の恐れのある場合，原爆開発に乗り出す可能性も

あると示唆した。

V西独対印援助削減か一一西独は今年対印援助を削減するかも知れぬといわれ

ている。この理由はインフレ抑制のため対外援助を切詰めるという以外に，イン

ドが東独に国営貿易会社を作った事にもよる模様。

Vソ連の食糧援助 ソ連は約3000万ノレピー相当の食糧を飢餓地域向けに援助

することとなった。内容は植物油6000トンラ粉乳・ビスケット各1000トン，乳児

食1400トン。

V英国から緊急借款一一ー英印両政府は総額 1700万ポンドの緊急借款に調印し

た。その内容は一般的な対英買付資金1000万，機械部品用400万， Bhopal重電機

工場用300万である。

v世銀から鉄道借款一一世銀は今年の開発計画用として6800万ドノレ融資に同意

した。
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1H日 V会議派執行委員会原爆保有主張一一会議派執行委員会は前日の政府の原爆遺

巡政策を批判し，中共が核保有国となり， 2～3年中には射程500マイノレのミサ

イルを持つような時に政府の政策は自殺的であるとし，国防と安全のため，核兵

器の生産を行なうべきであると一致して要求した。

v政府，オリッサg4i11こ食糧急送一一政府はオリツサ州の飢餓地域に対し，小麦

5000トン，ミロ5000トンを急送した。

12日 v印ソ文化・教育・科学交流協定調印一一ニューデリーで，ソ連側ロマノフス

キ一対外文化交流国家委員会議長，インド側チャグラ教育相出席の下に調印され

た。

v英国の援助一一英国海外開発省が明らかにしたところによると1966-67年の

対印援助は5000万ポンド（ 6億7000万ルビー）程度になる模様である。なお英国

の対外援助総額は1億8500万ポンドである。

Vデンマークの食糧援助一一ーデンマーク政府はインド政府に対してデンマーク

での食糧，農業用品購入のため無利子で150万ポンドの借款を与えた。

13日 V米国 AID1 億ドル借款供与一一米国とインドは AID（米国際開発局〉資金

1億ドノレ借款協定に調印した。この資金は工業・農業生産に必要な各種原材料・

部品等の輸入に当てられ，償還は40年，利率は当初10年は年1o/o，以後2.5%で

ある。

Vアソ力，メータ計画相訪米報告一一アソカ・メータ計画相は議会で今回の訪

米結果を報告した。報告によると世銀および、米国は既存工業生産能力をより有効

に利用するのに必要な non-project援助に重点を置くようであり，総額では実質

的に第3次計画を上回る金額が期待できる模様である。

V全ジュート工場1週間休業一一極度の原料不足から，インド・ジュート工業

協会は工場を 1週間休業させることに決定した。この間の賃金は50%が支給され

ることになっており，これによって影響を受けるのは22万5000人である。

14日 V内相シーク族自決を認めず一一ナンダ内相は TaraSinghに対しシーク族自

決に関するいかなる話合いも思いも寄らず，許容できないと警告し，パンジャプ

チト｜のような境界地帯で騒ぎを起す者は反逆とみなすと宣言した。

, MNF動員を呼びかけ一一ミゾ反乱団（MizoNational Front）は全ミゾ在郷

軍人および現役軍人は反乱軍に加わり，ミゾ市民は政府を援助したり，共同行動

をとることに反対するよう呼びかけた。

Vマドラス肥料プラント契約調印一一政府と米国 AmericanInternational Oil 

円
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Companyとの間でマドラス肥料プラントに関する契約が調印された。 この会社

におけるインド側の持分は51o/o, AIOC側は49%でそのうち半分はある期間の後

National Iranian Oil Companyに譲られることになっている。 しかし経営権に

関しては両者は50%ずつの持分を持つことになっている。このプラントのコスト

は外貨3500万ドノレ， lレヒo－投資1億8000万ルビーであり， 日産1000トンの生産能

力を持っている。

v政府部門の民間部門への移管一一Sanjibayya工業相は記者会見で政府はど

のような状況の下で，政府部門を民間部門に移管すべきかを近く決定すると語っ

た。またこれについて，工業省は目下細目にわたり検討中であり，決定が社会主

義の目的と政府の政策に反しないようにすると述べた。

15日 V肥料今後も外資優位を認めるか一一政府は， 1967年3月以降に許可された肥

科会社でも，外国民間投資家の過半数株式所有を認めることを求めた提案を検討

中といわれている。

この提案はアソカ・メータ計画相が訪米中世銀から示唆されたことに基づくも

のであるといわれている。

16日 Vサディク州首相攻撃さる一一カシミーノレの Baramullaで、集会出席に向うサデ

イク州首相の行列に手りゅう弾が投げられ， 1人が死亡30人が負傷したが，首相

は無事であった。犯人は逮捕されなかったが，親パ分子とみて調査が進められて

いる。

V準備銀行からの』，1i1の貸越抑制を検討一一チヨードリ蔵相は中央政府の反対に

拘らず州の当座貸越が続いているので，これを抑制する案を検討中で、あると明ら

かにした。

v港湾設備の輸入食糧処理能力ー一一Menon閣外食糧農業相は港湾設備の穀物

処理能力は非モンスーン期で月当り約120万トンであり，必要ならば更に増大さ

せることも可能であると語った。

17日 V第4次計画への外資配分一一アソカ・メータ蔵相は議会で，第4次計画に対

する外資の70%は政府部門に当てられ，成長企業に最優先するよう投資されると

語った。また，急速な成長を達成するため，増加された non-project援助は生産

能力を充分発揮させ自活へのベースを速めるために，機械製造，エンジニアリン

グ部門に主として当てられるとしている。

V米国濃縮ウラン供給一一インド政府は米国原子力委員会と濃縮ウラン供給に

関する長期契約を締結した。金額は約1億ドル，契約期間は25年。
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18日 Vインド防衛令改正一一ナンダ内相は議会で，中央政府が特定の法令に従って

チト！政府の行動を制限できるようにインド防衛令を改正施行することを発表した。

しかし，アッサムヲナガ，マニプーノレ， トリプラ，ジャムー・カシミーノレの各地

については従来通り防衛令が施行される。これらの各地以外で中央政府が権限を

行使しうるのは，（1）国境の州・地方で特別の必要ある場合，（2）国防，（3）敵国のス

パイ行動，敵地への出入，国防に関する出版等に限られる。

Vインドネシアへ借款供与一一政府はインドネシア政府に，インドからの工業

製品消費物資等の輸入に対し，総額1億ルビーのクレジットを与えることを申し

入れた。

T 1968年目印円卓会議開催予定一一東京で聞かれていた，日印両国の経済・産

業・社会発展の相互研究を目的とする所謂“三人委員会”は1968年1月に両国専

門家達による経済・産業・文化・教育に関する円卓会議を開催することに決定し

v消費物資貿易公社設立構想－Shah商業相の語ったところによると， 国立

貿易公社から分離して，消費物資専門の貿易公社を設立する構想、を明らかにし

fこ。

19日 V首相食糧危機問題で報告一一ガンジ一首相は，記者会見でマダヤ・プレデシ

ュ，オリッサ，ラジャスタン，マハラシトラ，アンドラ・プラデシュ，ノfンジャ

ブの各州の 117の地域で4660万人が窮之状態にあると発表した。しかし，老人幼

児が栄養不良やその他の病気で死亡したかも知れないが，餓死者はなかったとい

っているO 中央・州政府は食糧補給に全力をあげると共に，食糧購入に必要な資

力を与えるため，井戸掘，堤防・道路工事等2万4000件のテスト救済作業を始め

240万人がこれに従事していることを発表した。

V鉄鋼生産計画目標改定一一第4次計画の鉄鋼生産高は， 1970-71年には生産

設備能力では1000万トン（インゴットで1400万トン）であるが，ボカロ製鉄の可

動が遅れるため計画期間内では8000万トン（1000万トン）に止まる見込である。

20日 V過燐酸肥料価格の統制廃止一一政府は過燐酸肥料の最高工場渡価格を決める

ことを止め，肥料業界に各工場ごとに適正な工場渡価格を決定する権限を与え

た。これは肥料生産を増大するため，肥料工業に対する政府の統制をできる限り

除去するという新政策に基づくものである。

T Aid・lndiαClubの援助見通し一一世銀はアソカ・メータ計画相に66～67年に

おける AICの対印援助は 13～14億ドル（約65億yレピー）位になろうと伝えたと

ハ可
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いわれる。これはインドが示した16億ドルには足りないが，輸入を可成り緩和さ

せることができる。実際の金額の決定は，各国の融資能力によって決ることにな

る。

21日 T AICC会議始まる一一全インド会議派委員会は3日間ボンベイで聞かれた。

開会第1日目は食糧問題，言語問題，国境防備が主要な問題となった。

’金国債，海外送金優遇制度廃止決定一一政府は5月31日で期限の切れる全国

債，海外送金優遇制度（NDRS）を延長しないことを発表した。

22日 V首相AICC総会で演説一一ガンジー首相は AICC会議で政府は非宗教，民主

主義，社会主義を3本の柱とするネルーの政策をあくまでも守る方針であること

を強調した。またAICCは今日は昔のように民衆と親密に接触していないと批判

した。

V中共軍北方国境に増強一一ラダクからの情報によると，約2万人の中共軍が

カシミールの北方境界線付近に増強されたといわれている。この情報によると最

近の中共軍の集結は1962年や印パ紛争時をしのいでいるとしている。

23日 T AICC決議一一全インド国民会議派委員会（AICC)27回会議は農業生産の増大

と物価安定に関する決議案を全会一致で採択した。この決議には作物保険，農業

信用の拡大，多量買付組織の設立，消費者組合の拡大，安価な肥料の供給等多面

的な漸新な政策を含んでおり注目される。

V政府金統制令の廃止検討中－AICCは金統制令の廃止を要求する問題を討

議したが，会議の席上政府は法令の廃止を検討中というカラマジの発言があり，

要求を徹回した。

' 州境問題でone man委員会一一会議派作業委員会はミゾとマハラシュトララ

ミゾとケララの聞の州境決定について oneman委員会を作ることに決定した。

24日 Vハリジャンに対する身分差別 カーストおよび種族に関する委員報告は州

政府がハリジャンの雇傭状況に関する情報を提出せず，彼等に対する身分差別を

止めていないと批難した。しかし政府関係業務における彼等の数は1956年以来増

大を続けており成果をあげているとしている。

' 2月の生産指数増加一一中央統計局の発表によれば， 2月の生産指数は193.0

（季節調整済， 1956=100）であり， 1月181.1に比し 6.6%の増加であり，これ

迄の最高の昨年3月189.9を1.6%上回っている。この上昇は茶，綿織物，履物，

ゴム製品，銅，工具，工作機械，自動車，スクータ一等幅広い各種製品の生産増

によるものである。これに対し基礎化学，アノレミ，銑鉄，扇風機，鉄道車輔等は

一（ 62 ）一 -230-



インド（5月）

減産している。

25日 V新製鉄プラントはインドの手で一一一政府は第5，第6製鉄フ。ラントはインド

設計・技術・建設能力で完成することに決定し，欧米借款団に対しこのことを伝

えた。

V非鉄金属資源調査に米国AID資金一一政府は非鉄金属資源調査のため米国と

AID資金350万ドルの借款協定を結んだ。この資金は米国会社の空中，地上での

調査に対する支払，金属研究所の建設等に当てられる。

26日 V対パ貿易禁止を一方的に解除一一政府はタシケント宣言第4条に基づき対パ

貿易再開につき閣僚級での交渉を望んでいたが，好結果がえられなポのでヲ一方

的に貿易禁止を解除することを宣言した。

T U.P. 91111政府従業員スト一一3ヵ月間政府と交渉を続けてきた U.P.州政府従

業員約2万人は物価手当の増額，経費節減計画の破棄を求め 1日ストを行ない，

州政府業務は麻堕状態に陥入った。

V鉄鋼業計画決定延期一一物価・賃金の上昇のため，財源見通しを立てる必要

から計画委員会は，第4次計画における鉄鋼業計画の決定を延期することに決め

7こQ

27日 Vスワタントラ党経済政策の転換要求一一スワタントラ党総会は国家主義，無

用の統制，重税，インフレ政策を放棄し，経済政策を根本的に転換することによ

り，内外の投資活動を容易にするような条件を作りだすよう政府に要求した。

V非鉄金属鉱業の政府独占廃止一一政府は，非鉄金属鉱業の政府部門独占を廃

止し，小地域の採掘を私企業に認めることとした。この政府部門分野を民間部門

に解放するという決定は10年前からの産業政策決議の厳守という政策の大きな転

換を意味し注目される。

V米国の食糧援助一一政府は米国と PL480に基づく総額3億1000万ドルの食糧

援助協定に調印した。この協定により食糧350万トン，原綿85万包等が輸入され

ることになった。

28日 T Sant Fateh Singh首相と会談ー一一Akali指導者 SantFateh Singhはガンジー

首相と会談し， Akaliの運動はバンジャブ言語州にあるのであり，シーク州を作

ることではないとし，パンジャブ・ハリアナ両州の繁栄のため，一致と理解に努

め，今後ピンズー・シークの調和と相互理解を促進すると語った。境界問題につ

いては1961年センサスは妥当でないとし，具体的に各地方について首相に要望を

出した。

qo 
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V前払ライセンスで輸入制限緩和一一政府は1966年4月から1967年3月までに

輸入許可申請中の原料・部品・予備品について，実際使用する者に対しては前年

度の使用実績を限度として前払ライセンスで許可することに決定した。

Vインドは米国の核の傘の下に，スワタントラ党主張一一一スワタントラ党総会

は，インドが核武装しようと試みるならば，経済的破滅と道徳的堕落に陥入るこ

ととなる。インドはアメリカの核の傘に入ることを受入れるべきであるという見

解を明らかにした。

29日 , AIMO経済計画手法の改革を主張 全インド産業人協会（AIMO）年次総会

は次の三つの内容を持つ決議を採択した。

(1) 経済計画手法の改革。政府の行なっている計画は，単にイデオロギー的

な理由から，非現実的な目標を立て，政府部門に重点を置し、てし、る。徴税によ

り民間部門の財源が吸上げられ政府部門の育成に当てられる結果，私的部門の

発展が阻害されてし、る。政府部門への支出は制限し，民間部門を育成するよう

合理的に計画方法を改めるべきである。

(2) 生産を阻害する政治的宣伝やストの抑制

(3) 農業株式会社の将励

Vインド，日本の鉄鉱石需要の25%供給 インドの日本への鉄鉱石輸出は，

目下交渉中のBailadillaから， 1967年以降15年間に年間約400万トンを輸出する契

約，鉱物・金属貿易公社と日本の鉄鋼9社と成約した Kiriburuから，今年より

3年間に年間200万トンを輸出する契約，これらと既存の契約を合算すると，日

本の鉄鉱石需要の25%をインドが占めることになる。

30日 V政府，労働者株主による不良工場の再建検討一一政府は政府に接収された非

経済的工場再建のため労働者株主を創設することを検討している。すなわち蓄積

された労働者貯蓄資金を再建企業の労働者達のための株式購入資金に利用し，共

同組合その他の形で労働者達をその工場の所有者としようとする案が可能かどう

かを調査中である。なお労働者貯蓄資金は第3次計画末に50億ルビー，第4次計

画で、は130億ノレピーに達する見込である。

, Sant Fateh Singhの TaraSingh批判一一－SantFateh Singhは記者会見で，

Tara Singhのシーク民族自決の主張は，国の為にもシーク族の為にもならぬ，

Tara Singhは政治から引退すべきであると攻撃した。なおパンジャブ州政府は

Tara Singhのインド連邦から脱退する権限を持つシーク族の川ほ設立させよう

という運動に対し何等かの処置をとることを検討中である。
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31日 V松下氏首相と会見一一松下立大総長はガンジー首相と会見し，原水爆問題に

ついて話合い， 7月末東京で聞かれる核兵器禁止アジア国際会議にインドの参加

を要請した。
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6・7月の概況

／レピ一切下げを契機にインドの情勢は大きく動き始めた。重要輸出品に対

する輸出税賦課，各種輸出助成措置の全廃，輸入税の引下げ，輸入ライセン

スの書換え，貿易契約の再評価等切下げに伴い必要となる経過的措置を終え

ると，政府は懸案となっている外国援助交渉を開始した。米国の 1億5000万

ドルの non咽project援助， ソ連の10億ルーブル借款等各国との交渉は比較的

順調に進んで、いる。これに歩調を合せて厳しく実施されていた原材料・部品

の輸入制限も緩和され，インド経済も漸次停滞から脱してゆくものと思われ

る。しかし，切下げに伴う国内物価の高騰は予想外に激しく，必需品の価格

統制，価格統制室の設置，デパートの建設等多面的な物価対策が打出された。

このような物価高は労働者の賃上要求を更に強いものにしている。

外交面では，ガンジ一首相がアラブ連合，ユーゴ， ソ連の3ヵ国訪問に先

立ち発表したベトナム和平に関する 6項目の提案は世界の注目を集めたが，

3国とも話には乗らず，具体的な方策は何も打出さずに終わった。結局この

訪問は従来からの非同盟政策を再確認した程度に止まり，インドの外交的失

地回復は失敗に終わった。

国内政治の面では，ノレピ一切下げを巡って野党の反対は勿論であるが，会

議派幹部の中にも首相の政策に対する批判が強まっている。

一方地方で、は州境問題で、パンジャブ州の分割は一応治まったが，マイソー

ノレ，マハラシュトラ両外｜の境界決定で、マイソーノレ州に暴動が続発し，問題解

決を延期せざるをえなくなった。また U.P.州では物価上昇に抗議するゼネ

ストおよびこれに続く政府従業員のストは州政府を大きくゆさ振った。

番多首相の3国訪問とベトナム問題

ガンジー首相は， 7月7日夜，アラブ連合，ユーゴ， ソ連3国訪問の出発直前に，

ベトナム和平のための提案を突然発表し世界の注目を集めた。

ジュネーブ会議の即時開催，北爆中止と戦闘行為停止，国際委員会による休戦監視

fンドシナ3国の中立化， ジュネーブ会議関係諸国による 3国の復興開発の援助等を
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内容とするこの提案は，米国のハノイ・ハイフォン地区爆撃で戦争がエスカレートし

た直後だ、けに，インドの非同盟外交を世界に強く印象づけた。 しかし各国の反応はよ

いとはいえず，結局演出倒れに終わったようである。

米国は北爆を止める意志のないことを明らかにし， lfJ国は米軍の撤退しなし、かぎり

ジュネーブ会議開催は無意味であるとし，結局米国に奉仕するものであると反論した。

訪問先であるアラブ連合，ユーゴにおいても， この問題については一般的な平和解

決呼びかけを行なった共同声明を発表するに止まり， ソ連では共同声明にこそ北爆停

止とジュネープ会議の枠内での問題解決を掘し、体面は保ったものの，会議では米軍の

撤退を強く主張するソ連の反発を受けた。結局ベトナム和平提案は何等具体的に事態

を改善するような成果を生む事なく終わった。勿論ガンジー自身も今日の情勢の下で

は事態の早急な改善は望めそうにない事は承知していたものと思えるが，現時点でこ

のような提案を行なったことはいろいろ意味があるといえる。勿論ガンジー自身の人

類の平和への願し、と言う意味もあろうが， 世銀および、米国の圧力によるlレピ一切下げ

肥料工業にみられるように米国資本に対する譲歩，米国援助依存の増大等により，時

あるごとに繰返し主張してきた首相のネノレ一路線の維持も難かしくなり， 国内の批判

が高まってきたこと，援助交渉にのぞむ際ソ連側ではこのような動きを懸念している

こと等に対し何等かの明確な意志表示が必要で、あったといえる。

これらの点からみて， アラブ連合・ユーゴの訪問はそれ自体従来からの非同盟政策

の再確認に止まったけれども一応立場を表明したといえ，ベトナム和平に中立的な立

場で積極的に介入することにより，外交的失地回復を図ったものとも考えられる。

多ルピ一切下げとその後の動向

6月5Hのノレピ一切下げ発表以後， 好悪はともあれ情勢は急激に展開してきた。切

下げ発表とlr-iJU寺に，亘：要輪山品12品fjの輸山税賦課，各種輸出助成措置の全廃，輸入

税の引下げ，生SI’貨の上YI・を｜坊ぐための価格操作，輸出関係の原料・部品の優先的輸

入，銀行業務のイl年停止等； s連の総合的政策措置が講ぜられ，続いて輸入ライセンス

の書換え等の為幹操作上の措置および共産圏諸国の貿易契約の再評価を行なうことに

より切下げに伴う必要な経過的措置は一応完了した。 これと平行して輸入原材料およ

び部品の不足で停滞している経済を活動させるため，近い将来における外国援助を期

待し優先産業59業種に対する原材料部品の輸入制限緩和を実施した。

海外援助については，計画相1，蔵相を欧州諸国および共産圏に派遣し交渉に当らせ

首相自らもソ連を訪問し， 第4次計画に対し10億／レープツレの借款を取りつけた。また
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米国が1億5000万ドルの non-project援助を承認したのを始め，西欧諸国からの借款

も比較的順調に進んでいる。

しかし， ノレピ一切下げ以前から上昇傾向に悩まされていた物価は切下げ以後急上昇

を始め，特に輸入品の高騰が著しく，政府の楽観的な期待は裏切られた。政府はこれ

に対し，必需品令を発動し必需品の価格統制を行なうとともに，流通過程における公

正な価格の維持を要請する措置，必需品の価格および需給を調べる統制室の設置，デ

ノミートの建設等多面的な物価政策を打出したQ このような物価の上昇は激しい賃上げ

要求にはね返るという悪循環を生んでいるo

多労働争議に揺れる U.P. þÿ]Þ

物価手当の増額と経費節減計画の破棄を求めて 3ヵ月に亘って紛争を続けてきた政

府従業員組合争議も 6月2日一応中止され，平穏にもどったと思われたU.P.州は7

月に入って再び激しい労働争議に見舞われた。

トラック運転手労働組合は，貨物税の廃止，道路税の撤廃，交通警察の不正行為に

対する厳重処分等を求め6月30日から無期限ストに入り，このためトラック約l万5000

台が運行を停止した。これにより州内では必需品の流通が大巾に阻害されたため，政府

は緊急命令を出してトラックの徴発に乗り出したが，混乱は続いた。 7月16日州政府

は，貨物税の撤廃，道路税の減税を含む労組の要求を大巾に呑み，ストは中止された。

一方，州政府の物価抑制政策の失敗に抗議するため，左翼政党は12日を目標にゼネ

ストを組織した。これに対し州政府はインド防衛令（D.I. R.）を発動し Lohia博士

を含む共産党員， SSP党員を連日逮捕した。ゼネスト当日は各地でデモ隊と警官の衝

突が起こり， パンダでは警官が発砲し死者5人，負傷者66名をだした。この他各地で

停車場や税務署が襲われ，この日 1日で2300人以上が逮捕された。ゼネストの余波が

消えない15上l，州都ラクノーで州政府官房の下級従業員は物価手？.＇iの増制とデモ隊に

対する警官の暴行に抗議するための官房長にi師会を求め，官房長室でもみ合し、となり

警官隊が出動し無抵抗の従業員を瞥棒で殴打し，負傷者20名をtUしたυ これに抗議し

て州政府従業員は無期限ストに入り州行政は完全に麻睡した。 これに｜司情した3大学

の学生数千人がストに入った。 この問題は州議会でも採り上げられ，野党議員が議長

の制止を無視し激しく政府を攻撃したため67名が強制退去させられた。 このため野党

は州議会への出席を拒否し議事は行詰まって終った。

この問題は連邦議会でも採り上げられ， 野党議員が議長命令を無悦し騒いだため，

議長が一部議員の登院停止を命令し強制退去させようとしたが，共産党およびSSPが
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これを実力で阻止しようとしたため，議場は混乱に落入り，国会史上初めての議事妨

害による休会が上下両院で宣せられた。

Kripalani州首相は，事態収拾のため，この争議に関する従業員に対する訴訟を全

部取下げ，警官の暴行については司法調査のこと，スト期間は休暇扱いとする，物価

手当は出来る限り改善に努める等大巾の譲歩を示したため， 11日間に亘る政府従業員

のストは一応落着した。

多山岳部族の自治問題

6月末，ナンダ内相は， アッサム州、｜の山岳部族の白治問題について話し合うため，

シロンで全政党山岳地方指導者会議（APIILC）の代表と会談した。

この問題については， 1963年lOJj5日ネノレーがいわゆるネノレー案を示し， APHLC

もこれを了承したので， その具体的実施のため Pataskar委員会が設置された。しか

し， APHLCは4JJに委員会の出した勧告案を，州政府の立場に偏すると，またネノレ

ー案はアッサム山缶地方の情勢の変化に適応しなくなったとして拒絶し，地域別に州

を設置する要求を出していた。

6月16日にはアッサム州の KhasiとJainta両地域の会議派代表団がガンジー首相

を訪問し，インド連邦の一員として，各山岳地域を州にするよう要望した。彼等は，

山岳地域の人々はアッサム州政府の下では社会的経済的に正当な取扱いを受けていな

いという不満を持っており，新しい州を作ることは人々の願いであり，人々にインド

国民としての有用な役割を果たす機会を与えることとなると主張した。

首相は， アッサム州山岳地域の長期的な対策を立てるためナンダ内相をシロンに派

遣して地域の代表と会談させたのである。

この会談でナンダ内相はネノレー案に基づいた自治方式を提案した。 この案によると

アッサム州に山岳地域の行政を担当する独立の大臣と数名の下級大臣を任命し，彼等

に山岳地域の教育，農業等いくつかの間題については全行政権限を持たせ，彼等の下

に山岳地帯のための独立の部局を設けることとし，彼等を任命するに当ってはアッサ

ム州首相は山岳地域出身の州議会議員の推せんを必要としている。ナンダ内相は記者

団に対し， 山岳地域の代表者達も山岳地域全体に共通した問題や治安等については統

合された機構が必要であると認めており，彼等の分離された諸州という考え方と自分

の案とは地域自治の内容，程度の相異があるだけであるので，彼等も受入れられるも

のと思うと言苦った。

これに対し APHLCの幹事長である Nichols-Royは反論し，各地域の代表者の中
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から独立した諸州が出来た場合に保安，運輸通信，洪水防止，電力等の問題について

地域全体の上部組織を作る案も出されたが， 山岳部族のために別々に州、ほ作るという

当初の方針には変りはないとし， アッサム州のわく内での自治という内相の案は受け

入れられないと語った。

APHLCは今後も政府に対し部抜別州の設置を強力に要求する運動を推進すると語

り，今後の動向が注目される。

番多連邦教育委員会報告

連邦教育委員会は 29H政府に1500ページに及ぶ報告書を提出した。この報告は政府

の諮問に応じて D.S. Kothari 博士を委員長として17名の委員がインドの教育制度全

般の改正を検討したものである。

言語問題については， 3言語方式を改め，学校で学習すべき言語は3言語中ヒンズ

ー語か英語を生徒に自由に選択させるようにすること，地域語はすべての学校段階お

よび大学で教育の媒体とすべきであり， これは10年以内にヒンズ一語に移行させるこ

と，しかし全インド的な学校は英語を媒体とすること， ヒンズ一語の最終的な採用は

適当な過程で行危うべきこと等を報告は提案している。

英語の教育・研究は引続き学校段階から促進すべきであり，国際交流のため他の外

国語の研究を奨励すること，特にロシヤ語の研究には注意を払うべきである。

新学制については，学校教育12年，学校前教育1～3年とする。

(1）小学校は7～8年制とし， それを4～5年の下級， 2～3年の上級に分ける。（2)

下級中学2～3年。（3）上級中学は2年の普通課程か1～3年の職業課程とする。（4）高

等学校は 3年以上の第1課程と各種年限の第2或いは研究課程に分かれる。大学予科

は廃止し，これを第2高等課程に移し，この課程は大学でなく第2高等学校で行なう。

大学は第1課程は3年以上とし第2課程は2～3年とする。

入学試験は生徒の特性を判断するためのものであるべきで， 内申書が採点、の場合考

慮されるべきである。就学午令は6歳以上とする。

教科書問題については，文部省は，同家的レベノレで、教科書を発行するため，政策部

門内に独立した組織を作ること。教科書は教育水準を上げる鍵であるので，その質の

向上のために小委員会を設ける。農業教育を革命的に改善するために各州に農業大学

を1校ずつ設立する。

報告はその他に教員大学教授の給与の改善，教育方法の改善，科学教育の振興，奨

学資金の支給等多）il由．な提案をhなっている。
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6 月

1 日 V対米電力借款一政府は米国政府とドーパランとドルガプールのfM火力発泡

所増設のため4880万ドルの借款協定を結んだりこれにより発電機が3基増設され

出力43)jキ¥l・ワットの増となるυ 支払し、は40if, ドルィ｝Li,、で，利息は当初10-:r

は1%，以後2.5%である。

v穀物担保貸付制度の普及一一政府は今年中に全悶に穀物担保貸付制度を普及

させることを決めたりこの制度＝は，従来の農業信用制度が－u也を担保としたのと
異り，借用人の返済能力に応じて現金または現物を貸付けるものである。すなわ

ち，毎年各人の現金または現物での貸出能力により貸付限度額を決め，必要に応

じて貸出を行なうもので，返済は農民が出荷協同組合を通じて生産物を販売する

過程で組合と信用機関との問で行なわれるようにするものである。

2 日 T U. P. 11111政府従業員紛争中止－3ヵ月間物価手当の増額，経費節減計画の

破棄を求め紛争を続けてきた U.P.州政府従業員組合は，州政府に今後の善処を

要望し，無条件で紛争を中止することを従業員合同委員会で決めた。しかし組合

内部ではこれを不当として反対する動きもある。

v機械織機に関するアソカ・メータ委員会報告一一ー政府はアソカ・メータ委員

会の第4次計画中における10万台の機械織機の各州，中央直轄地への増設配分に

関する勧告の大筋を認めた。しかし，工場部門をさらに拡大しないという点は政

府は拒絶した。これにより第4次計画中の織物生産目標110億ヤード中60億ヤー

ドが工場部門で，残り50億ヤードが非集中部門で生産されることとなった。また，

ドウティとサリーの工場生産は1963年水準に止め，彩色サリーは手織機に限定す

る。毛織物業では毛糸紡は小機械織工場の設立に配慮する等地方産業の保護も認

めた。

V農業組合貸付見通し一一1966～67年の各種組合を通じての農家貸付は総額45

億ノレピーになる予定である。

V米印合弁企業調査ー一一米国の IndianInvestment Centreの調査によると，

1965年中にインド政府が認可した合弁企業は 242社で，そのうち米国は48社であ

った。また同センターに対する米国企業の合弁提案は70社であった。米国大使館

調査によるとインドで活動＇iJの米国企業はメーカー282社，商社・サービス業102

十土である。
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3 日 Vマイソール州出身議員辞任一一マイソール州出身国会議員11名は，州境問題

決定のため会議派作業委員会が One-man委員会設置を決めたことに反対し，辞

任した。

4 日 V政府の非鉄金属の民間許可政策一一政府は州政府に対し，マドラス，アンド

ラ・プラデェシュ，ピハールの各州、！のこれi－干の地域で鉛の採掘のみを民間部門に許

可するよう指示した。銅・亜鉛等の他の非鉄金属採掘分野の民間部門への許可は

i認め「）れていなし、L，鉛の場合も埋蔵量が少なく，小規模工場向きの地域のみに

JI二まってし、るが，新産業政策により政府独占部門とされた政策の変更を意味し注

日される。鉱業部門に進HIを望む外悶企業も関心を与示してる。

5 日 Vルビー平価切下げとその対応施策一一チヨードリ蔵相は日夜，ルピーの金平

価を翌6flより 36.5%切下げる旨発表し， これに伴う諸施策を明ちかにした。

（本誌5月号参照〉

(1) 12品日に輸Hi税賦－課O 輸出目di耐格の下落｜リj守｜

な利益増加分の吸収のため，ジュート製品，茶，たばこ等重要輸出品12品目に輸

出税を賦課する。

(2）輸入税の引下げ，機械，基礎原材料等の輸入税率を引下げ，切下げに伴う

輸入品のコスト高の負担を軽減する。 10%の調整関税は廃止する。

(3）輸出減税制度，輸入権制度など各種の輸出助成措置の全廃。

(4) 生計費の上昇を防ぐ措置。灯油等石油製品の輸入税，消費税の引下げ。輸

入食料・肥料の配給価格の据置き。

(5) 輸出関係原料・部品輸入の優先，輸入制限緩和。

(6) 銀行業務の停止。切下げに便乗した不正行為を防止するため，流通証券法

に基づき 6, 71:=Jの両日銀行を休業させる。

v企業の収益率（1964～65〕やや向上 --The Econnmic Times紙の調査に

よると，民間部門株式会社329社の収益率（1964～65）は前年に比べてやや向上

L fこ。

売上高および利益は11%増加したが，資産の増加はそれより低く 8%であった。

またこれ等会社の自己資金（払込資本と任意積立金と余剰金〉は前年に比べ7.6

%増加した。

6 日 V各地で、物価急騰一一一ノレピー切下げの影響で、各地で、消費物資の価格は20～50%

急騰し－－・部輸入rl"nは店頭から姿を消している。情勢符ちのため閉店しているも

のもあり，乳製品，鼎支，ジャム，灯油等の販売を拒絶する店も出てし、る。輸入
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書籍は50%以上高騰し国際航空料金も切下げに見合うように引上げられた。ド

ノレ，ポンドの闇イ直（カノレカッタ）は，£＝30～32！レピーから40ノレピーに，事＝12～

15！レピーから17～20ノレピーに上昇した。

’蔵相記者会見一一チヨードリ蔵相は平価切下げ後初の記者会見を行ない，切

下げに到った理由を説明し， -WTFげがIM Fからの圧力によるものでなく，政府：

が諸般の事情を検討し独自で決定したものであることを強調した。

V輸入制限の緩和一一一政府はルピ一切下げ後の外国援助を予想、し，原材料およ

び部品の輸入，特に輸入制限のため休業またはレイ・オフを実施している工場の

ためのそれを，自由化する方針に従って緩和することを発表した。これにより，

多量の灯油・重油の放出，原毛・コプラ輸入増加， PL-480およびソピエトから

のひまわり油の援助による植物油の入手緩和，学校・研究所等の書籍輸入の自由

化等を促進すること，ノレピー表示の未使用輸入ライセンスを当初輸入予定量にな

るよう改訂すること，留学・療養・商用等の未利用為替送金の現行レートによる

増額換算を促すことなどが決められた。

v財政赤字40億ルビー一一政府の発表によれば1965～66年の中央および州政府

の財政赤字は40億ノレピーであり今迄の最高額を示した。

vパキスタン平価切下げ行なわずと発表

7 日 V仏印文化協定調印一一インド，フランス両国政府はパリで文化交流，技術援

助，科学協力に関する協定に調印した。

V石油輸入税廃止一一政府はルピ一切下げの圧迫が石油産業におよぶのを償う

ため2月から実施していた20%の原油輸入税を廃止した。また国産原油の値上げ

はパリティー・ベースでのみ行なうことに限定した。これ等の処置により，石油

製品の消費者価格は現行水準に止めることとした。

V稀少工業原料統制令廃止一一政府は昨年9月印パ紛争直後実施した非鉄金属

原料の配分，価格，使用に関する統制を，西側諸国の nun-project援助を期待し

て，解除したo

v消費者物価上昇続く一一各地の消費者物価は依然上昇を続けている。デリー

では当局の商人に対する厳しい警告にもかかわらず，乾燥果実は倉庫から姿を消

し，価格は50%上昇している。油，石けん，歯みがき，豆，陶器，電気製品等消

費物資は軒並みに値上りしている。市当局は商業団体代表80名を集め，物価抑制

に協力を求めるとともに，利益をむさぼらぬという誓約をした商店のリストの提

出を求めた。また市長は少なくも10日間の商品不買を提案した。中央政府は消費
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物資の生産者団体と物価抑制についての話合いを行なうため，閣僚をボンベイ，

カノレカッタに派遣する方針を決めた。

Vセイロン平価切下げを行なわず

V協組運動の促進一一政府は Mirdha委員会の協同組合運動促進に関する勧告

を承認した。委員会は，弱小団体の統合，適正な信用協同組合の育成，収穫借款

制度の実施，信用と販売の結合，各州はこれ等の計画に対L担当部局を強化，協

和l銀行の指導を行なうこと等を提案している。中央政府はこのために協組金融組

織の頂点となるべき国家協組銀行の設置に着手している。なお第4次計画末の農

業信用は年70億ノレピーとなる見込みである。

8 日 V輸入ライセンスの改訂一一政府は，ノレピ一切下げによる価値の減少を償うた

め，輸入ライセンスのノレピー額を増額することを認めた。これにより， 6月5日

以前発行の輸入ライセンスは，記載されているルビー額（CIF）の 57.5%増の額

まで増加が認められることとなった。

Vルピ一切下げは援助の条件一一政府は，今迄ノレピ一切下げは外国の圧力によ

るものでないと発表してきたが実際は西側諸国の圧迫によるものであり，切下げ

が援助流入の条件で、あったことを暗黙に認める“Devaluationof Rupee; Some 

questions answered ”と題する覚書が会議派議員団に流された。

V蔵相物価騰貴に反論 チヨードリ蔵相は会議派議員の集会の批判に反論し

高物価は政府の責任ではないと反論し，自ら不当利得者の収脊ーにまかせている消

費者が悪いと非難し，不当利得者に対し対抗するよう訴えた。

vパンジャブ、境界委員会報告一一一パンジャブ境界委員会は2対1でチャンジガ

ノレを含むカラーノレ地域をハリアナ州域に入れるべきであると答申した。その理由

として， 1961年のセンサスおよび過去2年間におけるこの地方の学生の試験答案

にはヒンズ一語を用いた方の割合が多かった事から，この地域にはパンジャブ語

を話す人の数がヒンズー語を話す人の数より少ないと判断したからである。

Vカルカッタで物価抑制デモ一一一カノレカッタで州政府従業員1万人が，州政府

に物価水準を安定させ必需品の値下げを実現するような財政措置を要求するデモ

を行なった。

9 日 V政府パンジャブ境界委員会報告承認一一政府はパンジャブ境界委員会の新し

い州境に関する答申を全員一致で承認した。これによりチャンジガルは中央直轄

地となり，新しい州はある時期に新州都を持つべきことが決められた。

T Jayanti Shippingの政府経営決定一一政府は経営不振で債務の累積に悩む
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Jayanti Shipping Companyの経営を10Hから 5年間国営の ShippinεCorpora-

tion of Indiaに任せることを決定した。これは同社の行詰まりがインド海運界

全体に及ぼす影響を恐れてとられた措置であるO なお，民間株式会社としての所

有関係は別に変りはない。同社の保有船舶は22隻50万トン，払込資本金2880万／レ

ピーである。

f Durgapur製鉄工場拡張ー一－HiudnstanSteel Ltdは英国の BritishSteel 

Works Equipment LtdとDurgapur製鉄工場の生産設備を現在の160]iトンか

ら340万トンに拡張する工事に関する協定を結んだ。

V商工会議所ルピ一切下げを支持一一一インド商工会議所（ACCI)はルピ一切下

げは経済の現状を大胆に認識したもので，自由化の諸施策と巧みに結合されてゆ

くならば，インド経済の完全な持続的な基礎を作り出すことになるとして支持し

fこ。

10日 Vパンジャブ州の大統領直轄検討一一カラマジ会議派総裁とナンダ内相はパン

ジャブ，ハリアナ｜山j地域の指導者達と会談し，同州の将来の指導部の問題，行政

面での調整等の事情から，当面大統領直轄を実施する提案を示した。

12日 V首相平価切下げ・物価問題で演説一一一ガンジ一首相は第2r司目の“personto 

person”演説で平価切下げおよび、物価問題を取今上げ，ここ数日来の物価上昇を憂

慮し，必需品令（EssentialCommodi1ies Act）により反社会的行為は断固取締ま

る方針であると述べ，全国に必需品の価格および需給状況を報告する統制宗を設

け不当利得行為や品不足を速かに処理出来るようにする構想を明らかにしー－般

の協力を要請したo

f Tara Singh の追放一一－AkaliDal実行委員会は，シーク族の民族自決を要求

する TaraSinghを反国家的反 Panthic活動を行なっているとして， Panthic組

織から追放する決定を行なった。

f Akali作業委員会チャンジガル帰属で声明一一Akali作業委員会はチャンジ

ガノレの人口の87%はパンジャブ語族であり，チャンジガルの中央直轄には反対で

あると発表した。

Vマイソールで反対運動一一マイソーノレ州レイルパグ停車場で， One-man委員

会に反対するサチャグラハ運動が行なわれ，反対者達が線路上に座り込んだり寝

転んだりしたため， 2時間にわたり列車の運行が停止した。この騒ぎで女性6人

を含む３０６人が逮捕された。

Vアッサムで大洪水一一アッサムチH7＇ラーフマプトラ渓谷地域は大洪水に見舞
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われ9万人が被災し，軍隊が救助に当っている。

V食糧需給状況一一政府の調査によると， 1965～66年の穀物生産は7450万トン

で前年8840万トンに比べ1390万トンの減収であったが，米国はじめ各国からの援

助で、最小限は確保され，食糧事情は平静を保っている。中央の貯蔵穀物は 3月か

ら毎月100万トン位放出され11月まで続けられる。穀物不足1400万トン中800万ト

ンは米であるが，世界的な米不足から， 50～60万トンしか買付けられていない。

多くの米食地域では他の穀物による代替が進んでいるが，米の供給は注意が払わ

れる必要がある。マハラシュトラ，ラジャスタン，オリツサ等9州の 117地域で

4640万人が食糧危機に見舞われている。 350万トンの米国援助があっても今年末

迄の食糧需要を満たすことは出来ないかも知れない。若しモンスーンが今後平常

通りであったとしても，今迄の乾燥のため充分な収穫を期待出来ず，食糧需要を

満すにはこの2倍のモンスーンが必要であると調査はいっている。

V第4次計画の鉄鋼生産目標一一計画委員会は連邦鉄鋼省の第4次計画の鉄鋼

生産目標を承認した。 （単位 100万トン〉

1966～67 1967～68 196付～1969 1969～70 1970～71 

Tisco 2.0 2.0 2.0 2.0 2.0 

lisco 1.0 1.0 1.1 1.2 1.3 

Bhilai 1.8 2.5 2.5 2.5 3.0
Rot1rkeal I.I l.2 1.8 1.8 2.0 

Durgapur 1.1 J.:3 1.6 1.6 2.6 

計（1）鋳塊 7.0 8.0 9.0 9.1 10.8 

(2) 完成鋼 5.2 6.0 6.7 6.8 8 1 

一一一一一一’一一一一一ー一一一一一一一一一一一一一一一一一一一←一一一

13日 Vボンベイで大列車事故一一ボンベイ市内で2列車が衝突，死者60名，負傷者

201名の鉄道史上最大の事故となった。

Vラジャスタン州政府，労組に譲歩一一生計費指数と物価手当の結合，ボーナス

支給等を中心とした賃金要求をかかげ，インド全国労働組会議の指導の下に予定

されている16日の政府民間両部門の全面ストに対し，ラジャスタン政府は労組側

の要求を大巾に認める方針を発表した。このストは政府部門労組の要請により，

民間部門がこれに応じ 137工場5万人が参加する予定であった。この政府の決定

により， ラジャスタン州は生計費指数と物価手当の結合を認めた最ー初jの州、！となり

注目される。
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14日 V首相政府企業の業績不振を批判一一ーガンジー首相は政府・民間部門企業代表，

科学研究所・経営研究所代表，経済閣僚等との会議で，政府部門企業の業績不振

を批判し，イタリア，フランス等の例にみられるごとく，政府部門が生産と発展

の道具として効率よく動かなければ意義がないと指摘した。

, FICCI価格抑制に協力，自由化要望一一インド商工会議所連合会（FICCl）は

チヨードリ蔵相との会談で政府の物価抑制と生産・輸出促進に全面的に協力する

ことを明らかにし，そのため統制を排除し自由な経済活動を促すように原材料部

品輸入の自由化，銀行・金融機関の自由な信用供与融資等の諸施策を速かにとる

よう要望し，蔵相も輸入自由化などに極力努めることを確約した。

' 州境問題でBelgaumで騒動━━━マイソール・マハラシュトラ州境問題の再開

を求め， Belgaum地域国民会議派の主導の下iこ行なわれたサチーャグラハ運動は国

会議員2名を先頭に約2000人が参加し Belgaum駅で集会を行ない， 3万人の群

集がこれに同調し， 1278名が逮捕された。

15日 V政府部門企業に自治ー一一2日間に亘る首相と企業代表者等の政府部門企業問

題に関する会議で，全政府所有企業に自治権を与えるべきであり，企業の評議会

は重要人事について任命権を持つべきであるという点で意見のー占致をみた。この

会議で，現行の中央からのみの財政顧問による統制が良くないこと，財政顧問は

財政支配人であり企業経験を持った公認会計士・経理士が望ましいこと，最高役

職には企業内部出を充てること，政府企業も民間同様に効率と収益性を基礎とす

べきこと等従来の政府企業に関する考え方に大きな変化がみられた。

v首相穀物価格の維持を確約一一ガンジー首相は記者会見で穀物価格の維持に

は万全をつくすと語り，他の必需品についてはデパート協組を通ずる物資の需給

を調整するため中央買付販売組織を作る考えを明らかにした。

V米国，印パ援助再開を公式声明

Vシーク首脳部の分裂一－Akali指導者 SantFateh Singhは記者団に対し，

シークの民族自決権を主張する MasterTara Singhグルーフ。とヒンズー－シー

クの統一とパンジャブの繁栄を主張する彼のグルーフ。の立場には基本的な相違が

あり，この敵対する派の合同は出来ないと語った。

V各種商品の輸入自由化一一ー政府は，病院・医療機関用の薬品類， X線フィル

ム，医療機械，研究所・実験室用科学機械，図書館・教育機関用書籍雑誌等を一

定額まで許可証なしで輸入することを認めることに決定した。また薬品工業用半

製品輸入の制限緩和， 200万ドノレの新聞用紙輸入の増加を認めた。
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16日 V物価対策にデパート建設一一中央政府はニューデリーにある 6階建ピノレを強

制使用し，一般大衆に消費物資を売るデパートとすることに決定した。これは会

議派議員団の物価小委員会の決議に基づくもので，必要物資を公正な価格で需給

を図り，ノレピ一切下げ後のインフレ傾向を押えるために考えられた処置で，同様

な事が各地で行なわれるものとみられている。

V米国ピアス・ダムに借款一一インド政府は米国からパンジャブ州で建設中の

ピアス・ダムについて3300万ドノレの借款を受ける協定に調印した。借款は米国で

のショベノレ， トラクター，ダンプカ一等の建設機械の購入に充てられる。

' 海外旅行・消費財の輸入制限強化一一チヨードリ蔵相は今後生産に必要な原

材料特に輸出品用のそれの輸入の自由化は促進するが，消責J財輸入，海外旅行に

ついては制限を強化する方針で‘あると語った。

v物価手当に関する委員会設置一一政府は，中史政府従業員組合との間で問題

となっている（D.A.）物価手当を調査する委員会を設置し， D.A.が生計費の上

昇全体を中立化するような額となるべきか，部分的に補足する額に止まるか，そ

の場合の額を決定する基準，現物支給などの問題について調査することに決定し

fこo

17日 V分離主義者処罰令布告一一大統領は，国の一官日分の分離を主張し，またはそ

のために行動する者または同体は罰金または10午以下の禁問刑に処するという法

令を公布した。この法令が布告されたのは， MasterTara Singhがシーク族の

民族自決権を確保する運動を起こす恐れがあるのに対処するため未然にとられた

処置である。

' C. P. I. C右）選挙綱領発表一一C.P. I. C右）国家委員会は来るべき選挙にお

ける反会議派統一のための最低綱領を発表した。そのスローガンは次の通りであ

る。（1）国家主権擁護と国の利益に反する外国援助の拒否。（2)PL 480依存を止め

弾力的農業政策を。（3）独占抑制。（4）銀行，石油，貿易の固有化。（5）大消費産業へ

の政府部門拡大。（6）政府部門の民主化。（7）社会主義・アフリカ諸国との貿易拡大，

(8）インフレ対策。（9）不正行為対策。 M印米教育基金の廃棄。（11）帝国主義者の共産

主義抑制計画拒否。

vマイソールg,1r1の反対運動各地に拡大一一マイソール州の州境問題に関する反

対運動は州内各地に拡がった。バンガロールでは準備銀行にピケをはろうとした

反対者が73名逮捕されたのを始め，ケムクール，グノレワーでは多数の群衆が列車．

妨宮を行ない逮捕された。
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18日 Aid-Indiaより Non-Project援助9億ドルー－Aid-Indiaクラブの今年度の non-

project援助総額は 9億ドル程度となることが明らかとなった。 これは 1年分の

援助としては最大のものである。

Vユーゴ長期借款供与一一インド政府はユーゴからの8000万ドルの長期借款に

調印した。これにより，インド側は第4次計画用の設備，貨物船，タグ・ボート，

客船等の購入を行ない，支払し、はインド商品の輸出で行なう。

ソビエト，非プロジェクト借款15億ルビーを供与一一ソビエトは本年度分とし

て15億ルピーのコマーシャル・クレジットを供与することを決めたものとみられ

ている。これは非フ。ロジェクト援助で， トラクターや土木機械類のほかに維持輸

入品の購入に利用される。借款の条件は返済期間8年，年利3%である。

19日 V トリプラに大洪水 トリプラ地方は50年来の大洪水に見舞われ，各地で道

路が寸断され，交通はまひ状態となり，インパールは孤立状態になっているo

Cacharでは1600平方マイルが水没， 100万人が被災，死者14名を出した。

20日 V物価抑制に 3方策－－－－－－－政府は物価上昇を阻止するための 1，・記の3方針を決定

しよ二Q

(l) ゴl''ijI;fご：耳I要な11'.司i11

般用品の価格は，投獄を含む厳罰 により統制する。

(2) 第2のカテゴリーに属するr¥1，日ついては， 1Ul背が円分に所属する西日給者

その他の京fl隔を通して公11：な価格で日i売するように政府が生産許に要請する。

(3) 商J人達がi守j品を定価で舟るようにするため，卸売商速の協力存’要請するα

価栴は店頭に表示し，ちらし等により明らかにするo

V ピルマ米更に 8万トンを買付け一一政府は先に契約した：30万トンのゼルマ米

買付けを更に8万トン増す契約に調印した。

VケララJ1l1Iで学校閉鎖一一ケララ州政府は，賃金・手当引上げを要求し22日か

ら始まる12万5000人の教員ストに備え，州立学校の無期限閉鎖を決定した。これ

により 1万2000校440万人の生徒が影響を受ける。

V第4次計画の討議延期一一計画委員会は， 4日間にEる討議の結果，第4次計

画で工業，サービス等の部門は削減が必要で、あること，現在実施中の農業・濯瓶

の計両は変えなし、点で、意見の一致をみた。しかし，平価切下げの結果起こった諸

問題にっし、ては一致した解決方法は見出しえず，財源および海外援助の状況が明

らかになるまで討議を延期することに決定したO またその時期には平価切下げの

インド経済の他の分野に対する影響の調査も明らかになるものとみられている。
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T One-man 州境委員会━━━カラマジ会議派総裁は記者会見し，マイソール・マ

ハラシュトラ州境紛争解決のための One-man委員会が近く任命されるだろうと

語った。この方針に関する会議派実行委員会の考えには変りはないとし，政府が

マイソーノレの騒動のため考えを変えたことを打消した。

21日 T 59業種に輸入制限緩和ー一一政府は優先産業59業種に対する原材料および部品

の輸入制限緩和を発表した。この措置はこれ等業種を 6ヵ月間全国操業させるこ

とにより経済活動を活発化しようとするものである。これ等には輸出産業および

H常必需物資の製造業が合められているのまた農業生産を急速に発展させるため，

肥料，殺虫剤，いおう， りん灰岩等を大量に輸入する特別措置がとムれた。資本

財および必要度の低い消費財は緩和されない。

VマイソーjレY1111で暴動一一マイソーノレ州 Davan伊 reで One-man州境委員会

に反対する運動が平穏に行なわれていたが，これに同調した群衆8000人が暴動を

起こし停車場で客車を襲撃し，貨物を略奪し，施設を破壊し， 12名が逮捕された。

この鎮圧に当った警察側も多数の負傷者を出した。またこの日にはマイソーノレ州

各地で、反対運動のため騒動が起こり 1000人以上が逮捕された。

v力ラマジ，マイソール会議派に煽動停止要望一一マイソール会議派代友達－は

カラマジ総裁を訪問， One-man委員会のff:t討を決めた会議派実行委員会の決定

企検討することを要望した。これに対しカヲマジJt:は代表遣に煽関jの停止任要望

L，この問題をガンジー首相と検討Lたり

▼デリーで食糧ストック申告制━━━デリー当局は，穀物令に基づき穀物生産者

に食糧ストックの1t1↑与を義務づけ食縞配給統制作の許可なしにはその処分を認め

ないこととした。

22日 ' 3月の工業生産一一中央統計局の発表によると， 3月の季節調整済み工業生

産指数（1956年＝100）は2月の191.1から186.5に低下した。これは前月比2.4%

の減であり，対前年同月比では1.8%減である。内容的には醸造，たばこ，繊維，

アルミ，工具，ミシン，車柄等が下落，自動車，電線，変圧器，機械，肥料等が

急増した。

T SCI 70隻増を計画一－Shippin只Corporationof Indiaは第4次計両中に政府

部門精油場向けの原油運搬用のタンカーも合め70隻の船舶購入を予定しており，

これはトン数にして120万トン， JOO%の附加となるo SCIの現有の所有船舶は：1G

隻， 31万2000トンである。

T One-man委員会任命延期一一政府は，会議派委行委民会が7}15flの会合で
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問題全休を検討するまで， One-man委員会を任命しなし、模様である。これはマ

イソーノレチHの反対運動が危険な状態にあること，州、｜会議派代表達の反対等による

ものである。

▼パンジャブ州首相辞任━━━Ram Kishanパンジャブ州首相はナンダ内相の勧

告を入れ，辞任した。

23日 V政府は輸入自由化で生産上昇に自信一一政府は優先59業種全部に原材料，部

l日1を自由に輸入することを許可したのでこれら業種の生産が年内に増大すること

に自信をもっている。政府の自信は経済担当各省のスポークスマンの発言に反映

されており，工業省経済顧問のS・S・マラーテ氏は，自由化の効果がすぐ現わ

れると期待するのは正しくないが，年内には新政策の影響が工業生産にみられ，

生産の上昇は平均So/o以上になろうと語った。

V認定輸入業者に優先輸入割当一一政府は，認定輸入業者には必要物資の輸入

割当高を多くする輸入自化政策を発表した。これによると，ルピ一切下げで、再評

価された輸入割当高の5～75%増が認められることとなる。

24日 V西独1000万ドル借款供与一一西独当局筋が明らかにしたところによると，丙

独はインドに部品その他商品の購入のため4000万マルク（1000万ドノレ）の借款を

与える模様である。

V準銀公開市場操作を中止一一準備銀行は，中央政府の19GG～G7干Fの政府借入

計岡のための市場の下準備をするため，公開市場操作を停止した。

Vソ連からの機械・設備輸入一一一政府は延払いベースでのソ連からの機械・設

備輸入を許可するだろうと発表した。許可品目には道路・建設機械，繊維，鉱山，

船舶等各種が含まれ，期限は10年，利率は 3%位となる予定。

Vマイソール州暴動続く－Raichur駅で州境紛争に関するデモが暴動化し，

旅客列車が襲撃され，旅行者からの強奪，車輔の破壊が行なわれた。また各地の

停車場ではサチャグラハ運動が続けられ，多数の逮捕者が続出している。

Vケララ州教員スト終わる

V協組部門小売商へも拡大一一協同組合担当者会議は，都市地域の必需物資の

価格を押えるため，州政府援助で、協同組合部門を小売商分野へも拡大する決定を

行ない，スブラマニアム食糧農業相もこれを支持した。決定によると今年度末迄

に消費協同組合店1347，デノfート43，卸売商87を設立する計画である。

25日 各州に物価統制室設置一一一商業省次官D.S.ジョーシを議長にして聞かれた州

民間供給局長会議で，全国的な物価抑制策として各州の人口 5万人以上の都市に
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367の統制室を直ちに設置する案が提案された。この案は最終的には統制室を750

に増加し，人口 2万人以上の都市地域全部をカバーする方針で、ある。

V輸入ライセンスは優先業種には継続一一商業省当局は，優先業種に対する輸

入ライセンスは今年度中だけ充分に発行するのでなく今後も継続的に行なう方針

であることを明らかにした。これは優先業種企業が長期的基盤の kに計闘を立て

生産力をフルに発揮させ，無用な投資で資本がli,J着するのを回避できるようにさ

せるための措置であるo

vマイソー）vY1111首相，煽動中止を要望一一－Nijalim刑判マfソール州首相lは，

州会議派の会議で，会議派実行委員会が問題の再検討を約束した以上，会議派地

方委員会はサチャグラハ運動を止めるべきであると訴えたが，強硬派に圧倒され

た。

27日 V民間部門の計画縮小か一一アソカ・メータ計画相は民間部門に対するルビー

財源の不足から，何等かの方法が見出せない限り，計画を調整せざるをえないだ

ろうし，これとは平行的ではないが，政府部門も調整を必要としようと語った。

Vマイソールy1M暴動激化一一マイソーノレ州の Harihar,Davanagereで暴徒が

警察署を包囲し，自動車2台を焼き，囚人護送車を襲い， 4名が警官に射殺され

た。この日州全体で約1000名が逮捕された。

28日 Vデリー当局物価抑制策発表一一デリー当局は必需品価格の上昇を押える一連

の政令を発表し，即日施行した。これには次のようなものが含まれている。

(1) 食用穀物退蔵防止令。法令で認められている以外，何人も 1種類の食用

穀物につき10キンタノレ以上，食用穀物全体で25キンタル以上保蔵することを禁

じ，実際の生産者は 1種類25キンタル以上，全穀40キンタノレ以上の保蔵を認め

ないQ これ以上保蔵する場合はrp告し許可を求める。当局供給担当者にはこれ

に対する捜索権を認める。

(2) 下等穀物移出統制令υ デリーからのtlL穀物の移IBを禁止しする法令。

(3) 砂糖大量消費者統制令υ 業務別多旦消費者は砂糖入荷・消費を作成提ぷ

させ余分なストックを認めない。

(4) 砂糖小売認可業者統制令。小売業者は砂糖のfo：；日の入山荷を作成提示

し，消費者の名前，住所，購入数量を示す売上京生作り，消費者の捺印をもら

フ。

V準銀，各銀行に貸出殺到を警告← 一準備銀行は，各銀行にみtL，ノレピ一切下

げの結果1リ66～67年の繁忙期jに予恕される貸出需要の殺到を警告し，直ちに財源

-・ 331-・ 一（ 83 ）ー



インド（6月〉

の温存に若干し，生産資金の供給にひどし、不足の生ずるのを避けるよう要請Lた。

Bhattacharyya 準銀総裁は，主要銀行および外国銀行の代表者との会合で，準銀

は予想される全体的な貸出の需給の不足に応ずることは予測されないと語り，近

L、将来における貸/JI統制の緩和を否定した。

29日 T IDA鉄道に 6800万ドルのクレジット一一寸DAはfンドの鉄道開発計画に

68007Jドルのクレジットを与えることを決定したのこれは蒸気機車250台，電気

機関車80{1，ディーぜルJt{33台，客車900h，貨車約 1)jOSOO｛；－の製造に必要な

部品，原材料の購入に充てられる。

V外相北ベトナム爆撃に抗議一一→シン外相は，米国の北ベトナムのハノイ，ハ

イフォン地区爆撃を人間的苦痛と戦争拡大の可能性あるものとして即時

求す．る，t；企明を発去したο

V家族計画に13憶ルビー要求一一一中央家族計画委員会は保健・家族計画相に第

4次計画中の家族計画に13億ルピーを要求する案を答申した。委員会は10年以内

に出生率を 2.5%以下に下け？るため，不妊手術，避妊法を普及する努力をし，こ

のために必要な大衆動員，訓練，医療サービス，福祉・計両施設の建設，医師・

指導員の養成，教育の普及による早婚の風習の是正等多面的な提案を行なった。

Vパンジャブ1g,1i1知事大統領直轄を提案一一パンジャブ州知事は，各政党の指導

者達と討議L,Kishan州内閣の辞任後， 安定政権成立不可能とみて，中央によ

る直轄以外には道はないとして，大統領に州の直轄を提案した。

V中央教育委員会答申一一中央教育委員会は，言語教育，学制，教科書問題，

教育者の給与の改善等教育制度全般に関する改正案を政府に答申した。

30日 V首相ホー・チ・ミン大統領に書簡一一ガンジー首相はホー・チ・ミン大統領

に書簡を送った。書簡の内容は明らかにされていないが，ベトナム戦争について

北ベトナムと街按な連絡を取り，北ベトナム政府と最高レベルでの直接の接触を

試みているとし、われてV、る。

v内相山岳部族に自治提案一一ナンダ内相は全政党山首・地方指導者会議（APH

LC）とシロンで山岳部族の自治の問題について話合ってきたが，ネル一計画に基

づいてアッサム州の山岳地域に自治を与える提案を行なった。しかし，この提案

はここ数ヵ月 APHLCが要求してきた部族別州の考え方には達しない性質のも

のである。（多特記事項参照〉

T U. P. 911t1道路運送ストに入る一一貨物税の廃止，州内の道路税の撤廃，交通警

察の不正行為に対する厳重な処罰i等を要求し U.P.州、｜トラック運転手組合は無期
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限ストに入った。これにより l万5000台のトラックが運行を1¥1止するため，貨物

輸送は大混乱に落入る見込み。

1 日 T IDAビアス・ダムに2300万ドルー一一lDAはfンド政府に対しビアス・ダム計

i叫に関し2300万ドルのクレジットをlj.えることを発去したり

ピアス・ダム計uiuに対する（員二，；＊は［96();'4：に111：銀， J判＿！J等が約束したもので，こ

の，Hi両全体の費用は 3{li§:1500万ドノレである。

このクレジットはピアスMのノk力発電およびパンジャブ，ラジャスタンl河川、｜の

准悦施設のための資材・サービスの輸入に充てられる O

▼新薬価表示・統制令施行━━━１９６６年の薬価表示・統制令が必需品統制法にも

とづき施行され，薬価の表示および規制に関するこれまでの一切の法令はこれに

編入される。新法のねらいは製造会社が脱法行為をできないように抜道を封じ，

現在の薬卸売価格を維持することにある。新法で、はパラ売りの薬の販売価格をも

規制し，製造業者には容器に小売価格を記入することを要求している。

Vアッサム州に再び大洪水一一アッサム州は再び、大洪水に見舞われ， 6000村，

350万人の被災者を出した。

2 日 T APHLC部族別州を主張一一全政党山岳指導者会議幹事長 Nichols-Royは，

指導者達は山岳部族の自治と統合されたアッサム州というナンダ内相の主張に反

対し，山岳部族のための別々の州を求める当初の主張は一歩も譲らない方針であ

りネノレ一計画も Pataskar委員会勧告も拒絶していると語った。また分離した州

が成立した場合，各州が共力すべき保安，州聞の運輸通信，洪水防止，電力等の

事業については北部地域全体の上部組織を作る案が指導者の会議で一部から提案

されたと語った。

V第4次計画の輸出目標一一i汁凶i委員会は，経済山立達成のため，第4次計［Ell

の輸出目標を 100億ルピ一階すことを提案したυ ノレピ一切ドげにより，当初予定

510億／レピーは57%増の800億／レピーとなるので，目標額は900億ルビーに改める

こととなる。内容的にはたばこ，ひまし、油，カシュー・ナッツ，鉄鉱石等伝統的

商品の輸出促進に注意を払うべきであるとしている。

3 日 Vマイソール州首相州境に具体案なし一一一Nijalingappaマイソール州首相はニ

ュー・デリーで記者会見し，自分としてはマハラシュトラ・マイソーノレ州境問題

については具体的解決案は持たなし、が， Naikマハラシユトラ首相とは話合い，

出来れば One-man委員会の任命fぶしと問題を解決したν、と詰，：，Iこ。
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' 2兵器工場完成一一一ガンジー首相は， Avadiの戦車工場と Suriyurの小兵

器工場の完成を祝し， “防衛生産自立への道の道標”となろうと語った。戦車工

場は 105mm砲を塔載する中型戦車，小兵器工場は自動小銃，機関銃等の小火器の

生産を行なう。

v鉄鋼上昇の原因 Mahatab委員会報告一一Mahatab委員会は，資本投下と運

転費用の増大からインドの鉄鋼のコストは－般物価の上昇に比べ不均衡に上昇し

ており，かつては世界で最も安価な鉄鋼生産国の一つで、あった有利な地位も失わ

れつつあると警告している。市＇j¥t、生産コストの主な要因は石炭の低品位，生産性

の低さ，多量の在庫であり，他の大きな要因としては従業員のための大近代都市

の建設である。これを解決するため委員会はいくつかの勧告を行なっているO 石

炭の品質低ードについては，石炭業の政府部門への合併吸収により長期的な解決策

を考える。石炭の品質管理に政府も努力する。鉄鋼業に必要な原材料価格を監視

し統制する。熔鉱炉の改良，圧延設備の使用効率の向上，面lj産物工場の有効な活

用，全製鉄プラントの共同的な調査・計画活動を行なうため鉄鋼調査部の設置，

残業の規制，在庫に対する予算統制・品質統制によるチェック等により経営の改

善を図るO

4 日 Vパンジャブ州の大統領直轄決定一一中央政府は，Kisham州首相の辞任後安定

した州内閣が成立しないので，州に大統領直轄統治を実施すべきであるという

Dharma Vira州首中日の勧告をいれ， 明5日からパンジャブ州を大統領直轄地に

することに決定した。

V抑留パキスタン船荷の釈放一一政府は印パ紛争時抑留した軍用品以外の全ノミ

キスタン｜白jけ船荷を一方的に釈放すると発表した。政府筋によるとインド側にあ

るパキスタン船荷は約2万トン，パキスタン側にあるインド船荷は約3万5000ト

ンであるとみている。

' 2業種の工業許可制廃止一一政府は紙・新聞紙と工具の2業種の新設・増設

許可制の廃止を発表した。

5 日 ’M • M y11il境問題2ヵ月調整期間置く一一一マイソーノレ・マハラシュ．トラ州境問
題について両州が互に硬化した態度を変えないため，会議派作業委員会は，両州

首相に2ヵ月以内に州境委員会問題について両者の問で検討させることに決定し

た。

Vマハラシュトラ州野党反論一一一州境問題に対する会議派作業委員会の決定に

対し，マハラシュトラチト｜の野党各派は，会議派の総選挙前の紛争回避策であり暴
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力に対する屈伏であるとして一斉に抗議した。

Vパンジャブ州大統領軍轄に移行

Vナガ停戦期間延長一一7月15日に期限の切れるナガ停戦はナガ地下指導者の

要請で3ヵ月延長されることとなった。地下指導者とガンジー首相との会談はデ

リーで行なわれる予定であるがH時は末定。

T FICCI 政策転換を要求一一司fンド商工会議所連合（FlCCI)は会議派総裁が設

けた経済委員会に対し“十字路に立＂＇.）経済”という覚書を送り政策の転換を要求

した。

(1) 家族計画につし、ては，人口の80%を占める農村地域に対する普及に努める

必要がある。そのため，農村に5Jj人にーペの割で‘診療所を設けることが急務で

ある。

(2) 農村iこっU、ては，協同組合の発展，共同作業， panchayatiraj等は農業生

産の急速な増大には役立たない。土地所有制限の廃止，所有規模の零細化をもた

ちす相続法の改正等を行ない，できれば株式会社による大農場を組織する。これ

に合せて，肥料の使用，濯i臥品種改良，農薬の普及，機械化等を促進する必要

がある。

(3) 工業の成長促進のため，輸入統制，資本統制，会社法，準銀に上る信用統

制，労働法等の統制を緩和すること。

(4) 金融緩和の促進。銀行部門が統制され，資本市場は活動しないため，工業

は日常の運転資金にも事欠く現状である。ルピ一切下げの結果，外国資本の経営

参加が増大するのに対抗し多額のノレピー財源が必要となるし，外国資本および援

助に見合う財源の確保も必要となる。

(5) 増税の実施，経済計画に財源を当てるため，過去15年間に国民所得に対す

る租税の割合は6%から15%に増大した。これは個人貯蓄を圧迫し，これが株式，

社債投資のための資金の不足をもたらしている。

6 日 V会議派幹部ルピ一切下げで政府攻撃一一一会議派議員団執行委員会で，幹部の

1t1かち政府のルピ一切下げは時機の悪い，そそのかされた，性急な政策であると

激しい批判が出された。輸出促進になるとし寸政府の切下げ擁護論に対し，それ

は茶，ジュート等の主要輸出品に限られ，それらの競争国は後進国だけであり，

切下げは先進諸国を有利にするだけであると非難した。

V宝石類輸出業者に輸入ライセンス一一一商業省は，宝石類の輸出業者に輸出に

見合せて加工用原石類の輸入ライセンスを発行するという，宝石類の輸出振興策
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を発表した。

V 目印経済委員会発足一一日本商工会議所，経団連， H本貿易会の経済3同体

は日f:IJ経済委員会の設立委員会を聞き足立正氏を会長，副会長には永野重雄氏，

植村甲午郎氏等を選出したりインド側も印日経済委員会を結成し両国の合同委－員

会を結成し両国の合問委員会を12月頃東京で開く予定。

v米国JO億ドルの食糧援助一一日米経済合同委員会にHiJ市のため来日中のソリ

ーマン米農務長官は記者会見でfンドの食糧危機に対L今'ifrftに10億ドルの食埠

援助を行なうと発表したυ

7 日 V首相ベトナム和平提案一一一ガンジー首相はアラブ連合，ユーゴ，ソ連訪問に

先だち，ベトナム和平に関する7項目の提案を発表した。

(1) 英国， ソ連を共同議長国とするジュネーブ会議の即日寺開催。

(2) 北爆の即時中止とベトナム全域における戦闘行為の中止。

(3) 国際委員会による休戦監視。

(4) インド時議長国の一員として，これに伴ういかなる迫）JU責任も受入れる用

意がある。

(5) すべての外国軍隊の撤退。

(6) ラオス，カンボジアと同様ジュネープ会議によるベトナム中立化，領土保

全，独立の保障。

(7) ジュネープ会議関係諸国によるインドシナ3国の復興と開発計画の保障o

v非同盟3国首脳会議10月開催一一一政府はインド，アラブ連合，ユ｝ゴの3国

首脳会議を10月21～25日に開催する予定であると発表した。

v計画相訪ソ報告一一アソカ・メータ計画相は記者会見を行ない，今回の訪ソ

結果について次のように報告した。ソ連政府はインドの経済計画に非常に関心を

持っており，援助をおしまないと語った。ソ連側が関心を示した新しい計画分野

は大農場建設に関する技術援助，深海漁業開発，中高水準の技術教育および訓練

等である。

Vソ連10億ルーブル供与か一一アソカ・メータ計画中Llは，第4次計画中にソ一連

から受ける国家援助と商業クレジットの総額は約10億ルーブル（８３億３０００万ルピ

ー）程！主：と予想され， i：に機械設備の買付けに充てられると詰ったりまた，ソ連

は，第5次計画末にはインド国内の機械需要の95%を賄えるようにするため，第

4，第5次計画期間中に工作機械産業の組織化を助けるため，ソ連専門家を派遣

することに同意した模様である。
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8 B Aid・Indiaクラブ8億4000万ドル援助一一－－Aid-India諸国の非公式の会合で，イ

ンドが要求していた9億ドルの援助に対し少なくとも 8億4000万ドルの non-

projed援助を約束された。

V米国 1億5000万ドル借款叩一一米国 AlDは援助公式再開後始めて米国での原

材料部品購入のため， fンドに 1億5000万ドノレの借款を与えると発表した。借款

の返済はドル払い，期間40年で前期10年は利率1%，それ以後2.5%であるυ

Vフランス1700万ドル借款←ーブランスは，農業設備および肥料講入のため，

1700万ドルの借款をfンドに与えると発表Lたり

T U. P. 州で共産党員，ＳＳＰ労働者６０名逮捕━━━Ｕ P.州政府は， 12日に予定さ

れてし、るゼネストに備えてインド防衛令（D.I. R.）を発動L，ラクノー，カンプ

ール，ゴラク』ノnーノレ等で、共産党員， SSP労働者60名を逮捕した。

v小規模企業に対する信用保証の自由化一一準備銀行当局は，小規模企業のた

めの信用保証緩和の結果， 8月 1f:lかむ，小企業がより多く安い貸付けがえられ

るであろうと発表したの

T U. P. 州政府トラック徴発を命令━━━Ｕ　 P.州政府は， 治安判事達に対l,,

必要とあれば，緊急命令によりトラックを徴発せよと命令した。これは8日間に

亘るトラック組合のストのため，数地域に必需品の不足が目立ってきたためであ

る。

9 日 V世銀 IISCOに3000万ドル借款一一世銀は IndianIron and Steel Company 

に3000万ドルの借款を与えることを発表した。これは1966～70年の同社の設備新

設に必要な外貨の大半を補い，期限18年，利率6%である。

T U. P. g1j1jで逮捕続くー一昨日に引続き U.P.州では共産党員， SSP党員が約

500名逮捕されたと言われている。

Vマハラシュトラ州指導者ら紛争の即時解決望む一一ーマハラシュトラ州の全政

党指導者および学者は非公式会議で委員会に検討させることなくマイソール州の

マラジ語地域をマハラシュトラ州に，マハラシュトラ州、！のカナダ地域をマイソー

/1.-に引渡すべiきことを中央政府に要求する決議を行な，－，f;:o 

vガンジー・ナセル会談－－－－－ ・yラヅ連合を訪問中のガンジ一首相は，ナセル大

統領と 4[E］にわたる会談を行なハ国際情勢につき意見を交換しベトナム情勢

の平和的解決に努力し，非同盟諸国の力を強化すること，内政不干渉・平和共存

の原則を守ること，両国の定期的な協議を聞き両国の関係を深めること等で意見

の一致をみたと発表した。
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10日 V第3次計画の輸出実績一一第3次計画中の輸出実績は総額381億／レヒ。ヘ年

額にして約76億ルピーで，第1,2次計画の60億ルピーに比べ25%の増額となり，

計画を上回る成績をあげた。仕向地別では米国が40%増に対し，西欧諸国への｛rl1

びは前回の38%から31%に若干鈍化し，東欧諸国の伸びは15%から 6%に鈍化し

た。品目別では伝統的輸W,¥1'1目である茶，綿，ジュート，繊維等の全体に占める

割合は第 l次；:;i’｜尚i時の5:3%から44%に低下したのに対しカシュー・ナッツ，た

ばこ，社ll粕，銑鉄，鉱石，鉄鋼，化学製品，機械等の増加がH立っている。

11日 ▼チトー・ガンジー共同声明━━━━ガンジー首相とチトー大統領は２日間にわた

る会談を終え，l山j悶は平手II共存の手段として非同盟政策を維持する，全rni戦争に発

展する恐れのある力の政策に反対する，両国はすべての半和：愛好諸国と人民の，

人類の破滅を阻止する運動に参加して責任あるイニシアチブをとる，ユーゴ，イ

ンド，アラブ連合の3国首脳会議を10月に開くこと等で意見の」致をみたことを

明らかにした。

Vマハラシュトラ州に水飢謹一一マハラシュトラ州知事は水不足の激しいボン

ベイ等都市地域の家庭用飲料水を確保するための緊急命令を布告し，軍事および

その他の新聞，病院，製ノfン，原子力等必要止むを得ないものを除き，企業への

給水を禁止した。また都市からの婦女子および重要でない労働者の自発的疎開も

考えている。

T Lohia等16名逮捕－U.P.当局は，明日のゼネストに備え， Lohia以下16

名を治安をみだす恐れがあるとして逮捕した。

T 11品目に輸出税免除一一政府は6月5日以前に成約した外貨建ての輸出品11

品目について輸出税を免除すると発表した。これには屑綿，茶，黒胡しよう，民〔

毛，コーヒー，落花生絞粕，葉たばこ，皮類等が含まれている。

12日 V必需物資条例発布一一大統領は，中央および州政府に何人からでも食用穀物

食用油脂，種油を統制価格か普通価格，あるいは収穫後の予想、価格ででも収容出来

る権限を与える必需物資条例（EssentialCommodities Ordinance）を布告した。

vソ連契約の再評価認める一一シャー商業相は訪ソ後初の記者会見で，／レピ一

切下げに伴う現存契約の再評価について，ソ連側は47.5%の詳価替えに同意した

事を明らかにした。元来印ソ貿易協定で、はルピ一切下げの場合インドの輸出契約

の自動的再評価の条項はないので，ソ連側に再評価を行なう法的義務はないが

57.5%の実増より10%低い新レートを認めた事はソ連側の好意であると語った。

T U. P. 州でゼネスト━━━━州政府の物価抑制策の失敗に抗議して行われた左
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翼諸政党の1日ゼネストは各地でデモ隊と警官が衝突を引起こし，パンダでは警

官隊がデモ隊に発砲し，死者5名，負傷者66名をだした。この他各地で停車場や

税務署等が襲われた。この日 1日で2300人以上が逮捕された模様である。

13日 Vボンベイの水飢鐘解消一一一ボ、ンベイで、は水飢僅のため工場閉鎖まで始めた。

この円の午後，市の水源地付近に激しい雨が降り，水飢健は解消された。

TA. A.作家会議自由力シミールを主張一一北京で、聞かれていたアジヤ・アフ

リカ作家会議の“緊急会議”は，カシミール問題は自決権に基づき，民衆の意志

に従って解決さるべきであるとし， SheikhAbdullah元首相の即時釈放と全外国

軍隊の撤退を要求する決議案を採択した。これは北京がインド軍のみならずパキ

スタン軍の撤退を求め自由カシミールの構想を持っていることを明らかにしたも

のである。

14日 Vソ連ジュネーブ会議開催案拒否一一一訪ソ中のガンジ一首相等とソ連首脳部と

の会談で，コスイギン首相は，ベトナム紛争の平和的解決のためジュネーブ会議

の即時開催を要求するfンド側の提案を拒否し，米軍は北爆停止のみで、なく，問

題解決のための交渉に入る前に南ベトナムを撤退すべきであると米国を激しく非

難したの

' 1量糧輸入はドル払いで，米当局要求「 訪印中のフリーマン米国農務長官は，

“自由のための食組”法案が可決するとインドも米国からの全穀物輸入をドルで、

文払うべきであると語った。現在インドはPL480による穀物のほんの僅かの部

分をドルで支払っているに過ぎないが，この言明に従うと船賃の支払いが重荷と

なってくる。もし来年1千万トン穀物を輸入すると，船賃が1億2700万ドノレとな

り外貨事情に大きく響いてくる。支払し、条件は長期低利に緩和されるが，インド

側を悶惑させている。

15日 T U. P. g,1,1政府従業員と警官隊衝突一一－U.P.州政府官房の下級従業員は，午前

rjt州政庁本部内で集会を開き，物価手当の増額要求と前日の警官隊のデモ隊攻撃

に抗議するための官房長に面会を求め，官房長室でもみ合いとなった。当局は警

官隊の出動を求め，従業員を退去させようとしたが，この時管官隊が警棒で多数

の従業員達を殴打し， 20名余が負傷した。これに抗議して多数の州政府従業員が

職場を放棄した。

Vインド初のデパート閉店一一物価抑制対策の一環として計画されたデパート

開設の第1号がニュー・デリーに開店し， I万人の市民が押寄せ盛況であった。

16日 Vガンジー・コスイギン共同声明一一一ガンジー・コスイギン両首相は，今同の印
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ソ会談に関する共同コミュニケを発表し，ベトナム平和解決のため，北爆の即H寺

停止とジュネープ協定のわく内での問題の解決を主張した。この他，平和共存，

国際紛争の平和解決，内政不干渉，軍事基地撤廃，植民地制度の廃止，軍縮等に

ついて意見の一致をみたことを明らかにしている。

V米，穀物300万トン追加供給の予定一一フリーマン米国農務長官は，米国

は既に900fjトンの穀物供給協定に調印し，その大半を 9月迄に船積みするが，

更に 300)jトンを供給する予定であると諾った。

Vユーゴとの契約再評価一一ユーゴはインドとの全未済契約を契約額の57.5%

高で再評価することに同意した。

f U. P. 91111政府従業員ストに入る－－－－U.P.州政府従業員2万人は前日の警官

隊の暴行に抗議しス卜に突入L，政府の事務は完全に麻掠した。

f U. P. 91111トラック運転手スト中止，一一16日間に瓦って行なわれてきたU.P.州

トラック運転手ス卜は，州政府が貨物税の撤廃，道路税の減税等組合の要求を大

巾に認めたため中止された。

17日 V農業の計画目標一計画委員会は第4次計画の切下げ後の再検討を行なった

結果，農業支出を249億ルピーと決定したυ これは改良計両覚書の237億2000万ル

ピーより 11億SOOO)j；レピーの増となっている。これには，窒素肥料消費目標の200

万トンを 240万トンに，カリ肥料のそれをお万トンから70万トンに，湛蹴面積を

1500万エーカーから1700万エーカーに増加する等数項目の日開を上げもたのが含ま

れてし、る。

19日 V中央政府財政支出を削減一一一中央政府は財政赤字の増大を抑えるために，経

常支出を：3%，資本支出を 5%削減することを決定した。この削減によって経常

予算で7.2億ノレピー，資本予算で9.8億ノレピーが節約されるとみられている。支出

の縮小は行政費を含む計両支出と非計画支出の両方に実施されるが，重要な開発

計画は影響を受けることはないとみられている。

V今後の LP480号援助のドルでの支払いは大きな負担一一ガンジ一首相は，

アメリカがPJASOによる新規援助をドルで、支払うよう要求することを決定した

ことに重大な懸念を表明した。

20日 ' 91111，さらに70億ルビーを調達一一アソカ・メータ計両相と州首相との会議で，

州政府は第4次計画の残りの4年間に60～70億ノレピーの追加財源を調達すること

を約束した。この約束は確たる約束ではないが，計画相のこの程度の財源の調達

は可能で、あるとu、う見解を受入れたものである。
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v提携先への依存はほどほどに一一一アラガサン石油・化学相は産業人に対して，

海外の提携先にいつまでも依存せずに，独力で、フ。ロジェクトを実施するように要

請Lfこ。

' 州首相会議取締り権限強化を望む━━━━ナンダ内相を交えて行なわれた州首相

会議で，ほとんどの州首相が，総選挙が近づくに従って反対党が準備している暴

力的な騒動に対する不安を持ち，これに対処するため刑法に規定された厳しい刑

罰を課しうるような治安維持法の施行を望んだ。

, U.P. 州議会紛糾━━━━警官のラクノー市での政府従業員に対する暴行とバンダ

における発砲に関し，反対党議員が議長の制止を無視し攻撃演説を止めず，議長

命令で67名の反対党議員が守衛により強制退去させられた。

21日 , U. P. 』1111反対党議会出席拒否一一U.P.州議会反対党議員全員は，全州に広

がった政府従業員ストに関し円卓会議を開けという要求に対し州首相が非協力的

であるとし，議会出席を拒否した。

' 4月の工業生産一一一中央統計局の発表によると， ,t )jの季節調整済み工業生

産指数（１９５６年＝１００）は３％上昇して１９３．２となり，今迄のピークの１９６６年２月

の190.討を 1.3%上！riJってし、るO これは対前年同月比では 5.G%増となる。内容的

には食店I，繊維，醸造，たばこ，石けん，ボルト・ナット類，ミシン等が増え，

自動車類，変圧器，電線・ワイヤー，真ちゅう，履物，ゴム製品，基礎化学が減

っている。

V肥料工業に対するアメリカの民間銀行からの融資確保は失敗に終わったよう

だが，世銀の関連機関である lFCは大規模な今調査問をインドに送り，肥料工業

に対して強し、関心を示している。

22日 V鉱物，鉱石採掘を民間部門にも許可一一非鉄，戦略物資一一埋蔵量が少ない

場合に限ってーーをも含むあらゆる鉱物，鉱石の採掘が民間企業にも認められる

ようになることが， 22日，デイ炭鉱・鉱山相によって明らかにされた。同相によ

れば政府部門だけではあらゆる鉱石の採掘にまで手がrmらないので，理蔵量の少
ないものを民間に採掘させることになったもので，憲法の改正は必要で、ないとさ

れている。

, NDRSをさらに 4ヵ月延長一 中央政府は海外送金優遇制度を 12月31日まで

さらに4ヵ月間延長することに決定した。

23日 ' 7項目の節減令を出す一一内閣官房長官は23日，航空便での海外旅行はヱコ

ノミークラスにする，一同の飛行機旅行に対する出張手当を30ルピーから20ルヒ。
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ーに引下げるなど7項目の節減令を出した。

Y U. P. 州大学生同情スト━━━━━Ｕ． P.州の3地方大学学生数千人は政府従業員

ストに同調しストを行ない，警官隊と衝突し30名が負傷した。

24日 V第4次計画の草案審議始まる一一計画委員会が提出した第4次計画草案の審

議は，ガンジー首相の司会する計画委員会全体会議で始められた。委員会が最終

決定した草案は中央政府内閣に送付され，そのあと国家開会議（NDC）に@lされ

る。 24日の会議では計画iの規模（チヨードリ蔵相が資金見積りが過大であると七

張した）と外国援助の見通し（委員会と政府の算定基礎の相違による）で意見の

対立があったが，結局，委員会は全員一致による草案を提出した。

25日 V政府部門への投資は1600億ルビーに決定一一計画委員会は25H，政府部門の

計画規模を最低限1600億ルヒoーに決定した。民間部門の計両規模に対する決定は

くだされなかったが，昨年9月に承認された700億ルピーよりし、くらか多し、750億

ルビーに決まるものとみられてし、る。

v国会議事大混乱に落入る一一一共産党とSSPの議事妨害で国会史上始めての休

会が上下両院で行なわれた。これは！二－f両院で、 U.P. ,J十｜政策従業員スト問題の

取扱いを巡って， スワンタントラ党を除く野党が議長命令を無視し騒し、だため，

議長が一部の議員に登院停止を命令し，強制退去させようとしたのに対し， JU辛

党および SSPが実品力で、阻止しようとしたため起こったものである。

Y U. P. g1j1！政府従業員スト中止一一一U.P.州政府従業員は午後5時， 11日間に

渡るストを中止した。 Kripalani州首相は州議会で，秩序を回復するため，従業

員に対する訴訟を全部取下げ， 7月14, 15, 23日の警官が殴打するに到った事情

を司法調査させ，ストライキ期間は休暇扱いとし，物価手当について出来るだけ

早く結論を出すことに政府は同意したと語った。

26日 V日本， 40万ドルの円借款を供与一一日本政府はインドが経済危機を切抜ける

のを助けるために，日本輸出入銀行を通じてインドに40万ドルの円借款を供与す

ることを決定した。この借款はインドの長期経済計画に対して日本がこれまで与

えた借款とは別に，応急援助として与えられることになろう。日印両国政府は借

款条件について交渉を始め，延払u、による日本商品の輸出再開について検討する

ものとみられている。

27日 V賃金凍結はしない一一チヨードリ蔵相は，上院で賃金凍結はありえないと語

った。これは M•G レディー議員らが「政府は賃金凍結は考えていなし、かJ と質

問したのに答えたものである。また蔵相は中央政府公務員物価手当委員会が何ら
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かの勧告を山せばそれに慎重な考慮を払うと答えた。

V実施中の州政府部門のプロジェクトには援助を与える一一アソカ・メータ計

画相は上院で現在実施中の政府部門のフ。ロジェクトを完成するのに必要な援助を

州政府に与えることを保証した。これはM・N・Gナイル議員の「ケララ州政府

が平価切下げ後に州計画を遂行するのに必要な3500万ノレピーの追加交付金が交付

されるかどうか」という質問に答えたものである。

T 1965-66年の国民所得は4.7%低下，エコノミック・タイムズ推定 工コノ

ミック・タイムズ紙の推定によれば，インドの1965/6611ミ実質国民所得は4.7%低

下した。１人当り実質国民所得は７％低下した。第３次計画の最終年度の実質国

民所得が， 4.7%とかつてないほど大きく低下したことは，第3次計両を通じて顕

著になったインド経済の成長過程における危機が，頂人＇ .i:に達：したことを示してし、

るυ 国民所得低下の最大の原区｜は農業！J:j,l王が前年比Hi%と大きく低下Lたことに

あり，これにより鉱工業部門の増加は全く消されてしまい，国民所得全体として

もかつてない大きな低ドとなった。

' 5業種で3年内に経営代理制を廃止 中央政府内閣は28A，綿およびジュ

ート織物，セメント，紙，砂糖の5業稀においては3年内に経営代埠市IJを廃止す

ることを決定した。告示が発表されたfiから 3年間は，各産業が別の経営制度に

変更するために猶予されることになろう。変更は， I業種全体としての経営代理

制の廃止について規定している会社法324条の規定によって実施されよう。

Vインド・米国教育基金計画凍結一一懸案となっていた3億ドルのインド・米

国教育基金計画について，両国関係者の問で当分の聞この問題を凍結することに

話合いがまとまったO 米国側では，次の行動を起こすのはインド但肋ミらで、あり，

米国としてはこの計両を促進する意図も必要もないと語った。とれは総選挙を前

にしてガンジー首相に余分な難題を加えないためとも言われ，適当な冷却期間売

置くためと考えられている。

29日 V資金に合わせて支出は控えめに，バ準備銀行総裁一一一パタッチャリャ準備銀

行総裁は第13回ボンベイ銀行経営者年次大会で次のように語った。国家の投資支

Illは物価の切Fげと外国援助への依存を減らすというこつの目的を達成するため

に，非インフレ〆的国内資源でまかなえる水準まで押えるべきである。赤字財政は

政府部円であれ民間部門で、あれ物価を低水準に押えるためにさけねばならない。

v恒久的な独占調査委員会設置一一一パタク法相は29日会議派議員に対し，現在

の独占的，制限的慣行を阻止するために，独占委員会の提案する上うな恒久的な

q
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委員会を設置すべきであると語った。しかしパタク法相は新たな法律が必要で、政

府の政策を推進するには現行の法律は利用できないとし、うような印象は与えなか

ったと伝えられている。

30日 ’扇風機の輸出楽観できず一ーノレピ一平価の切下げによって海外市場で価格而

では有利になったにもかかわらず， 1966～67年の扇風機の輸出は増加しないだろ

うとみられている。インド扇風機メーカー協会の会長B・S・アガルワル氏はそ

の原因は使用する原材料が値上がりし，製造原価も10～20%上昇したことにある

としている。国内価格の上昇は平価切下げによる為替面での強味を減殺するうえ

に，輸入原材料の不足が緩和されないため生産量が前年の水準に達するかどうか

もあやぶまれてし、る。

31日 ' 経済援助の利用状況一一一一政府発表によると，各国の対インド援助は今年3

月末迄に:387億7J70万ルピー（切下げ前レート〉で，このうち既発注額327億2700

刀ソレピー（全体のお5(Yci），援助諸国からの支払実額は277億5JOO}jルピー（70%)

で、ある。主要i斗別金額は以下の通りで｝〉る。（単位 10007；ルピー）

採助額 発注額 支払実額

米 国 1,284 1,187 1,042 

（除PL480) 

丙 j虫 '147.37 398.90 344.81 

英 同 ;364 .63 352 292.27 

ソ 連 484.31 ;-n3.68 282 

世 到t 463 396 380 

I D A 278.5 247 201 

一 一一一一一一一一一一一一
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8月の概況

7月24日に始まった国会（モンスーン・セッション）は野党の提出してい

た内閣不信任案を否決し，経済状態に関する審議にはいった。平価切下げに

ついての野党の追及はきびしく， 政府も IMFから切下げるように圧力はか

けられなかったが，アドパイスされたことを認め，平価切下げを次の選挙の

争点とせざるをえなくなった。またC・スブラマニアム前鉄鋼相の命令変更

（アミチャンド系企業の一部を正当な理由なくブラック・リストからはずし

た）に疑問があることを決算委員会の報告が指摘したために，独立以来はじ

めて PAC報告が議会で審議されたが新しい事実がつかめずスブラマニアム

問題は特権侵害動議の否決で一応落着した。

食糧不足と物価騰貴に対する国民の不満は大きく各地でストライキ，デモ

が行なわれ警察との衝突があり，多数の死傷者を出している。ボンベイ・パ

ンダ（ストライキ〉には多数の労働者，市民，学生が参加し市の機能は完全に

マヒした。州政府が法と秩序を維持する措置をとれなかったことに抗議した

西ベンガル州の 2閣僚が辞任し，州内閣は内部崩壊の危機に追いこまれた。

第4次計画の草案は29日議会に提出された。第4次計画に対する各方面の

反響には批判的なものが多く，首相から草案の審議に招かれた野党指導者は

計画の作成に参加を許されなかったとの理由で招待を断わっている。会議派

議員の内部にも個々の支出項目だけでなく，計闘規模が現実の経済危機を無

視している点で不満をもっているものが多い。

争計画委員会の5ヵ年計画の回顧

第4次5ヵ年計画草案の議会提出に先だって計画委員会は3次にわたる5ヵ年計画

の回顧を発表した。回顧はインド政府の経済報告にありがちな楽観的な基調でつらぬ

かれている。国際収支の慢性的赤字，インフレーションの高進，食樋不足に集中的に

現われている経済危機にはほとんど言及せず，個々の生産部門の生産の増大と国民所

得の成長率が高くなる傾向にあることを指摘し， インド経済の停滞というテーゼは破

られ， 今後インド経済は急速な成長をとげることが可能な状態にあるとの結論を得て
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いる。計画委員会は5ヵ年計画の原案の作成を担当しているだけに，計画委員会が3

次にわたる 5ヵ年計画の成果とインドの現状をどのように評布日しているかは，第4次

計画の規模，投資配分を理解する手がかりを与えてくれる。以下はその要約である。

インドの国民所得は1960～61年の価格で1950～51年の 985億ルヒ。ーから 1964～65年

には1663億ルピーになり， 69%増加した。過去14年間（1950～51年一一1964～65年）

の所得増加率は3.8%であった。第1次計画期間中の増加率は 3.4%，第2次計画中は

4%である。第3次計画の最初の4年間の増加率は，農業の不作，中国の侵略，外貨

準備の減少というあらゆる悪条件にもかかわらず， 4.2%となった。インド経済の成

長率は自から設定した目標と比較すると満足すべきものではない。 しかし5ヵ年計画

実施前と比較すれば3次にわたる計画期間中の経済成長率は全体として希望のもてる

ものといえよう。

工業生産指数（1956年＝100）は1951年の74から1965年には192に上昇し， 14年間に

159%上昇した。工業発展の特徴，特に第2次計画実施後のそれは鉄鋼，アルミニュ

ーム，機械，化学，肥料，石油製品の生産能力が増大したことである。

農業生産指数は1950～51年の96(1949～50年＝100）から1964～65年には 158に上昇

し， 14年間に約65%上昇した。食用穀物の生産量は5490万トンから8900万トンに，綿

花は290万バーレルから540万ノfーレノレに，砂糖きびは570万トンから 1230万トンに，

オイルシードは520万トンから3830万トンに増加した。

国民所得は経済的変化を示す指標としてはまことに不十分であるが， これらの数字

からでもインド経済の停滞というテーゼをくつがえすことができる。第3次計画は目

標を達成することができなかったが， 今後インド経済は急速な成長をとげることがで

きる状態に達している。

多第4次5ヵ年計画案の概要

アソカ・メータ計画相は8月29日議会に第4次5ヵ年計画案を提出した。

この計画案は，経済的自立と適正な成長を保ちながら，社会主義社会への発展を目

標とするものがあるとして， 次の八つの主要課題の達成をあげている。

(1) 出来るだけ速く自立を達成するため，輸出促進と輸入代替が図れるような農

業および工業の計画を最優先する。

(2）価格の安定を図るため，すべてのインフレ要因を抑制し，赤字財政を避ける

(3) 農民の所得の増大と食糧，農産原料の増大を図るため，農業生産の増強に出

来る限りの努力をする。
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(4) この目的を達成するため，肥料，農薬，農業機械・器具等の生産を工業開発

計画で最優先する。

(5) 所得の増加に合わせて必需消費物資の供給を増すため，繊維，砂糖，医薬品

灯油，紙等の増産に努める。

(6) 国防および経済自立に必要な金属，機械，化学，鉱業，電力，運輸産業の成

長を確保するため，実施中の諸計画を速かに完成し，既に達成された経済成長を維

持して第5次計画の基礎的需要に応ずるような新計画に着手する。

(7) 人口増加を抑制し，より良い生活水準を確保するため，大規模に家族計画を

実施するのに必要な手当を行なう。

(8) 人的資源を開発するため，それに必要な公共サービス部門を充実し，生産性

の向上に努める。

o経済成長率および国民所得

第3次計画の実績が2.5%であったのに対し，第4次計画では年率5.5%の経済成長

の達成を目標とし， 1965～66年の国民所得1999億ノレピーを1970～71年には29501意yレヒ。

ー (1965～66年価格）に増大させ， 1人当り国民所得では1964～65年の447ノレピーを，

1970～71年には532ルビーとするし

0主要計画目標

位 11蜘～6511崎5～6611r；ぷ博消場6（実績） （推定）

1949～50=100 158.0 158.3 207.8 31.5 31.3 
100万トン 89.0 90.0 120.0 34.8 33.3 
1,000トン 555 600 2,000 260.4 233.3 
1,000トン 149 150 1,000 571.1 566.7 

1956=100 174.7 181.6 306.0 75.2 68.5 
100万万 トン 6.1 6.2 11.7 91.8 88.7 
100 トン 8.4 9 .9 20 138.1 102.0 

17.3 23.7 
グ 3,147 3,146 4,572 45.3 45.3 
グ 7,823 7,580 10,058 28.6 32.7 
100万トン 15.1 23.0 54 257.6 134.8 
グ 64.4 70 .0 106 64.6 51.4 
100万KW 8.6 10.2 20 132.6 96.1 

100万トン 194 205 308 58.8 50.2 
100km 275 284 :-334 21.5 17.6 
Iグ，Oロ00ス台・ 3m :120 525 73.3 64.1 「O万 トン山山 30 114.3 94.8 
100万人 63 . 0 67 . 7 97 . 5 54.8 44.0 
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インド（8月〉

成長率5.5%, 1人当り国民所得で3%，総額2375億ルピーにおよぶ第4次計画草

案は，昨年9月国家開発評議会が発表した2150億ノレピーの案より金額では多くなって

いるが， ノレピ一切下げによるコスト増により実質的には縮少している。しかし財界筋

では，この2375億ノレピーもの計画がインフレなしに実施できるかどうか疑問視してお

り，土地改革の促進，農業集団化の促進， 経費削減，自活など例のごとく“説教”を

繰返しているが， そう容易にこのようなことが実現することは困難であるとしてい

る。また，外国援助は不確実であり，経費節減においても行政業務に関する支出，徴

税，開発に関係のない支出を押えることは難かしいとみている。財界筋ではこの案は

“財源の正しい評価に基づく文書というよりは選挙前の公約”であるとして好感を持

っていない。

多食糧危機と反社会的分子の摘発

今度の食糧危機は独立後最大のもので， e 政府も配給制度，国営デ‘パート，公正価格

店の設置などにより供給の円滑化に努めているが，一部の州では餓死者も出ていると

のうわさが流れるほど深刻な食糧不足には十分対処できず， かつてない強力な処置を

とらざるをなえくなった。供出制と退蔵者の摘発がそれである。過去においてもいく

たびか食糧危機に見舞われ多数の餓死者を出しながら，不当利得を図るヤミ商人，退

蔵者の暗躍は放置されたままであった。 ところが今回の食糧危機において，政府がヤ

ミ商人，退蔵者の摘発に乗りださざるをえなかったのはそれだけ食糧不足が深刻であ

り，大衆の不満をおさえきれなくなっていることを示すものといえよう。政府がヤミ

商人，退蔵者の摘発を実施したことは異例のことであるが， その実施度合，処罰は州

によってまちまちであるうえに，抜け穴も多いようだ。 中央政府は8月5flに，各州

政府が退蔵者，ヤミ商人に対して取っている処置を毎日：報告するように命じ必需品令

に基づいて公定価格の決まっている商品で、不当利益をむさぼっているものを処罰する

権限を与えた。しかしその実施は各州にまかされているので， 一部の州ではヤミ商人

退蔵者を逮捕しながらすぐに釈放しているし， 州の会議派幹部が摘発に圧力をかけ摘

発に力を入れていなし、州もあるといった状態である。また摘発によって商売のうまみ

がなくなる商人は， ヤミ商売をしていないものまで摘発されていると会議派に圧力を

かけて実施方法の変更を要求していたが， これが認められたようである。

パンジャブ州では知事が摘発を緩和するように政治的圧力をかけたことが， 24日の

下院での野党議員の質問で明らかにされ， ナンダ内相は全国的に緩和している事実を

認めるような答弁をしている。 このようにヤミ商人，退蔵者に対する追及を中途はん
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インド（8月〉

ぱにするのは，選挙を控えて選挙資金が会議派にはいらなくなるためだと野党から批

判されている。また29日に下院を通過した必需品令（修正）は退蔵穀物の没収の対象

から生産者（大小を問わず〉をはずしており， 卸売業者，小売業者，退蔵者のみに適

用されるようにし， 多くの抜穴を作っている。いまや大地主が投機商人化しているこ

とは公然の事実であるにもかかわらず，農村出身議員の圧力によって生産者は摘発の

対象からはずされ， これにより“摘発”が大衆の不読むをなだめるためのゼスチュアで

あることがはっきり示された。

食糧不足は農村－の方が都市よりも深刻なことは事実であるが餓死者が出ているかど

うかは現在のところたしかめられていない（左派共産党の機関紙 hψle'sDemocracy 

は餓死者が出ていると報じている〕。州からの報告で農村から都市への人口移動が多く

なっていることが指摘され， 議会でとりあげられたが食糧不足による離村ではなく通

常の移動であると片付けられた。また西ベンガル州議会でも野党議員が餓死者が出て

いるのになぜそれを防止する措置をとらないかと追及したが， 州首相はそのような事

実はないと答えただけで詳しいことは明らかにされていない。常に餓死の危機にさら

されている人聞が多数いるインドだけに， スブラマニアム食糧・農業相自身が今後2

ヵ月聞が最悪期であることを認めていることからしでも，食糧の需給状態がさらに悪

化すれば多少の餓死者が出ることは避けられないであろう。

日誌（8月〉

1 日 V野党，平価切下げなどで政府を追及一一一7月24日に始まった国会（モンスー

ン・セッション）は U.P.州政府公務員のストライキの審議を最初にするかどう

かで初日から与野党の激しい対立があり，議長命令を無視した一部野党議員が登

院停止処分を受けたが，野党はすぐに内閣不信任案をもってこれに対抗した。内

閣不信任案が優先審議されることになり，野党各党はイデオロギーの違ャにより

攻撃目標はちがったが一致して政府の政策を激しく批判した。

共産党（右〉のH・ムケルジー氏は ①平価切下げは国家に対する最大の裏切

りであり，一部の財閥に国を売渡すものである ②政府のベトナム政策はジュネ

ープ会議の再会を提案するだけの，全くキンダーガーテン・ダイプロマシーにす

ぎないと無定見な経済政策と消極的外交政策をきびしく批判した。スワタントラ

一（102）一 -236-



インド（8月〉

党のN ・ G• ランガ氏は平価切下げにまで追込まれた政府の経済政策を批判し，

選挙後に挙国内閣を作ることを提案した。またジャン・サン党のトリヴェディ氏

は政府のイスラエノレに対する態度，ナガ族に対する処置が手ぬるいことを批判し

た。なおインド国会で内閣不信任案が出されたことは独立以来5回あり，そのう

ち4同はこの4年間に出されたものである。

V中国との話合いの基盤はない一一スワラン・シン外相は下院での質問に対し

て，王尉生のところ中印国境紛争解決のための中国との話合いの基盤は存在しない

と答えた。コロンボ非同盟国提案は紛争解決のための合理的な基盤を提供するも

のであるが，中国によって拒否された。タシケント方式は双方の平和的解決に対

する最小限の利益を前提としている。中国はタシケント会議での同意事項を攻撃

しこそすれ，このような交渉には何ら関心を示していない。またインドはそのほ

かの方式による話合いの基盤が存在するかどうかについて，アラブ連合あるいは

その他の国を通じて，中国に打診したことはない。インドはコロンボ非同盟国提

案を基盤にしてのみ話合いが可能で、あるとの立場を堅持している。

v左派共産党政治局会議一一左派共産党政治局は党の選挙綱領および宣言書を

審議するためにニューデリーで3日間にわたる会議を始めた。

v今年の政府農業貸付一一ミシュラ食糧農業副大臣は，政府の今年の農業貸付

額は大幅に増えて45億5000万ノレピーとなると語った。貸付は主として協同組合を

通じて行なわれるが，食糧公社，商業銀行も利用される。

V準銀，穀物生産者に金融優遇措置一一準備銀行は，多収穫性食糧用穀物の栽

培者の貸付要求に応ずるため，中央協同組合銀行に対し今年中特別融資限度額を

許可することに決定した。

特別融資限度額を認めることにより，準銀は必要ならば現存の貸付限度の基準

を緩和する模様である。この方策は，集約農業の経験に基づき，多量施肥を必要

とする稲，小麦，とうもろこし等の多収穫性食用穀物の採用により，農業生産を

できる限り上げようとするものである。

2 日 V米が市場から姿消す一一現在インドでは各地で食糧の退蔵者，ヤミ商人の摘

発が行なわれているが，グノレガオンでは2人の商人をヤミ市で米を売った疑いで、

逮捕したところ，市場から米が姿を消してしまった。現在遂行されている退蔵者

ヤミ商人の摘発は麦，パルス，スパイスなどの価格に対しては何の影響も及ぼし

ていないようだ。

V人絹工場の閉鎖，労働者に大打撃一一テクスタイノレ・カラムチャソ労組のS・
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インド（8月〕

グプタ書記長は，アムリッツアール地方のいくつかの人絹工場が閉鎖されi繊維

労働者の中に失業者が増大していることに懸念を表明し，政府は工場を直ちに拘：

閉するよう保証すべきだと語った。これは原糸生産に必要な輸入原料が高騰しな

がら，織物の価格が上がらなかったことが原因となっているが，輸出用の織物が

高値のために外国の輸入業者が買付けを拒否して多量の滞貨ができていることも

大きく影響しているυ

' 州政府，経営不振の工場を援助━━―――Ｕ.Ｐ.州の下院に， 政府によって経営さ

れるのが適当な非能率な工企業に対しては，労働法の規定の・部適用停止，債務

の支払い延期などの権限を政府に与える法案が提出された。この法案は同州の繊

維産業の危機を救うためのもので，労働大臣はこの法案の提出にあたって生産の

減少，失業による社会不安をあげて，経営の行詰まった企業は州政府による経営

が必要なことを主張している。一方野党は州政府の貸した金の支払いを遅延さ

せ，支払をまぬがれながら占い機械を新しいプラントに置きかえようとするよう

な工場主に同情する必要はないと，同法案を批判している。

3 日 Vパ鉄道相ら平価切下げを擁護一一野党の平価切下げに対するきびしい追求に

対し，パテイル鉄道相， K・メノン前国防相が平価切下げに対する立場を強力に擁

護し，与党は平価切下げを一致して支持していることを示そうとした。パテイル

鉄道相は，切下げが IMFの命令の下に行なわれたとの非難に対し「IMFは政治的

機関ではなく，その任務は為替平価の点から各国の通貨を監視することである。

IMFはインドだけでなくその他の諸国にもこの点について勧告を行なってきた。

切下げは政治的観点からみるべきでなく，インドの債務状況とノレピーの対外価－値

の低下の事実を考えればさけられないことである。通貨の切下げを行なったのは

なにもインド a国ではない。 10ヵ国か12ヵ国がすでに行なっている。ソビエトの

ノレープノレも対外価値と対内価値は違っているJと反論した。

V切下げで外貨債務 136.8億ふえる一一インドの返済を要する対外債務がノレヒ。

一切下げの結果136.8億ルビー増大したことがチヨードリー蔵相の上院での質問

に対する回答で明らかにされた。平価切下げの実施された6月5日現在の債務残

高は273.3億ルピーであったが，その翌日には410.2億ルピーに増大した。これに

伴う本財政年度の元本および利子返済のための追加支出は4.84億ルビーと 4億ル

ビーである。なお平価切下げ前の対外債務残高の国別内訳は次の通りである（単

位億ルビー）。

アメリカ（輸出入銀行融資， PL480を除く） 144.3 
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イ ン ド（8月）

ソビエト 22.9 工L 一 コゃ 1.0 

イギリス 26.3 オーストリア 0.44 

カナダ 1.2 クウェート 1.9 

西ドイツ 21.8 オランダ 1.0 

日 本 9.3 デンマーク 0.083 

スイス 0.8 世 生艮 17.8 

チェコ 1.3 I D A 21.1 

4 日 V産業政策に関するマーサ委員会報告一一マーサ委員会は上院に産業許可政

策，認可手続，産業計画等に関する勧告を提出した。

勧告の主な内容は（1）外貨を必要とせず，公共利益全体からみて中央政府の監督

下に置く必要がない場合は，すべて産業許可権限を州政府に移管すること。（2）産

業政策は現在の半年ごとを1年ごとに改め，より自由に見解を述べるようにする。

(3）集権化された工場監督機構の改善。（4）現行の指定・非指定による産業分類は不

充分である。指定産業では投資額50万～250万．ノレピーの会社も登録さるべきであ

る。など各種の提案を行なっている。

Vイタリーの対印借款一一イタリ一政府は，食糧危機援助のため，肥料購入お

よびその運搬費として200万ドルの借款をインドに与える契約を結んだ。

V内閣不信任案を否決一一内閣に対する不信任動議（共産党提案〉は下院で投

票に付された結果，賛成61，反対267で否決された。そのあとガンジー首相は演

説し，ベトナム問題，平価切下げなどに対する見解を明らかにした。ベトナム問

題については，ベトナムに関するジュネーブ協定再開へのイニシアチブをとると

の立場を固持し，そのような会議にはアメリカ，その他の直接戦闘に干与してい

る国とともに南ベトナム解放戦前も参加すべきだと述べた。また平価切下げにつ

いては， IMFがルビーの切下げを行なうようにインドに圧力をかけたことを強く

否定したが， IMFは平価切下げを支持すると政府に“advise”したことを認めた。

しかし最終決定は，インドの経済的均衡を回復するために種々の要因を慎重に考

慮して政府が行なった。

v左翼連合に決裂のきざし 選挙を戦うためにわずか一週間前に作られた左

翼連合に早くも決裂のきざしが現われた。これは左派共産党の指導者ナンボーデ

イリパード氏によって明らかにされたが，原因は共同推薦候補者リスト問題で左

右両派の調整がつかなかったことにあるようだ。ナンポーディリパード氏は党政

治局の声明を発表し，左派共産党は当該選挙区で最も強い党にその選挙区を割当
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てるという妥当な原則に基づいて，公正な候補者の割当てをするようにしている

が，修正主義者たちはこの原則を受入れなかったと語った。

T U. P. 州政府公務員のＤＡ引上げ――――Ｓ・クリパラニＵ.Ｐ.州首相は下院で州政

府公務員のDAC物価手当〉を8月1日から月収900ルピーのものにまで支給す

るように引上げると発表した。引上げ額は月収299；レピーまでのもの 5Jレピー，

300～900；レピーのもの8Jレピーである。この引上げによって月収99ルピーまでの

公務員は 1ヵ月20ルビー， 100～299；レピーのものは30ルピー， 300～900；レピーの

ものは43；レピーのDAを受取ることになる。クリパラニ首相は DAの引上げによ

って財政負担が増大し，開発計画への支出を削減せざるをえなくなろうと語っ

fこ。

5 日 V最高裁ボーナス法の一部無効を宣告一一最高裁は3対2の多数決で1965年の

ボーナス支給法33項34項（2）を憲法14条に違反するとして無効を宣告し， 37項は司

法権を行政権に委任するものであるとして否認した。しかし最低ボーナスの支給

を規定した10項の有効性を支持した。

▼政府，州に摘発報告書を要求――――中央政府は各州政府が退蔵者，ヤミ商人に

対してとっている処置を毎日報告するように命じた。中央政府はすでに必需品令

に基づいて公定価格の決まっている商品で不当利益をむさぼっているものを処罰

する権限を州政府に与えている。二ューデリーのシヴイノレ・サプライズ・コミッ

ショナーは，報告に基づいて国内各地の消費財の不足を解消する措置をとってい

る。

このような中央政府の厳しい取締方針が発せられているにもかかわらず，ラク

ノーでは在庫状況，価格表を示さなかったかどで前日逮捕された商人64人の釈放

が認められた。このため州の上院で政府は激しい攻撃を受けた。これには会議派

議員も加わって商人の釈放を批判し，責任者を処罰するように要求した。

T PAC，ス前鉄鋼相の命令に関する最初の決定を支持一一PAC（決算委員会〉

は議会に対し， C• スブラマニアム氏は鉄鋼・重工業大臣在任中に正当な理由な

く，政府と取引のあるアミンチャンド・グループの会社全部を，ブラックリスト

に掲せるという最初の命令をアイアン・アンド・スチール・コントローラーズ・

オフィスと取引のあるグループ。にのみ適用すると改訂した，という最初の決定を

支持する報告書を提出した。スプラマニアム氏の当初の命令では再圧延工場，海

運を含む一切の同グループ企業の政府との取引を禁止していたのに，第1回の改

訂で再圧延工場が除かれ，第2回目の改訂で海運が除外されている。命令の改訂
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がどのようにしてなされたか，またこれらの企業をブラックリストにのせるのは

極秘事項であるのに，これがどうしてもれたかについては依然解明されないまま

である。

6 日 T IMC圏内財源を基礎にした計画を主張一一インド商業会議所（IndianMer-

chants’Chamber）主催の“平価切下げへの挑戦”に関するセミナーで，多くの

産業界主脳は最小の外貨による“スワーディシ（国産品愛用）”計画を主張し，野

心的な計画より達成可能な控え目な計画を要望した。討議の過程で第4次計画は

需要を基にするのでなく財源によるべきこと，赤字財政回避，発展は経済的安定

を犠牲にしないこと，無駄な支出の削減，生産増強，輸出促進，物価安定達成の

措置をとること，これ等のため政府と業界が協力すべきことなどが主張された。

V商業省Pl480による原綿輸入再開を主張一一商業省は，原綿の品質的量的不

足から此際 PL480による米国からの長繊維綿の輸入再開は不可避であると発

表した。同省は，高級織物用長繊維綿は外国から入手する他はなく，工場もそれ

専用の機械を持っているので輸入は不可欠であるが，外貨不足の折から， PL480

に依存せざるをえないことを指摘した。

' 印パ，抑留船の交換に合意一一インドとパキスタンは昨年の印パ紛争中に両

国が抑留した3隻の外航船の交換に合意した。交換は海上保険業者を通じて行な

われる。インド政府は海上保険業者にパキスタン船をインドの港から移動させる

ように命令した。

vビハール・パンダの指導者11人を逮捕一一一8月9日に予定されている「ピハ

－；レ・パンダ（ストライキ〉」の著名なオノレグ11人が6日逮捕された。指導者の

逮捕は，ユナイテット・オポジション・フロントの代表が予定されている「パン

ダ」の計画を新聞記者団に発表した直後に行なわれた。

7 日 T PAC報告を閣議で討議一一首相は議会でとりあげられるC・スプラマニアム

氏に関する決算委員会の最新の報告の内容を討議するために， 8日朝非公式閣議

を開くことにした。会議派内部にも政府はこの報告の決定をあらゆる面から完全

に調査すべきだとの機運が強まっている。このような機運が盛上がったのは，数

年前鉄鋼省で，パーター取引で不正の疑いがもたれている会社の影響力あるグル

ープに対し，上級職員だけでなく大臣までもが手ごころを加えたことがあったこ

とに関係している。また多くの国会議員がこの事件色調査委員会法に基づき公

開調査を行なうまでに発展した， 1957年のムンドラ事件に酷似していると見てい

る。
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V小麦が駅でくさる－4000マウドのアメリカ小麦がハイデルガルの駅で、くさ

りかけている。これは地方の製粉業者が小麦がしめったり，くさったりしている

との理由で引取りを拒否したためで、ある。

V印パ航空路再開交渉が妥結ー一一インド，パキスタン両国は7日， 2日間にわ

fこってカラチで行なわれていた両国間の航空路再開のための会議が妥結したと発

表した。両国間の航空路は昨年9月の印パ紛争以来途絶していた。

8 日 V下院 PAC報告を審議一一独立以来はじめて決算委員会の報告が議会で審議

されることになった。これまでは審議あるいは質問のときに PACの特定のコメ

ントあるいは決定に言及するだけであったが，今日は議長が下院で鉄鋼省に関す

るPAC報告を審議することに同意した。これを要求したのはSSP（統一社会党〉

のM ・リマヱ氏であるが，同氏は5月17日に誤まった発言をし PACを非難した

との理由で，スプラマニアム前鉄鋼相に対する不信任動議も提出した。

Vア計画相平価切下げを擁護一一内閣不信任動議提出のため中断されていた経

済状態に関する審議が8日再開され，アソカ・メータ計画相は平価切下げの妥当

なことを主張し，次のように述べた。平価切下げを行なったのは過去の経済運営

がまずかったからでなく，インドのような発展途上にある諸国が苦しんでいる若

干の手におえない困難のゆえに必要となったのである。

’外国貿易の固有化を拒否一一マヌパイ・シャー商相は下院で外国貿易を全面

的に国有化せよという共産党議員の要求を拒否し，次のように述べた。特定の商

品の貿易を国家が行なうのが国家のためになるなら，政府はためらわずにそうす

る。しかし貿易を国有化することは“実行不可能円であり，かっ国民経済に“有

害”である。現在外国貿易の約10%が国家によってあっかわれている。

9 日 V政府， PACの調査申入れを受入れる一一政府は鉄鋼省がアミチャンド・ピヤ

レラノレ・グループの会社とのパーター取引で行なった不正行為を調査し，不正に

関係した公務員の責任を追及するために，高等裁判所判事を委員長とするハイ・

パワー・コミッティーを作るようにとの申入れを原則的に受入れることに決定

した。

V学生と警官隊が衝突，軍隊も出動－9日ジョラトで左翼政党主催の「弾圧

反対デー」の集会のあとのデモで，デモ隊と警官隊が衝突した。デモ隊は石，レ

ンガを投げ，警官隊はデモ隊をおいちらすために， 2回にわたって警棒を使用し

た。衝突後街には72時間の外出禁止令が出され，夜になって法と秩序維持のため

に軍隊の出動が要請された。この衝突で夜までに 150人以上の人が逮捕され，逮
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捕はさらに続いている。

l U.P. 91!11で商人400人を逮捕一一過去2日間に必需品令のU.P.州公正価格条項

違反のかどで， 20地区で400人以上が逮捕された。この摘発は必需品が公正な価

格で入手できるようにし，商人による退蔵をなくすために行なわれたもの。逮捕

者は必需品令に基づき裁判にかけられる。

また，デリーのチーフ・コミッショナーは9日，デリーにおける退蔵と不当利

得者の摘発は続けられ，その進行を限止するための政治的圧力は容認されないだ

ろうと語った。

Vルーマニヤと契約再評価一一インド・ノレーマニヤ両国政府はノレピ一切下げに

伴い輸出入契約を57.5%高で再評価する協定に調印した。

V綿業界綿貿易固有化を懸念一一綿業界では，前日シャー商相が下院で綿輸入

を政府で行なうかも知れないと語ったことに対して，綿貿易の全面的固有化の前

触れではないかと懸念している。政府が目下検討中のインド綿公社（Cotton

Corporation of India）の構想、を，この発言は確認したものと受取られ，東イン

ド綿業協会では反対の態度を示している。

10日 Vスワタントラ党緊縮政策を要望一一スワタントラ党指導者 Dandekar氏は，

ノレピ一切下げを“正直な破産者が選んだもの”として正しかったと認め，今後の

措置として5項目の提案を行なった。

(1) 中央・州政府予算の政府支出を切詰め，赤字財政を避ける。

(2) 政府部門の商工業計画における資本支出の削減。家族計画，技術教育，

下層階級向け公共事業を除く計画外の全政府支出の削減。選挙向けの財政支出

の削減。

(3) これ等により生れる余剰は，半分は準備銀行からの借入の返済に，残り

は減税に充当する。

(4) ソ連，東欧諸国の“ノレピー払貿易”の神話を棄て，国営貿易公社を引揚

げよ。

(5) 飢僅地域の補助金付価格での食糧配給以外は，工業，商業，運送，銀行

等に対するすべての統制を廃止すること。金統制令の廃止。

V警備隊発砲， 5人死ぬ一一アッサム州の州都シロングで10日，逮捕された学

友の釈放を要求する学生4000人が国境警備隊，警官と衝突，国境警備隊，警官が

学生に発砲し，死者5人，負傷者71人を出した。事件の発端は学生がセクレタリ

アットの前にすわりこみ，州首相との面会を要求している時に，学生がセクレタ
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リアットと警官に石を投げたことにあるとみられている。警官は警棒，催涙ガス

を使用して学生を追いはらおうとしたため，学生は警察の車をやき，暴徒化し，

警官と保安隊が発砲したもの。この事件はアッサム州都での騒乱のうちで一番大

きなもので， 1960年の言語騒動， 1964年のシロングでの発砲を上回る大規模なも

のである。

Vナガ指導者，首相と 3回目の会談一一ナガ族地下組織の代表団はガンジ一片

相と第3回目の会談を行なった。この会談でナガ代表団は問題を政治的に解決し

たい意向を明らかにし，指導者クガート・スカイ氏は地下組織の要求はどのよう

な政治的措置によって満たされるかの概要について述べたとみられている。また

ナガ族にいくつかの特別の権利を認める問題を提起し，すでに出されてドる自決

権の要求にもふれたものとみられている。これに対しガンジ一首相はナガ族と他

の地域との連帯の強化の重要J性を代表に印象づけ，州における法と秩序の問題に

ついてもふれた。会議の見通しについては双方とも楽観的である。

T PSP指導者，左派共産党の破壊計画を暴露 PSP （人民社会党〕の指導者

M・R・ダンダヴァーテ氏は10日ボンベイで行なった記者会見で，最近左派共産

党がアンドラ州のテナリーで聞いた秘密会議で採択した破壊活動に関する綱領中

の主要項目（M・ R・ダンダヴァーテ氏の表現による）というものを暴露した。

破壊活動の主要計画には工業の分野はもちろんのこと農業の分野でのサボタージ

ュ組織も含まれている，と述べた。農業面ではキサン・サパー（農民組合）を復

活し，その指導の下に「穀物，政府の建物，郵便局，駐在所の焼打，鉄道の防害

を行なうJことが決定されている。工業の分野で、は基幹産業，港湾，軍需生産，

消費財産業でのサボタージュが破壊活動の対象となっている。

11日 V国会，左派共産党の破壊計画問題で紛糾一一左派共産党が農業および工業

の分野で，全国的なサボタージュを計画しているとの新聞報道をめぐって下院で

は激論がかわされた。共産党両派の議員は左派共産党を中傷し，野党と左派の問

の団結をみだすための一部の“利害関係者”の陰謀であると激しく非難した。新

聞が内務省は「サボタージュ戦略は7月にテナリーで聞かれた左派共産党の中央

委員会の会議で決定されたものと信じている」と報じていることから左派共産党

議員がG・L・ナンダ内相に激しく食いさがったが，内相は内務省がそのような

情報を流したことはないと全面的に否定した。一方，上院でもT・N・ミン鉄鋼

相がドノレガプーノレやその他の工業都市における共産党のサボタージュの報道を

認、めたため，白熱した議論が行なわれた。
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Vシル・アオ州首相の不信任案可決一一一ナガランド州のシル・アオ首相に対す

る不信任案は賛成32，反対6で成立した。シノレ・アオ氏は1964年1月25日以来首

相の地位にあった。ナガランド州議会では46議席全部をナガ・ナショナリスト党

が占めており，不信任案の審議の際にもシノレ・アオ首相の政策に対する批判は全

くなかった。ただシノレ・アオ氏の深酒とネポチズムが非難された。

Vマハラシュトラ州政府の機能マヒ一一マハラシュトラ州政府公務員17万人ほ

とんど全員が1日の職場放棄を行なったため州政府の機能は完全に止まった。ス

トは懲戒処分を行なうという政府の警告にもかかわらず組織されたもので，高等

裁判所をも含めた裁判所の仕事もとまった。この職場放棄は，物価手当を中央政

府公務員並みに引上げることを要求して行なわれたが，州政府公務員5万5000人を

ジラ・パリシャツドに配置転換するとの州政府決定に対する抗議も加わっているo

v土地改革進まず一一一アソカ・メータ計画相は下院で「努力しているにもかか

わらず希望する速さで、土地改革を遂行することはできなかった。自分は農業部門

に株式会社を作りジョイント・ファーミングを導入する目的で土地改革を遅らす

ように，計画委員会を通じて州に命令を出したことはない」と述べた。

v政府消費協同組合の貸出に保証一一政府は全国の消費協同組合に対する銀行

貸付の25%を保証することに決定した。この保証は，消費協同組合が販売するた

めの商品を購入する際の銀行貸付を奨励するために採られた措置である。

V肥料販売に補助金一一政府は，ノレピ一切下げによる輸入肥料の価格の上昇分

全部乞農民に肥料を販売する場合に補助することを決定した。これは，切下げ

の際，政府が肥料価格を上げない意向を示したのを実施したものである。

V外国投資家の対印投資は“情勢待ち”一一インド投資センター会長 G.L.

Mehtaは記者会見でソレピ一切下げ後の外国投資家の新投資に対する態度は“情勢

待ち”の状態であると語った。

一般的な見方としては，外国の資本参加は促進されようが，投資家達は情勢の

治まるのを待っており，輸入および統制の緩和に期待しているとしている。

12日 Vアミチャンド財閥，シン外相に選挙資金寄付？一一スブラマニアム事件がま

だ落着をみないのに，また，アミンチャンド・グループ。がスブラマニアム氏の前

に鉄鋼相であったスワラン・シン外相に選挙資金70万ノレピーを寄付したという爆

弾発言をPSPのへム・パルア議員が行なった。この発言にふいをつかれた議会は

大きな混乱におちいった。パノレア議員はスワラン・シン氏と特定の名前はあげな

かったが「スブラマニアム氏の前の鉄鋼相に責任がある」と言ったことからスワ
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ラン・シン氏であることは明らかである。スワラン・シン氏はその日おそく，選

挙資金として70万ルピーの寄付金を自分が受取ったというノミルア氏の非難を強く

否定する短いステートメントを発表した。

Vアンガミ氏がナガランド州首相に一一一ナガランド州議会議長のT・N・アン

ガミ氏がシル・アオ氏の後任としてナガ・ナショナリスト党の総裁に全員一致で

選ばれた。アンガミ氏はただちに組閣に着手し，一両日中に組閣名簿を提出する

予定である。

Vケララ山，，，で商人12人逮捕一一エルナクラム，クイロンの警察と市当局は過去

2日間に退蔵と不当利得のかどで商人12人を逮捕した。退蔵摘発作戦は8月3日

にB・サハエ知事がパンジャブ州の例にならい，退蔵者と不当利得者を処罰する

ように要請してから実施された。ベビー・フード，粉ミルク，米，砂糖などの退

蔵ストックが発見された。

Vブルガリアと契約再評価一一インド・ブツレガリア両国政府はルピ一切下げに

伴い輸出入契約を57.5%高で再評価する協定に調印した。

V石けん，硬化油，電球等の優先産業指定一一政府は石けん，硬化油，電球等

の値上がりに対処するため，これら業種を優先産業リストに組入れ，原料の供給

を促進する模様である。

13日 V第4次計画中の鉄鋼輸入一一国内鉄鋼生産は計画期間中大幅に需要を下回る

ため，当初の3年間は各年約100万トンの輸入が必要であり，残り 2年間は更に

その量が増える見込みである。第4次計画では生産能力1480万トン，鋳塊で1170

万トン，完成鋼で860万トンの生産を予定しているが， 1970～71年の完成鋼およ

び販売用銑鉄の需要はそれぞれ1050万トンおよび300万トンである。完成鋼の需

要に応ずるには約1400万トンの鋳塊が必要である。このような鉄鋼不足は第5次

計画の中頃まで続く見込みで，計画委員会は鉄鋼生産設備の増設，とりわけドル

ガプールの工場の拡大に力を入れる予定である。

V第5次計画の見通し一一計画委員会は第4次計画の最終案で第5次計画の見

通しを明らかにした。これによると第5次計画の国民所得の伸びは年率7%，最

終年次には3300～3400億ルビーに達するものとし，部門別伸びは農業4.7%，工

業10%，サービス業7%と見込んでいる。国民所得に占める純投資の比率は最終

年次には20%，圏内貯蓄は1970～71年の15%から1975～76年には21%になるとし

ている。輸出は年率9～10%の伸びを示し，切下げ前のノレピー換算で、1965～66年

81億， 1970～71年122億， 1975～76年187億とみている。
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V司法調査に一部閣僚が反対一一スブラマニアム事件は今日の議会では新しい

進展をみせなかったが鉄鋼省の不正を調査するハイ・パワー・コミッティーを任

命する決定を別にしても，責任の追及方－法について閣僚の見解がわかれているた

めに首相の態度決定を遅らせている。スプラマニアム氏は，アミチャンド・グル

ーフ。をブラックリストにのせる命令の訂正を不公正にしなかったことを立証する

ために，首相が最高裁の前判事に事件の非公式調査を依頼することによって自分

の名前が拡がることを心配しているといわれ，一部の閣僚もそのような措置が悪

い先例を作り，政敵が閣僚に対するあらゆる申立を行なうのを助長することをお

それている。首相は一部の閣僚からたとえ非公式にでもスブラマニアム事件を司

法当局に付託するようなことがあれば，ほかの閣僚に対しても同じような非難が

あびせられることになり，特に総選挙前には内閣の通常の機能がマヒするという

警告を受けた。

'2, 3ヵ月先が食糧不足の最悪期一一スブラマニアム食糧相はマドラスで記

者会見し，食糧については2' 3ヵ月先が最悪期となろうと語った。われわれは

苦しい時期をできるだけうまく切抜けるように計画を立てている。新穀はIO月か

11月末まであてにできず，この遅れが困難をひきおこしている。

T PTI，海外通信網を拡充 プレス・トラスト・オブ・インディアの海外通

信網拡充計画のアウトラインが新機関の取締役会長R・R・シャルマ氏によっ

て明らかにされた。 PTlはすでに東京，カトマンズ，コロンボに支局をもってい

るが，同じような通信網をほかの数ヵ国にもつ計両を立てており，そのための交

渉が外務省， DGOCと進められている。

14日 V中国との和平は可能一大統領演説一一19回目の独立記念日の前夜，ラダクリ

ショナン大統領は全国向けラジオ放送で演説を行ない，インドと中国を離反させ

ている問題の正しい解決を呼びかけた。大統領はその演説の中で「解決は不可能

ではない。両国は遅かれ早かれ平和的に，協力してやっていく方法を知るであろ

うから。不可能と考えられるとの口実で何事も回避してはならない。もし何かを

なすことを求められれば，われわれはまずやってみなければならない」と述べた。

T CHSの医師がハンスト セントラル・ヘルス・サービス・ドクターズ・ア

ソシエーションの総会が土曜日にニューデリーで聞かれ，会員に対し連邦保険相

の官舎の前で8月21日の6時から24時間ノ、ンストを行なうように指令した。 CHS

は賃上げ、，地位向上，労働条件の改善の要求を貫徹させるために，全国の政府機

関で働いている約 1300人の医師がただちにゼネストにはいる方向に固まってい
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る。 CHSは保健・相の回答を待つことにしているが，有利な回答が得られない場

合には，執行委員会は2週間内にストライキにはいれる態勢にある。

v少女2人流され， 500戸が倒壊一一モンスーンのため増水し，危険水位にな

っていたジャムナ川が一部地域で氾濫し，パドリー付近で2人の少女が流され，

供水にみまわれた55ヵ村で500戸以上が例壊した。デリーから 7マイル付近で，

G・T・ロードのfil,jj芋から水があふれ，サメプーノレ村近辺の道路約400ヤードが

浸水した。

' 6月の輸出入一－6月の輸出（含再輸出〉は6億0560万ルピーで，輸入の12

億0620万ノレピーの半額に止まった。また6月6日以降現在までの輸入ライセンス

の発行額は22億ルビーである。

v防衛5ヵ年計画一一防衛5ヵ年（1964～69年）計画は総額500億ノレピーで，
陸軍82万5000名，空軍45111隊に増強，海軍艦船の更新，国境地帯の通信の整備等

が含まれている。

15日 v首相スワディーシ運動を呼び掛ける一一一ガンジ一首相は，独立記念日に際し

演説し，インドは賛同を恨絶するためには社会主義の道をとらざるをえないこと

を強調し，当面の経済危機打開のため，輸入を抑制する方法として，全国民にス

ワディーシ運動を展開するよう呼びかけた。

T PSP党首，核兵器の開発を主張一一PSPの党首N・G・ゴラエ氏は 1日，ア

ーメダバードでインドは必要な場合に他国からの援助が期待できないので，独自

の核兵器を開発すべきだと，次のように語った。インドは独自の核爆弾を製造す

るか核のカサにはし、るべきである。同党は必要とするときに聞かない核のカサに

は賛成できない。核爆弾を製造すべきか否かの議論をいつまでも続けずに，手遅

れにならないようにいまから製造に着手すべきである。

v地震で3戸倒壊， 17人死ぬ一一一15日午前7時46分にニューデリーに地震があ

り家屋3戸が倒壊して17人が死亡した。負傷者は24人で， 6人が病院に収容され

ている。死亡者17人のうち15人は市当局から危険建造物の警告を受けていた3階

建の老朽家屋の倒壊によって死んだものである。ガンジ一首相はこのニュースが

ったわるとすぐに現場を訪ね，被害状況を視察した。

Vパ州会議派指導者が摘発を批申ト一一パンジャブ州の会議派指導者らは，パン

ジャブで遂行されているヤミ商人，退蔵者の摘発のやり方を批判した。パンジャ

ブ州会議派総裁に新しく選ばれた G・G・Sムサーフィル氏は著名な工業家，商人

の会合で演説し，実施方法を改めることの必要性と，まぜ物の問題は国内で行な
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われている一般的な基準でみるべきであると述べた。また前教育相P・チャンド

ラ氏は反社会的分子の摘発で無実な人も一部逮捕されていると述べた。

16日 V政府新輸出入政策を発表一一シャー商相は，ルピ一切下げ以後の輸出入政策

として各種の輸出刺激策の代りに，特定品目に f.o.b.価格の10～20%の現金補助

を与える，輸出産業に対して輸入・同産原材料・部品の供給，資本財の輸入に優

先権を与える，伝統的商品の生産を高めるための奨励策等を含む新政策を発表し

た。現金補助は当面機械，金属屑，鉄鋼，じゅうたん，砂糖に適用される。

T ICMF原綿買付を規制一一インド綿工場協会（IndianCotton Mills Federation) 

は，綿の買付価格を政府所定の最高限度内に押えるため， 9月の新シーズンから

規制を行なうことに決定した。業界がこのような自主規制をシーズン前に，しか

も政府が手を打つ古（jに実施するのは， 政府が CCI設立の構想、を持っているのに

対する措置と考えられるo

v全国統一民法典の採用へ一一G・S・パタク法相は16日下院で政府は州政府，

各コミュニティーを代表ιている指導的な国会議員の見解をたしかめたのちに，
全国統一民法典問題の最終決定を行なうことを明らかにした。しかし社会的改革

を伴うことがらに関しては，急いでことを進めるようなことはしないと語ったo

vパキスタン，ガロ族を軍に編入一一一V・C・シュカル内務次官は， 16日下院

で、パキスタγはナガ・ミゾの反乱を積極的に援助していたが，ガロ族およびその

他の高原に住む部族を軍隊に編入し始めていること明らかにし，次のように述べ

た。政府のこの問題のなりゆきを注意深く見守っており， ミゾ高原の事態を改善

するために努力している。政府は反乱軍を訓練するためにパキスタンが設けてい

るキャンプに中国人が参加しているとの情報を得ている。しかしこれらのキャン

フ。に中国人がどの程度協力しているかは言えない。ミゾ，ナガの反乱軍がパキス

タンから武器の供給を受けている十分な証拠をもっている。政府は反乱軍がゲリ

ラ訓練と武器入手のために国境をこえて東ノfキスタンに行こうとするのを何回も

阻止している。

V食糧を求めての移動はない 食糧不足による餓死者，離村者がふえている

とのうわさが流れているが， C・ スブラマニアム食糧・農業相は16日下院で州か

ら受取った情報では食糧を求めて他州に移動するものがあるという報告を裏付け

ることができなかったと述べた。野党議員が「 a部の州政府は州内で農村から都

市への人口移動があったと報告しているjと追及したのに対し，食糧相は「州政

府はこれらの移動が普通のことであることを指摘し他州への移動はみられな
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い。ラジャスターン，マディヤ・プラデッシュ州では最近ちょっとした食糧不足

に直面したことは事実であるが，中央政府はこれらの州への割当をふやす措置を

とった」と答えた。

17日 V部品輸入の制限緩和一一政府は米国の non-project援助による機械部品の輸

入制限を緩和することを発表した。緩和品目には土木・建設・濯概・農業用トラ

クターの機械部品が加えられた。

’ス食糧相の特権侵害動議を却下 C・スプラマニアム食糧・農業相に対す

る特権侵害動議は上 Ffilij院とも却下された。上院議長はB・クやブ。タ議員提出動議

を却下する詳しい理由を明らかにしなかったが， 下院議長は大臣が自分の行為を

かくすために計画的にうそをついたことが証明されなければ，最初の発言が不正

確であったという事実だけで、は特権侵害を構成しないと述べた。下院議長はさら

に「すべてが不幸なエピソードであった。スブラマニアム氏は自分の命令が決定

したものでない（draft）と述べ，明白な誤りをおかした。実際に，大臣命令は最

終的で明確なものであるから，あやまちを率直同認めるべきであった」と述べ

fこ。

Vラジャスタン大学無期限閉鎖一一学生デモが荒れたために，ラジャスタン大

学が16日から無期限に閉鎖された。学生は2年生の TDC試験を学内試験とする

こと，ヒンデ、ィーを 3年生の試験の必須科目にしないことなどを要求して前日よ

りストにはいっていたが，この日抗議デモを行ない，デ、モ隊は副学長の事務所に

おしかけ副学長と交渉したが副学長はすぐには何も決定できないと答えた。学生

はこの回答に怒り，事務所のイス，机，窓をこわし始めた。そのため待機してい

た警官が導入され，学生26人が逮捕された。

Vバ議員，鉄鋼不正輸入の調査を要求一一S・M・パネルジ一議員（無所属〕

は下院でアミチャンド・グループが1961年に正式の許可証なしに鉄鋼を輸入した

事件を調査するためにハイ・パワー・コミッティーを設置することを要求した。

パネルジ一議員はアミチャンドが会議派のドルガプール大会の費用として200万

寄付したといっている。

18日 Vアミチャンド・グループ優遇を非難一一野党は上院で政府がアミチャンド・

プヤレラノレを特別に優遇しているとくり返し非難した。多数の議員が工業設立許

可証の発行を含むアミチャンド系企業と政府との取引をすべて説明するように要

求した。アブドル・ガニ工業相は野党の質問に答えて，高fiの公共事業・住宅・供

給省は1954年8月4日にアミチャンド系会社をブラック・リストにのせながら，
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1957年7月29日にその命令を取消したと述べた。この間に工業設立許可証が1件

発行されたが，あとで取消された。しかしブラックリストにのせる命令が取消さ

れたあとで， 14件の工業設立許可証が発行された。また PACの報告書によれば，

鉄鋼コントローラーは1956年にアミチャンドの会社と4000万ノレピーの追加契約を

行なっている。共産党のB・グプタ議員はアミチャンドはムンドラのように会議

派に政治献金をしているため，政府は特にこの会社を優遇していると述べた。

’5 g,1,1で非会議派政府成立の見通し一一一左派共産党のゴーパラン下院議員は，
総選挙で少なくとも五つの州で非会議派政権が誕生すると選挙見通しを述べた。

ケララ州で非会議派政府が生まれるのは確実であるが，ベンガル，オリッサ，タ

ミーランド， U. P.州で非会議派政府ができてもおどろくにはあたらない。共産

党は会議派を政権から追出すために数州で SSP（統一社会党）， その他の政党と

の選挙調整を行なうことで一致をみた。しかし共産党はジャン・サン，スワタン

トラ党とはイデオロギー上の相違があるので，これらの政党とは提携，調整の準

備はしていない。

Vナガはシッキムのような地位を要求せず－ーガンジー首相は下院で，ナガ地

下組織の指導者はナガランドにシッキムやプータンのような政治的地位を求めて

いるという主張を否定した。

19日 T IDA l億5000万ドルを融資 世銀は IDA資金1億5000万ドノレを経済成長促

進のためインドに融資することに決定した。この融資は， non-project貸付であ

り，現存工業生産能力を活用し生産をあげるための原材料，部品の購入に充てら

れ，返済期限は50年，無利息である。

T FICCI農業・消費財優先を主張－FICCI（インド商工会議所連合会）は政

府の第4次計画．を批判し，農業，消費財工業を最優先することを強調し，政府は

生産より資金面に重点を置いているが，経済成長のために必要なのは増税による

支出増加より，効果的運営であるとしている。計画作成上の重点は食糧不足，物

価上昇，国際収支に置くべきであり，このため重点的産業の順位は農業，消費財，

電力，運輸，重工業の順である。 2375億ルピーもの投資は過大であり物価上昇を

起こすものであり，計画は物価安定の条件のドで行なわれるべきである。政府部

門は農業，経済の下部構造に力を集中すべきであり，他の分野は統制なしで人々

に開放する必要がある。また計画は即効的なプロジェクトを選ぶべきであるO 減

税政策を実行し，外国民間資本の導入を計る。

V海軍戦力を 10年で2倍に増強一一－A・ K •チャッテルジー海軍中将は19 日ジ
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ヤムナガルで、記者会見し，今後艦船が増強され，インド海軍の戦力は10ヵ年で2

倍になるだろうと語った。ヴィサカパトナムの海軍工廠は数千万ノレピーを投じて

拡張する計画である。最初のインド製戦艦がマザゴン造船所で建造中であるが，

同造船所では18ヵ月に 1隻の船を造ることができる。また今後は海軍の訓練施設

を国内の海軍工廠で供給できるようになるだろう。

v手織布の輸入関税引下げを要求一一下院は全民一・致で「ブリーデ、ィグ・マド

ラスーl，「インディア・マドラスJ，「マドラスjの商標を付けたインドの手織製品

に対する支持と認織を，外国政府，貿易機関に求める議員決議を行なった。マヌ

パイ・シャー商相は決議を支持し外国政府：に対する三つのアピールを行なった。

特にアメリカに対してはこれらの手織製品に対する25%の関税の引下げを強く要

求し，日本，その他の工業国に対しては機械製の模造品を生産しないよう要求し

ている。手織製品は競争にまき込まれておらず，インドの手織布は何百万人もの

人に職を与えている。

Vアッサムの町で12時間のハルタル一一左翼政党の呼びかけでガウハティ市が

12時間のハルタlレ－AnnaDivasーをしたため，市の生活が止まってしまった。

一切の商店，事業所は閉ざされ，市・州のノξス輸送を含む車が道路から姿を消し

た。ガウハティから出る長路離パスも運行をとりやめた。政府関係の役所，学校

は聞いているものの輸送機関が止まったため人影もまばらであるO このハノレタノレ

は9月9日に予定されているアッサム・パンドの一番手として，食糧不足，最近

の騒乱に対する弾圧，警官の行過ぎに抗議したものである。ゴアルパラ，ノウゴ

ング，シブサガル地区でもハノレタノレが部分的に成功したが，タルラング地区では

ストライキの呼びかけに対する反応は事実上なかった。

20日 ' 州首相，きめこまかい物価抑制策を要望――――ＮＤＣ （国家開発評議会）の開

会第1日のハイライトは，第4次計両草案でのインフレーションと物価問題一般

の取扱いに対して，多数の州首相から不満が出たことであった。州首相はこの問

題は計画委員会でさらに検討する必要があり，人々が注目している問題に明解な

回答を出すべきであると主張した。州首相が不満を表明したそのほかの問題は，

中央政府所管の計画の配分についてで、ある。州首相の多くが中央政府は開発計画

のあまりにも多くを自分のところにとりすぎると考えている。このため開発を促

進するための中央政府から州への援助配分方法，若干の計画の州への委譲問題を

検討する委員会が設けられた。

歳入増加問題については，これまでにすでに多くの措置をとったので，増税は

一（118）一 252-



インド（8月）

見込みが薄いとの意見が一部の州首相から出された。中該計画については最初か

ら100%の資金割当をすべきで，そのほかのプログラムは年次計画の時に資金事

情に応じて検討すべきであるとの要求がなされた。

V第4次計画末までに病院数2万に－・B・s・ムルチ一保健次官は 20日ニュ

ーデリーで聞かれた病院協会主催のセミナーで次のように述べた。第4次計画中

に病院数は 1万4600から 2万に増加しよう。病院数はふえているがスタッフと設

備が不十分なために，基準は上がっていなし、。病院管理者の専門的な訓練が必要

だが，このための専門家が不足している。

v政府石炭政策を検討一一政府は石炭価格の構造を検討し，石炭産業の成長に

とって不必要な避け得ベき障害を除く対策を検討する。石炭産業は第3次計画で

財源、難および生産不振のため， 2度も計画目標を切下げた。石炭産業は世銀から

1億7000万ノレピーの援助を受けているが，ノレピー財源が不足し近代化が遅れてお

り，これに対する財政援助と石炭価格の引上げが問題とされている。

vラジャスターン州共産党両派協定成立せず一一共産党左右両派の指導者はラ

ジャスターン州で選挙協定を結べる可能性を検討するために18日にジャイプール

で会ったが，協定の締結は失敗したものとみられている。両派はこの問題を話合

うために， 10月にもう一度会議をもつことになっている。

21日 V力マラジ総裁，大衆の生活向上を強調一一カマラジ会議派総裁は会議派労働

者全国会議で開会のあいさつを行ない，多数の大衆の生活の向上の必要性を強調

し，次のように述べた。大衆の願望がかなえられないまま放置されているので，

現在ナショナノレ・ユニティは危機にひんしている。しかし5億の人間の問題は一

夜にして解決することはできないから，忍耐と自己犠牲が必要である。

V土地改革の遅延は農村の緊張を激化一一州首相は土地計画の実施がさらに遅

れるならば農業生産計画の遂行を阻害し，農村での緊張を激化するだろうとの警

告を受けた。 G・ ナンダ内相は土地改革実施委員会の議長として NDCで報告を

行ない，土地改革政策はさしあたっては急激な変草を要求しておらず，採用され

た政策を精力的に遂行すべきであると述べた。

v機械織業者工場閉鎖を決定 全印機械織業者連合会（AllIndia Powerloom 

Weavers Federation）は織糸，捲軸の価格高騰のため，価格が-WJFげ前の水準に

下がるまで傘下の工場を 8月27日以降閉鎖することに決定した。

22日 V政府肥料の自由販売を計画 ミシュラ食糧農業次官は上院で，現在の肥料

工場の生産高の30%を自由販売にする案を提出した。政府の方針としては， 1年
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後に50%, 2年後には70%を自由販売にする予定である。

V調査のためにハイ・パワー・コミツティを設置一一一決算委員会の55回目の報

告書に関する議会で、の審議には強い関心が寄せられていたが，野党の指導者がア

ミチャンド・グ、ループ。の不正に対する鉄鋼省の責任を追及する材料をさがしだせ

なかったために低調な議論に終わった。 5時間の審議を終えるにあたって，ガン

ジ一首相はアミチャンド・グループとの取引に関連する一切の問題を調査するた

めに， PACに勧行されたようなハイ・パワー・コミッティを，；史置する政府決定

を発表した。同－相は調査委員会法に基づく常設調査委員会を設置せよという野党

の要求には強く反対したが，設置を予定している委員会は識見ある著名人で構成

すると保証をした。またこの委員会の決定に基づいて適切な措置をとることを約

束した。

V中央政府の力シミール政策は変らず一一一ガンジー首相とナンダ内相は22日下

院で，シェイク・アプドラ氏と J・ナラヤン氏との間で最近行なわれた会談は政

府のカシミール政策の何らかの変更を示唆するものではないことを保証した。ナ

ンダ内相はカシミール問題で、は交渉の余地はなく，カシミーノレのインドへの帰属

は確実で，最終的で，取消せないものであることを繰り返した。ナラヤン氏がア

ブドラ氏とあったのは政府代表としてではなく，個人的意思によるものであると

述べた。ガンジー首相も一部の人の問でいわれている政府のカシミール政策の変

更は根拠のないものであり，インドのカシミールに対する態度には変りはないと

述べた。

V肥料工場建設費の見積り改訂を要求一一フィリッフ。石油会社がハルデ、イアに

建設する肥料工場の費用見積りはきわめて高いと言われている。予備調査では建

設費の見積りはきわめて高いのに生産能力が低いことが指摘されている。このた

め政府はアメリカの会社に改訂を求めている。これまでアメリカとカナダの会社

がインドの肥料工業の開発に関心を示しているが，これらの会社が要求してし、る

各種の条件をインド政府がどの程度認めるかまだわかっていない。

23日 ’ワシントン会談の記録の公表を要求一一一上院では平価切下げについての審議

が続けられているが，ジャン・サンの A・B・ヴアジパエ一議員は政府は平価切

下げ前にワシントンで行なわれたアソカ・メータ計画相の会談の記録一切を提出

するように要求した。これらの記録はアメリカがどの程度圧力をかけたかを国民

に理解さすために公表すべきである。圧力の問題を別にしても，政府は経済運営

の不手ぎわと物価抑制失敗の責任をまぬがれることはできないと厳しく政府を追
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及した。また会議派の R・K・ブワルカ議員も，もし農業生産増大のための適切

な措置がとられ人口増加率を低下させていたら，平価切下げは避けられただろう

と間接的に政府の政策を批判し，会議派議員の中にも平価切下げに不満をもって

いるものがいることを示した。

T IMCの選挙で会議34派議席獲得一一9月の第 1週に設置されることになって

かる InterimMetropolitan Councilの選挙で会議派は大勝利を収めた。選挙は

19日に行なわれ，会議派は42議席中34議席を確保した。以下，ジャン・サン6議

席，共産党1議席無所属1議席。なお42議員のほかに中央政府の指名する 5議員

が加えらオしる。

24日 V政府鉄鋼統制撤廃を拒絶一一鉄鋼省は Khadilkar委員会の“調整された統制

撤廃案”を採用する意向であったが，最高レベルで、の話合いで，政府は全種類の

鉄鋼の統制価格および配分統制を撤廃するのは行過ぎであるとし，この案の改訂

案が出来るまでは現在の政策を維持することに決定した。

' 5月の工業生産一一一季節調整済工業生産指数（1956ニ100）は 3%上昇し，

196.9となり，今迄の最高水準である前月の191.2 （改訂数字〉を越え，対前年同

月比では 7.6%増となる。内容的には，食糧，アルミ，電線，重無機化学，ガラ

スおよびガラス製品が伸び，繊維，ジュート，皮革，真ちゅうが減少しているo

v対ソ石油輸入契約調印一一インド石油公社はソ連邦石油輸出公団と 9万5000

トンの石油輸入契約に調印した。

v政府はテジャ会長の逮捕に反対せず一一一ガンジー首相は24日下院で，もしジ

ャヤンティ造船所の財政状態が悪化したのがD・テジャ博士の背任によるものな

らば， D・テジャ博士に対し民事あるいは刑事訴訟をおこすことに反対しないこ

とを明らかにした。首相はR・M・ロヒア議員（SSP）が「テジャ博士を逮捕し，

処罰する決定をするかどうかによって首相の良心がためされるJと詰めよったの

に対L, 「政府は彼の逮捕に反対していない。しかし彼が新聞に報じられている

ようにフランスにいれば，インドはフランスと犯人引渡し条約を結んでいないの

で，引渡しを求めることはむずかしいJと答えた。

Vマハラシュトラ州のセクレタリアートの仕事マヒ一一24日ボンベイでサムプ

ラ・マハラシ’ユトラ・サミティが組織したデモのためにセクレタリアートの仕事

がマヒした。デ、モは州政府が州議会でマハラシュトラ・マイソーノレ州境紛争を解

決する決議の全員一致採択に失敗したことに抗議して行なわれたものである。

v知事は摘発を緩和するよう圧力を加えず一一ナンダ内相は24日下院で，政府
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はパンジャブ州知事に退蔵者，不当利得者，その他の反社会的分子に対する処置

をゆるめるように政治的圧力を加えたことはないと野党の主張を否定した。これ

はH・V・カマテ議員がパンジャブでの退蔵者の摘発が緩和されたのは，選挙前

に資金面での支援が得られなくなるのをおそれたニューデリーやパンジャブの実

権をもっている政治家の圧力によるものだ，と信ずべき理由があるかどうかと質

問したのに答えたものである。またナンダ内相は「パンジャブ州で特別かわった

ことは何も実施されず，同じようなことがほかのすべての州で行なわれている。

パンジャブ州知事はイニシアチプをとり，中央政府はそれを認めたまでだ。しか

しこの問題で知事に圧力がかけられたことは絶対にないjと述ペた。

25日 Vジャヤンティ海運国家管理に一一ジャヤンティ海運会社は，国有化されない

が，政府がD・チジャ会長の持株を取得して経営権を握ることになった。調査に

よれば政府が融資した金は5000万ノレピーを越え，会社の全船舶の価値を上回って

いる。政府は会社の損失約3000万ルピーをカバーするためにテジャー会長の持株

(2200万ノレピー相当）を取得するととができ，またテジャー氏個人名儀の銀行預

金700万ノレピーを差押えた。政府は首相の許可を得て迅速な措置をとり，会社の船

舶の売却を防いだ。レディー運輸相はテジャー博士に対しては情状酌量の余地は

なく，内務省はいかにうまく彼を逮捕するかを考えていると語った。

v労働争議による労働日の損失一一1965年中に労働争議により中央政府所管地

域で60万5000人労働日が失われたと公式に発表された。この数字はインダストリ

アル・ディシプリン・コードが施行されていなかった1958年に失われた総労働日

の38.8%に当たる。 1965年の損失労働日は印パ紛争の勃発により労働組合が自発

的にストを抑制したことを考慮すればかなり高いようである。

vジャン・サン・ SSP選挙協定成立一一ジャン・サン・ SSPの選挙協定がポパ

ールで聞かれた党指導者合同会議で、承認された。両党のスポークスマンは「多数

の選挙区で協定ができ，若干のむずかしい選挙区でも協定ができた。候補者の協

定リストは9月末までにできょう」と語った。両党は来たるべき選挙では会議派

を政権から追落とすために戦うという共同コミュエケを発表した。

V金細工人の逮捕者700人を越す一一金統制令の即時廃止を要求するサチャグ

ラハ運動の一環として， 300人以上の金細工人がニューデリーの議会の前で逮捕

を求めた。これまでに700人以上の金細工人が警察に拘留されている。サチャグ

ラハ運動に参加した金細工人は家族と一緒に金統制令廃止を叫び、ながら議会に向

かつて行進した。
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Vボンベイ・パンダで41人負傷一一物価騰貴と失業の増大を阻止する政府の対

策を要求して一部左翼政党が組織したボンベイ・パンダで，市内と工場地区の日

常活動に混乱が生じた。パンダで輸送機関，商店，ホテル，工場の機能は止まっ

た。 一部地域では警官との衝突があり41人の負傷者を出した。

またニユ｝デリーでも，物価騰貴と平価切下げに反対するデモが，ニューデリ

ー・ジャン・サンによづて組織され， 5000人が参加した。

26日 V輸出関連工場に原材料を緊急手配m一一政府は機械・金属品，薬品・塗料・染

料・ゴム等を合む化学，プラスチック，食品，衣服等の輸出関連工場に対して原

材－料を早急に供給するよろ対策をとるととを決定したの

V金統制令の緩和検討一←政府および会議派主脳部の会議で，政府は金細工師

に（延棒でない）金の保蔵を認め， 22金までの限度で儀式および宗教用装飾品の

製作を許可する方針を検討するととになったの

V教科書の製作を文部省に移管一一教科書製作が，近く教育省の専管事業とな

るの現在，教科書の製作は工業省の所管であるの教科書製作事業の移管はガンジ

ー首相の発案によるもので， M・C・チャグラ教育相がそれに伴うあちゆる問題

について検討を行なっている。

v外資会社幹部のインド人化進む一一B・ミスラ工業相は下院でわが国にある

外資会社幹部のインド人化が進んでいるととは，喜ばしい正次のように述ペた。

1000ノレピー以上の報酬をもらっているインド人の数は1956年1月1日の4862人か

ち1965年1月1日には 1万6302人に増加した。他方非インド人の数は同じ期間に

6566人かち3014人に半減した。外資会社に雇用されているインド人の比率は1954

1r.の33%から1965年には88.4%に上～昇Lた。

' 2鉄鋼会社への貸付利子を一部免除一一一B・グプタ議員は26日上院で，政府

が TlSCO,USCOの2大鉄鋼会社に対する政府融資（総額2億ルピー）の利子

をJ 部免税したことで T・N・シン鉄鋼相を追及Lた門グプタ議員の主張によれ

ば政府が1958午7月かん 2大会社に行なった融資は2億ルピーにのぼり，その利

子はlOOHルピーになるが，政府は1958年かちでなく 1961年から利子をとること

にしてし、る。 TISCO,USCOがあげてし、る膨大な利益と剰余金を考慮すれば利

子を免除しなければならなし、理由はどこにもない。 2大独占に対する特別の配慮

は会議派の選挙資金の寄付によるものである η 大臣は国民を犠牲にして大独占会

社と結託していると激しく非難した。これに対しシン鉄鋼相は「TISCO, IISCO 

に対する融資と利子の凶収でやましし、点はなにもない。協定の結果，利子を別に

円
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して， IISCOはすでに元本5180万ルピーを， TlSCOは5000万ルピーを支払っ

た。残りの元本と利子は1972年までに支払われることになっている」と答えた。

27日 Vマハラシュトラg1111の2閣僚， 16議員が辞任一一一マハラシュトラ州政府の2閣

僚， BPCC（ボンベイ地区会議派委員会〉の委員長，ボンベイ選出の会議派議員

15名は，27日「ゲラ・ダロー」，「ボンベイ・パンダ」の日に，州政府が市の法と秩序

を維持できなかったことに抗議して辞表を提出した。辞表を提出した閣僚はs・

シャー保健相， J・H・タレヤルカーン住宅相で， これにより州内閣， 与党にか

つてない危機が生じた。ボンベイ市の会議派首脳はハルタルの日に警察が市民を

十分に守るような措置がとれなかったために，内閣が内部から崩壊する危険を感

じている。ナイク首相は記者会見で「辞任には全くおどろかされた。あまりにも

突然のことなので，少し考える時聞がほしい。関係者と話合いたい」と語った。

T 253議員が政府の核政策を支持一一ガンジー平和基金は27日首相に原子力を

平和的，建設的目的にのみ使用するという政府の政策を強く支持するという覚書

を送った。この覚書にはジャン・サンを除く全政党の 253議員がサインしている

ガンジー首相首身もこの中に名前をつらねている。 253名の署名者のうち167名は

下院議員で86名が上院議員である。

V商ベンガル議会「食糧論争」で荒れる一一西ベンガル議会は26日食糧需給状

態の審議で対立がおき，混乱のうちに延期された。 P•C• ヤン首相が野党の質問

をはぐらかし，関係のないことを答弁したため， S・ロイ議員が首相の答弁をさ

えぎって「われわれは西ベンガル州で人々がなぜ餓死し，政府がそれにどう対処

しようとしているか知りたいJと発言した。これに対しセン首相が「西ベンガル

では餓死者は出ていない」と反論したため，野党はおこって立上がり議場は騒然

とLTこ。

28日 Vケニヤ，インド人8人を追放一一ジョモ・ケニヤッタ・ケニヤ大統領は大集

会で演説し「ケニヤは8人のアジア人を追放した。これは彼らがインド人である

からでなく，破壊活動を働いたためである。破壊活動をしたものは人種のいかん

を問わずちゅうちょせず処罰する」と述べた。

T U. P. g1l1I，重要機関のストを禁止一一一U.P.州知事は28日，公共の利益のため

一般あるいは特別命令により重要機関（essentialservice）のストを禁止する権限

を政府に与えるU.P.州重要機関保安令（U.P. Essential Services Maintenance 

Ordinance 1966）を施行した。保安令に規定する重要機関には州務に関係する重

要機関，教育長または U.P.州高等学校・中等教育局が教育機関と認めたもの，
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U. P.州法に基づいて設立された大学などを含んでヤる。保安令で違法と認めら

れたストライキに参加したものは， 6月以下の懲役または500ノレピー以下の罰金

またはその両方に処せられる。違法なストに参加するように煽動したものまたは

助長したものは最高1年の懲役または1000ルビー以下の罰金またはその両方に処

せられる。事情を知りながら違法なストライキを助長または支援するために金を

出したものは最高1年の懲役または1000ルビー以下の罰金またはその両方に処せ

られる。警察官は同法により処罰の対象となる行為をしたと合理的に推定できる

ものを逮捕状なしに逮捕できる。

V右派共産党インディアン・パンダを計画一一右派共産党の S・A・ダンゲ委

員長は28日アムリッツアーノレで、同党は中央政府を総辞職に追込むために17大都市

で“インデ、イアン・パンダ”を組織する予定だと語った。中央政府は問題の解決

に失敗し，国の威信を低下させ無能であることを証明した。閣僚と鉄鋼省の高級

職員の聞に汚職が広がっている。最近のボンベイ・パンダの成功は政府によい反

省の機会となった。

V第4次計画草案議会に提出一一一アソカ・メータ計画相は第4次5ヵ年計画草

案を議会に提出した。 （特記事項参照）

29日 V計画委員会，基本消費財の国家販売を主張一一計画委員会は第4次計画の草

案の中で基本消費財の国家販売を要求して次のように述べている。政府は現在基

本消費財を消費協同組合，国営デ、パート，公正価格店を通じて公定価格で販売し

ているO しかし基本消費財の価格を妥当な水準に押えておくためには，穀物，繊

維，食用油などのような基本消費財の卸売，小売に国家が介入し，統制を実施す

る必要がある。重要消費財の価格を押えるためには価格体系全般に大きな影響を

もっ工業原材料の価格を統制する特別措置をとる必要がある。

v必需品令，下院を通過一一収穫時およびそのあとでの食用穀物，食用油の供

出価格を決め，地方自治体に退蔵品，退蔵のために使用された袋，運搬設備を没

収する権限を与える必需品令（修正）が29日下院を通過した。農村地域出身の議

員は特に選挙が近づし、てし、るために生産者の利益を守るために，同法のこまかい

点まで詳細に審議した。 C・スプラマニアム食糧相は原案の条文のいくつかの修

正に同意し，供出法違反のストックを没収する罰則規程の対象から食用穀物およ

び食用油種の生産者をすべて除外した。この規定は生産者を除く卸売業者，退蔵

者，不当利得者のみを対象に適用される。ストックを持続けてU、るものは収穫後

3ヵ月間の平均価格で、支払われるQ
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V失業者，第4次計画末に1400万人に一一第3次計岡末に900～1000万人正推

定されていた先業者は第４次計画には１４００万人に達するものとみられている。第

４次計画草案は計画期間中に２３００万人の労働者が増加するのに対し，非農業部門

での雇用の増加は約1400万人，農業部門では450～500万人ふえ合計で1850～1900

万人に達すると推定している。したがって第4次計画期間中の失業者の増加は，

400万以上となろう。

30日 V野党，首相の計画草案討議参加要請を断わる一 野党は沼4次計画の草案作

成前に政府，計画l委員会かん相談を受けなかぺたとの理向でfl"杵！の計両草案討議

参加要請を断わった。首相にf{l待3れた野党党首のうち少なくとも 4人は会議を

ボイコットしたり

Vスワタントラ党議員第4次計画を批判 ースワタントヲ党の N・G・ランガ，

D・パテノレ， s・5・マリスワミの3議員は第4次計画は会議派の「独占資本の

選挙計画で国民の計画ではなし、」と批評し次のように述べた。もし会議派支配が

1968年までに終らなければ，きびしく，悲惨な事態になるだろう。第4次計画は

増税，統制の増大，行政と政府企業へのインフレによる支出，農業，工業，特に

流通分野への政府の介入の増大をもくろんでいる。

曹洪水で、360万人が被害を受ける一一ビハーノレ州の洪水被害についての公式報

告書はハイ・レベル・コンフアレンスに付託された。公式報告に上れば同州全お

そった最近の洪水で360万人が被害を受けた。穀物の被害は 155)J :r.ーカー， 2.5

億ルビーで， 2万5000戸の家が損害を受けるか，破壊された。洪水は＇. 1700平方マ

イルに被害を与えた。

V税額払戻し制の延長一一政府は，産業開発法第1表記載の商品を生産する企

業に対して，第4次5ヵ年計画期間中税額払戻し制度を延長することに決定した

これにより，法人税の基準年次税負担額を越える課税部分の20%で，課税額の10

%を越えぬ限度で払戻しが行なわれる。

31日 Vテジャ前会長は2900万ルピーを詐取←－N・s・レディ運輸相は31日上院で

ジャヤンティ海運の前会長テジャ博士の背任行為について次のように説明した。

テジャ前会長は会社から2900万ノレピーを詐取したが，彼の持株（2800万ノレピー相

当）と政府が凍結している国立銀行ロンドン支店の個人名儀預金700万ノレピーを

合わせれば， 3500万jレピーになる。会社に投資した国家資金は全く安全である。

会社の所有する全船舶は政府が運営し，外貨ををかせいでいる。政府はテジャ博

士を告訴したので，裁判所が最終判決を下せば，テジャ博士がし、る国に行って彼
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の引渡しを要求することができる。

V前商工会議所連合会長第4次計画草案を批判一一一前商工会議所連合会長M・

チナイ氏は31日ニューデリーで第4次計画へのアプローチは“非現実的である”

ときめつけ，次のように述べた。 2375億ルビーとし、う計画規模ではインフレーシ

ヨンになるのは必至だ。国民は第3次計画中の物価騰貴に大きな不満を感じてお

り，さらに物価が上がるのは遺憾だ。統制を多くしても物価は抑制できず，増税

では計両資金を動員することはできないQ そのような考え方は時代遅れであり，

棄てさられぬばならない。第4次計画では以前の計画で犯したあやまりに注意し

て，開発に新たな方向づけを行なう必要がある。
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9月の概況

当初から紛糾を続けた国会（モンスーン・セッション）は10日の会期末に

到るまで閣僚の不正行為の追求，議事妨害，登院停止などに終始し，議会史

上にない荒れた国会となった。

政界では来るべき 2月の総選挙に備え，各党はそれぞれ選挙綱領の作成検

討，候補者の人選，野党各派の反会議派の協定工作などが活発化してきた。

会議派選挙綱領草案の審議を図って，綱領が従来からの会議派の政策の繰

返しに止まり新鮮味に乏しいとして，会議派議員内部での批判が強まり，食

糧問題などの当面する重要問題に対する具体的対策が要求された。綱領審議

の過程で銀行国有化などの政策を廻って党内左右両派の対立が目立ち，従来

主張されてきた政府部門の拡大，重工業の国家開発，私的独占の禁止等，従

来主張されてきた社会主義型社会の路線を更に押進めようとするソシアリス

ト・フォーラムの主張と中道的自由主義的右派諸勢力の主張が対立し，結局

両者の妥協として，従来から繰返えされてきた新味のない会議派の主張に落

着いた模様で，今後における両派の対立が注目される。

これに対して野党各派は，各州で反会議派運動促進が計られ，ケララ州で

は反会議派共同戦線が政策宣言を発表したが，他の諸州、lではきわ立った成果

をあげるには至リっていない。

端境期に入り食糧不足で M.P.州で餓死者が出たとも伝えられたが，各地

の食糧事情は明らかでなく，恐れられた食糧危機はまだ表面化していない。

政府の食糧見通しは選挙への含みもあってか，今年度の穀物生産高を9500万

トンと発表し，依然として楽観的である。

経済面からみれば，工業生産は漸次上昇しているが，期待された輸出の伸

びは必ずしも順調とはいえない状態である。

食糧危機，物価騰貴を反映して，西ベンガル州での賃上げを要求する教員・

公務員スト，左翼連合戦線によるゼネスト，ボンベイ・カルカッタの港湾ス
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トなどが依然として続発している。

荒れた国会

7月24日に始まった国会（モンスーン・セッション〉は9月10日にその会

期を終えたが，今国会ほど荒れたことは過去に例がなく，特権侵害動議の連

発，あるいは非難の応酬，大臣の汚職の暴露，登院停止，議事の中断などの

行なわれなかった口はなかった。実質審議の始まった25日に，まず議題の先

議をめぐって与野党が対立し，議長命令を無視した野党議員が登院停止処分

を受けたが，野党側も平価切下げを理由に内閣不信任案（共産党提案）を出

してこれに対抗した。不信任案は与党が圧倒的多数（定員508名中375名）を占

めているために簡単に否決されてしまった。その後，今国会の最大の焦点と

なるはずの経済状態に関する審議にはいったが，すでに内閣不信任案の審議

の段階で平価切下げ，政府の経済運営の失敗などについての批判が出つくし

てしまったことと，予想外に強い会議派の団結（平価切下げを擁護するとい

う党の決定〉を破れず， IMFから切下げを支持するアドバイスを受けたこと

をガンジ一首相に認めさせたにとどまり，政府を決定的に窮地に追込むには

到らなかった。会議派内で平価切下げに関して意見の対立があったことは公

然の秘密で，会議派の最高機関である運営委員会のメンパーにすら，ガンジ

一首相と一部の閣僚が委員会に相談なしに切下げを断行したことと，アメリ

カの圧力に屈したことに強い不満をぶちまけるものがあった。そこで，会議

派内の批判派の声が議会にも何らかの形で出るのではないかと予想された

が，平価切下げを擁護するという党の決定によって完全に沈黙させられた。

特にメノン前国防相は批判派の急先鋒で、あるとみられていたのに，そのメノ

ン氏が議会で党の決定にしたがって切下げ擁護演説をしたのはまことに奇異

な感じを与えた。ともかくも，会議派は総選挙を控えて議会で内部対立をさ

らけ出すことなく，表面的には統一を保つことに成功した。

今国会は野党側の政府攻撃の材料一一一平価切下げ，アメリカの圧力への屈

服，物価騰貴，デモ・集会に対する武力鎮圧，無能な政府に対する信頼の低

下など一ーはそろっていた。事実，野党側はこぞってこれらの諸問題をとり

あげて政府の政策を追求したが，野党の攻撃には迫力が欠けていた。開会第
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1日にH ・ムケルジー氏（共産党右派〉が平価切下げ，政府の消極的外交政

策を鋭く突いた以外は， SSP,PSP，ジャン・サンなど各党の代表はささい

な問題にこだわり，経済政策，外交政策など重要問題で政府を窮地に立たす

ような場面はみられなかった。 H• ムケノレジー氏は，平価切下げを初めとす

る政府の経済政策は一部の財閥の利益に奉仕するものであること，ベトナム

問題に対する政府の消極的態度の裏には，アメリカの圧力があることを暴露

し，政府の政策の階級的性格を国民に印象づけようとした。たしかに，その

限りにおいては一応目的を果たしながらも，野党があまりにも少数の議会に

おいては，会議派政府に政策の転換を迫ることも，政府に衝撃を与えること

もできなかった。

これに比べて共産党以外の野党が積極的に行なった大臣，高級官僚に対す

る個人攻撃は一般の注目を集めただけでなく，ガンジー内閣に大きな衝撃を

与えた。 C・スブラマニアム前鉄鋼相とアミチャンド系企業との関係（スブ

ラマニアム氏がアミチャンド系企業を正当な理由なくブラック・リストから

はずした〉， チヨードリ蔵相のカルカッタの一法律事務所の捜査に対する干

渉，ボータリンガム元鉄鋼セクレタリアートが輸入許可証の不正発行を黙認

したことなど，攻撃の材料にはこと欠かず，野党の追及でガンジー内閣は激

しくゆすぶられ，一時は2閣僚 cc・スブラマニアム食糧農業相， s .チヨ
ードリ蔵相）の辞任説が流れたほどであった。スプラマニアム事件について

は野党が司法調査を強く要求し，ガンジ一首相が最高裁の前判事に事件の非

公式調査を依頼するのではないかとの憶測も行なわれたが，そのような措置

が悪い先例を作るという理由から，企業と何らかの関係を持つ一部閣僚が，

司法調査には猛烈に反対した。結局，閣僚の抵抗が功を奏して野党の要求は

入れられず，スブラマニアム事件の司法調査は行なわれずじまいとなった。

決算委員会の55期報告の指摘に端を発したC・スブラマニアム事件は，野党

が新たな追及の材料を入手できなかったためそれ以上の進展はなく，アミチ

ャンド系企業を全部ブラック・リストに掲せたこ Eがどうしてもれたか，ま

た，どのようにして再圧延工場，海運をブラック・リストからはずす了．作を

したかなど多くの疑問点を残しながら追及は打切られた。

スプラマニアム事件あるいはチヨードリ事件にせよ，鉄鋼の不正取引事件
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にせよ，財界と政治家あるいは高級官僚との特殊な結付きの一端をのぞかせ

る事件であった。インドでは民族資本の発展が遅れたのにひき比べ，イギリ

スの植民地統治の必要上から，官僚制は早くからできあがり，官僚の力は絶

大であった。独立後もこの点は基本的には変わらず，特に5ヵ年計画の実施

以来，経済に対する政府の統制は強まり，許認可事項は多くなり，官僚の力

は強くなる一方である。他方，民間企業は先を競って輸入許可証，工業設立

許可証などを入手し，競争上有利な地位に立つ必要があるために，実力ある

政治家をそのための仲介者として利用することになる。ここに政治家と財界

との結びつきが利権を媒介に生まれることになるが，会議派が15年間も政権

の座にあり，一方で経済の官僚統制が強まってきているとあっては，この腐

敗した関係は増長する一方である。それがときたまムンドラ事件のような形

で暴露されることがあるが，大部分が闇かち閣にほおむりさられている。今

回のスブラマニアム事件でもほんの少し， しっぽを見せただけで全貌は明ら

かにされなかった，露見するものはほんの氷山の一角にすぎない。

議会での与野党の対決が多かった割には本来の立法活動は低調で，めぼし

いものでは「パンジャブ州再編成法Jしかなく，ほかの法案の審議の時は定

員を割ることもしばしばあった。その理由としては，野党が選挙を前にして

一般の注目を集める問題をとりあげ， 「人々の目に政府に対する不信感を印

象づけるよう全神経を集中」（Link,Sept. 11）するからだと与党はいし、，首相

自身が野党の議会戦術の背後には選挙に対する考慮があるという見解を表明

している。たしかにこれまでも選挙の前の議会は荒れるといわれていたが，

第2次，第3次選挙の時はこんなことはなかった。その責任を野党にばかり

負わせることができるだろうか。むしろ「独立以来今日ほどデモ，パンダ（注o,

労働争議，ダノレナー（注2）が多いことはない。これを野党の選挙作戦として片

付けることは，あまりにも近視眼的であろう。これは，物価騰貴，苦難，つ

のる危機感に対する一般国民の苦悩から生まれる不安の増大を反映するもの

である。これらの問題は，必然的に議会に反映される。実際，国民の感情を

反映さすのが議会の役目である」（Link,Sept. 11）とみるのが妥当であろう。

むしろ明らかに選挙を意識した行動が多かったのは政府の方である。 C・ス

ブラマニアム氏を司法調査にかけようとはしなかったし，政敵が多く，その
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経済政策が好意をもたれていないスプラマニアム氏が“不死身”でありえた

のも，選挙の前に党のイメージをこわしたくないためだったといわれている。

食糧の退蔵者，不当利得者などの反社会的分子に対する摘発も，会議派の下

部組織から選挙資金が入らなくなるという声が強く出て緩和されている。ま

た，政府が必需品令を緩和して，食糧の生産者は大小を問わず摘発，没収の

対象からはずしたのも，農村における会議派の主要な選挙基盤である富農，

地主の支持を失いたくないためであった。そのあおりで余剰食糧の供出と公

正価格店を通じてそれを配給するという政府の政策は，実施できなくなって

いる。以上のほかに，牛の屠殺を禁止するというようなコミュナルな要求を

通そうとしたのも，選挙目あてであったことは見えすいていた。以上の事実

からしても，政府の方が野党よりもずっと選挙を強く意識して，国会でそれ

を露骨に出したことは明らかである。このように，絶対多数を誇る与党が党

の要求をごり押しすれば，少数の野党が対抗上，許されるぎりぎりの手段に

訴えるのは当然であろう。

（注 1) handhは元来は閉るという窓味だが，ハルタール（hartal）と同じく，工場，

交通機関，千f公n，商店など全州的あるいは全市的，全町的なゼネストのことを

（注2) dharnaは元来はピケをはるという意味だが， ピケに限らず街頭デモ官公

庁の入口，裁判所前などでのハンスト，すわりこみをその内容としている。左翼

政党はノミンダを，右翼政党はダルナーを使用している。

修会議派選挙綱領と内部対立

独立後4回目の総選挙は， 来年2月19日から26日まで実施されることが発表され，

各党とも選挙綱領の作成，候補者の選定，他党との選挙協定，党指導者の全国遊説な

ど選挙準備に追われている。第4次総選挙は過去3回の選挙と違って，独立以来最も

深刻な経済的・社会的危機の中で行なわれるだけに，総選挙の前哨戦は，議会ではも

ちろんのこと，院外でも激烈になっている。野党は9月10日に終わった議会（モンス

ーン・セッション〉で，平価切下げ，物価騰貴，食糧不足，会議派と財界との関係，

ベトナム政策などをとりあげて，政府の経済政策の失敗，外交的政策での自主性の喪

失，汚職を追及することによって， 政府の無能および腐敗堕落を国民に印象づける一

方，議会で圧倒的多数をほこる会議派に対する攻撃には限界があるため， 院外闘争に

重点を置き，ストライキ，デモ，ハンスト，各種抗議集会などの反政府運動を活発に

内
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展開し，政府が国民の要求に対していかに冷淡であるかを訴えている。会議派は過去

の総選挙では，圧倒的支持を得て15年間政権を担当してきた。 しかし，第3次計画の

失敗によるインフレの高進，租税負担の増大， 食糧危機などにより，国民の政府に対

する不満は高まり，さまざまな形で爆発している。国民の会議派に対する信頼はゆる

ぎ， “過去の栄光”にもかげりが見えてきた。加えて，過去3lrl]の総選挙で会議派を

率いて戦い，卓越した指導力を発揮したネノレー氏は， 1963年に死去している。政権に

ついて10ヵ月しかたたないガンジー首相は，党に対する統制力，個人的人気の点でも

故ネノレ一首相には比肩すべくもない。これは会議派にとって大きな痛手である。 この

ような不利な情勢の下で， 選挙を迎える会議派がどのような政策を示すかは大いに注

目されていたが，会議派は13日選挙綱領草案を発表し， 9月24,25の両日， ケララ州

のエノレナクラムで、聞かれた大会で、それを採択した。

選挙綱領は前文と26項目（基本政策，新社会の誕生， 最もきわだサた生産の増大，

侵略に対する戦い，都市の財産に対する制限，農業労働，農業信用制度， 宗教に対す

る平等な尊敬，国連に対する強力な支持 の九つが主項目）よりなり，量的には多

くのものが詰込まれているが，盛られている政策は「大部分が従来の会議派の政策の

繰返し」 （TheTimes of India）であり，新鮮味に之しいだけでなく，インドが直面し

ている重要な問題に対する充分な解答を与えていない。これらの点は 19,20日の両日

聞かれた会議派国会議員の会議でも批判され， 綱領の修正が強く要求された。会議派

国会議員の会合の席上では以上のほかに｜もし政権を担当するつもりなら選挙綱領は

党が実施を約束するプログラムを詳細に叙述すべきであるJ, 「選挙綱領は食糧不足と

いう重要な問題に答えていないJ, 「会議派の提示する闘の自立化とは何かはっきりし

ない」， 「国民の本当の気持と期待を反映させることに失敗しており，国民大衆にアピ

ーノレしないJ，「焦点がぼやけている」など多方面にわたる批判が続出している。 V・

パンディット女史も， 「これまでの選挙綱領の中で今回のものほど内容に之しく，期

待を裏切るものはなくJ青年やインテリ層にはアピーノレしないだろうときめつけてい

る。

ところで，選挙情勢は与党会議派にきわめて不利だとみられているのに， なぜこの

ような内容に之しいお粗末な選挙綱領草案ができたのだろうか。また，党の最高機関

である会議派運営委員会の作った綱領に対して， なぜこのように厳しい批判が出るの

だろうか。 これに対する回答として，会議派内部の左右の対立が，ますます激化し，

それを反映して政策の混迷が顕著になったことがあげられよう。会議派運営委員会の

草案審議の段階で銀行固有化， 都市の所得と財産に制限を設ける問題などで両派の主
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張が鋭く対立し， 故ネノレ一首相の下で草案作成者として腕をふるってきたナンダ内相

が草案の手直しをして，両派に受入れられるような草案を書上げている。たとえば，

銀行国有化問題は， K・ メノン前国防相らが銀行の国有化を強く主張したのに対し，

モラノレジー・デサイ元蔵相らはこれに激しく抵抗して，ステイツ・パンク・オブ・イ

ンディアの機能の強化を要求して両者の聞には妥協点はなかったが， 結局，綱領には

銀行を社会的統制の下におくという， 自由な解釈を許しうるような形で取入れられて

いる。すでにこの段階で，銀行固有化問題に限らず，従来主張されてきた社会主義型

社会の目標であるパブ、リック・セクターの拡大， 重工業部門の国家による開発，私的

独占の禁止，所得の平等化などを積極的に推進しようとするソシアリスト・フォーラ

ムの要求が抑えられ， デサイ元蔵相ら右派の主張が事実 k通っている。ただ党内の力

関係でソシアリスト・フォーラムの主張が抑えられでも， 党としては国民政党を標梼

していかなければならないし， また，従来のいきがかり上からも，一挙に社会主義型！

？士会達成のための政策を水割りできない立場に立たされている。 このような対立の中

から生まれてくる政策は， だれをも満足さすことのできない奇妙な混合物でしかあり

えない。

したがって， 「パブリック・セクターの役割を繰返すことはスワデーッシ（国産品

愛用），自立化のようなスローガンを繰返すのと同じように必要で、あるのに，パブリツ

ク・セクターが経済の管制高地を占めていることが忘れられているO パブリック・セ

クターの発展の必要性は二の次にされている。……パブリック・セクターは経済にお

いて戦略上の重点となるべきなのに，選挙綱領ではこれについて何も言及してない。

民主的社会主義に対する会議派の忠誠も遠回しに， ためらいがちに繰返されている。

…プパネスワーノレ大会の誓いは選挙綱領で、は忘れられている。」（Link,Sept. 18）と

いう批判が出るのも当然であろう。 しかるに，エルナクラムの大会では，このような

草案に対してすら， 右派はかつてない，しつような集団的攻撃を加え，従来会議派が

主張し，過去の選挙で支持を得てきた政策をくつがえそうとしたと伝えられている。

それだけでなく， M・デサイ派は会議派の指導体制にまで挑戦し， カマラジ総裁，ナ

ンダ内相，さらには内閣全体の攻撃を行なっている。会議派内の右派勢力が大同団結

して集団攻撃を加えたことはかつてないことである。 これに対し，会議派首脳部と左

派は選挙綱領に揚げたスローガンと会議派の指導体制を防禦するのが精一ぱいで「左

派が党内でかつてないほど自己主張をしながら得たものはほとんどなし、」（Link,Oct. 

2）という結果に終わっている。選挙綱領の作成，審議の過程に現われた会議派内の左

右の対立は，候補者の公認をめぐる争いでさらに激化してこよう。各派とも自派の系
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列候補者を立てるために公認争いは露骨になり， ボンベイ地医会議派運営委員会は，

メノン前国防相をボンベイの選挙医から立候補させないように策動しているという。

右派としては，選挙は左派勢力を弱める絶好の機会であり， あらゆる手段を用いて左

派の追出しを図ることになろう。 このような形で左右の対立が深まれば，会議派指導

部の力が弱まっているだけに，党の分裂が意外に早く来る可能性もある。

場参金統制令の緩和

ガンジー首相は9月2日の議会で， 純度14カラット以上の金装飾品製造に関する制

限の廃止，金地金の所有禁止，限度以上の金装飾品を持つものは申告を必要とするが，

その要申告限度を引上げる， 金の精錬は政府の統制下に置き，いずれは国営化すると

いう金統制令の改訂を発表した。

先に5月の全インド国民会議派委員会の席上，金統制令の廃止を要求する問題がと

りあげられ，カラマジ総裁は政府が法令の廃止を検討中マあることを明らかにし， こ

のために非公式委員会が作られた。今回の発表に当ってこの委員会の調査結果も同時

に発表されたが，委員会の意見は政府の緩和策とは逆に，金統制令のより一層の強化

を求めており，首相の発言は委員会の意見を無視して行なわれたものである。今同の

発表に対し，従来から金統制令は金の魅力を人々から取去り， 密売買を止めさせるこ

とに失敗し， 逆にインフレを刺激する結果になったとして，その廃止を要望していた

会議派議員団は勿論，金細工師達の失業対策という立場から，左翼各政党からも賛成

された。しかし， SSP，スワタントラ党は賛成しながらも，「選挙のための人気取りJ

政策であると批判している。

委員会の意見では，金統制政策を実施した当時と比べて基本政策の変更を要するよ

うな経済・財政情勢の大きな変化もなく，外貨政策上も従来の方針を変える必要はな

い，人々から金の魅力を取去ることは長い期間を必要とし，短期間で統制の成果をあ

げることはできない， 14カラット以上の金装飾品製造を制限することは金の需要を抑

え，密輸された金の流通を阻むこととなる。金細工師達の失業問題については，教育

職能訓練などにより雇傭促進を計る。金地金の統制，金精錬の国有化などがあげられ

ている。このような委員会の意見を無視してガンジー首相が金統制の緩和に踏切った

のは， AICCの強い圧力と，最近金細工師達の運動も激化し，逮捕者が相継いで社会

問題となりつつあり，選挙も近づいていることから，金統制令の全廃はできないにせ

よ，何等かの妥協策を講ずる必要があったものと思われる。
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移第10回新聞登録報告書

R・パハヅノレ情報・文化相は6日，議会に第10回新聞登録報告書を提出した。以下

はTheTimes of Indiaに載ったその要約r注1）である。

インドにおける新聞， 定期刊行紙の発行部数は 1964年の 1900万から 1965年には

2000万に， 5.5%ふえている。日刊紙の発行部数は570万から620万に8.8%ふえた。

1965年末現在で525紙の日刊紙がある。 1965年中に日刊紙28紙，ツリ・ウィークリ

ーとパイ・ウィークリ－ 3紙が新たに発行を始め，ツリ・ウィークリー，パイ・ウ

ィークリ－44紙が廃刊した。言語別では43種の言語の新聞と 20種の言語のH刊紙

がある。ヒンディー紙が最も多く148，次いでウノレドウー73，英語56，マラティー

43，マラヤラム40の！｜頂となっている。 525キ氏のうち111キ氏がデリー，カルカッタ，ポ

ベンイ，マドラスにある。 13紙が10万部以上の発行部数となっている。

同報告書は初めて新聞社の組織，管理に関する特別調査をものせている。また，

日刊紙の広告収入の比率，総広告収入に占める政府広告の比率を求めるこころみも

行なっている。広告収入に関する資料が入手できる356紙のうち109紙が総収入の50

～75%を， 148紙が25～50%,73紙が2fi%以ドを広告収入であげている。 340紙中15

紙が広告収入の7fi%以上を，：16紙が日（）～75%を，間紙が25～50%を， 94紙が10～25

%を政府広行で得てし、る。

1965年には同一所有主（commonownership) （注2）の会社数は減り，それらの所有す

る新開も減った。 1965年には， 1964年の63社， 195紙，総発行部数520万に対し， 187

紙，総発行部数550万を有する 59社の同一所有主会社がある。同一所有主会社紙の

発行部数は1960年から1965年の聞に54.9%ふえた。 1965年には，同一所有主会社の

日刊紙の発行部数（430万〉がその年の日刊紙総発行部数に占める割合は前年度の

67.8%に対し， 68.4%となっている。同一所有主企業は首都の日刊紙発行部数の圧

倒的に大きな割合（93.3%〕を占めている。

言語地域の独占に関する研究によれば，同一所有主の経営する 6紙，非同一所有

主の経営する 5紙を含めて11の独占がある。独占紙は各言語地域の全日刊紙（地域

外で発行される日刊紙を含む〉の総発行部数の50.2%から 100%を押えている。政

党別では，会議派が最も多くの新聞（33紙〉を有L，次いで共産党（18紙〉，人民

社会党（6紙）の順になっているのしかしながら，共産党は発行部数（4万2230部）

で群を抜いている。

日刊紙の中には 100年近い歴史をほこるものが英字紙1紙， グジャラーティ紙2

紙ある。 50～100年のグノレープには，英字紙9紙，マラデfー紙2紙，タミーノレ紙
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2紙， ウノレドウー紙2紙，ベンガリー紙1紙，マラヤラム紙1紙がある。日刊，定

期刊行紙とも「早期廃刊」の割合が高くなっている。 1964年中に廃刊した日刊紙32

紙のうち20紙が5年以下， 7紙が5～10年の寿命であった。 25～50年のグループで

はわずか1紙が廃刊しただけであった。 50年以上では 1紙も廃刊していない。

1965年の総発行部数のうち日刊紙は630万， 29.2%を占めている。英字紙は560)j

と最高の発行部数をほこり，次いでヒンディー400万，タミーノレ250万，マラヤラム

160万の順となっている。英語， サンスクリット語を含む14の主要言語紙の総発行

部数は1964年の 1980万に対し， 2070万となっている（暫定）。 1965年の総発行部数

のうちマハラシュトラ州が４８０万で最高，次いでマドラス３９０万，デリー２５０万，西

ベンガノレ210万となっている。

1965年には前'if・の831紙に対し， 953紙が発行を始めた。 1965年末のわが国の定期

刊行紙は7:t32紙である。資料が利月lできる定期i刊行紙46:10紙の総発行部数は1520万

部であるり英字紙が最も多く，：390万部で、ある。

（注 1} インドには ThePress and Registration of Book日Actがあり，インドで

発行される新聞，定期刊行物はl司法に某づし、て夜録されている。したがって，新

聞，定期刊行物に関して相、＇1i信料できる，政府の手になる資料を入手することが
できる

（注2) 同一所有制にはchains,groups, multiple unitsの三つの形態がある。（1）チ

ヱイン二同・所有者によってーヵ所以上の中心地から 1紙以kを発行するもの。

(2）グループニ同一所有者の下でー中心地から 1紙以上を発行するものO (3）マルテ

ィプル・ユニットニ同一所有者の下で別々の中心地から名称，古前，発行期日を

同じくする 1紙以J：を発行するもの。

日誌（9月〉

1 日 V共産党（右〕， 10項目の請願を提出一一共産党（右〉は 1日，上下両院に10項

自の請願を行なったのこの請願はインド共産党全国評議会主催の内閣辞任要求デ

モに先だって行なわれたもので，請願書にはS・A・ダンゲ委員長， C・ラジェ

スワラ書記が署名している。 10項の請願要旨次の通り。

(1) 物価上昇を抑制し，食糧穀物，その他必需物資の政府販売と配給制を導

入して食糧と日常必需品を確保すること。
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(2) 75の独占事業体を解体し，中小企業を助成すること。

(3) 大衆の租税負担を軽減し，株式市場を閉鎖し，投機市場を禁止し，ブラ

ック・マネーと汚職を摘発すること。

(4) 労働者，公務員，その他の従業員に生活給と物価手当を保証すること。

(5) アメリカの PL480号による小麦，米への依存をやめ，農業生産で自給

自足を実現するために徹底した土地改革，その他の緊急措置を実施すること。

(6) 銀行，石油産業，外国貿易を固有化すること。

(7) パブリック・セクターの拡大，民主化を行ない，わが国の独立を危うく

するJ 切の外国との提携協定を廃棄すること。

(8) 警官の発砲，軍隊の使用を許す緊急権法，インド国防法，国民運動を弾

日：するその他の法律を廃止すること。

(9) 印米教育基金を廃棄し，国の要請に沿うように教育制度を改革すること。

帥 安価な住宅を助成するために大都市の市街住宅地を国有化すること。

Vチヨードリ蔵相，捜査に干渉一一チヨードリ蔵相が， 最近 Enfocement

Directrateが行なった OrrDignam and Co. （カノレカッタの一法律事務所〉のパ

ートナー， B・p・レイ氏の自宅の捜査に干渉し， 「無罪証明Jを出したことが

M・リマエ議員（SSP）によってとりあげられ，野党および一部の与党議員からき

びしく追及された。捜査を受けた法律事務所は，現在外国為替法違反に問われて

裁判中であるが，チヨードリ蔵相は同事務所に40年問弁護士として勤めていた

ことがあり，レイ氏とはきわめて親しい間柄である。捜査があって後，レイ氏が

蔵相に「捜査を受けたために自分はきわめて苦しい立場に立たされている。自宅

からは何も不利な証拠は発見されなかった。もし何も悪いことをしていないなら

ば，捜査をしたことに当局は遺憾の意を表すべきであると思うJと訴えたため，

蔵相が関係者に対し，法律事務所に遺憾の意を表し，捜査を行なった理由を説明

するように命じたものとみられている。 M• リマエ議員は会社法局のR ・C・ダ

ット氏から執行部長官宛の書簡の写しを提出し，捜査に対して種々の干渉を行な

った証拠をあげて蔵相を追及した。書簡によれば，ダット氏は執行部長官は使査

したことを書出iでレfJ＼に謝罪L,Orr Dignam法律事務所から押収した書類を

提出L，蔵相に見せるべきであるなど，蔵相が干渉したことをはっきりと示して

いる。このような証拠を示されたのに対し蔵相は， 「事務所に対する捜査が始ま

ったのはずっとあとのことであり，自分はそれには干渉しなかった。何も証拠が

発見されてないので，なぜ，どのような事情によって捜査が行なわれたかをたず
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ねただけである」と答えた。

V第4次計画に対する債権国会議は12月か 1月一一対印債権国会議は第4次計

画に対する援助を討議するために12月の後半か1月の初めに聞かれる見通しであ

る。来年度のノン・プロジェクト援助の約束もこのときにおこなわれることにな

ろう。債権国会議の討議の基礎となる報告書を作成するために来印する世銀調査

団の先発員は， 9月10日にインドに到着する予定である。ベルナード・ベノレを団

長とするfllj｝！の専門家は，ニュー・デリーでの仕事をll)jの第 1遡までに終える

ことになっている。 n14次計画の草案の写しはすでに航空便で世銀に送られてい

る。

V非優先部門の外貨割当減少 Raghuramiah供給・技術開発相は，今年の非

優先部門への外貨割当は昨年の割当の70%位に減少するであろうと語った。

2 日 Vガンジ一首相， リ一首相と会談一一ガンジー首相とリー・シンガポーノレ一首相

との会談が約1時間にわたって行なわれた。ガンジー首相は現在のインド・パキ

スタン関係について説明し，インド‘はパキスタンとの見解の相違を平和的に解決

するつもりであると述べた。リ一首相は東南アジア諸国が中国の政策，その他の

大国の戦術的・外交的圧力による脅威に対処するためにある種のコーオパレイテ

イプ・スキームが必要であることを強調した以外に特に新しい提案は行なわなか

った。

V上院，共産党の呼称で混乱一一上院でインド国防法に基づくアッサム州の逮

捕者に対するコーリング・アテンション・ノーティスを審議中に，共産党員を

「右派J，「左派Jと呼んだために恩わぬ混乱がおきた。会議派の議員がDIRに基

づいて逮捕された共産党員のうち「右派j共産党員は何人かとハティ国務担当大

臣に質問したとき， B・グプタ議員が，自党の党員を「右派共産党員Jと呼んだ

ことに強く抗議し，党にはE式の名称があり，党員はその名称（TheCommunist 

Party of India）で呼ぶように要求したりこれに対し会議派議員のなかから，両派

の区別をどのようにするかとの質問があり， ゴーシュ（左）議員が TheCom・

munist Party (Marxist）であると説明した。これに対しアピッド・アリ議員（会

議派）が， i山j派の区別は－方が他方より親中国の程度が低u、だけであると発言し

たために，ク守フ。タ議員が会議派とアピッド・アリ氏に対し激しい非難をあびせ，

アリ議員は親ピルラ財閥だ、と反論した。これに対L，アリ議員は共産党指導者に

対する個人攻撃を続けたが，これはグプタ議員の抗議により議圧が議事録から削

除した。
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V金統制令緩和へ一一ガンジー首相は議会で次のような金統制令を緩和する方

針を明らかにした。

(1) 純度14カラット以上の金装飾品の製造に関する制限を廃止する。

(2) いかなる形態でも金地金の所有を禁ずる。

(3) 限度以上の金装飾品を持つものは申告を要する。従って，限度以下しか

所有しない大多数の人達は申告を必要としない。

(4）金の精錬は政府の統制下に置き，いづれは国営化する。

(5) 貴重な外貨を食い潰し経済発展の障害となっている金を愛好する習慣を

なくすため，税制上・社会教育上の措置をとる。

首相は議員の質問に答え，金統制令の撤廃を要求する運動で、逮捕された金細工

師達を釈放する意向を明らかにした。

この方針に対し，会議派， PSP，共産党（右）の議員はそれぞれの立場で賛成

したが，スワタントラ党は「選挙のための人気取り」政策にすぎないとみている。

（移特記事項参照〉

3 日 Vゴアの帰属決定住民投票は総選挙前に一一ゴアの将来の地位を決定する住民

投票が総選挙の直前に実施されることに決まった。この住民投票は，ゴアがマノ、

ラシュトラ州にはし、るか連邦直轄領にとどまるかを決定するために行なわれるも

ので，単純多数決によって決められる。この決定は3日夜，コングレス・セント

ラノレ・パーラメント・ボードで行なわれた。パンドドカノレ・ゴア首相はガンジー

首相，その他の閣僚と会談したのち，ゴア住民の希望をかなえるような方法で近

く投票が実施されるという保証が与えられたことに満足していると語った。パン

ドドカノレ内閣は，非政党的な方向で実施される住民投票の数週間前に辞任するこ

とになろう。ゴアの選挙はゴアの地位が確定したあとで，ほかの地域と同時に実

施される。一方，ゴアの各政党はこの決定を歓迎している。

会議派の運営委員会は，ゴア会議派が住民投票でどのような態度をとるべきか

については何んの指令も出さない方針である。一方， PSPのM・ R・ダンダパー

テ議員は，ゴアの第 l[P］総選挙で住民でマハラシュトラ州への編入を望んでし、る

ことがはっきり示されたとのべ，将来の地位を決定する住民投票は必要ないと諾

つfこo

v不良商人の摘発は続ける一一M ・シャー商相は3日下院で，バンジャブチl十む

の不正，ヤミ市に対する摘発は日に見える効果をあげており，現在必需品は生産

者が設定した価格でうられてU、るなど，次のように述べた。内務大臣がバンジャ

ハリ円。
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ブ州知事に“ある種の圧力”によって摘発の手をゆるめるように要求したことは

ない。パンジャブ州以外の州でも摘発は始められている。 8月21日までに1247人

が逮捕され， 32人の官公吏が処罰された。逮捕者の中には不当利得者，退蔵者，

不正な混合をしたものが含まれているが，内訳は商人1171人，工業家，工場主90

人となっている。

TM. P. y1l1lで5人餓死一一－PSPの書記長 P・パシン氏は 3日， 子供3人を含む

5人が，マヅヤ・プラデッシュ州のシディー地区で最近餓死したと記者団に語っ

た。パシン氏によれば，村長はすでに当局にこれを報告している。パシン氏は｜司

州、｜を15Hr日1旅行したが，数千人の人が木の根，各種の草をたべており，栄養不良

と病気にかかっているのを見たと語っている。

V学生と警官が衝突し， 150人が負傷一一デリー大学法学部の学生数人が法科

の学生に対する BarCouncilの試験の廃止を要求して，この数日法相官邸の外で

ハンストを行なっていたが， 3日約2千人の学生が国会議事堂，法務長官の官邸

のまわりをデモ行進したあと法相官邸におしかけ警官隊と衝突した。警官は学生

を追いちらすために約20分にわたって警棒を使用したため，学生側も石，レンガ，

木ぎれを使って応戦した。この衝突で警官50人を含む約150人が負傷した。学生

側の話では，警官がハンストをしている学生を排除するために警棒でなぐり，テ

ントを倒したので，これをデモ隊が阻止したが，暴力はふるわなかったと言って

いる。

V金の所有申告一一チヨードリ蔵相は会議派の会合で， 2千グラム以上の金を

所有するものは申告するようにし，現在の約百の金精錬所は政府の統制下に置く

方針であると語った。

4 日 V印パ両国民の自由な交流を，ガ首相演説ガンジー首相は4日夜，全国向けラ

ジオ放送で、パキスタン関係，第4次計画草案，物価問題，外国援助，金統制令緩

和などについて次のような演説を行なった。

1. インドはパキスタンとの友好関係を求めており，隣接国が争うことなく

お正が平和にくらしていくことを望んでいる。われわれは経済協力を望んでお

り，し、われのなし、恐怖を取除くために両国民が自由に往来十ることを希望して

いる。

2. þÿ{,4次計i出i草案は，インドが今日直面している困難な事情の下で規模，
内容において均衡のとれた発展を追求しようと熟慮した結果生まれたものであ

る。国民は第4次計・画をアカデミックにあるいは教条主義的にでなく， 「わが
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国の一切の膨大な人的・物的資源を動員でき，かっしなければならない行動計

画」として慎重に検討し，特定の問題，特定のプログラムについて意見を述べ

ることを希望する。

3. 物価問題の解決は，①農工業生産の増大，②中央，州政府のインフレ財

政の回避，⑧全面的な節約，によって取組むべきである。問題解決のために政

府がこれまでとってきた諸方策は満足すべきものではない。

4. 金統制令はいくつかの点で、緩和したが，全統制令を全面的に廃止するつ

もりはない。金統制令は社会改革の長期的方策であり，国民はし、つまでも金の

とりこになってはならない。国民は国富を創造するために，より生産的に金の

ストックを投資すべきである。

T SMS議員が辞表提出へ一一一マハラシュトラ州の上下両院で，野党のSMS（サ

ムユクタ・マハラシュトラ・サミティー〉の議員が7日にV・P・ ナイク州首相

に対し辞表を提出する見込みである。 SMSの執行委員会は，州政府が4月5日

上下両院で行なわれたマハラシュトラ・マイソール州境紛争に関する全員一致の

決議を実行することに失敗したことに対して抗議するために4日，この決定をし

た。ナイク首相への辞表提出にあたって， SMSの議員は自分たちの辞表と一緒

にPSPの州会議員の会議派議員全員の辞表を上下両議長に提出することを州首相

に要求することになろう。

▼餓死者は出ず―――――Ｍ.Ｐ.州政府発表―――――マズヤ・プラデッシュ州政府は，ヴィ

ヅヤ・プラデッシュ地区で餓死が出ているとの発言を否定した。 Y・P・シャス

トリ州会議員は先週， 100人が餓死したと発言したが，調査の結果，餓死者は出

てないという公式の発表が行なわれたもの。

T ICMF政府部門での繊維会社設立に異議一一ICMF（インド綿工場協会〕は，

計画委員会が提案している政府部門に輸出向綿紡工場を設立する構想、に反対する

意向を表明した。計画委員会の年間支出4～5億ルピーを要する工場建設案に対

し， ICMFは，この半額でこの程度の工場建設は可能であり，しかも現存の企業

がまだ望ましい生産規模まで、拡大されていないこと，現在原材料が不足している

のであり，生産設備が問題なのではないなどの理由から，政府部門企業がこの分

野に進出する必要はないとしている。

5 日 T CIDが議員の尾行・電話の盗聴 M ・リマエ（SSP), A• K・ゴーパラン

（共左〉氏ほか20名の議員が， ショート・ノーチス・クェスチョンで CIDが国

会議員を尾行，監視し，電話の盗聴，手紙の検閲を行なっており，議員の特権が
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侵害されていると激しくナンダ内相を追及した。ナンダ内相は野党議員が CID

に尾行せられ，電話が盗聴されていたとU、う主張は「完全に誤っている」と否定

した。内相は野党議員の発言を否定して，インド郵便法には中央および州政府に

公共の安全のために郵便物を没収，留保，その他の処分に付す権限を与える規定

があると答えた。この発言に対して野党議員は強く抗議し，電話が盗聴され，郵

便が開封されていると主張し，尾行された例をいくつかあげてナンダ内相に食い

さがった。しかし，内相はそのようなことが行なわれているという報告を CIDか

ら受取っていなし、と答弁しただけで，そのような事実を認めなかった。

l DIRで左派共産党の2議員を逮捕一一U・C・ シュクラ内務次官は5日下院

に対し，左派共産党のD・デプ， B・ダッタ議員が DIRおよび Cr.P. C., IPC 

の条項に違反したかどで、逮捕されたと報告した。シュクラ内務次官は，なぜ先週

議会に対し， 2議員が DIRだけで逮捕されたとの報告が行なわれたかについて

調査することに同意した。同次官は再考の結果， 2議員の逮捕が Cr.P. C.と

IPCの条項違反にされたことによるものではないかという見方を強く否定した。

野党議員は，電報では逮捕が DIRだけで行なわれたことになっているのに，先

週，なぜ議長が誤報を受けたかを知らせることを要求した。

l PAC財政制度を批判一一決算委員会は財政の外部に対する公表制度がきわめ

て不満足であると批判した。 5日に議会に提出された第57期報告書で同委員会は

現実との関係において支出項目を作る制度がなく，それが議会の支出に対する統

制を非効果的なものにしていることを指摘している。たとえば，外部公表のため

の，過去3ヵ年間の「無線・ケープ、lレ」の支出項目をとりあげれば， 1963～64年

には30万ノレピーの予算に対し123万5879；レピーが支出され， 1964～65年には140万

ルビーの予算に対し実際の支出は188万3790ノレピーに達し， 1965～66年には120万

yレピーに対し， 388万1800；レピーとなっている。 この指摘に対し， 同委員会に出

席したフォーリン・セクレタリーは，追加支出は中国および、パキスタンの侵略と

いう予期せぬ事情から生じたものであると述べた。

v政府5業種の経営代理制度廃止を決定一一Pathak法相は議会で，政府がジ

ュート，製紙，セメント，綿織物，砂糖の5業種の経営代理制度廃止を決定した

ことを発表した。これは，経営代理制度に関する委員会が提案したセメント，綿

織物，砂糖の3業種の経営代理制度の廃止を認め，ジュート，製紙でのそれの継

続を拒否したものである。なお， 1966年4月現在の経営代理制度を採用している

会社は869社で，このうちこれら5業種は302社を占めている。
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6 日 V恒久的独占調査委員会の設置決定一一中央政府は独占調査委員会の勧告にし

たがって，独占の増大と制限的取引慣行を阻止するために，法律による恒久的委

員会の設置を決定した。委員会の勧告に対する政府の決議はノfタク法相が5日J

両院に提出↓た。決議は6ページよりなっており，委員会の主要な勧告と政府の

決定事項を簡単にまとめ，流通および生産分野での独占的傾向を統制するために

すでに実施してし、る一般的政策の概要を示している。委員会は独占および制限的

取引慣行委員会（theMonopolies and Trade Practices Commission）と呼ばれ

ることになり，議会で制定する法律に基づいて設立される。このために必要な法

律はできるだけ早く上程する予定である。

委員会の権限に関しては，政府は委員会が勧告したように制限取引の’慣行につ

いては強制力をもち，独占的慣行については強制捜査権をもつことで、政府の意見

は一致した。しかし，経済力の不当な集中を防止する点については，法律による

委員会は勧告的任務のみをもつことを政府は決定した。政府の決議によれば，委

員会は既存企業の拡張，企業の多角化，合併，整理，再建のような問題について

政府から付託された事件の十分な調査を実施したのち政府に勧告することができ

る。これらの事件に関する最終決定は，場合によっては政府または裁判所の手に

ゆだねられる。

Vマハラシュトラ，，，，，法相が辞任 V・P・ナイク州首相は，マハラシュトラ

州知事にシャンティラノレ・シャ一法・保健相の辞表を受理するように勧告したも

のとみられている。ナイク首相は先週末に，勧告とともに辞表を知事に提出して

いたとみられている。知事は2, 3日中に辞表の受理を発表することになろう。

シャー氏は最長老の閣僚であるが， 8月28日ボンベイ地区会議派委員会の決定に

従って17人のボンベイ選出議員とともに辞表を出していた。これらの議員は8月

24, 25日の両日左翼政党が組織した「ゲラー・ダロー（州境変更〕J「ボンベイ・

パンダ（ストライキ〕」に対する政府の処置に抗議して辞表を提出していた。

V会議派議員，銀行固有化を討議 会議派国会議員会議（Congress Parlia-

ment Party）の実行委員会は，銀行国有化問題について討議し，賛否両論が表明

された。この会議のイニシアティブをとったM ・ダリア氏は銀行の固有化を要求

し，B・J・アザード議員もこれを支持した。固有化に反対した議員はヒマツイグ

ヵ，R・タンティア， R・S・パンデ氏である。この日の会議は第4次計画草案を討

議するために聞かれている一連の会議の一つである。

V繊維工場40工場が閉鎖一一アーメダノミードの繊維工業の経営が悪化し， 40工
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場が閉鎖に追込まれた。同業界はかつてない危機に直而していたが，印パ紛争，

平価切下げによってさらに悪化したもの。アーメダノミー lごの工場の売上高は1960

年の12億ルピーから 1964年には 190億ノレピーにふえたが，一方，同じ期間の税引

前の利益は9510万ノレピーから6600万ルピーに低下している。そQ後も利益はさら

に低下している。経営悪化の重要な原因は，生計費上昇のために大衆の購買力が

低下しているのに加えて，生産コストが急速に上昇していることにある。金融の

逼迫，取引慣行の混乱も事態をさらに悪化させた。アーメダバード工場主協会長

のK・カナイヤラル氏は，もし効果的な措置がすぐにとられなかったら，さらに

多くの工場がただちに倒産に追込まれるだろうと語っている。

7 日 V食糧事情の不安続く一一スブラマニアム食騒・農業相は， 7日下院で食糧事

情に関する10ページのステートメントを発表した。それによれば，アッサム，ピ

ノ、－，レ，ケララ，西ベンガノレの各州の食糧事情は依然窮迫している。米のストッ

クの不足も懸念されている。しかしながら，できるだけ多くの米をきわめて乏し

い外貨をさいて輸入する措置をとっている。中央政府のストックに対する国内か

らの米の供給はごくわずかになっている。このステートメントの発表後，一部の

野党議員から，一部地域から供給される食糧穀物の質が悪いとの苦情がで，議場

のテーブノレの上にそのサンブ。ノレを提出した。また，餓死者が出ているとの発言も

あったが，スプラマニアム氏はいくつかの州で食糧の窮ー迫が広がっていることは

認めたが，マヅヤ・プラテッシュあるいはアンドラ州で餓死者が出たという主張

は否定した。

V印・パ両国軍首脳会談一一ラジオ・パキスタンは7日，インド軍参謀長クマ

ラマンガラム大将がパキスタン軍最高首脳との会談を提案した覚書をパキスタン

が受取ったことを確認した。ラジオ放送はパキスタン政府が提案を検討中である

との政府筋の発言を引用した。もし会談が行なわれることになれば，場所はニュ

ー・デリーになろう。

Vチヨードリ蔵相，捜査への干渉を否定一一チヨードリ蔵相は7日下院にステ

ートメントを提出し， OrrDignam事件の法律上の手続きに干渉したことを否定

した。それにより誤解を招いた経緯を説明し，主観的印象に基づいて行動したこ

とも， OrrDignam法律事務所のパートナー， B・p・レイ氏に遺憾の意を表す

るようにエンフォースメント・ディレクトレイトに要求したこともないと述べて

いる。これに関連する質問が行なわれ，再び緊迫する場面もあったが，この問題

はこれで一応落着するものとみられている。
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Vジャン・サン，ゴ、アの住民投票を支持せず一一ージャン・サン党のD・ウパヅ

ヤヤ書記長はボンベイで記者会見を行ない，総選挙の立候補者，ゴアの住民投票

問題などについて次のように語った。 ジャン・サンは次の総選挙には国会に 275

名，州議会に約2千名の候補者を立てる。 マハラシュトラ州議会には 175人の候

補者を立てる。党運営委員会はlOJjの第1週にカルカッタで会議を聞き，選挙綱

領を決定し，選挙作戦をねる。

ジャン・サンはゴアで住民投票を実施することには反対である。住民投票は必

要でないだけでなく望ましくない。州、｜境を確定しているインドの政治地図は「一

部の人々の態度の変更よりも原則に」適合させるべきである。州再編成委員会は

いくつかの基準を設定し，いくつかの州がそれに基づいて再編成された。ゴアお

よびその他の直轄領の合併はこの原則に従うべきである。たとえ住民投票で独立

州の推進者が100%の勝利を収めたとしても，ゴアはマハラシュトラ州と合併す

べきである。

8 日 Vオリッサ内閣に内部崩壊の危機一一オリッサ州政府の閣僚13人全員が， s. 

トリパティ州首相に辞表を提出したの トリパティ首相自身もカマラジ会議派総裁

に辞職を願いでているとみられている。閣僚に近い筋の話では，閣僚の行動は，

州首相のカマラジ総裁に対する最近の手紙に閣僚の名誉を傷つけるような個所が

若干あることに抗議してとられたものである。トリパティ首相の辞任はカマラジ

総裁がB・パトナイク氏に選挙中の会議派の全責任を負うように要請した手紙が

原因だとみられている。その手紙でカマラジ総裁は，現時点では州内閣の改造は

やらないというパトナイク氏の見解に同意している。一方， トリパティ首相から

カマラジ総裁への手紙では，首相は辞職を要請し， トリパティ氏はこの数ヵ月間

行政上の問題で、パトナイク氏および会議派の同僚と意見の相違があることを報告

したものをみられている。

V洪水で450万人が被災，ピハールg1111一一ピハール州議会は，州の洪水，早ば

つの被害に関する2日間の討議を始め， B・ パテノレ歳入大臣が議会に被害a情況の

報告を行なった。報告によれば， ビ、ハールではことし 5千ヵ村， 4千平方マイ

ノレ， 450万人の人が，かつてない洪水の被害を受けたO 洪水で28人の人命がうば

われ， 48頭の家畜が死んだ。 250万エーカーの土地が洪水にやられ， 2億ルビー

の穀物が被害を受けた。早ばつによる被害も什｜の各地に及んでおり，パデ、ィーの

移植が可能なのはわずか20～30%で，パダイの収穫もわずか40%程度しか見込め

ない。
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Vマイソール州に穀物融資制度を導入一一生産者向けの農業金融を行なう穀物

融資制度（Crop-loansystem）がマイソーノレ州に導入される。現在制度的・行政的

組織を強化し，穀物金融制度を実施する手はずがととのえられている。マイソ－

yレ州の協同組合の金融体系は，基本組織としてのプライマリ・コーオパレイティ

ブ・クレジット・ソサエティー，中間段階として中央協同組合銀行，頂点に国立

協同組合銀行があるが，準備銀行総裁は穀物融資制度を実施するのに必要な金融

の流れをスムースにするように，金融体系を強化することをマイソーノレ州政府に

アドノミイスした。

V力ビール氏，西ベンガル会議派の腐敗を非難一一一会議派総裁あての手紙で会

議派を離脱しパングラ・コングレスに加入することを発表しているH・ カビール

元石油・化学相は，西ベンガノレの会議派の腐敗，堕落を攻撃する次のような手紙

を公表した。腐敗しきった，無節操なグルーフ。が組織をにぎり，会議派が定立し

たあらゆる原則を破っている。その結果，今日では会議派は西ベンガノレで、は孤立

し，だれの信頼も得ていない。信用のおけない指導体制と金で雇われた支持者が

州民にきらわれて，組織自体の信用も全く地に落ちてしまっている。西ベンガル

会議派の再建のために働くのは，会議派の理想、を信じるものの義務であるが，独

立以来の経験が教えるように，これは容易なことではない。組織の選挙は形式的

なものとなり，抗議は無視されている。

V第4次計画の鉄鋼不足懸念さる一一鉄鋼関係当局は，ルピ一切下げ後のコス

トの上昇と予期しなかった事態の進展で，当初計画より切り縮められた鉄鋼生産

目標すら達成することができず，第4次計画後半の3年間は極度の鉄鋼不足に悩

まされるのではないかと懸念している。第4次計画の鉄鋼計画に要するコストは

300億ノレピー以上にはね上り，公共部門のピライ， ドノレガプーJレ， ルーノレケラ，

ボカロの拡張費は120億ノレピーから150億lレピー以上になる見込である。またこれ

ら製鉄プラントに対する外国借款交港が順調に進まず，着工が遅れたり，第3次

計画の拡張計画の完成が遅れているため，第4次計画期間中に鉄鋼生産目標を達

成できる見込はあやぶまれている。

9 日 V 閣僚， トリパティ』1111首相の要請をける一一昨日辞表を提出していたトリパテ

ィ内閣の閣僚は，辞表の撤回を拒否したために， トリパティ政権の退陣は避けら

れなくなった。閣僚は首相との個人的な話合いにも応ぜず，セクレタリアートに

も姿をみせなかった。トリパティ首相は閣僚の辞表提出に対して，これまで何ん

の処置も取っておらず，会議派運営委員会の指令を待っている。
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一方，会議派運営委員会は閣僚の辞任問題でのB・パトナイク氏の役割を重視

し，閣僚の辞任は州会議派の主導権を奪うためにパトナイク氏が仕組んだものと

みている。会議派運営委員会は，総選挙までオリッサ州の指導者の交代はしない

という最初の方針を変えておらず，閣僚は運営委員会に相談せずに辞表を提出す

ることはできないという党規約に基づいて，辞表を撤回するように圧力をかけて

いる。

vネパールの外貨収入ふえる一一ネパーノレの外国貿易量の90%を依然インドが

占めているが，政府の外国貿易の多角化政策により，外貨収入がふえはじめてい

る。エコノミック・サーヴェイ（1965～66年）によれば， 1960～61年から1965～

66年の聞に，交換可能通貨総収入は2460万ルビーから7030万ノレピー（ネパール通

貨〉に増大している。しかしながら，ネパールの国際収支は依然赤字が続いてい

る。ネパール政府が貿易の多角化を図ったのは，インドからは国内の経済開発に

必要な設備，原材料などが十分に入手できないことが原因で，パキスタン，中国，

ソビエト，ユーゴなどと 2国間貿易協定を結んで貿易を拡大している。

v石けんを10%値上げ 化粧用，洗濯用石けんを製造しているボンベイの大

手製造会社は， 15t=iから製品価格を引上げると抜打ち的に発表し，卸売り業者と

小売り業者に新価格を伝えた。上げrl届は約10%である。カルカックに本部をもっ

インド石けん・化粧品製造業者協会の一役員は，値上げは全国的に実施すると語

った。上げ幅は化粧用石けんで5パイサー，洗濯用石けんで6パイサー，パー・

ソープで9パイサーとなっている。

製造業者は，値上げは原材料の絶対的不足によるもので，値上げするか労働者

を解雇するしか途がないと言っている。平価切下げ前は牛脂がトン当り1725ノレヒ。

ーで業者の手にはいったのが，平価切下げ後は輸入許可証なしには全然輸入でき

なくなった。製造業者は代用品として落花生油を使っていたが，落花生油も値上

がりし， トン当り4600ルピーとなったので製品の値上げをせざるをえなくなった

もの。

f CAB織物委員の原綿供給案に賛成一一CAB（原綿諮問会議）は綿統制令に基

づき，適正な固定最高価格でインド綿の供給を調整するという織物委員の案に賛

成した。案によると，織物委員が任命した者による工場への定期的な原綿割当，

支払規制，徴発，最高価格以上の全原綿の調査等の実施を要望している。

10 B Vパンジャブ州再編成法成立一ー上院はパンジャブ州再編成法と電力供給法

（修正〉を可決したのち無期限に休会にはいった。上院は次期会期（ウインター・
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セッション〉を11月7日に再開する予定である。

Vナンダ内相，オリッサ内閣の危機を否定一一ナンダ内相はオリッサ州で憲法

の停止に等しい非常事態が起きているとの野党議員の批判を否定し，次のように

述べた。州首相は行政責任を十分に果たしており，閣僚の辞表はまだ受理してい

ない。自分はけさ州首相と電話で話したが，彼が職務を遂行していることは明白

である。野党議員が要求するように議会でオリッサ問題を討議したり，中央政府

が干渉したりする場合ではない。

V西ベンガル州で教員スト 西ベンガノレ州で non-Government secondary 

scoolsの教員約5千人が，生活給，物価手当の引上げ，物価手当と生計費のリン

クを要求して10日から無期限ストにはし、った。このため， 4千校以上の学校の機

能が事実上マヒした。政府は最近賃金表を改訂したが，すでに勤務している教員

には金銭的思恵を何らもたらさなかったため，教員を満足させることができなか

ったものである。教員らは14日から知事官邸前で無期限すわりこみを始める計画

である。

l 1965～66年の企業数と払込資本額一一一1965～66年におけるインドの株式会社

総数は2万7141杜で，そのうち5906社が政府部門に属している。払込資本総額は

287.5億ルピーで，政府部門は132.6億ノレピーである。

V鉄鋼の生産コスト6%上昇一一鉄鋼省の計算によると，ノレヒ。一切下げ後販売

向鉄鋼価格は6%上昇している。そのうち 5%は硫黄，銅，錫，亜鉛等の輸入原

料および部品類の切下げによる価格上昇によるものであり，あとの1%は切下げ

による資本費用の増加によるものである。

11日 Vオリッサ危機解決のために力マラジ総裁新たな指令一一12人の閣僚に辞表の

撤回を要求する指令を11日夕，マラジ会議派総裁がだしたにもかかわらず，オリ

ッサ州政府の危機は未解決のままである。カマラジ総裁が指令をだす前に，辞表

を出している閣僚の態度には何ら変わりはないが，総裁の忠告は受入れる方向に

あるという電報をB・K ・パニ氏から受取っている。危機解決のための努力はこ

れによりざ折したにもかかわらず，総裁は会議派の州議会の指導者の更迭をしよ

うとする閣僚の圧力作戦には屈しない決意をしたものとみられている。

これについて，総裁はガンジ一首相を含む会議派運営委員会の完全な支持を得

ている。総裁とガンジ一首相はブ？パネスワールから来たB・パトナイク氏とオリ

ッサで、の事態の推移について 1時間以上にわたって話合った。パトナイク氏はこ

の会議で，現在の危機に自分が加担していることを強く否定したものとみられて
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いる。閣僚の辞表提出を，自分が仕組んだと会議派運営委員が主張しているのは

全く事実無根だと述べ，総裁との間で激論がかわされたものとみられている。ガ

ンジ一首相とカマラジ総裁は，パトナイク氏に12人の閣僚に辞表の撤回を説得す

るよう要請した。しかし，パトナイク氏はやってみようと言っただけで， 12人の

閣僚に辞表を撤回させることについては何も述べなかった。この会議のあとで，

パトナイク氏は閣僚と電話で連絡をとった。

vデリー地区ジャン・サンが3日間の決起集会一一デリー地区ジャン・サンは

12日から首相官邸前で3日間の「ダノレナー」を始める。この「ダノレナーjは，政

府の経済政策に対する“国民の憤り”に目を向けさせるためにジャン・サンが実

施する全インド的規模のアジテーションの一環である。同党は12日からすべての

地方裁判所とテフシル（郡）裁判所の前にピケをはり，ハンストを行なって抗議

集会を聞く。インド・ジャン・サンの党首B・マドク氏は，党員に暴力をふるわ

ないように訴えた。

vビルマ政府，インドの銀行に補償一一一ピノレマ革命政権は1963年2月23日にピ

ノレマにある全銀行を固有化していたが， ピノレマ銀行固有化委員会は 9f-1, 400万

チャットにのぼる補償を受ける外国銀行6行と邦銀5行の名称、を発表した。補償

を受ける外国銀行の名称と金額は次の通りである。インディアン・オーバーシー

ズ・パンク（14万8716チャット）， ユナイテッド・コマーシャル・パンク（2万

3355チャット〉，パンジャブ・ナショナノレ・パンク（26万1911チャット），ナショ

ナノレ・グリンドラヤズ・パンク（94万0058チャット），マーカンタイノレ・パンク・

オプ・インディア（5万9628チヤツト）。

欠損を出している銀行はすでに資本金を本国に回収しているので補償を受ける

権利はないため，損失に相当する金額と資本金に相当する払戻しをしなければな

らない。その銀行の名称と金額は次の通りである。セントラノレ・パンク・オブ・

インディア（28万5982チャット〉，チャータード・パンク（183万5673チャット〉，

香港上海銀行（260万4743チャット〉。

本国より資本金あるいは本店よりもちこんだ資本としてすでに政府より受取っ

ている補償額が今度決定した補償額よりも多い銀行は政府に払戻ししなければな

らない。しかし，銀行固有化委員会は，すでに払込資本金に相当する額あるいは

本店より持込んだ資本に相当する額を受取った外銀7行と邦銀5行が，返済すべ

き1200万チャットをすべて免除する決定を発表した。

V退職官吏が官舎に居すわる一一一M・C・カンナ公共事業・住宅・開発相はガ
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ンジ一首相への政府支出節減策を提案した手紙の中で，名誉顧問が延長許可を得

て10年以上にわたって官舎に居すわっていることを指摘した。退職官吏は前から

住んでいる住宅あるいは政府施設を利用する目的で委員会あるいは理事会の名誉

顧問，名誉議長を引受けている。また，いったん引受けると，住宅に居すわるた

めにあれこれと理由をつけて任期を延ばす傾向がある。カンナ氏は中央政府の名

誉顧問が一般用プールを占拠していることを指摘し，これは公務員の正当な権利

を奪うだけでなく，資格のないものに政府施設を使用させる慣行として決算委員

会の批判の対象となっていると述べている。さらにカンナ氏は，政府企業が大都

市にゲスト・ハウスを持つことにも反対している。現在政府企業は4大都市に45

のゲスト・ハウス（ニュー・デリーに16，カルカッタに13，ボンベイに10，マド

ラスに 6）をもっているが，政府企業が少なくとも賃借りしているゲスト・ハウ

スの維持をやめ，職員がデリー，カルカッタに来るときは政府施設を利用すれば

相当の節約ができると述べている。

V自動車工業の業績順調一－Economic Times紙によれば， 1965～66年の自動

車業界の伸びは順調で， 9社の売上は 17.6億ルビーで，対前年比で9.7%の上昇

を示している。しかし，収益率は売上高利益率で前年の10.5%から10.3%，使用

総資本利益率で前年の12.8%から11.9%に低下している。この業界での不満は，

原材料部品が不足し，政府の数度の輸入政策の変更でしばしば生産が停止するこ

とである。なお，第4次計画の自動車生産目標は5万台である。

12日 V会議派主脳部銀行固有化で意見対立一一会議派運営委員会は11日，党の選挙

綱領を5時間以上にわたって討議したが，銀行の国有化については鋭い意見の対

立があるために結論を得ず，この問題については特に言及しないことになりそう

である。選挙綱領で銀行国有化にふれることに強く反対したのはモラルジイ・デ

サイ氏と S • K・パテイル氏で，この問題に対する党の立場を明確にすることを

主張したのはT・T・クリシュナマチャリ， Y・B・チャパン，クリシュナ・メ

ノン，ピジュ・パトナイク氏ら数人の議員とみられている。銀行国有化に対する

主な反対論の一つは，準備銀行が銀行，信用機関に対して強い力をもっていると

いうものである。また，銀行固有化を考える前に，政府はステイト・パンク・オ

ブ・インディアの機能を改善すべきであるとの意見も出た。ただ，選挙綱領には

政府の手をしばることになるような銀行国有化に対する特定の方向付けまたは明

確な方針は盛込まないということでは全員の意見が一致した。このため選挙綱領

は銀行制度に対する社会的統制を徐々に加えていく必要性を強調するだけになり
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そうである。

’計画相第4次計画達成に楽観的一一一アソカ・メータ計画相は，既に建設され

ている設備の生産能力は将来によい見通しを与えてくれる。第3次計画の当初4

年間の発展は第2次計画期より目覚ましかった事実からみても，第4次計画にお

ける発展のテンポは今迄より速いと思うと楽観的見解を明らかにした。しかし，

目標達成の鍵は貯蓄と投資にあるとし，増税を避けるためには積極的な貯蓄促進

が計られる必要があり，高額所得者への増税は当然であると語った。

f 12閣僚， トリパティ州首相に 3条件を提出一一トリパティ・オリッサ州首相

に反旗をひるがえしている12人の閣僚は，辞表撤回の条件として，（l)N・チヨー

ドリ， H・マフターブ氏らの“反会議派”運動を公然と非難する，（2）閣僚には辞

表提出前のポストを与える，（3）閣僚を中傷した9月1日付けの会議派総裁あての

トリパティ首相の手紙を撤回するーーという三つの要求を出した。地方会議派運

営委員会の会長B・K・パニー氏は夜，ニュー・デリーに向かったが，閣僚の要

求とそれに対するトリパティ氏の反応をたずさえていったものとみられている。

トリパティ氏はパニー氏に対し， “反会議派運動”をすでに批判したこと，閣僚

は辞表を出したことを口実にしてポストの再配分を要求しておらず，自分は辞表

提出によって彼等のポストを変えたり，ポストをふやすつもりはないこと，カマ

ラジ総裁への手紙では閣僚のことにはふれず党の友人のことにふれただけである

ことを伝えたものとみられる。

f BPCC，メノン前菌防相の選挙区変更を要求一一BPCC（ボンベイ地方会議派

運営委員会〉会長P・G・ケール氏はクリシュナ・メノン氏に対し，総選挙で大

ボンベイ以外の選挙区から立候補するよう再び要請した。ケーノレ氏は8月31日に

ボンベイ以外の選挙区から出るよう要請する最初の手紙を出しているが， 9月3

日に出した手紙で，メノン氏は世界的に知られた人物なのでボンベイ以外の選挙

区からでても勝てるし，他の州から出馬してほしいという招請も受けていると述

べている。メノン氏はこれに対する返事で，過去2回の選挙で自分を選出した北

ボンベイの選挙民の意志に関係なく公認を受けると述べたものとみられている。

今回のケラ一氏の手紙は，これに対する返事とみられている。

V鉄鋼取引を調査する 3人委員会を設置一一中央政府は12日，過去15年間の鉄

鋼取引を調査するための3人の委員の任命を発表し，不法行為あるいは不正をし

たものに対する処罰（行政的あるいは民事，刑事）を勧告した。前インド最高裁

判所長を長とする委員会の調査課題は12日に官報に公告される政府の決議に発表
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されている。委員会は決算委員会の第50期報告で指摘されている鉄鋼省の関係す

る取引と1951～52年以降に多数の輸入許可証あるいは認可証の発給を受けたもの

との取引を調査することが要求されている。

’EICA原綿輸入のための中央機関に反対一一一EICA（東インド綿協会）は政府
の中央機関を通じて原綿を輸入するとし、う提案を，不健全で運営できず，ロスの

多いものであるとして反対した。 PL480号による外国綿輸入の固有化は配給に問

題があるし，輸入コストを増大させる。外国市場で経験を積んだ輸入業者および

その従業員が生かされなし、などの理由で好ましくないとしている。

13日 V会議派，選挙綱領を発表一一会議派は政治，政策，対外関係など26項目， 14

ページよりなる選挙綱領を発表した（移特記事項参照）。

Vナイク首相，山M境紛争で住民投票を提案一一ゴアの将来を決定するために住

民投票が実施されることになったが，マハラシュトラ・マイソールの州境紛争解

決にも住民投票が検討されている。これは， 13日マハラシュトラ州の上院でV・

P・ナイク首相によって明らかにされた。州、i境紛争より生じた事態を審議する動

議を提出するにあたって，首相は両州の中間にある州境地域で住民投票をすると

U、う“新しいアフ。ローチ”がマイソール州首相との会談で検討されたことを議会

に報告した。マイソール州首相は提案を検討する時間を要求したが， 9月10日に

予定されていた両州の首相会議がマイソール州首相の病気のために開けず，マイ

ソーノレ側の態度は明らかにされていない。

Vオリッサ州政府の危機解決しそう一一12日の会議派運営委員会あとパトナイ

ク氏はいくぶん態度を軟化させていたが， 13日のカマラジ総裁との午前，午後の

2回の会談の模様から判断すると，現在の手詰まりは解決しそうである。カマラ

ジ総裁は閣僚は私と会う以前に反抗的な態度を改め，無条件で辞表を撤回するも

のと信じていると語った。

vラグナ氏，資本家のスワタントラ支持を否定一一スワタントラ党の指導者N・

G・ラグナ教授は，スワタントラ党が資本家と旧藩王（マハーラージャ）の政党

であるという見方はまちがっているなど，次のように述べた。金持はほとんどみ

な会議派の側に回っている。真のマハーラージャの政党は会議派である。マハー

ラージャの中で“勇気”があり，内需金のことを気にせず，会議派をきらったも

のだけがスワタントラ党に入党した。そのほかのものはみな会議派に残ってい

る。 “搾取者”を勇気づけているのは会議派である。もしスワタントラ党が資本

家のチャンピオンだったら， “搾取者”に反抗しないであろう。
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T IDBI年次報告一一一産業開発銀行（IndustrialDevelopment Bank of India）の

年次報告によると， 同行の 1965～66年の産業に対する直接援助は 5.14億ルピー

（前年2.98億ルピー〉で，その主な融資先は肥料，化学で半分以上を占め，セメ

ント (16%），機械金属（16.9%）がこれに続いている。

V綿業界国産原綿の工場供給規制に反対一一綿業界では，工場に対する国産原

綿の供給を規制する織物委員案に対して強硬に反対する模様である。業界では鉄

鋼，セメント，化学等多くの品目で統制緩和の方向にあるのに，綿のみ統制を受

けるのは納得できないとしている。

v非鉄金属鉱業の民間小規模企業許可制一一政府は，非鉄金属鉱山の民間小規

模企業を許可することは産業政策決議に反するものではないとし，この政策を擁

護した。非鉄金属鉱山の中には各地に鉱山が散在し，埋蔵量も少なし、ものが多く，

大規模に国家で経営するには不適当なため，民間の小規模経営にまかせたほうが

妥当な場合が多く，しかも非鉄金属の不足が目立っている折でもあり，このよう

な処置をすることは産業政策決議に反するものでないとしている。

14日 V西ベンガル州政府公務員がスト一一賃金，物価手当の引上げなどを要求して

いる西ベンガル州政府公務員は，州の公務員組合共闘会議の呼びかけに応じて 1

日の休暇闘争を行ない，西ベンガノレ・セクレタリアートのノン・ギャゼッテドス

タッフの2%が出勤したにすぎなかった。庁舎にはいろうとしたものもあニったが

庁舎の前に組合はピケをはらなかった。市，地方の州政府事務所では出務率は多

少良かった。この休暇闘争で州の配給業務に影響を与え，カノレカツタの配給所に

毎日供給される食糧穀物2千トンを供給できなかった。

Vオリッサ州内閣の危機解消一－N ・ロウトラエ副首相を含めた12人の閣僚が

会議派総裁の権威に屈し，総裁の命令による辞表の無条件撤回を14日夕行ない，

オリッサ州内閣の危機は終わった。ロウトラエ副首相はトリパティ首相に公式の

手紙を出すに先だって，カマラジ総裁に電話で自分を含めた12人の閣僚は総裁の

命令通りに辞表を撤回したことを伝えた。それから30分もたたないうちに， トリ

パティ首相も辞表が撤回されたことをカマラジ総裁に知らせた。

▼印パ両軍首脳，平和維持措置に同意―――――印パ両軍の首脳は特に国境地帯での

平和を維持保障するための措置について同意した。これはP・P・クマラマンガ

ラム・インド軍参謀総長とA・M ・y.カーンCommander-in-chief-designateと

の2時間にわたる会談ののちに発表されたもので，国境の緊張を高めるような方

法で軍隊の移動を行なわないなどの措置を含んでいる。
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Vマハラシュトラ州議会の23議員辞職一一マハラシュトラ州議会の上下両院

で，サムユクタ・マハラシュトラ・サミティーに忠誠を誓っている野党の23議員

がマハラシュトラ・マイソール国境紛争の解決が遅れていることに抗議して14日

辞表を提出した。

議会での野党の指導者・K・N ・ヅルブ。氏はV・P・ サイク首相あての手紙で，

マラティ語を話すすべてのものの意思表示として，国境地域の住民の気持を表明

する決議を2[fl]も全員一致でおこなったことを想起するよう訴え，次のように書

いている。マハラシュトラ州の形成の前にもあとにも，国境地域での一切の選挙

は国境地域のマハラシュトラ州への合併支持者が勝っている。｜司地域の住民は，

マハラシュトラ什｜への合併の意志を一再ならず表明した。このような民主的な考

え方からしても，国境地域はもっと早く合併していてしかるべきである。

vパスポート法を自由化一一パスポート申請者の不使を少なくするためにパス

ポートの発行に関する法律が大幅に自由化される。これはボンベイ高裁の「パス

ポートの発行に制限を加えることは憲法で認められておらず，違憲である」とい

う判決にしたがってとられた措置である。自由化の主要な目的は，パスポートの

入手に要する時間と労力を抜本的に減らすことにある。

T ICMF綿業界の危機を訴える インド綿工場協会（Indian Cotton Mills' 

Federation）は，綿業は重大な危機に直面しており，思いきった処置がとられな

いかぎり情勢の悪化は避けられないと発表した。その理由として，原綿の不足と

価格高騰，全般的な生産コストの上昇，コスト増に充分見合わない儲けにならぬ

織物価格，在庫増と売行不振，財政の窮迫をあげ，政府に対して織物価格および

生産の統制の除去，織物，糸に対する消費税の切下げ，優先業種への指定，運転

資金，設備の近代化，その他のコスト増に対する金融措置を要望した。

15日 ▼ラ州知事，内閣の同意なしに法律を施行―――――下院の野党議員は１５日サムプル

ナナンド知事がラジャスタン地租法 RajasthanLand Revenue (amendment and 

validation) Ordinance を施行したのは“違憲”であるとし，議会による知事の

“問責”を要求した。 S・C・アグラワル議員（ジャン・サン）は地租法を無効

とする法案の提出に際して，地租法は内閣の勧告なしに知事が施行したものであ

ると発言した。地租法は， 7月5日のラジャスタン・レヴェニュー・ボードの構

成は有効でないという判決にしたがって，ボードの構成を法律的に有効にするた

めに7月6日に施行された。 K・R・アツヤ歳入相（RevenueMinister）は判決

が下されて以来閣僚会議が聞かれてないことを認めたが，閣僚はそれ以前にすべ
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てを討議して，もし不利な判決が下されればこのような地租法を施行することに

決定していたと述べた。

V会議派の公認申請者は定員の 5倍一一マハラシュトラ，ボンベイ地方会議派

運営委員会の選挙委員会に対する公認の申請は14日締切られた。マハラシュトラ

州の公認申請者は州議会の定員270議席に対し 1460名以上で，下院は45議席（同

州の定員）に対し215名となっている。マハラシュトラ州で会議派公認を希望す

るものの数は定員の約5倍である。 MPCCでは14日夕までに州議会（定員242名）

で1325人，下院（定員40名）で200名の公認申請者がある。 MPCC筋では公認申

請者の最終数は郵送分もあるので 1' 2日しないとわからなャと言ってヤる。

vマハラシュトラ州公務員の物価手当引上げ一一マハラシュトラ州政府は，州、l

公務員が要求している中央政府並みの物価手当を実質的に認めた。州政府は 1カ

月の基本給が110ルビー以下の公務員すべてに対し，物価手当の中央と州の差額

の全部， 1ヵ月 109；レピー以上のものは現行の差額の80%を支払うことに同意し

た。また，州政府は州政府公務員が8月11日に行なった集団休暇に対しても賃金

を支払うことに同意した。そのわかり，公務員は労働時間の損失を埋めあわすた

めに土曜日を2日間だけ全日勤務とすることを認めた。物価手当の引上げは7月

1日にさかのぼって実施される。

V右派共産党，左派共産党の選挙戦術を批判－R・ラオ右派共産党書記は，

「左派共産党の選挙戦術は会議派をまかすことよりも右派共産貿を排除すること

をねらいとしている」など，次のように述べた。野党の選挙協定に対する左派共

産党のステイトメントは，右派共産党に反対する組織的キャンベーンを始めたこ

とを意味している。これは運動を誤らせ，左翼陣営の団結をゃぶり，会議派を助

けるものである。左派は右派が会議派を間接的に支援していると言っているが全

く事実無根だ。

Vグワリオールで学生と警官が衝突， l人死ぬー一一警部補の辞職を要求して違

法デモを行なった学生と警官が衝突し，警官は警棒，催涙ガスで学生を追返そう

としたが効果なく，デモ隊が高等裁判所と警察署の近くに迫ったため， 2＠］にわ

たって発砲した。 2［司自の発砲でデモ隊の 1人が死亡した。この衝突で警官89人

と学生9人が負傷した。

V繊維工業認可不用リストへ一一Sanjivayya工業相は記者会見で，政府は新し

い認可不用産業リストを作成中であり，その中には繊維工業も含めちれることに

なろうと語った。
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V財源に応じて計画改訂一一一計画委員会のメンバーで、ある Rao博士は，もし国

内財源または外国援助が予想通りにゆかないならば，第4次計画は財源の実積お

よび現実的な評価に合せて再検討し改訂されるであろう。この際いかなる情勢の

下でも赤字財政をとるべきでなく，不経済な政治的に好ましくない条件のついた

援助は受けるべきでないと語った。

16日 V食糧危機には公正な分配で対処をー一一食糧委員会は食糧問題に対する報告を

発表し，長期的・短期的解決策を提示した。長期的解決策としては生産の増大に

求めるべきであるが，現在の食糧危機は国家による調達と公正な分配によってし

か解決できないと報告しているO 輸入の減退，不十分な生産高，需要の増大とい

う悪条件の下では，国家による調達にしかたよることができない。国家による調

達に失敗することは政策目標すべてが失敗することである。国家による調達制度

は弾力的でなければならない。この制度は州によって異なってもよいが，余剰あ

るいは不足量については，目標を確実に達成する必要がある。

さらに食糧委員会は首相を長とするナショナノレ・フッド・カウンシイルの設置

を勧告した。カウンシイノレの任務は中央および州が共通目標を遂行できるように

保証することである。統一政策として少なくとも 5年間の「食糧の国家管理」を

実施し，技術的・行政的レベルで、食糧予算を作って，ナショナノレ・フッド・カウ

ンシィルが承認することも勧告している。これには首相のほかに，州首相，中央

政府の計画相，食糧相も参加することになっている。

V準銀，製造業に対する金融緩和方針認む一一準備銀行は，製造業代表者達の

先の金融繁忙期に必要産業とみなされぬため困難に落入ったという非難に答え，

来るべき金融繁忙期には製造業全般に対し金融緩和政策をとることに同意した。

Vハンストの鉱夫14人意識不明に一一12日以来地下1千フィートで未払い賃金

の支払いを要求してハンストにはいってし、たケンヅァディ炭鉱の労働者150人の

うち， 14人が意識不明となったためにはこび出された。経営者は14日夜，支払い

期の来ている週給， 1966年6月までの4半期ボーナス，利益配分ボーナス，月給

職員に対する 4, 5月の月給の支払いに同意した。しかし，労働者側はストを中

止して上がって来て，経営者のし、う条件で賃金を受取れば，経営者はロックアウ

トを宣告するだろうから，賃金がすべて支払われるまでストを続けると言ってい

る。

17日 Vウジャインで外出禁止令一一15日にグワリオールで、警官の発砲で、学生が死傷

した事件は， 17日ウジャインはじめとする 8ヵ町で暴動にまで発展した。ウジャ
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インでは警官と学生の衝突があり， 149人の負傷者を出し， 午後2時に48時間の

外出禁止令が出された。この騒ぎで鉄道が破壊され，汽車が止まり，パスもデモ

隊に止められた。ウジャインでのさわぎは，マダヴ大学の学生が前夜出された禁

止令を無視してデモを始めたためおこったものO マダウ大学は今学期中は閉鎖す

るよう命じられた。

V米国へ穀物500万トン吾要請一一政府は，来年3月までの需要に間に合うよ

う，米国に PL480号による穀物500万トンの供給を要請する。政府は今年の10

～12月分として目下200万トンの供給を米国と交渉中で，残り300万トンは3～4

月の収穫期までの分である。なお PL480号により， 1966～67年に埋められるべ

き需給のギャップは最低限1400万トンで、あるとみられている。

V輸出産業に特別外貨割当一一シャー商相は輸出入諮問委員会で，政府は輸出

産業の資本財需要に応ずるため特別外貨の割当を実施する，輸出促進のための現

金補助はこれ以上他の産業に拡大しない，非優先産業の外貨要求は検討するが，

これ等の産業に対する外貨割当の緩和は業種ベースで発表される，輸出税の引下

げは拒絶するなど，政府の輸出入政策を明らかにした。また，同相は業界に対し

国内需要に関係なく生産物の一定部分を輸出市場に向けるべきであり，自分の必

要とする外貨は輸出によって稼ぎだすよう努力すべきであると語った。

T ICMF原綿の中央買付機関に反対一一I.CMF（インド綿工場協会）は，政府の

インド綿公社または中央買付機関設立に関する提案を好ましくない実現不可能な

ものであるとして反対した。その理由として，不足している国内綿の買付に新し

く機関を設ける必要もない，綿取引商は貧しい工場に対し在庫維持の面で資金買

付の機能を果している，既に確立されている工場と取引商との聞の満足すべき取

引関係をゆがめるものである，輸入綿についても，大部分の工場は自社の製品の

特徴，機械のタイプ等各種の要素により綿の種類を選び取引商と取引しており，

中央機関による大量買付では，このような問題は解決されないなどの点をあげて

いる。

18日 Vインド＝パキスタン聞にホット・ライン一一一国境線での緊張の再発を防ぐた

めに，印パ両軍首脳が直接に話合えるように“ホット・ライン”を設置すること

で両国の意見の－ 致を見たことが１８日権威筋から明らかにされた。タシケント条

約の直後にも， jjtj軍首脳は両国の軍司令部聞に直通線を設けることで合意を見て

いたが，タシケント宣言後のパキスタンの政治的事情のためにこれは実施されな

かった。
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V保険労働者が全国的ストを計画一一全インド保険業労働者連合の執行委員会

は18日，要求を通すために全国の developmento伍cersにストライキの呼びかけ

を行なった。要求として，（1）物価手当と生計費のリンク，（2）年間12.5%のボーナ

ス，（3)cost-oriented systemに代わる新しい奨励制度一一ーの三つをかかげている。

実行委員会は行動計画を決め，ストライキを11月に予定している。

v非優先産業に対する外貨割当一一シャー商相は，今年の非優先業種への原材

料部品の輸入に対する外貨割当は1964～65年水準に止まるであろうと語った。

v油脂類輸入に6千万ルビー一一シャー商相は石けん，食用油の原料であるコ

プラ，やし油，獣脂の輸入に6千万ルピーを割当てることを発表した。これは石

けん製造業者が輸入原料の不足と国内原料価格の高騰のため，石けんの値上げを

実施したのに対する処置である。

V準備銀行，強力なインフレ抑制策を要求一一インド銀備銀行理事会の年次報

告が発表されたが，同報告は第4次計画を成功させ，インフレの根を断つために

強力な抑制策が何よりも必要であると強調している。第3次計画，特に後半3年

に得た貴重な教訓は，物価の相対的安定のない発展は望ましいものでないという

ことであった。もしインフレが抑制されなかったら，経済に相当のひずみが生

じ投資計画の推定はくるってくるであろう。賃上げ要求は賃金と物価の聞に，

ー産業の賃金と他産業の賃金に悪循還をおこすおそれがあるO 自発的貯蓄も不利

な影響を受けるであろう。資金は非生産的な投資に向かい，国際収支はさらに悪

化するであろう。第3次計画期における経済的困難の多くは資金の増大が不安定

でベースが遅いのに，経済が国防支出の増大に直面した上に，政府・民間両部門

の投資が高水準を保ち続けたことにある。政府・民間両部門とも税金，自発的貯

蓄が需用に十分対応できず銀行融資に依存した。このような事態の再発を防ぎ，

統制不可能な要因の影響を減殺できる限界を定めることが第4次計画を遂行する

上で絶対に必要である。

19日 V総選挙は2月19～26日一一－K・V・K・スンダラム・エレクション・コミッ

ショナーはインドの第4次総選挙は2月19日から26日に実施すると発表した。選

挙の結果の大勢は2月28日夕までには判明するものとみられている。オリッサ州

政府は全州の投票を A 日だけで完予する準備をしているが，パンジャブ，ハリア

ナ，ケララの各州も投票は 1日だけになりそうである。スンダラム氏は投票の始

まる24時間前から集会，選挙運動を禁止するのを48時間に改正する提案を検討中

であることを明らかにした。
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▼ケララ州の反議会派共同戦線が政策宣言を発表―――――ケララ州の反会議は７党

の代表は17日から 2日間にわたって聞いた統一会議の結論として政策宣言を採択

した。これは，もし会議派が次の選挙で敗れるならば，ケララ州での共同戦線政

権運営の基礎となるものである。政策宣言では農地改革，食糧および供出制度，

産業関係，教育，パブリック・セクターの企業の構成，失業，サービス，行政改

革，禁酒，中央・州の関係，漁業開発，指定カースト・部族・その他の後進階層

とその問題，宗教的・言語的少数民族などを取りあげている。反会議派政党の共

同戦線は州議会の 133議席全部，下院 19議席全部に反会議派政党の候補者かすべ

ての党が受入れることができる候補者を立てる。この宣言に署名したのは共産党

左派，共産党右派，革命社会主義党，統一社会党，カルシャカ・トジラリ党，ケ

ララ社会党，回教連盟の7党である。

20日 ' 8月の輸出実績一一－8月の輸出実積は，切下げ後のレートで、約10億ルビーで

当月としてはまず平常の水準に達し，当局をほっとさせた。しかし， 8月の数字

が高かったのは6, 7月の停滞を埋めるための東欧への船積増によるものかどう

かは不明で、ある。 6, 7, 8月はモンスーン期で輸出の停滞する月で，切下げ前

の水準で6億～6億5千万ルビー程度と考えられたが， 6月には切下げ後レート

で9億4千万ルピーなければならぬところ， 6億ノレピーにしか達せず，切下げ後

の混乱を考えても低く過ぎた。 7月も 7億6千万ノレピーにしか達せず，憂慮され

ていた。

V鉄鋼調査委員会に広範な権限一一中央政府は，サノレカル委員会に証人の喚

問，関係部局に対する帳簿の請求はもちろんのこと，決算委員会の指摘した鉄鋼

の不正取引に関係したものおよび事務所に対する捜査，書類の押収をする権限を

与えることになろう。委員会は鉄鋼取引に対する調査の手はずと範囲を決めたあ

と，来月の初めごろ調査をはじめる。政府は調査の範囲を PACの第56期報告で

指摘されたように， 1951～52年以降の主要な取引すべてにするか，第50期報告で

取りあげられた鉄鋼省とアミチャンド・ク守ループの取引のうちの特定のものに限

定するかの決定は委員会にまかしてし、るo

TM. P. 州で学生が騒ぎ，多数の負傷を出す ラトラムで20日学生デモが暴

動化し，警官53人を含む70人が負傷， トラクター・トローリー 1台が焼かれ， 1 

台がこわされた。このためラトラムでは， 5人以上の集会を 9月30日まで禁止す

る命令が出された。モウでも 1千人以上の学生がM.P.州のグワリオールその他

の町での警官の行過ぎに抗議してデモ行進し，警官と衝突し， 19人の警官が負傷
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した。モウでは Sec.144Cr. P. C.による 1週間の禁止令が出され， 当局の命令

で教育機関も閉鎖された。

V西ベンガル州で1100人を逮捕一一政府は左翼連合戦前が計画している48時間

の「ベンガノレ・パンダ（ストライキ〉」の前に， 予防拘禁法，保安法，その他の

法律により 1100人以上も逮捕した。政府はパンダによる暴力に対しては断固たる

措置をとるが，武力の使用は最小限にするとの発表を行なった。軍隊はあらゆる

事態に備えるように，また，警察は初期の段階で事態を収拾するようにとの指令

が出されているu

Vカナダから新聞紙1万5500トン輸入一一一R・パアヅル情報文化相を委員長と

する新聞紙輸入諮問会議は，アメリカの援助資金による新聞紙1万3千トンの輸

入がむずかしいため，カナダから約1万5千トンの新聞紙を輸入すると発表した。

21日 V今年度の穀物生産高は9500万トン一一冬の雨次第ではラピーの豊作につい

で，カリフも豊作になりそうなので，中央政府は食糧穀物の生産高が9500万トン

になるものと見積っている。これは目標の9700万トンには及ばないがピハール，

アッサムの洪水，東部U.P.州，西インドの早ばつがなければ，目標達成も可能

であったとみられている。その他の農産物のできもよく，綿花とオイルシードは

1964～65年の豊作に匹敵するものになりそうである。ジュートは雨の不足のため

に作付け面積が230万エーカーから 170万エーカーに減ったため， 730万ノξーレノレ

から600万パーレルに減りそうである。一方， ジュートと米は補完関係にある作

物なので，米の作付け面積はふえ，米の生産量は1964～65年の記録3870万トンを

上回る4000万トンをこえそうである。

V製鉄部門での外国提携緩和せず一一政府は，中央・地方政府および民間部門

を問わず，銑鉄プラントの設立に外国と提携することを抑制する方針は緩和しな

いことに決定した模様である。鉄鋼省の情報では企業家は外国との提携なしに銑

鉄プラントを設立する気持はないようで，民間部門に8通の設立許可証が出され

たが，そのうち7通は取消しとなった。従って，第4次計画の新プラントはほと

んど政府部門で設立されることとなる。グジャラート州政府が提出したコークス

および機械の輸入による新プラントも認められなU、ょうである。

' 6月の工業生産 6月の季節調整済工業生産指数（1956=100）は前月の

189.7 C改訂）を1.6%上回って192.7に上昇した。このt昇はジュート，毛織物，

履物，ゴム製品，皮・毛皮製品，金属，運輸設備の増大によるものである。反面，

食品，重有機化学，染料，変圧器，電線類，の生産が落ちた。 （工業生産指数は
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最近改訂が続いて行なわれており， 4月が今迄の最高で191.8となっている。〉

TM. P. ,,,,jで家畜5千頭が餓死一一－Y・ トモヒテ農林次官は21日マゾヤ・プラ

デシッシュ州議会で7月から 8月にかけてヴィダルパのアムラヴァティ地区のメ

ノレガートで5千～6千頭の家畜が餓死したと報告した。昨年の12月以来全州にわ

たって早ばつがあり，同地域では食糧と飲料水のひどい不足がおき，今年にはい

ってもモンスーンが遅れたうえに，モンスーン期に大雨となったために食糧不足

は解消せず，多数の家畜が餓死したものO

22日 V政府，議事手続法のま正をめざす一一一ガンジー首相は次の会期が始まるまで

に，両院の議長，野党の指導者と協議して，申立て（voicig allegations）に関する

手続法を作ることを希望している。この法律によれば，公務員の汚職あるいは不

正行為を非難するときは，そのような発言を議会でする前に政府に通知せねばな

らない。政府は議会手続規則の規定も少し改訂したい意向である。現行の規則で

も関係している大臣が非難に目を通し，不正行為の場合は適当な処置をとる前に，

議員が議会で個人を名ざしで非難することには若干の制限が設けられている。

Vインド，パキスタンに一切の問題の話合いを提案一一外務省は22日， 9月10

日付けのパキスタンへの覚書きを公表し，インドはカシミーノレを含めた両国間の

問題を何んの条件もつけず，お互の立場に偏見をもたずに事務レベルの会議を開

くことをパキスタンに申込んだことを明らかにした。同覚書きでタシケント宣言

を履行し，両国間の関係を可能な範囲で改善することをインドが望んでいること

を繰返している。また，インドは両国間の関係にみられる望ましくない傾向を阻

止するための意義ある会談を両国の都合のよい時に開くために，代表団をデリー

に送るようパキスタン政府に繰返し要請した。それと同時に，インドは事務レベ

ノレの会議の前に，カシミーノレ問題を含めた一切の問題に対しインドが自分の立場

を繰返すのはタシケント協定に基づき会議を開く前提条件を作るも同然である，

という主張を強く否定した。

V西ベンガルのパンダ，一部成功一一左翼連合戦線が州政府の“反人民的”政

策に抗議するために呼びかけていた48時間のベンガル・パンダの第1日は平穏に

すぎた。郊外列車，市内電車は完全にとまり，パスが一部の路線を走っているだ

けで，カノレカッタの事務所の出勤者も少なかった。公式情報によれば，パンダで、

大部分の地区がわずかの影響しかうけなかった。 ドノレガプーノレ・アサンソール工

業地帯の大部分の工場の出勤者は平常に近い状態であり，ホウラ，フーグリー，

カルカッタの工場の出勤率は70%であったが平常通り繰業した。
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第2日もだし、たし、平穏であったの：，夕方各地で、パンダの成功を祝うデモ行進を

行なおうとした左翼政党と警官が衝突し，警官は催涙ガスを使用した。 p・c・

セン州首相は，パンダは部分的に成功したにすぎないと発表した。一方，左翼連

合戦線の指導者は“歴史的”な48時間ストが成功裡に終わり，政府と会議派に打

撃を与えたことで国民に感謝した。

V国民所得3.7%減少一一中央統計局の暫定推計によると， 1965～66年の国民

所得は3.7%減少し， 1人当り実質国民所得では5.9%の減となっている。この激し

い減少は，農業所得が15.7%も減少したため，工業その他の部門の比較的少ない

増加では補なえなかったためである。第4次計画期の最初の4年間の伸びは1961

～62年2.6%,1962～63年1.9%, 1963～64年5.0%,1964～65年7.7%で，この期

の1人当り平均所得の伸びは2%であった。

Vインドネシアに借款供与一一インド政府はインドネシアと 1億yレピーの借款

を与える協定を結んだ。この借款はジュート，綿製品，染料，化学製品，各種機

械部品等消費財，材料，部品の購入に当てられる。

23日 Vエルナクラムで5万人の抗議集会一一会議派運営委員会がAICCのレセプシ

ヨン事務所で聞かれてU、るときに，左派共産党指導の反会議派同盟を支持する 5

万人以上の人が2:rn，エノレナクラムでは最大の部類にはU、る政治的デモを行なっ

た。デモは野党7党が主催し，左派共産党が指導した。参加しなかったのはPSP

とケララ会議派だけであった。会議が聞かれている建物の前を行進する長い列は

左翼の反会議派キャンベーンの第1弾となった。スローガンはケララ州民の不満

に対する会議派の態度を告発するものであった。デモ参加者は多かったにもかか

わらず，デモは平和な，秋序正しい，統制のとれたものであった。

v大ボンベイ地区に新規産業の設立禁止を要求一一一A・H・ マドマニ議員（会

議派）は23日，マハラシュトラ州議会で，大ボンベイ地区での新規産業の設立と

既存産業の拡張を禁止することを要求した。マドマニ氏はその理由として，大ボ

r号、 ンベイ地区の産業の無制限な発展は，都市の人口増加をもたらし，住民の生活を

耐えがたくするような多くの問題と困難をあげている。同氏はその例として，昨

年夏の水不足が市民の日常生活と工業生産をおびやかしたことを指摘している。

V政府，アメリカの肥料会社の条件を拒否一一建設を計画しているゴア肥料工

場のアメリカの提携先が提案していたマハラシュトラ，ゴア，マイソーノレで、の他

の肥料会社の販売を制限するという条件を石油・化学省は拒否したものとみられ

てし、る。会社は同省に対し，輸入，国産肥料との不公正な競争によって同社の成
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功がおびやかされないように保証を求めていたが，インドの民間肥料会社が要求

している肥料供給のための自由市場を否定するような制限は受入れられないこと

を理由に拒否した。肥料会社は政府に対し，同社と不公正な競争をするような輸

入，国産肥料の販売を認めないように新たな要求をしたものとみられている。

Vコチン石油精製所完成一一総工費3億ルヒ。ー，生産能力250万トンのコチン

石油精製所はガンジ一首相出席の下で開所式を行なった。

24日 T AICCのエルナクラム大会始まる一一全インド会議派委員会（AICC）は24日，

1967年総選挙の選挙綱領の審議を始めた。カマラジ総裁は開会のあいさつの中で、

「野党は連合して会議派を打ちまかそうともくろんでいるが，それは必ず失敗し，

会議派は全州，中央において政権につくだろう」と述べた。 （選挙綱領について

は多特記事項を参照〉

Vケララの反会議派連合に暗雲一一一インド共産党（右派）ケララ州議会の書記

A・c・メノン氏は左派共産党に対し， 1965年の州選挙で得た議席を基にして連

合に参加している党の問で選挙区を分割することには満足できないことを明らか

にし，次のように述べた。 1965年の選挙で得た議席は I各党が人民に対する真の

影響力の指標とはならない。j右派共産党は3議席， 50万票を得たのに対し，左

派共産党は41議席120万葉を得た。 われわれは自党の力相応の数の選挙区を得る

ことを望んでいる。

Vパキスタン，インドの提案を拒否一一一カラチ駐在のS・セン高等弁務官は，

パキスタンが事務レベルで、両国の一切の問題を話合うというインドの提案を事実

上拒否したことをインド政府に知らせた。パキスタンはカシミール問題の討議を

再開しないかぎり，インドの提案に応じられないとしている。

v切下げ後 l年で l億ポンドの外貨減予想一一政府の楽観的予想、に拘わらず，

東部地域の茶，ジュート，機械金属製品はルピ一切下げにより目立った利益を受

けたようにもみられず，輸出が伸びなし、ため，業界では切下げ後1年間で1億ポ

ンドの外貨減をもたらすものと予想している。また，民間投資も切下げの影響で

計画目標を達成することは不可能であるとの意見がでている。

25日 Vガンジ一首相，党員を激励ーーガンジー首相はAICCの大会の選挙綱領審議

中， 2度発言したが，その中で党員を激励して次のように述べた。われわれは新

たな展開をみせている野党の宣伝に気落ちし，勇気を失ってはならないo U、まこ

そわれわれはカマラジ総裁の指導の下に団結を固くし，国民全体を前進さすため

に確固たる措置をとらねばならないのわが党はインド人民とともにお0年間働いて
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きた特権を誇りとしている。党は長い歴史をもっており，他の歴史と同じように

浮き沈みを繰返してきた。下降よりも上昇が多かったと私は断言する。インド人

は依然として会議派に信頼を寄せているO われわれは前進しよう。そして選挙綱

領に掲げたプログラムを成功裡に遂行し，国民に正しい方向を示せるように，

1967年の選挙では絶対多数で勝利を勝ちとろう。

なお，ガンジー首相が作った会議派の選挙スローガンは“Onecountry, one-

team”であるo

Vケララ州の会議派分派，合併を拒否一一ケララ会議派（分派）の会長K・M・

ジョージ氏はガンジー首相， S・K・パテイル鉄道相と個別に会談し，民主的政

党間の合併なき選挙調整だけが，ケララ州の次の総選挙で共産党以外の政党に勝

利をもたらすと語った。合併なき調整というケララ会議派の理論はすでにナショ

ナノレ・コンク守レスが拒否している。ジョージ氏はケララ州における民主的党派の

勝利を保証するためには“自己犠牲以外の” u、かなる犠牲をも払う準備をしてい

るという自党の立場を繰返した。ガンジー首相は，次の選挙では独自の行動をと

らすという会議派の決定を示したとジョージ氏は述べている。

V不経済な炭坑の強制的合併案一一不経済な民間炭坑を強制的に合併させ，石

炭産業の低生産性とコスト高を克服する計画が政府上層部で復活されている。こ

の案は10年前に提案され，企業側および世銀の反対で引込められたものである。

しかし，最近の物価上昇に石炭のコスト高が影響するところが大きく，第4次計

画の石炭需要，特にコークス用石炭のそれに応じるためには，生産性を高め，コ

ストを切下げる必要があり，そのための石炭業の機械化が要請され，それには弱

小炭坑を整理統合し，適正経営規模にすることが必要となるので，この案が再検

討されている。

26日 V大統領，ベトナム平和会議を呼びかけ一一一ラダクリシュナン大統領は26日，

ユネスコ主催のジャワハノレラノレ・ネルーに関する国際円卓会議で開会のあいさつ

をし，平和愛好国にベトナム戦争参加国を会議のためのテープ、ノレにつかすよう訴

え，ベトナム戦の現状はキューパ危機，朝鮮戦争に似ていると警告した。また，

大統領は故ネル一首相を“平和とヒューマニティーの偉大な使徒”とたたえ，

“闘争と戦争の原因となる恐怖と憎悪”のない新しし、社会を建設するというネノレ

ーの理想に向かつて努力するように訴えた。

V産業許可に関する 215“禁止”業種発表一一政府は 1951年の産業法に基づき

1967年3月31J3まで許可委員会に関係なく，通常許可されない産業215業種とメ
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リットによって考慮されるであろう産業開業種のリストを発表した。

v政府綿工業の一部許可制廃止検討中一一政府は， 2万5千錘以下の紡績工場

および2万5千錘以下の紡錘と 500台以下の織機を持つ複合綿工場の設立には，

産業許可は必要としないという案を検討中で近く結論をだす予定である。

V第4次計画で新規製鉄所建設は不可能ーーガンジー首相は記者会見で財政状

態が逼迫しているので，第4次計画でさらに新規に製鉄所を建設できる望みはな

い，計画委員会も同意見であると語った。

v今年中にさらに 200万トンの食糧を輸入一一インドはアメリカに対し，今年

中に PL480号により200万トンの食糧輸入を要請した。アメリカからの食糧輸入

の条件は現在の段階でははっきりしてし、ない。今年度分の20D万トンは PL480号

によるもので，ごくわずかの部分を除いて，通常のPL480号方式によって支払

えばよいものと期待している。来年度の必要量はまだ算定されていないが，暫定

的な要求高は400～500万トンであるの連邦政府はまもなく最終決定をし，アメリ

カに正式の要請をすることになろう。来年度の船積みは平和のための食糧計画に

基づいて行なわれることになろう。この場合の融資条件は，アメリカ議会が最終

決定するまでわからない。

27日 Vウ・タント総長に初のネルー賞 1965年の国際理解に対する第1同のジャ

ワハノレラノレ・ネノレー賞は，世界の平和と友好に顕著な貢献をしたウ・タント国連

事務総長に授与されることに決まった。賞金は10万ルピー（外貨に交換可能）で，

できれば故ネノレー首相の誕生日である 1月14日にニュー・デリーで聞かれる記念

式の時にウ・タント総長に贈呈される。ウ・タント総長は賞金と賞状を受取りに

来るよう招待されている。

Vリマエ氏，イデオロギーをこえた反会議派連合を提案 M ・リマエ氏はハ

イデラバードで記者会見し， SSP（統一社会党〉はイデオロギーをこえた野党連

合を作るよう努力していることを明らかにした。さしあたっての目標は会議派を

打破り，非会議派政権を樹立するれとであるが，長期的目標は社会主義原則とプ

ログラムを持った“大衆政党”の出現を助けることである。なお，同氏はR・レ

ディー・アンドラ・プラデッ、ンュ州右派共産党書記と総選挙で会議派と戦うため

の野党連合の可能性について話合った。

V商品作物の生産増強に財政措置一一政府は今年中に採油用種子，砂糖きび，

綿，ジュート，たばこなど商品作物の生産増強のための特別計画に財政措置をと

ることを決定した。これは昨年の落花生，綿の生産の挫折から考えてとられた措
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置であり，これにより肥料購入，播種面積の拡大等に資金援助が行なわれる。

28日 Vボンベイの水先案内人とドック・マスターがスト一一一BPT（ボンベイ・ポー

ト・トラスト）のパイロット， ドック・マスター42人はボンベイ水先案内人協会

の名誉幹事M ・S・カノレニーク船長に対して BPT当局が予定している取調べに

抗議して28日夜からストライキにはいった。このストライキによって，港湾内の

全船舶が影響を受けるものとみられている。同協会のスポークスマンは28日，カ

ノレニーク氏に対する処置はわれわれの組織とメンバーの基本的権利を侵害するも

のであると発表した。一方，ボンベイ港湾当局は，カルニーク氏が8月31日付け

の「ザ・タイムズ・オブ・インディア」紙に投書し， PortTrust Conduct Rules 

に違反したかどで同氏を取調べようというもの。

▼前ヒンヅー・マハーサバー党首，マハラシュトラ州の分割を要求―――――Ｎ.Ｂ.

カーレ・ヒンヅー・マハーサパー前党首は，現在のマハラシュトラ州を“サガリ

ー・プラント”と“デーシュ”の二つの州に分割することを提案した。同氏はそ

の理由として，マハラシュトラ州は大きすぎ，住民に不便を感じさせていること

をあげ，十l、ほ分害1］すればマハラシュトラ州の州民がU、だいている不満を解決でき

るとヤってし、る。

T SSP，選挙綱領審議開始へ一一一28日夕から始まった SSPのナショナノレ・コミ

ッティの大会は，各州支部の報告と党の選挙見通しを聞いた。同党は次の選挙に

下院に約100名，州議会に900名以上の候補者を立てる予定である。同党スポーク

スマンによれば， U.P.，ピハーノレ，ケララ， M.P.州では相当多数の議席を，マ

ハラシュトラ，西ベンガノレ，ラジャスターン州でもかなりの議席を確保する見通

しである。

Vラ州でスワタントラ，ジャン・サン選挙協定一一スワタントラ，ジャン・サ

ン党のラジャスタン支部は次の選挙で会議派を政権から追出すことを目ざして，

下院，州議会の選挙区配分に関する協定を結んだ。選挙協定によれば，ジャン・

サンは下院の23選挙区のうち6選挙区，州議会184選挙区のうち 65選挙区に候補

者を立てる。一方，スワタントラは下院17，州議会119選挙区に候補者を立てる。

v来年の穀物輸入見通し一一来年の穀物輸入要請高は800万トン程度と試算し

て，政府は食糧省に交渉を開始するよう指示した。このうち， PL480号による小

麦が650万トンを占め，その他にマイロ 100万トン，米50万トンが見込まれてい

る。今年の穀物供給は国内生産7300万トン， 10月までの輸入1100万トンと，交渉

中の11,12月分の追加輸入200万トンによって賄なわれる。来年の園内生産の目
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標は9700万トンで，もしこれが達成されれば輸入と合せて若干の備蓄も可能とな

ると政府はみてU、る。

V援助額決定は11月7日以降に一一IMFと世銀の合同会談に出席中のチョー

’ドリ蔵相は，ウッズ世銀総裁およびシュヴァイツアー IMF専務理事と非公式に

援助問題について会談した。蔵相は会談の結果について，プロジェクト援助の第

4次計画初年分に対する西側諸国の援助見通しは，援助加盟諸国による11月7'

8日のパリ会談以後に明らかになる， 9億ドルのノン・フ。ロジェクト援助につい

ては最終的には各国の同意をえられるものと思うと語った。

29日 Vボンベイ港の機能マヒ一一一パイロット，ドック・マスターズのストに加えて，

ノ〈ージング・マスターがストにはいったため，インドの重要な港での船舶の運行

は完全にとまった。 L・M・ナドカルニー PortTrust chairmanは最後の手段と

して，パイロットその他の労働者の無期限ストで止まっているボンベイ港の船舶

を動かすために， インド海軍の助けを求めることを明らかにした。 BPTの会長

は，ストライキを解決する調停活動はだれもしていないと述べたの一方，全イン

ド港湾・ドック労働者連盟は，海軍の技術者が就役する場合には，すべての船舶

の作業をボイコットするように組合員に指令したの

Vカルカッタ港のストライキさらに拡大一一24日夜よりストにはいった約1万

8千人のドック労働者に同情して，カーゴー・ドックで作業をしている陸上労働

者約6千人が24時間ストにはいったため，カルカッタ港の作業の混乱はさらに拡

がった。ポート・コミッシヨンのスポークスマンは，陸上での積みおろし作業は

“B”カテゴリーの労働者，ボルンティアー・ホース・パーソナノレがやっている

と語った。

f SSP選挙綱領，地租の廃止を要求－SSPの選挙綱領は29日決定されたが，

綱領には，④いかなる形の地租も廃止する，（立鉄道の等級を廃止する，③小学校

段階では全国的に一切のぜいたくな学校を廃止する，④食糧穀物の取引の国有化，

⑤都市地域の住宅の固有化，⑥自動車製造施設は公共輸送用のみを製造する，⑦

個人の 1ヵ月の支出の最高限度を 1千ノレピーとする，⑧大臣，官僚，政党の指導

者，工業家の財産の蓄積を調査できる恒久的汚職防止委員会を設ける一ーなどを

かかげている。

f IFC金利体系の改訂主張 Baksi IFC （工業金融公社）総裁は IFCの18四

年次総会で，公社の財源の危機を解決するため，金利休系の改訂を主張し，公社

が増大する資金需要に応ずるため資金を増大させることは，だんだん困難となっ
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てきていることを明らかにした。

30日 Vアッサムで初の反会議派連合一一アッサム州の野党5党（SSP，革命共産党，

革命社会党，左派共産党，右派共産党〉は，次の選挙に共同して会議派と戦うこ

とを決定した。右派共産党指導者P・ボーラ氏によれば，各党は食糧，市民の自

由，経済政策のような問題に関する共同フ。ログラムを掲げた共同の選挙宣言を発

表することで意見の一致を見た。各選挙区の割当ては前回の選挙で各党の候補者

の得票に反映された，党のその地方に対する影響力と勢力の強さに基づいて決め

られる。各党は候補者を最終的に決定し，目下各党間の対立を解決する話合いが

進められている。

V力ルカッタのドック労働者のスト終わる一一中央政府労働者は争議（ボーナ

スとドック・ワーカーズ・ユニオンの承認）をセントラノレ・インダストリアル・

レイパー・トリピュナルに付託したため，全インド港湾・ドック労働者連盟の書

記長とカノレカッタ・ドック労働者の代表が地方労働コミッショナーと会い， 2時

間の討議ののち，労組の指導者は28日午後の出番から仕事を始めるように 1万

8千人の労働者に呼びかけた。カノレカッタ・ドック労働者組合の書記は「政府の

友好的ゼスチュアとわが国の重要な港をいつまでもとめるわけにはいかないとい

う至上命令を考慮して，組合の執行委員会はストライキの中止を決定した。スト

の中止はドック労働者の大会で事後承認された」と発表した。

Vボンベイ港のスト，解決のきざし一一ボンベイ港管理局はストライキとその

船舶に対する影響を討議するために特別会議を聞き，協会の名誉幹事長カルニー

ク船長の行為に対する調査を差控えることを決定した。理事会は交渉をしやすく

するために，ストライキ中の職員に対し，カルニーク船長に対する懲罰的な調査

をするという 9月16日の通達は，調査を始めることを意味しないという保証を与

えた。一方，全インド港湾・ドック労働者連合のS・R・クノレカミ委員長は理事

会の決議に満足できないことを明らかにした。クノレカミ委員長は調査は基本的人

権を侵害するものであり，調査を全面的に撤回しなければ交渉に応じられないと

言っている。
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10月の概況

議会が10月30日まで休会になっていることに加えて総選挙を来年2月に控

えているので．各党の首脳は地方への遊説旅行に出ることが多くなっている。

各党とも選挙体制を着々と固め，会議派， SSPが先月選挙綱領を発表したの

に続き，今月になってジャン・サン（3日）， PSP ( 5日〉， ヒンドゥー・マ

ノ、ーサパー（16日〉，共産党左派（24日〉，スワタントラ党（30日）もそれぞ

れ選挙綱領を発表し，全国的政党の選挙綱領はすべて出そろったことになる

（共産党右派は6月に発表した〉。

選挙綱領の作成をいち早く済ませた会議派は，下院，州議会の候補者の選

考にはいり，いくつかの州で、は候補者リストの作成を終わり，会議派運営委

員会の承認を待つのみとなっている。会議派の場合，立候補希望者が多くて

PCC （地区会議派委員会）の選挙委員会での公認争いはかなり激烈で，公認

からもれたものから強い不満の声が出ている。 PCCの選挙委員会には強い

権限があり，メノン前国防相は過去2回選出された北ボンベイ地区からの公

認候補としての出馬を拒否された。一方，野党側は候補者の決定を行なうと

ともに各党間で反会議派の線で選挙協定が進められている。インドはほぼ完

全な小選挙区制をとっているので，これまでの選挙では野党の乱立が会議派

に有利に作用し，会議派は得票率をはるかに上回る議席数を確保してきたが，

現在進められている野党の選挙協定が次の選挙でどれだけの効果をあげるか

が注目される。特にケララ州では，反会議派7党の選挙区配分はあと 8選挙

区を残すだけにこぎつけており，もしこれが成功すれば，会議派が二つに分

裂しているため野党はかなりの差で、勝つことができょう。

いわゆる学生騒動は10月になって急激に多くなり，ほとんど毎日のように

学生と警官の衝突があり，警官の発砲で学生の死傷者が多数でている。政府

は学生騒動に対する対策を練るため閣僚会議， Inspector-Generalof Police 

会議，副学長会議を開いたが結局妙案は出ず，学生騒動は一向におさまりそ
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うにない。南部のアンドラ州では5番目の国営鉄鋼プラントをヴィサカノミト

ナムに誘致する運動を州をあげて行ない，ヴィサカパトナム誘致要求のデモ

行進をしていた学生が，警官の発砲で2人殺されるほどの騒ぎまでおこした。

しかし中央政府は選挙前の露骨な政治的圧力に屈するわけにいかず，小委員

会で検討することにし，アンドラ州首相に確約を与えなかった。

政府は餓死者を出さずに10月の食糧危機をどうにか切抜けたようだが，ピ

ハーノレ，ラジャスタン州、！などでは歴史的な早ばつにおそわれ，カリフの収穫は

失敗し，再び数百万人の人聞が深刻な食糧危機にさらされることになった。

しかし，他の地域では豊作が予想され，来年の食糧輸入は今年の半分，約6

千万トン程度になりそうだと予想されている。政府は産業（開発・規制）法

を大幅に緩和し，産業に対する統制を徐々に解除する意向であることをはっ

きり示した。

非同盟3国首脳会議はベトナム参戦国が集まるマニラ会議に先立つて， 21

日から聞かれた。会議ではベトナム問題，新興国に対する大国の政治的，経

済的圧力の排除，新植民地主義，非同盟3国の経済協力などについて話合わ

れたが，ベトナム問題での積極的な提言はなく，従来の主張の繰返しに終わ

った。ニュー・デリー会議では非同盟3国の立場を再確認し， 3国の聞の経

済協力の問題がかなり突っこんで、話合われたことが大きな特徴といえよう。

全国に波及する学生運動

9月頃から目立つようになっていた学生と警官の衝突が10月にはいって急

激にふえ，警官が学生に発砲して死傷者を出す事件が毎日のように新聞をに

ぎわしている。ひどいときは U.P.州だけで1週間の聞に警官が10回近く発

砲し，植民地時代の弾圧を思いださせる騒ぎであった。新聞の報道は学生の

行なうデモ，公共建物や商店への投石，破壊，警官との衝突を学生騒動（stu

dent unrest）と呼び， indisciplined,mob, violent, lawlessという形容詞を，

「学生」の前につけ学生を完全に暴徒扱いしている。確に新聞が報じている

学生の行動一一列車，パス警察署に対する投石，放火，電話線の切断，街

灯，商店に対する投石一ーから判断するかぎりにおいては学生は完全に暴徒

化している。その目的，要求は雑多で統一性がなく，行動も組織的というよ
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りは自然発生的であり，局外者には，「なにがなんだかわからない学生騒動」

(The Economist）にみえる。全国的に統一された要求や組織もなく，日本の

学生運動あるいは独立達成までのインドのかつての学生運動と比較すれば，

学生運動と呼ぶには値せず，単なる学生騒動というほうが妥当である。しか

し，インドの独立運動の過程において華々しい役割を演じた学生運動が，独

立後その最大の目的である「独立」を失ない，自然に衰退し，政治的に重要

な役割を果たすこともほとんどなく，一部の大学一一一アリーガル， トラクノ

ー，カノレカッタ，パナーラスーーが騒動を起こすだけであったことを考える

と，最近の全国的な学生騒動は注目に値する。

「1947年まで学生は国家の政治生活において積極的な役割を演じ，多数の

強力な運動に組込まれていた。政治グループは学生社会に対してきわめて強

い影響力をもち，民族運動を強力に支援した。独立以来インドの学生運動は

ほとんど崩壊し，学生に強力な影響力をもっていた組織の大部分は消えさり

ナショナリズムと自己犠牲の精神はキャンパスから去っていった」。（注1）イ

ンドの学生運動の歴史はこの短い文章の中に要約されている。ところで，学

生運動が政治の舞台から退場したまま姿を現わさない原因はどこにあるのだ

ろうか。フィリップ・ G・アルトパッハはその原因として，（1）最大の目標で

あった「独立」が達成され，全学生の支持を得るような目標がなくなった，

(2）独立後は会議派の指導者は学生が政治運動に加わることを好まず，学生を

政治から排除することに努めた，（3）その結果，会議派，社会党の学生組織は

政治的指導者から見放され，学生の支持を失なった，（4）学生数が1950年の31

万人から1960年には69.1万人にふえ，学生社会のまとまりと等質性が失なわ

れた，（5）学生のエネルギーが大学当局の援助する文化活動，社会奉仕に向け

られた一一ことなどをあげている。たしかに，インドのように地域的に広大

なだけでなく，言語，宗教，カースト，人種など分断的要因の多い国におい

ては，統一的な目標，全国的な組織，強力な指導なしには組織的な運動を展

開することは困難である。独立運動に代わるような目標もなく，全国的な組

織は名目だけになり，インドの学生組織を代表するといわれる共産党系の全

インド学生連盟も，共産党の勢力の強い西ベンガノレ州，ケララ州を除けば影

響力はもっていない。そのうえ，共産党以外の政党は学生に対する政治的指
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導から手を引き，むしろ抑制する側にまわったので，学生は孤立化せざるを

えなかった。

事実，最近では学生が立上がって社会の注目を集めたことは数えるほどし

かなかった。パナーラス・ヒンドゥ一大学，アリーガル・ムスリム大学，ラ

クノー大学，カノレカッタ大学などの年中行事化した学生騒動を別にすれば，

1965年にマドラ♂ス州で、起きた言語暴動（ヒンデ、ィーを国語として押しつける

ことに反対する運動で，学生が主導的役割を果たした）， 1964年にオリッサ

州で政府の腐敗を非難する学生デモが，州首相を辞職に追込んだことなどが

自につく位である。かつて一部の大学で頻発した騒動にしても，原因は試験

がきびしすぎる，教師の質が悪い，大学行政の腐敗といったもので，教育問

題全般あるいは政府の政策に対する不満といったことは表面に出ていなかっ

た。最近の学生騒動でも事情は同じで，新聞で見るかぎりでは，議会で野党

が内閣不信任案を出しているのに，学生がそれに呼応する動きなどは全くな

い。学生騒動が反政府を表面に出さないことは韓国，南ベトナム，日本の学

生運動とは著しく異る点である。

以上のようにインドの学生運動は独立後全く低調になり，散発的な学生騒

動しかみられなかったのに，何故最近，急激に学生騒動が多くなり，全国に

飛火したのであろうか。これまで散発的に発生した学生騒動の一般的な原因

として，（1）学生数は増加しながら大学の設備がそれに追いつかず，図書館，

実験室などの不足が著しい，（2）教員の質が低下し，時代遅れの教科課程が組ま

れている，（3）学生の経済状態が悪く，アルパイトをせねばならないものが多

いのに，物価，授業料が上がる，（4）文科系の場合，卒業後の就職口が少ない

一ーなどが指摘されている。最近の学生騒動の底流にもこれらから来る不安

があることはたしかである。政府が学生騒動対策のため， 10月17日から 3日

間にわたって聞いた副学長会議でも多くの副学長が上のような事実をあげて

いる。しかし，これだけでは10月にはいって学生騒動が急速に広がったこと

を十分に説明することはむずかしい。直接の原因はつかみにくいが，法学部

の学生の場合は BarCouncilの試験廃止というはっきりした各大学共通の目

標をもっている。従来，法学部の学生は学部卒業のため2年間のコース，法

律家になるためにはさらに 1年間の専門コースを受けていたが， 1967年以降
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は AdvocatesActにより 3年間のアカデミック・コースを終えたあとシニ

アー・ローヤーの下で1年間の実務補習を受け，それから BarCouncilの実

施する試験に合格せねばならなくなる。この制度改革により BarCouncilの

試験と実務補習が加わり，法律家への道がせばめられることになった。これ

に対し学生はすでにその職にあるものが法律家への道をせばめようとしてい

ると猛烈に反対している。このほかに全国各大学の共通の関心事といえば，

理科系の大学に対する試験をこれまでのワン・パーツからツー・パーツにす

ることに対する不満だけで，あとは各大学ごとの特殊な要求である。しかし

大学生聞の横のつながりが全然ないわけではない。たとえば，ある大学の学

生が警官の発砲で殺された場合，同じ州内の大学が警官の行きすぎを非難す

る抗議デモをしばしば行なっている。さらに抗議デモで警官との衝突がおこ

り，それが新たな学生騒動を誘発するという連鎖反応も起きている。これが

現在の学生騒動が全国的に広がった最も大きな理由と考えられる。

また，警官の態度がきわめて威圧的であることも学生騒動を刺激する大き

な要因となっている。警官はデモ鎮圧のため警棒，催涙ガスを使用するだけ

でなく，しばしば発砲を行なっている。警官の発砲で死傷者が出ても調査さ

れることは少なく，そのまま正当化されている。また，警官が学生を追って

大学の構内に自由に侵入し，教室内で学生や教師を殴打し，器物を損壊する

こともめずらしくない。 「警官が挑発して事件をおこし，それを口実に教育

機関に入りこみ，教員や学長までなぐり，ただでさえ不足している教室の設

備，実験室，図書館を壊したりすることは全く新しい事態である。このよう

なことが現在ほど大規模に行なわれたことは，イギリス支配の最悪の時代に

もなかったJ(Link, Oct. 9）といわれるほどである。法と秩序を維持すべき

警察が大学当局を全く無視し，学内に平気で侵入してまで学生に暴力を振っ

たことが学生の反感を買い，学生騒動の全国的波及に拍車をかけたことは疑

うべくもない。

一方，学生騒動の全国的波及にあわてた政府は，Inspector-Generalof Police 

会議，副学長会議を開いて対策を検討した。 Inspector-Generalof Police会

議では，学生が参加している事件に対しては鎮圧のための武力行使をできる

だけ避けるようにすることを決定した。副学長会議では，警察は公共生活，
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公共財産が脅かされるような非常事態以外は学内に立入らないこと，学内の

規律維持は学長，副学長，教員，学生にまかすことを要求した。しかし，現

実には，このような要求にもかかわらず，警察の学生騒動に対する発砲は多

くなり，学内への侵入も続いている。政府や会議派の一部の議員は，学生騒

動が大きくなったのは左翼政党があとから糸を引いて学生を煽動し，選挙前

に政府を窮地に落とし入れようとしているとして，共産党を強く非難してい

る。副学長会議でも学生騒動への政治家の介入を批判する副学長が少なから

ずいた。たしかに学生指導者のなかには左翼政党と関係をもっているものも

あろうが，現在のところ左翼政党が介入しているというはっきりした証拠は

なく，むしろ左翼政党の影響とは関係なく学生騒動は発生しているようであ

る。たとえば， Link誌は「新しい現象ではないが，こんどの学生騒動の高

まりは野党の巧妙な操作によるものだと片付けてしまうわけにはいかないだ

ろう。学生連盟，スチューデント・コングレス，ヴィデ、イヤーノレティ・パリ

シャドのような有名な学生組織の大部分はU.P.州，マデ、イヤ・プラデッシュ

州，ラジャスタン州では有名無実にすぎない。野党が州議会で学生騒動を利

用しようとしたことは間違いない。しかし，まだだれも特定の政党が騒動を

助長しているという具体的証拠を責任をもって示したものはない。デモの多

くは自然発生的で指導者すらいない。しかし，現在の騒動を誰かが作りだし

た事件あるいは一時的なものとして，無視することは重大なあやまりを犯す

ことになろう」 （Link,Oct. 9）と述べている。

上述のように，全国に波及した学生運動には，はっきりした形での政党の

指導，組織性，統一目標，明確な反政府的あるいは革命的な性格は一見した

ところ見当たらない。しかしながら， 「独立闘争時代の学生社会に特徴的で

あったような運動がおきることはまずありえないJ（注2）と結論をくだすこと

はできない。警察の行きすぎを非難する抗議デモは，反政府をスローガンに

掲げなくても，明らかに反政府的である。一部の野党は学生に対する警官の

行きすぎを非難しており，それは政治問題化している。そしてもし「本質的

に，学生騒動が今日の社会に広まっている不満の反映である」（IndianRe-

corder & Digest, Oct.）ならば，それは根強いものであり，政党の指導する

反政府運動と結び、つく可能性は十分にある。そうなれば学生運動の指導性，
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組織も確立され，反政府運動の強力な一翼を担うことになろう。現在インド

が直面している経済的，社会的危機は容易に解消しないし，人々のいだいて

いるやり場のない不満が大規模なパンダにまで発展し，ナンダ内相を辞任に

追込んでいる状態の下では，学生騒動が学生運動に転換する素地は十分にで

きあがってきたといえよう。したがって，学生の行動をいつまでも単なる騒

動扱いすることはきわめて危険な事態を招くことになろう。

（注 1) Philip G. Altbach, The Transformation of the Indian Student Move-

ment, Asian Survey, August 1966, p. 449. 

（注2) 前掲書 p.4590 

日誌（10月〉

1 日 Vガンジ一首相，新力シミールへの援助を約束一一ガンジー首相は3日間にわ

たるカシミールー訪問の後記者会見し，カシミーノレの政治的状況，国境地帯の警備

などについて次のように語った。国境地帯に住んでいる人々は特別の責任を十分

自覚している。国境地帯を警備している軍隊の士気はきわめて高い。サディク政

権は事態を完全に掌握している。いまや「新しいカシミ－；レ」の夢を実現するた

めに開発事業に全力を投入するときである。第4次計画のカシミーノレへの資金配

分はこれまでの三つの計画を合計したものより大きい。州、iの指導者と話合った結

果，通信施設の拡充，観光の促進，住民に年間を通じて雇用の機会を与える産業

の設立に重点を置くことが決定された。

Vボンベイ港のスト終わる一一ボンベイ港のパイロットのストライキは両者の

長い交渉のすえ， 1日午後中止された。解決の条件は正式には発表されていない

が，（1）犠牲者を出さない，（2）スト期間中は有給休暇とする一ーなどパイロット側

に有利なものとなっている。

協定の調印後2時間半，すなわち 3ll寺半までに港の船は動き始めた。パイロッ

トのスト中止と同時に同情ストを行なっていた BPTのドック・マスター，パー

ジング・マスター， ドレッジング・マスター，技術職員も職場に復帰した。

V会議派議員会，学生問題を討議一一学生騒動問題を討議するために，非公式

に招集された会議派議員会で，ナンダ内相は問題の法と秩序の面を検討し，不平
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を言う余地がないように最も適切にこの問題に取組むため Inspector-Generalof 

Police会議をすぐに開く予定であると述べた。また，学生の規律無視という大き

な問題を討議するために大学の副学長をニュー・デリーに2, 3日中に招集する

ことも明らかにした。内相は学生の聞にトラフ、lレを起こし，事態を複雑にするの

に大きな力をもっている反社会的分子の活動を激しく非難した。

2時間半にわたる討議で，議員の中から政府が学生問題に適切に取組んでいな

いという強い批判が出た。一部の議員は政党が党の目的のために学生を利用して

いると非難した。

2 日 Vマハラシュトラ州議会の野党議員19人が辞職一一サムプーノレナ・マハラシュ

トラ・サミティーに属しているマハラシュトラ州の野党議員19人がマハラシュト

ラ・マイソーノレの州境紛争の解決が遅れていることに抗議して， 1日辞表を提出

した。辞表を提出した19人の議員には，農民労働者党の議員13人，共産党議員3

人，ラノレ・ニシャン党議員1人が含まれている。辞表はT・S・パーノレデ議長に

提出されたが，パールデ議長は自分が辞表を受理したときから辞職は効力を生じ

ると語った。

' 「マイソール州首相がベルガウムの分割を示唆」ドループ氏語るー一一マイソ

ール州議会の野党の指導者K •N ・ドルーフ。氏は 2 日，信頼できる筋から， s . 

ニジャリンガッパ首相が最近ナグープーノレで、行なわれたV・P・ナイーク首相と

の会談で州境紛争の解決策としてベノレガウムを東と西に分割することを示唆した

との情報を入手したと発表した。 わレープ氏によれば，マイソール側はベノレガウ

ム～ボンベイ聞の道路を境界線とすることを希望したが，マハラ、ンュトラ州首相

はこの提案を拒否した。しかし，この問題に対する会議派の態度からすれば，こ

の提案が中央政府あるいは予定されているワン・マン・コミッションによって検

討される可能性はある。

v会議派，ゲジャラート，1111の公認候補を決める一一会議派地方委員会はグジャ
ラート州議会の 168議席，下院の24議席に対する候補者（9人は未定）を決定し

た。 9人の候補者はGPCCの議長が選ぶが，大部分が回教徒になろう。候補者は

497人の申請者から選ばれたが，公認を受けた候補者のうち現議員はわずか57名

である。

v政府企業の価格政策一一次官会議は政府部門企業の従うべき価格政策を満場

一致で決定した。これによると，政府部門に課せられる最高価格は同種輸入商品

のノレピ一切下げ後のレートで c.i. £.価格の10～15%高であるべきであろうとして
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いる。これより高い価格をつける場合には，政府の事前許可が必要である。

3 日 Vインド，中国のブータンへの侵入に抗議一一インド政府はブータン政府に代

わって最近中国がブータンの領土に侵入したことに対し中国政府に抗議し，中国

の要員，軍隊が侵略した地域から撤退するように要求した。また，インド政府は

中国政府に，明確に定められた，あるいは伝統的なプータンの国境を今後侵入し

ないように要求した。

外務省は9月30日に中国大使館に送った覚書でブータン政府はインド政府に，

中国人がブータンと南チュムピの中国領チベット地域の聞の伝統的な国境の南方

にあるドクラン牧草地域にたびたび、侵入しているのを，中国政府に注意するよう

要求したことを指摘した。

Vジャン・サン，選挙綱領を発表一一ジャン・サン党運営委員会は3日，選挙

綱領の審議を終わり，選挙綱領草案を完成した。この草案は11月3日から始まる

オーノレ・インディア・カウンシノレ・ミーティングで採択される予定である。その

要旨次の通り。

一方では腐敗と非能率が蔓延し，他方では公務員の聞に労働条件と給料に対す

る不安と不満が強まっている。その上，物資の不足と官僚統制が汚職の温床とな

っている。したがって，上層部を改革し，物資の不足を解消し，統制をゆるめる

ことが必要である。ジャン・サンは政治レベルで汚職を処罰する特別法を作り，

たとえ高い地位のものに対しでも汚職事件を調査するハイ・パワー・コミッショ

ンを作るであろう。

1961年までに11歳までの児童に対する義務教育を無料にするという憲法の目標

は実現されてない。ジャン・サンはこれを今後5ヵ年内に実施し，中学段階まで

教育を無料にするよう努力する。教育制度と教育の内容は現代の学識と国民の価

値感に合致するよう改革する。

ジャン・サンの言語政策は地方語をその州の公用語とすることを目ざすもので

ある。ヒンデ、ィーは中央レベルで、導入され，ヒンディーを修得しなかった公務員

のために10年間は英語の使用を認める。ユニオン・パブリック・サービス・コミ

ッションの試験はすべての地方語で行なう。

非同盟政策はわれわれの信条でも外交政策の恒久的基盤でもない。わが国の利

益と統ーを守るために，ジャン・サンは独自の外交政策をとり，その国がパワー・

ブロックに加入しているかどうかにかかわりなく 2国間同盟を結ぶ。インドはパ

キスタンの人民と争っているのではない。ジャン・サンは自由のため組織に加わ
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り，インドとパキスタンの統ーがいずれは行なわれると信じているパキスタン人

のあらゆる運動に同情を寄せるものである。

V会議派，西ベンガルの公認リストを作成一一酉ベンガノレ州会議派選挙委員会

は公認候補者のリストをニュー・デリーに提出した。リストには西ベンガノレ州の

州議会280議席全部と下院40議席中 38議席の候補者が含まれている。下院の現議

員23名中15名が公認を受けることになっている。州議会では163名の現議員中113

名が公認される予定である。

Vベルガウムの分割はしない一一ラマクリシュナ・ヘッジ大蔵大臣は 3日， S・

ニジャリンガッパ州首相がマイソーノレ・マハラシュトラ州境紛争の解決策として

ベルガウムを束と西に分割することを提案したという発言を否定した。ヘッジ蔵

相はドノレーフ。氏の発言は，悪意をもった，人をまどわすためのものであり，全く

根拠がないときめつけた。

V学生の暴動広がる一一ラクノー市で5日間続いた学生の騒動は， Iカンフ。－1レ，
アラハバード，ゴラクプーノレなど U.P.州全体に広がっている。カンプールでは

学生と警官が衝突し，学生と教員1人を含む32人が逮捕された。アラハバード大

学の学生はラクノ一大学の学生問題が4日以内に解決されなければラクノ一大学

の学生に同情して直接行動に訴えると警告している。セント・アンドリューズ・

カレッジとゴラクプール大学の学生は，ラクノ一大学の学生に対し警官が警棒を

使用したことに抗議してストライキにはいった。また，クノレパーススカル農科大

学の学生自治会の委員長は，学生の要求を貫徹するために無期限ハンストにはい

った。

ムザッファールプーノレで、も学生と警官が衝突し，警官がデモ隊を追払うために

催涙ガスを使用した。ピハーノレ大学の全カレッジは3日から閉鎖される。また，

サガノレ大学も学生デモが暴動化したために無期限に閉鎖された。

一方，政府はガンジー首相と閣僚の非公式会議を聞き，特に学生騒動の激化に

ついて討議した。この席上，ナンダ内相は実力行使よりも説得によってこの問題

に取組むべきであるが，絶対必要な場合には，最小限の実力行使は支持するとの

個人的見解を述べた。学生の規律無視は重大な問題であり，緊急に取組む必要が

あるということで意見の一致をみた。

V最高裁，政府部門独自の賃金体系認めず一一最高裁は，その企業が政府部門

の企業であろうと民間企業であろうとも，同じクラスの労働者であれば賃金差別

が行なわれるべきではなく，政府部門が民間部門と異なった賃金体系をとるべき
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ではないと裁定した。同時に法廷は物価手当と生計費指数を1962年から遡及的に

実施すべきであるという労組の要求を否認した。

4 日 V会議派， M.P. 州の公認候補者を決定―――――

選挙委員会は州議会と下院の公認候補者を決定した。下院の37議席のうち 9名は

全員一致で， 15名は投票による多数決で， 6名については審査会で， 7名は州首

相の指名で決定した。

vカンプール，パトナで警官が学生に発砲一一一P・P・N・カレッジのシンハ

学長の葬列（シンハ学長は前日，警官が投石していた学生を追払うため校門を無

理やりあけようとしたのに，ショックを受けて死亡した）に加わっていた学生2

千人があちこちで警官と衝突，警官が発砲し1人が負傷した。公式の発表によれ

ば，この衝突でカレッジの学長を含む18人の負傷者を出した。

また，パトナでも 9月30日にサマスティプーノレで、警官の発砲で、学生が死亡した

事件に抗議して州議会にデモをかけていた学生数百人と警官が衝突し，警官の発

砲で1人が負傷した。 S・N・シンハ教育相は州首相がサマスティプールで警官

が発砲した原因，その時の状況を調査するよう命じたと発表した。

V食糧配給地域を更に拡大一一中央政府は公式的に配給制を実施していない地

域に対して完全な配給制を実施し，大規模に調達を行なうことを計画している模

様である。州政府では食糧公社の活動は財源および人員の面で不十分であり，食

糧調達に失敗しているとして，調達の権限を州政府のものとしておこうと考えて

いるが，食糧省では食糧公社を更に拡大し，食糧の調達および配給を各州に完全

に実施し，備蓄食糧の増大を計ろうと意図している。

5 日 , PSP，選挙綱領を採択一一PSPのナショナノレ・エグゼクーティプは3日間に

わたる大会の第2日日の5日，選挙綱領を採択した。その要旨次の通り。

会議派の説く社会主義は，社会の根本的，構造的変革と新しいインドの建設

という壮大な事業への国民の熱狂的参加のみられない，安手の福祉計画と近代

的生産技術の採用にすぎない。会議派政府は軍隊が戦場で獲得したものを，外

交交渉、で失った。 PSPは中国，パキスタンに奪われた領土の回復に最重点を置

く。

15年間の計画化のあとには，経済の停滞，平価の切下げ，行政の腐敗，国民

の不満と失望しかない。国家の再建は，土地改革フ。ログラムの効果的実施，新

港j陵地への3ヵ年間の無料給水，農産物と工業製品の価格のバランスの維持，

農産物に対し引合うだけの支払いをすること，穀物・家畜保険の導入，地租・
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農業所得税の廃止に専心する政府だけが行なうことができる。

PSPは平等を実現するために，所得の最低と最高の割合を10対lにする。資

本課税と都市財産に制限を設ける努力をする。計画化，工業の分野では党は銀

行，保険会社の固有化を実施する。

中国，パキスタンとの衝突は多くなり，インドの安全に対する危機は高まっ

ており，インドは従来の武器だけでなく核兵器でも自立化を達成しなければな

らない。

Vガンジー首相，マヘンドラ国王と会談一一ネパール訪問中のガンジー首相は

マヘンドラ・ネパール国王， S・B・タパ・ネパール閣僚会議議長と会談した。

この会談は両国間の問題に対するインド側の態度に対するネパールの不安を解消

するのに役立ち，相互の信頼を強めた。また，この会談でガンジー首相とマヘン

ドラ国王は国際J情勢，特に東南アジアとベトナムについての意見の交換を行なっ

fこO

Vアグラで警官が発砲し2人死ぬ一一－5日朝アグラで暴徒化した学生が，交番

郵便局に放火し，各地で警官と衝突した。警官は学生を追払うために警棒，催涙

ガスを使用したが鎮圧できず発砲し， 2人が死亡した。この衝突で警官28人が負

傷し， 94人が逮捕された＂ Sec. 144, Cr. P. C.が適用され， 10月15日までデモと

集会が禁止された。一切の教育機関も 2日間閉鎖された。

ティカムガノレで、は学生デモ隊が税務所の円をこわして中に侵入し，建物に放火

しようとしたので警官が学生を追払うために発砲，学生2人が負傷した。

ラ州の旱ばつで３００万人が被害を受ける―――――ラジャスタン州２６地区のうち１４

地区で約300万人のひとが早ばつによる被害を受けた。この地区でのカリフの収

穫は全く失敗したと報じられている。ほかの地区でも事情はあまりよくない。州

内閣はモンスーンが来なかったために再び飢鐘が生じるおそれがあるという報告

を討議した。内閣は被害を受けた14地区で、ただちに救済事業をはじめることで意

見の一致をみた。ほかの州でも 2, 3ヵ月後には救済事業をはじめざるをえない

であろう。ジャイプーノレ，ウダイプールのような都市では給水割当の問題が検討

されている

v政府肥料補助金の継続決定一一政府は“適正な水準でできる限り”肥料価格

を維持するため，妥当な補助金の支給を続けることを最終的に決定した模様であ

る。以前にはノレピ一切下げ後肥料に課せられた関税および国内消費税を，実質的

に減少させるか完全に廃止するかの提案がなされていた。
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V工場主， ICMFの自己規制案を支持一一工場主達は ICMF（インド綿工場協

会）に対し，最高価格以上で原綿を買付けないこと，余剰原綿は困っている工場

に提供するなど協会の自主規制案を支持することを確約した。

6 日 Vインド，ネパールに4億ルビーの援助を供与一一ガンジー首相は6日，ネパ

ールの第3次計画に対し総額4億ノレピーの援助を供与すると発表した。また，イ

ンドはネパールの製紙工場建設を援助することを約束し，ネパールから余剰の紙

を買う意向であることを明らかにした。インドはカノレナリーの水力発電プロジェ

クト一一国連の調査によれば，同プロジェクトが完成すれば680万キロワットの

発電量となるーーにも関心を持っており，ネパーノレの余剰電力を買うことができ

ることを明らかにした。

V米資本の肥料部門への導入失敗一一ー政府は当面肥料工業への外資，特に米国

資本の導入は望み薄いとの結論に達し，新しく外貨を獲得する方策を検討中であ

る。米国投資家筋では目下来年の総選挙の結果待ちという状態で話は進まず，唯

一つ進んでいた Philipsとの交渉は，見積りがインド側で高過ぎると主張し中断

している。

V小企業の定義を改訂一一D ・サンジパヤ工業相は6日，小規模工業の定義を

改訂すべきであるという小規模工業局の勧告を受取ったことを明らかにした。工

業相は政府はこの勧告を実施する意向だと語った。勧告によれば，固定資産の上

限を75万ノレピー（土地と建物の取得額を除く〉に，補助的業種（ancillaryindu-

stri白）では100万ノレピー（土地と建物の取得額を除く）に引上げられる。

vデフラ・ドンで警官がデモ隊に発砲， 2人死ぬ－6日朝，学生がデフラ・

ドンの町をデモ行進し，窓ガラス，商店，自動車，電話をこわし，警官に投石し

た。暴動化した学生デモ隊を追払うために警官が発砲， 2人の死者と13人の負傷

者を出した。この騒ぎで75人が逮捕された。町での集会，デモは禁止され，一切

の教育機関が閉鎖された。

また，ピハ－；レ州で、も学生の騒動はチョータ，ナガプーノレに広がり，セント・

コロンブス・カレッジの学生がデモ行進中 K•B• サハヱ州首相の官舎に投石

し，警官はデモ隊を追払うために催涙ガスを4回にわたって使用した。この衝突

で警官10～15人が負傷したが，逮捕者は出なかった。

7 日 V資本発行統制の緩和一一政府は贈与株を除く資本発行統制を緩和することに

決定した。贈与株については従来通り統制が続けられる。

これは行政管理の緩和による経済自由化の一環として行なわれるもので，従来
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企業カ＞；250万ノレピー以上の資本発行を行なう場合，資本発行統制官（Controllerof 

Capital Issues）の許11Jが必要であったが，この決定により，民間株式会社，政的：

企業，銀行，保険会社の資本発行には政府の許可を必要としなくなった。

V中国はネパールに援助を与えているが影響力はない一一ガンジー首相は， 3

日間のネパール訪問後記者会見し，中国はネパーノレの若干のフ。ロジェクトを援助

しているが，中国の影響力はみられないと次のように語った。ネパールが中国の

援助を受けることをインドはにがにがしく思っていない。戦略的理由からインド

と中国がネパールへの影響力で競争していることはない。わが国とネパールの文

化的・宗教的関係はきわめて古く，共通するものを多くもっている。競争する問

題があるとは考えられない。

T PSP，パンダの乱用には反対一一PSPのプレム・パシン書記長は党のナショ

ナル・ジェネラル・カウンシルに大要次のような報告書を提出した。

国民の不満を除去するためにストライキを組織することは国民の正当な権利

であるが，政権をとりかっ運営するにたる組織力もなしに一切の社会生活をマ

ヒさすことは混乱を招くだけであるL無政府状態と民主的社会主義勢力が主導

権を握るか，あるいは事態の進行に影響力をもっ革命とは区別されねばならな

い。野党が行なっている反民主主義的行動は与党のファシスト的傾向を深め，

官僚制を強めるのに役立つだけで、ある。

PSPは全州、l，全直轄地の260地区に900の支部を持っている。党員は一貫して

ふえており，現在， 1万人以上の活動家がいる。

Vフィロズバードで警官発砲， l人死ぬ一一フイロズパードで禁止令を破って

市場に行こうとした数人を警官が殴打したことが発端となり，労働者，学生が騒

ぎだしたため，警官がこれを鎮圧するために発砲， 50歳の砂糖菓子売りが死亡，

4人が負傷（2人は重傷〉した。逮捕者は10人。

また，ハノレスラでも 7日午後，警官が学生に対し3回にわたって発砲した。

8 日 TM. M. 91!11境紛争解決の糸口発見できず一一マイソーノレ・マハラシュトラ州境

紛争解決のため次の措置を決定する会議派運営委員会の会議を前にして，ガンジ

ー首相，カマラジ総裁は妥協点をみつけるために両州の指導者にあった。各レベ

ノレで、の会談は朝から夜おそくまで続きV・P・ナイク・マハラシュトラ州首相，

S・ナジャリンガッパ・マイソ－；レ首相は個別的にカマラジ総裁とあった。しか

し，双方とも選挙を控えているため自己の立場に固執し，解決の糸口はみつから

なかった。

一（184）ー -268ー



インド (10月〉

Vクンダで警官発砲，学生1人死ぬ一一これまで学生のアジテーションの影響

を受けてなかったU.P.州のいくつかの町，農村地域にまで学生運動が波及した。

8日，警官の行過ぎを批判するデモを行なっていた学生1千人がクンダの駐在所

に投石したため警官が発砲し，学生1人が死亡， 11人が負傷（2人は重体）した。

この日はアグラ，デラ・ヅン，ピジノーノレ，カンプーノレ，ファテガル，マホパ，

ブランドシヤール，ベナレス，パトナ，ムザ、フアノレプーノレ，カノレカッタ，アラハ

ノミード，ニュー・デリーなど全国各地で学生デモが行なわれた。

V石炭価格引上げ一一政府は石炭価格をトン当り 10パイサ引上げることに決定

した。政府は石炭業にボーナスやロイヤリティの増加による追加経費負担を補う

ため，年間に幾度か価格の引上げを認めてきた。今回の引上げは IndustralTri-

bunalの裁定により，石炭業の経費増を補うために行なわれたものである。

T ACCコスト増で拡張計画を縮少一一セメント生産の3分の lを占める Assa-

ciated Cement Companies Ltd.はyレピ一切下げ後のコスト増のため野心的な拡

張計画を切詰めざるをえなくなった。同社は1971年末には生産を現在の400万ト

ンから 900万トンに引上げる予定であり，その総コストを 8100万ノレピーと見込ん

で、いたが，現状で680万トン程度にまでしか生産能力を増大しえない模様である0

9 日 TM. M. g,1,1境紛争解決のための委員会設置へ一一会議派運営委員会は 9日，マ

イソーノレ・マハラシュトラ州境紛争の満足のいく解決策として両州の州首相が受

諾できる方式を作った。会議派運営委員会はインド政府に対し，当事者から事情

を聴取し，最終決定をする委員会を設置することを要求した。委員会は当事者の

意見を聞いてから課題を決定する。委員会はマイソーノレ・マハラシュトラ州境紛

争だけでなく，マイソ－；レ・ケララ川j境の紛争をも調査する。特にマイソールと

マハラシュトラ州民の気持を考えて，総選挙までにその作業を完了することはで

きないにしても，委員会はただちに設置される。

T PSP, g,1,1支部に選挙調整の実施を許可一一PSPのナショナノレ・ジェネラル・

カウンシルは「反会議派票が割れることを避けるためにJ, 州支部が他の野党と

選挙調整をすることを認めるとの決定をした。しかし， PSPは社会主義を信奉し

ない野党との選挙協定は結ぱなし、方針である。

v会議派，政府の学生対策を批判一一9日に開かれた会議派軍営委員会で全国

的に広がった学生騒動によって生じた事態に対する政府の処置が批判された。共

産党， SSPはもとより， RSS，ジャン・サンが政治的目的のために学生騒動を利

用したことを非難する一方，会議派自身も学生社会と接触し，学生の要求，不満
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インド (10月）

を聞くことをおこたっていることが指摘された。また，高い研究歴を持っている

かどうかを考慮せずに，引退した公務員，政治家を副学長に任命する権限を政府

が誤用したとの意見が出た。また，中央，州の教育相が学生の不満を聞くために

学生代表と会うのを拒否していることが批判された。

10日 V力マラジ総裁，警官に行過ぎのないよう要望一一カマラジ総裁は学生騒動に

関するステイトメントを発表し，警官に自重し，法律を破る若者の処置に行過ぎ

がないよう要望した。また，カマラジ総裁は学生のエネルギーを創造的方向に向

けるため，大学当局，政府，学生社会の間で意見と経験の交流をすることを提案

した。

ガンジー首相は北ベンガル大学の評議会で、演説し，学生に教育ある人間として

何んの得るところもないのに，街頭の行動に走らないよう訴えた。

V急行列車が鉄橋の上で脱線， 9人死ぬ一一プーナ～ヴァスコ聞の急行列車が

10日，ミラージから 2マイルの所にある鉄橋の上で脱線，少なくとも小供2人を

含む9人が死亡， 132人が負傷した。 D ・S・デサイ・マハラシュトラ州内相は

列車事故にサボタージュの疑いがあると語った。

Vグジャラート州のスワタントラ・ PSPが選挙協定一一スワタントラ党， PSP

のグジャラート支部の指導者は10日，会議派を破るための選挙調整を行なうこと

に原則的に同意した。 PSPの指導者は候補者を立てる選挙区を示し，スワタント

ラ党の指導者はそれを検討することを約束した。

TM. P. 』1!11政府，ゲワリオール事件などを調査一一マディヤ・プラデッシュ州政

府は10日，先月グワリオールとウジャインで起きた学生と警官の衝突事件を調査

すると発表した。調査の目的は，（1）騒動の原因，（2）地方当局の事態への対処の仕

方が適切であったかどうか，（3）教員，学長が学生を統制し，望ましい方向に指導

したかどうか一一の 3点である。また，州、欧府は学生のアジテーションで閉鎖を

命じられていた州の教育機関に再開を命じた。

V鉄鋼輸出補助金引上げか一一鉄鋼輸出に対し政府はすでに最高の15%補助金

を交付すると発表していたが，これを更に20%まで引上げる模様である。交付率

は品目により異なり，レール，銑鉄等輸出の容易な品目は少なく，シート，コイ

ル，鉄骨等輸出困難な品目は多くされる。鉄鋼省では HindustanSteel Ltd.の在

庫増に悩み， 1966/67年に3億7千万ノレピーの輸出を計画したが，現状では 1億

ルピーしか達成の見込みが立たず，問題となっている。

11日 T U. P. 州首相，学生の騒動で野党を非難―――――Ｓ・クリパラニＵ.Ｐ.州首相は１１
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日，学生のアジテーションは鳴りを静めたがまだ死んでしまったわけではないな

ど次のように語った。アジテーションは学生の不満と何んの関係もない。いくつ

かの野党はアジテーションの背後で糸を引いて，選挙前に政府の信用を失墜させ

ようとあらゆる機会をねらっている。 U.P.州の学生の中には各種の政党，政治

グループが浸透している。学生が一部の野党から金をもらったことははっきりし

ている。

T U. P. 91111のスワタントラ， ジャン・サン選挙協定一一スワタントラ党とジャ

ン・サンは， 1113, U. P.州の多数の選挙区で協定を結ぶことに合意した。ジャ

ン・サンは次の総選挙で下院に250名，州議会に2千名立候補するこを決定した。

N・デシュムク書記はジャン・サンはコミュナリストとコミュニストを除く野党

と選挙同盟を結ぶと語った。

V都市地域にも協同組合設立へ一一11日にニュー・デリーで聞かれた協同組合

相会議は，消費財の配給を目的とした協同組合の商店を都市地域にも設立するこ

とを承認した。この商店は人口の20%，生産の20%をカパーすることをめざして

いる。また，同会議は農村地域の人口の3分の2をカバーする必需品の配給計画

を促進することも決定した。

T NCDC新しい非コークス用炭聞を取扱わず一一デイ鉱山・金属相は非コーク

ス用石炭を産出する新炭田は国家石炭開発委員会（NationalCoal Development 

Council）の所管としない，委員会は本来コークス用石炭の生産にのみ責任を持つ

べきであると発表した。

V外国援助減に備え“中核”計画検討一一計画委員会は第4次計画で外国援助

が予定していた程えられない場合に備えて，計画の基本的な部分を含んだ“中核”

計画（“Core”Plan）を作成中で，内容は部外には公表されていないが，もし援助

が予定より少ない場合この計画に切替えられる模様である。

V実質使用者の輸入を統制一一政府は，輸入商品の実質使用者に対し，その品

目が国家貿易公社金属鉱物貿易公社またはその他の政府機関を通して輸入される

ものであるならば，ライセンスがあっても輸入を許可しないことにした。この種

の品目の輸入は担当政府機関を通じておこなわれることとなる。

12日 T SSP, SMSがM.M. 州境紛争解決案を批判―――――Ｓ・Ｍ・ジョシーＳＳＰ委員長，

テイラク SMS書記長はマイソール・マハラシュトラ州境紛争を解決するために

州境委員会を設置するという会議派運営委員会の決定を「問題の解決を回避する

方便にすぎない」と強く批判した。
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V農地改革実施委員会，小作地の取戻し禁止を勧告一一一1963年に国家開発会議

が設置した農地改革実施委員会は「今後小作地の取戻しを禁止するJなど次のよ

うな勧告を行なった。耕作者に保有権を保証することは土地改革計画の要である

ので，直接的な地主・小作関係をただちに廃止すべきである。小作料は現金に換

算仏政府が小作人から徴収して手数料を差引いたものを地主に渡すようにすべ

きである。第4次計画において農村・の貧しい人が利用できる大規模な農業投資を

効果的なものにするためには，各州の土地改革を迅速に実施することが不可欠で

ある。

V来年度の食糧輸入は約600万トンに一一スブラマニアム食糧農業相は9日，

ボンベイで記者会見し，今年の食糧輸入量は1200万トン程度になるが，来年は500

～600万トンになろうなど次のように語った。今年の全般的な収穫状況は昨年よ

りはるかによい。パディー，ジョワ－，レ，ナグリーの供出価格は引上げる。引上

げ実施後の価格と前年の1キンタyレの価格は次の通りである。 （カツコ内は前年

の価格）。

パディー＝下級50！レピー（45），中級55！レピー（50），上級60！レピー（55),

特級65ノレピー（60)

ジョワール＝下級49！レピー（48），中級54ルピー（51），特級56！レピー（53)

ナグリー＝50！レピー（48)

T 1965/66年の工業生産一一工業省発表の調査によると， 1965/66年の工業の

成長率は4o/oで，第3次計画期間中の最低となった。石炭，鉄鉱石，アノレミ，砂

糖などは著しい成長を示した反面， 繊維， 化学， 機械・金属などは生産が落ち

た。とりわけ工業生産でウエイトの高い繊維の低落が目立ったため，全体として

の成長が鈍化した。今後の見通しとしては，当面物価安定のため財政金融その他

の諸政策により成長を調整しているが，輸入制限緩和により生産も上昇し，来年

度初めには経済は均衝を保ち，急速な成長が期待できるとしている。

T U. P. 』1111，深刻な食糧危機に直面一一一U.P.州は史上最悪の早ばつにおそわれ，

深刻な食糧危機に直面している。モンスーンがタイミングよく来なかったために

カリフの収穫が被害を受け， 2年続きの不作となった。被害は11億yレピーにのぼ

ると推定されている。このため， 7万5千ヵ村， 6千万の人が生活難に落入るお

それがある。州政府はこの危機に対処するため，タッチャヴィー・ローン向けに

1千万ルピーの支出を決定した。

13日 V中立地帯での戦闘中止をアメリ力，北ベトナムに要求ー一一インドはアメリカ，
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北ベトナムに対しベトナムの中立地帯での事態をさらに悪化させるような行動を

とらないよう訴えた。インドは中立地帯での地上戦闘によって戦争がさらに拡大

されるのを防ぐために，ベトナム国際監視委員会議長国の資格でこの処置をとっ

たものである。

Vパンチャヤット行政を農村開発の中軸に一一一S・スブラマニアム連邦食糧農

業相を議長とする各州の村落開発・パンチャヤット行政担当相会議は13日，ニュ

ー・デリーで聞かれ， 「村落開発に関する政策報告」を採択した。同報告はパン

チャヤット行政制度がインド農村の経済的・社会的開発の中核であり，総合的開

発が村落開発機関の最大の目的であることを強調している。さらに，村落開発機

関，特にパンチャヤットは正確な土地記録の保持，土地改革全般に対する農民の

支持を得るなど，基本的な土地改革措置の実施に積極的な役割を果たすべきであ

る，というスプラマニアム氏の提案もとりあげている。

V学生騒動対策の暫定的結論出る一一ナンダ内相出席の下に 3日間にわたって

聞かれていた Inspectors-Generalof Police会議の最終日の13日，学生騒動の取

扱い方について暫定的結論を得た。結論は，①学生が加わっている事態の取扱い

に際しては警官は武器をできるだけ使用しない，~懲罰的処置よりも予防に努め

ることが必要である， CT警官が大学構内に立入れる事態， G:学生の相対的役割，

⑤事態が法と秩序の問題に発展するの防ぐための教育当局の役割の重要性，⑨学

生の苦情処理方法一ーなどに関係するものである。

14日 Vマイソール，，，，，議会議員5人が辞表提出一一マイソール州議会の MES（マイ

ソーノレ・エキカラン・サミティ〉の5議員が15日，会議派運営委員会がマイソー

ノレ・マハラシュトラ州境問題で国民を“裏切った”ことに抗議して議長に辞表を

提出した。 MESの議員は，いまになって州境委員会を設置することは州境問題

の解決を遅らすだけであると言っている。さらに彼らは，自尊心のある人間なら

反民主主義的で自己主義的な会議派の態度を支持しないだろうと述べた。

Vオリッサ州内閣危機，解決の糸口みつからず一一会議派総裁の特使としてブ

パネスワールに来ているN・s・レディー氏は州首相，州相に反旗をひるがえし

ている閣僚と 2日聞にわって会談したが，両者の反目を解決する方法を見出すこ

とに失敗した。もしレディー氏が15日朝ニュー・デリーに向け出発するまでに双

方に受入れられる解決案ができなかった場合には，レディー氏は会議派総裁に会

議派運営委員会の決定を必要とする事態であると報告するものとみられている。

Vケララ，，，，，の反会議派連合，選挙区の配分を延期一一ケララ州の反会議派連合
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7党は州議会133選挙医のうち 8選挙区の配分で妥協点を見出せず，選挙区の最

終配分を11月12日まで任期した。 7党は 1ヵ月後にコジコードで8選挙区の配分

に関する最終決定を行なうことになろう。下院tl9選挙区の配分は州議会の選挙区

の配分を終わってから行なう。

V輸出用綿糸・綿織物の強制品質統制一一政府は11月 1日から輸出向工場製綿

糸・綿織物の強制検査を実施する予定である。これ等品目の輸出はその日以降繊

維委員会の証明書なしではできなくなる。政府が船積前に強制的な品質統制を実

施するのはこれが始めてであるO

V工業許可制の緩和一一サンジパヤ工業相は，中央工業諮問委員会で，政府は

工業許可政策を緩和して，現存工場に生産を多様化し新製品を作れるようにする

計画を発表するであろうと語った。ただし，この場合の条件として，外貨の追加

を伴わないこと，小規模企業部門の利益を害することがないことがあげられてい

る。

V都市中産階級の生計費指数一一中央統計局は全国主要45都市における中産階

級の生計費指数を発表した。 中央統計局は 1958/59年中産階級家計調査を実施

し，これを基礎に1960=100，所得月額100ノレピー以上7507レヒ。一以下の非筋肉労

働を主たる所得源とする中産階級を対象として調査を行なった。

中産階級の生計費指数

(1960年＝100)

削年 1 附年 1 附年 1 19畔 1 附年

(1）ボンベイ I 102.3 I 106.0 I 111.9 I 122.4 I 130.3 
(2) ニュー・デリー｜ 103.8 I 109.4 I 113.8 I 123.2 I 129.4 
(3）カルカッタ｜ 101.4 I 105.8 I 111.2 I 116.2 I 123.4 
(4）マドラス I 104.6 I 109.8 I 114.5 I 123.o I 130.6 

45 都市平均 I l位 .9 I 101.1 I 111.5 I 121.1 I 129.8 

v輸入制限緩和に伴う貸付増額一一Bhagat閣外蔵相は， FICCI主催の税務担

当重役の会合で，政府はノレピ一切下げに伴い輸入制限が緩和されたことから起っ

てくる資金需要増を金融政策作成に当って考慮する方針で， IDB,IFCの投資資

金の増額，借入資金によって輸入設備を購入している企業には，減税措置がとら

れると語った。また，税制については，現状では貯蓄，投資，輸出を奨励するため

租税体系の選択的合理化を行ない，全般的な税率引下げは考慮しないことを明ら
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カ斗こしfこo

v支払い債務増に対し償却増加一一前記の税務担当重役の会合で，金融機関か

らの貸付けまたは延払いでプラントや機械を輸入した企業は，ノレピ｝切下げの結

果，支払い債務が増え，これに対し減価償却または開発リベ｝トを認めてほしい

との要望があり，政府は減価償却については許可されるであろうと示唆した。

15日 Vガンジ一首相，学生代表に保証を与えず一一一インド学生全国会議は2日間に

わたる会議のあとガンジー首相に要求書を提出していたが，ガンジー首相は15日

15大学の学生代表と会見し，④警官の行過ぎに対して調査せよ，②学生指導者の

釈放と訴訟を無条件で取下げよーーという要求に保証を与えることを拒否した。

政府は州政府の権威を失墜さすようなことはできないし，学生の手に法律をゆだ

ねることはできないとガンジー首相は述べた。しかし，ガンジー首相は政府は学

生の不満に対し同情的であり，学生の要求を検討するつもりだし，学生の不満と

要求は来週ニュー・デリーで開かれる副学長会議でもとりあげることになろうと

語っfこ。

Vガンジ一首相， U.P. y1!1j会議派に団結を呼びかける一一一ガンジ｝首相は15日，

U.P.州会議派政治会議で演説し， U.P.州会議派は団結して野党の挑戦にこたえ

るよう訴えた。総選挙は対立を解消する絶好の機会である。最近， U.P.州の会

議派のイメージがきずっけられたが，各グノレープが団結することによってそれを

回復する1ことができる。国民の利益を増大さす権限を会議派が得ることができる
ようにするためには，総選挙に勝つことが絶対必要である。

V初の国産戦艦の起工式一一マガ、ザン・ドックは旗艦級のフリゲート艦の建造

を引受け， 15日朝起工式を行なった。初の国産戦艦は1971年までにインド海軍に

引渡されることになっている。

16日 V ヒンドゥー・マハーサバー，選挙綱領を発表一一ヒンドヮー・マハーサパー

は16日，憲法改正，外交政策，言語政策，核兵器，工業政策などを骨子とした次

のような選挙綱領を発表した。

インドを真に民主的ヒンドゥ一国家とするために，憲法をヒンドゥーの伝統と

文化に合致するように改正することを支持する。国家に忠誠を誓うかぎりにおい

て，カースト，信条のいかんにかかわらず，少数民族を含む一切のインド人に完

全な市民権を保証するためには憲法の改正が絶対に必要である。党はヒンドゥー

以外の一切のマイノリティーに対しても言語，宗教，文化を発展させ，能力に応

じて公務につく十分な機会を与え，公正かっ公平にあっかうことを約束する。
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ネパーノレ，シッキム，ブータン，ピノレマ，セイロンなどの隣接ヒンドゥ一国家

と友好関係を維持し，その他の国との関係では内政不干渉を要求する。あらゆる

手段をもってインドの領土を外国の支配から解放し，チベットを中国の支配から

解放しチベットをインドと中国の聞の緩衝国とする。インドを真の独立国とし，

対内，対外政策面でのイギリスの影響を排除するために英連邦から脱退する。

敵国にあなどられないように防衛用の核兵器の開発を政府に要求する。言語政

策に関しては，ヒンディーを憲法に規定した国語としての地位からはずそうとす

る一切の努力に反対する。党は石炭，鉄鋼，運輸・通信施設，軍需産業を含めた

一切の基幹産業の固有化を約束する。

’メノン前国防相，北ボンベイからの出馬認められず一一BPCC（ボンベイ地

方会議派委員会）選挙委員会はV ・ K•K ・メノン氏の北ボンベイからの下院立

候補申請を否決した。会議派運営委員会がメノン氏の申請を再検討する可能性が

あるかどうかたずねられた会議派の著名な指導者の1人は， S・K・パテイル鉄

道相が運営委員会のメンパーなので，彼の存在が運営委員会の方向を決定するこ

とになろうと述べた。 15日ボンベイで発表された下院の立候補者リストにはいっ

ている現議員は S ・ K• パテイル鉄道相だ、けである。

V教育者会議，警官の学内立入り禁止を要望一一副学長，著名な教育者は16日

ニュー・デリーで学生騒動に関連する諸問題を検討するために 3日間にわたる会

議を始め，次のような見解を明らかにした。大学，カレッジでの規律の維持は副

学長，学長，教授，学生にまかせるべきである。警官は公共生活，公共財産に影

響を与えるような重要な事態以外は大学構内に立入るべきではない。

Vピハールの皐ぱつ地域で10億ルビーの救済事業を計画一一ピハーノレ州内閣は

早ばっ地域で、大規模な救済活動を組織することを決定し，フッド・コミッショナー

を委員長とするハイ・パワー・コミッティーを設置した。内閣は15日，洪水と早

ばつによって生じた事態に対処するため10億lレピーを要する計画を検討した。重

筋肉労働計画に基づいて900万人をこす農民，職のない農業労働者とその家族に

雇用の機会を作らねばならないと推定されている。重筋肉労働計画の中心は貯水

池，濯概用水路の工事と小規摸な井戸を掘ることである。

V欠乏原料の配分に委員会一一供給・技術開発・原料計画省が4月に設置した

専門家委員会は，欠乏工業原料の調達配分を規制する原料計画・割当委員会の設

置を提唱した。また，現行の外貨統制・配分制度を改正し，選択的統制をとるこ

とを提案した。新制度によると，外貨の大口使用者は頻繁な検査と注意深い統制
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の下に置かれ，小口使用者は比較的自由にされる。これにより小規模企業の生産

が刺戟されるとしている。欠之原料の配分に関しては，（1）使用目的を基礎とし，

企業規模の大小により差別しない，（2）平等な配分よりは原料の正しい使用と効率

を重視する，（3）各種の原料が適正に供給され，一つの原料が不足するため生産全

体が阻害されないようにする，（4）輸出産業重点，（5）完成品より原材料輸入を重視

する等の点をあげている。

T AIMO 4次計画を批判一一一全インド製造業者協会（All-IndiaManufacturers' 

Organisation）中央委員会は政府の第4次計画を批判する次のような内容の決議

を採択した。政府は計画の規模，財源の評価，成長率，計画手法においてドラス

チックな改革を行なうべきであるO 計画目標の多くは必要ベースであり，財源ベ

ースでなく過大である。（1）計画支出は2千・億ノレピーを越すべきでない。（2）計画は

2分し，必ず達成すべき第1計画とできれば実施する第2計画とする。（3）増税は

回避する。（4）熟練技術者の育成補充。（5）全非計画的非開発的支出の大幅削減。（6)

各フ。ロジェクトごとに総支出のみでなく，必要外貨も明示し計画改訂を容易にす

る。（7）産業政策法を改訂し，民間部門を最大限に活用する。（8）輸出および輸入代

替産業を優先する。（9）生活必需品産業の許可制廃止と不必要な統制の撤廃。帥政府

部門の財源を，農業および輸送電力などの産業下部構造の強化に重点的にあてる。

ω物品税の統合整理による減額。 ω生産増に見合った徴税に留意すべきである。
17日 Vワンマン・コミッションの議長に M・C・マハジャン氏一一インド政府は17

日，マイソーノレ・マハラシュトラ，マイソーノレ・ケララ州境紛争を調査するため

に，前最高裁長官のM ・C・マハジャン氏を任命した。この決定は閣議で行なわ

れたものである。政府のスポークスマンによれば，ワンマン・コミッションは関

係者から事情を聴取し，勧告をすることになっている。委員会は特定の課題を与

えられているわけではないが，政府はインドの州再成の基準を検討し，現在3州

問で続いている州境紛争の解決を目的として設置したと発表している。会議派運

営委員会は先週，紛争を委員会に付託するとの決議を行なったが，この決議では

委員会の決定を最終的なものとみなすと規定している。これは委員会の勧告は拘

束力をもち，議会で投票にかけられたときは会議派は支持することを意味する。

V各，，，，，の地租廃止にガイドライン一一計画委員会は地租廃止を決定する州政府

のため，ガイドラインを作る模様である。委員会はマドラス州政府の地租廃止提

案を非公式に検討中であるが，主な問題は第4次計画の財源に大きな影響がある

ことである。選挙対策上州政府が地租を廃止した場合，中央政府はこれを阻止で
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きないので，計画達成のためこれに対応する州の財政措置が必要で、あり，中央政

府としては州に対する対策を考える必要がある。

V警官，ジャムで学生3人を射殺一一ランビ、／レシングプーラにある州立単科大

学のハンストを続けている学生に同情して，禁止令を破ってデモ行進しようとし

た州立理科大学の学生と警官が衝突し，警官の発砲で学生3人が死亡し， 28人が

負傷した。負傷者の中には女子の大学院生，大学講師が含まれている。学生の投

石による警官の負傷者は15人で， 1人は重体。学生の話では，警官が大学の構内

まではいりこみ，教室の中の学生，教員を警棒でなぐったと言っている。

カサノレゴードでも一部の人が「カサルゴード・パンダ（ストライキ）Jを実施

しようとし，暴動が発生した。パンダの呼びかけに応ぜず営業していた商店が投

石されたため負傷者が数人出た。すべての学校，大学に休校措置がとられた。

ニュー・デリーではデリー大学の学生が「ブラック・デー」を平和裡に行なっ

た。構外のカレッジ二つを除いてすべてのカレッジと大学の学部が閉鎖された。

大多数のカレッジの学生と教員は抗議集会に参加し，警官の高圧的態度を非難し，

訴訟の取下げ，逮捕された学生の釈放を要求する決議を採択した。

18日 Vジョージ氏， 91111境委員会のボイコットを呼びかける－K・M・ジョージ・

ケララ州会議派（分派）委員長は18日，ケララの“名誉と尊厳”を守るためにカ

サノレゴードを取上げる州境委員会を全面的にボイコットするよう呼びかけた。ジ

ョージ氏は「カサノレゴードをイソーノレに譲り渡そうとする会議派の一方的行為に

反対する統一行動を計画する会議をエノレナクラムで11月1日に開くため，ケララ・

プラデッシュ・コングレス，共産党を含む全政党，ケララ州の政党以外の指導者

を招待した。計画に対する反応には勇気づけられているJと語った。

Vジャムで警官発砲， 1人死ぬ一一18日午後，ジャム市で警官に投石する暴徒

（学生とその他のもの〉を追払うために警官が発砲し， 1人が死亡した。学生の

騒動はほかの町にも波及したため， 18日午後市内に外出禁止令が出された。

V ビハーJレ91111，中央に早ばつ対策資金を要求一一ピハール州政府は18日，最悪

の早ばつによって生じた事態に対処するため，救済措置と農業復興計画に要する

9億0809万ノレピーを中央政府に要求することを決定した。計画によれば， 1966年

10月から1967年9月までの聞に900万人の人に雇用の機会を与え， 1400万人の人

に救済資金を供与することになっている。資金の内訳は次の通りである。

(1）重筋肉労働計画7億1450万ルピー，（2）軽労働2870万ノレピー，（3）無償救済金

4840万ノレヒ。ー，（4）各種貸付金8610万ルピー。
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Vボンベイからの原綿の移動禁止一一繊維コミッショナーはボンベイの工場お

よび流通機構に保持されている全原綿のストックを凍結する命令を出した。原綿

の移動を禁止するこの措置は原綿の不足から工場閉鎖の起こるのを避けるために

とられたもので，現在地方の約50社が最高価格で希望通りの原綿が入手できず，

危機に直面している。

19日 Vガンジ一首相，困難克服のために政府への協力を訴える一一ガンジー首相は

ナショナル・ソリダリティー・デーの前夜，全国向けの放送で，国民に団結し，

目的とほこりをもって国防と経済開発の任務の遂行に全力をあげることを訴え，

次のように述べた。われわれはインドをを防衛するだけでなく，インドを建設せ

ねばならない。国民は食糧不足と食糧の値上がりに直面しているが，これらの困

難をできるだけ国民の苦痛の少ない方法で克服するためには，不屈の精神と政府

への協力が必要である。

V銀行員の給与10～25%引上げ一一約8千人の銀行員の給与を10～25%引上げ

ることを規定した協定に労使双方が調印した。この協定には経営者側はインド銀

行協会，ボンベイ外国為替銀行協会が，労働者側は全インド銀行従業員協会，全

インド銀行従業員連盟が調印した。これによって事務員の給与は10～15%，サボ

ーデ、イニッツ・スタッフの給料は15～25%引上げられる。また定年も56歳から60

歳に引上げられた。ジャグシヴァン・ラム労相はこの協定を「ユニークで大きな

成果」であると称賛し，団体交渉史上始めて産業別協定に到達した当事者を祝福

した。

v国家公務員の物価手当引げへ一一中央政府公務員の物価手当の引上げが正式

に発表され，本財政年度の支出増加は3.15億ノレピーとなる。物価手当はガジェド

ラガドカル委員会の勧告通りに生計費上昇分の90%を中立化するため， 1965年12

月1日にさかのぼって引上げられる。勧告では月給400ルビーまでのものに適用

されることになっているが，適用範囲が1千ノレピーのものまで引上げている。詳

細は次の通りである。 （単位 ノレピー〉

月 給 現行の物価手当　　
100以ード 38 41 47 

110～ 150 58 61 70 

150～ 210 76 78 90 

210～ 400 93 96 110 

400～1,000 100 105 120 
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V原綿 120万掴を徴発一一繊維コミッショナーは， ボンベイからの原綿移動の

禁止の結果，工場および取扱業者からインド綿を少なくとも 120万梱を徴発する

模様である。徴発された原綿は現在の危機打解のため，各工場に最高価格で割当

てられることになる。

, STC今年の輸出目標を3億5千万ルビーに引上げ一一STC（国営貿易公社〉

は今年の輸出目標を7千万ルピー引上げ， 3億5千万ノレピーとすることに決定し

た。昨年の STCの輸出は約1億3千万ノレピーに過ぎ、なかった。この目標達成の

ため，毛髪3千万ノレピー，テニス・ラケット，フラスコ，手術用手袋等の品目の

輸出が追加された。

20日 Vチトー・ナセル大統領平和への努力を訴える一一一チトー大統領，ナセノレ大統

領は20日，ニュー・デリーに到着し，世界に新たな対立の危機が増大しており，

バンドン，ベオグラード，カイロでの中立諸国会議で採択された原則に基づいて

国際理解と調和を促進する新たな努力を必要としていることを強調した。 2人は

ニュー・デリーでの3国会議が安定した平和だけでなく，世界の人民のためによ

りよき将来を保証する新たな世界的秩序への道づくりとして実り多いものになる

ことを希望すると述べた。

曹新パンジャブ州会議派議員会長にムサフィル氏一一パンジャブ地区会議派委

員会は20日，再編されたパンジャブ州の会議派議員会の会長にG・G・S・ムサ

フィル氏を選出した。ムサフィル氏は対立候補がなく全員一致で選ばれた。 1999

年1月15日生まれのずェテラン指導者である。

Vインド，債務の返済繰延べを要求一一インド政府は，（1）援助供与国が供給で

きない製品を購入するものにもっと多くの外貨を必要とする，（2）援助の供与額以

上にその国から購入する外貨が必要である，（3）運賃のようにどの国も援助してく

れない支出がある一ーなどの理由から債権国に対し債務の繰延べを要求していた

が，対印債権国は11月7日にパリに集まり，総額3億ドル（22.5億ノレピー〉に達

する本年度の返済分の繰延べ要求を検討する。未払いとなっている 1.5億ドルの

うち 9千万ドルは元本で6千万ドルが利子で、ある。

T ICMF原綿徴発計画を支持一一インド綿工場協会は，徴発計画なしには価格

を押えることも工場閉鎖を避けることもできないとして，綿の収穫が始まるまで

原綿の徴発計画に賛成する意志を表明した。協会はまた，工場在庫を 3ヵ月以上

と決めていたのを止め，必要な工場に供給することに決めた。

V輸入統制令の範囲拡張と罰則強化ー一一政府は輸入統制令を改訂し，同令によ
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る罰則は現在STCまたは MMTCのような政府機関を通じて企業に割当てられ

ている輸入原料に対しても及ぼされるものとした。現在では同令に違反した場合

輸入業者，第3者はライセンスを受けられないことになっているが，これを更に

改訂して，ライセンスだけでなく，政府機関から輸入原料を受取ることをできな

くしたものである。

21日 V非同盟3国首脳会議始まる一一非同盟3国首脳会議は21日に始まり，ガンジ

一・インド首相，チトー・ユーゴ大統領，ナセノレ・アラブ連合大統領はニュー・

デリー会議が緊張の緩和と平和の強化に積極的に貢献することを希望した。この

日は，まず3国首脳の開会演説が行なわれたが， 3国首脳がその演説の内で一致

して強調したことは，（1）大国が新興独国に対して陰に陽に政治的・経済的圧力を

かけている，（2）平和共存を基礎にしたより平等な国際関係への道を開くため，豊

かな固と貧しい国との大きな格差をただ、ちになくすること一一一の2点であった。

Vハリアナ州の会議派議員会会長にシャルマ氏一一ハリアナ州会議派の若手指

導者， B ・ D• シャルマ氏は21 日，全員一致で会議派議員会の会長に選出された。

ジャルマ氏は1962年にメンジャブ州議会の議員に当選し，カイロン内閣の閣僚を

つとめたあと1963年にパンジャブ地区会議派委員会の委員長に選ばれた。パンジ

ャブ州の再編成に伴い新しくできたハリアナ州会議派委員会の委員長に2ヵ月前

選ばれた， 48歳。

V投機的鉱業借地権保持の抑制検討一一中央政府は投機的鉱業借地権の保持を

抑制するため，定期的に確定採掘料の料率を漸次引上げる政策を検討している。

これは実際に採掘事業をしたい人に，この種の鉱業権を高く売付ける目的で採掘

もしないのに借地権を持っているグループがかなり多くなっていることに関連し

てとられた措置である。

vバンジャブ、で原綿移動禁止一一繊維コミッショナーはベンガノレ・デシを除く

原綿移動禁止令をパンジャブ州に施行した。これは，原綿不足で窮地に落入って

いる工場の要請に答えるためにとられた措置である。

Vボンベイの主要織物工場原綿を供出一一ボンベイの主要綿織物工場は窮地に

落入っている工場に配分するため，ボンベイ工場主協会に6千相の原綿を引渡し

た。これはこれら工場が，工場開で原綿を融通し合うことを呼ひ、かけたICMFの

呼びかけに応じて自主的に供出したものである。

22日 ' 3国首脳，ベトナム，経済的自立化について討議一一非同盟3国首脳会議第

2日は，ベトナム問題，経済自立化について討議した。ベトナム問題に対して，
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3国首脳は「アメリカは北ベトナム爆撃を無条件，無期限に停止し，外部からの

干渉を排し，ベトナム人民の意思に従って，問題を平和的解決すべきである」と

いう点で意見の一致をみた。

経済問題に対する討議では議論は，（1）各国とも国内資金を動員するためにでき

るだけのことをする，（2）開発途上にある諸国問の相互協力を進める，（3）開発途上

にある国と先進国との関係を定立すること一ーの3点に集中した。 3国首脳は

「先進国の政治的・経済的圧力を打破する具体的措置を策定し，富裕国と貧乏国

との間のギャップが拡大しているが，これを小さくするJことで意見の一致を見

fこ。

' 州への財政援助の主要基準は人口―――――計画委員会は第４次計画において中央

政府が州政府に与える財政援助の基準を作った。それによれば，援助の70%は人

口を基準に，あとは経済的後進地域10%，社会的後進地域10%，特別・緊急フ。ロ

グラム10%となっている。 U.P.州，西ベンガル州の代表は計画委員会に対し，

中央からの援助の90%を人口を基準にするよう主張していたが，これは認められ

なかった。このため U.P.州と西ベンガノレ州の開発計画．はまだ完了していないo

v抑留船，ボンベイ港に帰港一一印ノf紛争中にパキスタンに抑留されたインド

の船舶3隻のうち2隻が22日夕，ボンベイ港に帰港した。この2隻はシンデ、イア

汽船の所有する貨物船ジャラー・ラジエンドラ C1万5000トン〉と客船サラスヴ

ァティー（3500トン）である。一方，インドが抑留していたパキスタン船2隻は

22日，インド東海岸からパキスタンに向け出港した。

23日 ' 3国首脳，ベトナム問題を秘密討議一一非同盟3国首脳は23日，非同盟国が

ベトナム戦争を早期に解決するためにどのようなことができるかについて率直な

意見を交換するため， 2時間にわたって秘密会談を行なった。 3国の代団はこの

会談の結果について完全に秘密を守っているが，ベトナム戦争を終結させるため

に新たな外交的努力をすることが可能かどうかについて，相当突っこんだ話合い

が行なわれたものとみられている。

Vオリッサ州首相，カマラジ総裁の勧告を受諾一一S・トリパティ・オリッサ

州首相は23日，カマラジ会議派総裁との長時間にわたる会談のあと，州首相に反

旗をひるがえした閣僚に元のポストを与えることに同意した。これによって州首

相の交代を要求するまでに発展していたオリッサ内閣の危機は終わるものとみら

れている。

' 「選挙の3ヵ月前に内閣は辞職せよ」ランガ教授要求一一スワタントラ党の
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指導者N・G・ランガ教授は23f3, タイムス・オブ・インディアの記者と会見

し，会議派内閣は総選：挙の3ヵ月前に辞職すべきであるという党の要求を繰返し

た。ランガ教授はその理由として，（1）西洋の民主主義国はすべてインドよりも選

挙民の識字率が高い，（2）与党が恥ずべき非民主主義的方法で自党に有利なように

政府を運営し，利用している，（3）インドほど悶民の政府への依存の大きい国はな

い一一ーの3点をあげている。

24日 ' 3国首脳，共同コミュニケを発表一一非同盟3国首脳は24日，ニュー・デリ

一会議を終えるにあたって次のようにコミュニケを発表した。

0米国は北ベトナムに対する爆撃を即時，無条件に停止する。

Oベトナム問題の解決は1954年のジュネーブ協定に基づいて行なう。

0ベトナム国民がかれら自身の意思に従って解決をはかるよう外国軍隊を撤

退させる。

0南ベトナム民族解放戦線はベトナム和平会議に正式当事者として参加しな

ければならない。

0効果的な国際管理のもとで、の全面・完全軍縮について早期に合意に達する。

また核拡散防止条約を早急に締結する。

0世界軍縮会議を開催し，すべての国をこれに招請する。

v左派共産党，選挙綱領を発表一一左派共産党は24日，中印紛争の平和的解決，

必需品に対する課税の廃止，アメリカ援助の受入れ停止，独占企業の国有化，イ

ンド防衛法の廃止などを骨子とする選挙綱領を発表した。

生活必需品の価格の徹底的引下げ，生活必需品に対する一切の課税を廃止する。

銀行の国有化，食糧取引の国有化，減税，国防費の削減によって物価統制を実施

する。

生計費指数と物価手当をリンクして生計費の上昇を十分に補償する生活賃金，

従業員，教員，公務員の非力，失業に対しては国家と資本家の負担による社会保

険を保証する。労働者に対し団体交渉権，ストライキ権，合理化，オートメーシ

ヨンに反対する権利を保証する。

農業労働者，貧農に対しては地主から没収した土地を配分する。地主に対する

借金は棒引きにする。小生産者に有利な価格を保証し，農民が耕作方法を改善す

るための援助を与える。

必要な場合は独占企業，その他の大企業を固有化し，民間部門の利益を統制し，

経済的従属を克服することを最優先して政府部門の発展を図る。地域的にパラン
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スのとれた経済発展を図る。一切の外国への支払いのモラトリアム，アメリカの

援助の受入れを停止，外国貿易の国有化，プランティシヨン，鉱山，石油精製，

海運；商業に投下されている一切の外国資本の固有化を実施する。

アジアの自由のために中国，パキスタンとの紛争を平和的に解決する。英雄的

闘争を進めているベトナム人民を強力に支援し，アメリカの侵略を非難するアジ

アに戦争を拡大しようとするアメリカの意図をくじくために強力な措置をとる。

’急行列車にひかれ32人死亡， 9人負傷一一宮4日朝モンギノレ地区のカキセライ

駅で急行列車が別のホームの汽車に乗ろうと線路を渡っていた群衆の中に突っこ

み， 28人が即死， 4人が病院にはこばれて死亡した。死者の中には婦人，子供も

含まれている。この急行はカキセライ駅にはとまらず，急行の運転士の話では，

群衆を発見するとすぐにブレーキをかけたが間に合わず蝶いてしまった。

25日 V国民の苦情処理のため2機関を設置一一行政改革のためのモラルジー・デサ

イ委員会は，国民の苦情，行政上の“行過ぎ”の申立てなどを調査するローク・

パノレ，ローク・アユクトのそれぞれ独立の機関を設立することを勧告した。ロー

ク・パルは中央，州の大臣，セクレタリー以上の上級職員に対する苦情を扱う。

ローク・アユクトは中央政府のその他の職員に対する苦情を扱う。各州にセクレ

タリー以下の職員に対する国民の苦情を扱う独立したローク・アユクトを置くこ

とになろう。

委員会はローク・パノレとローク・アユクトが行政機関からの独立性を保証する

ため，職員は首相が最高裁判所長官，議会の野党指導者と相談の上，勧告したも

のを大統領が任命することを提案している。

VケララY1l1Iの反会議派連合が内部対立一一SSP，共産党右派，革命社会党は反

会議派連合内での他の政党の地位低下を図るような共産党左派の横暴を阻止する

方法について非公式な話合いを行なっていると報じられている。 3党は11月12日

にコジンコードで最終的な選挙区配分のために会合するとき，強硬な態度に出る

ことになりそうである。 PSPのスポークスマンは共産党左派との提携をどの線ま

で続けるかについて，ナショナノレ・エグゼクティブの指示を待っていると述べた。

共産党右派と PSPも，連合を支配しようとする共産党左派の態度に反対するこ

とを決定している。

V西ベンガルで反会議派連合結成の動き一一野党のうち左翼12党とパングラ・

コングノレは25日，西ベンガノレ州の選挙で、反会議派共同戦線を結成するための話合

いを行なった。 13党の代表は4時間にわたって州議会の選挙区に対する各党の要
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求を出しあって検討した。会議のスポークスマンはどれだけの選挙区で協定がで

きたかについて明らかにしなかった。 13党は11月3日に再び会議をもっ予定であ

る。

▼ビハール，グジャラート州の秋作，旱ばつで大打撃―――――ビハール州南部を襲

った歴史的早ばつで、パラマウ地方は最もひどい打撃を受けた。政府筋の情報でも

農作物の10～15%が助かっただけである。非政府筋では農作物の95～98%がやら

れたと主張している。ヒテンドラ・デサイ・グジャラート州首相は25日，一部の

地域でモンスーンが来なかったため，再び食糧不足に直面しているなど次のよう

に述べた。多くの地域でカリフはひどい打撃を受け，ラピーの収穫の見通しもよ

くない。最初の報告によれば， 11地区， 3800ヵ村のカリフの収穫は平年の30%と

なりそうである。

Vボンベイの繊維労働者に平均1.5～2ヵ月のボーナス一ーボンベイ工場主協会

と繊維労働者組合（RMMS）は25日，各工場の労働者に支払うボーナスの額を決

定した。ボーナスの支払いはボーナス委員会の勧告条件に従って計算することを

規定している前年の協定を基礎にしている。繊維労働者は平均して基本給の 1.5

ヵ月～2ヵ月分，すなわち125～130；レピーを受取る。

この決定に対し，ムムパイ・ギノレニー・カムガノレ・ユニオンのS・G・パトカ

ノレ書記長は，繊維労働者は過去20年にこんな少ないボーナスを受取ったことはな

く， RMMSは繊維労働者を裏切ったと述べた。

' 7月の工業生産停滞続く一一中央統計局の発表によると， 7月の季節調整済

み工業生産指数（1956=100）は前月の189.7（改訂〉に比べて184.3と2.9%の低下

を示した。業種別には飲料，煙草，内燃機関，産業機械，商業，事務・家庭用機

械，ミシン，扇風機等の低落が目立つており，反面，織物，ゴム製品，石油製品，

セメント，ポノレト，ナット，鉄道車輔，電力等が増加している。

V米国へ2250万ドルの毛髪輸出契約一一国営貿易公社は米国の FashionTress 

Incとの聞に今後7ヵ年間に総額2250万ドノレに及ぶ人間の毛髪輸出契約を締結し

た。製品はマドラス工場で生産され，同工場の今年の生産は150万ドルである。

T 1965年の砂糖生産最高を記録一一インド製糖工場協会は， 1965～66年の砂糖

の生産は計画目標を上回る355万トンを達成した。

T Dr. Rao，農地改革を強調一一計画委員会のメンパーである Rao博士は，中

央農地改革諮問委員会で，現在の総生産物の一定割合を徴収する地代の計算制度

は農業投資に刺戟を失なわせ，生産に悪影響を与えるとし，次のような内容の改
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草案を示した。

農業政策は，（1）耕作者に最高の生産をあげるよう奨励する。（2）農業への長・

短期資金の投資を奨励する。（3）耕作者に生産に必要な機械の購入のためのクレ

ジットを与えることを目的とし，このために次のような農地改革を実施する必

要がある。（1）小作人に所有権を与えること。（2）特別の事情のない限り地主によ

る土地取上げを禁止する。（3）地主の圧迫から小作人を守ること。（4）小作契約書

の完備。

彼はこの他に，小作人の放棄した土地を接収するための部局を設け，これによ

り土地の強制明渡しを防止し，合法的明渡しの場合には正当な補償が行なわれる

ようにする，土地記録を完備するため休暇中の学生団体に小作契約を結ぶ手助け

をさせるなどの提案を行なった。

26日 Vインド，ア連合の経相・計画担当相が12月に会談一一インド，ァ連合の経済・

計画担当相が各種の分野で両国の協力を進め，相互の利益になる特定のプロジェ

クトに関する決定をするため， 11月に会談を開く。これはナセノレ大統領とガンジ

一首相，両国の閣僚，事務レベルで、行なわれた討議を実施する最初の措置となろ

フ。

インドとアラブ連合はこれまでにも多くの問題について意見の一致を見たが，

今回の経済外交問題に関する両国の話合いほど見解が一致したことはなかった。

ナセル大統領とガンジ一首相は，両国の友情の気持を具体的行動に移すためにあ

らゆる努力を払うことを切望すると述べた。

V会議派議員会，立法活動の促進措置を検討一一会議派議員会の執行委員会は

26日，ウインター・セッションでは，予定した立法フ。ログラムが反対にあって渋

滞しないようにすること，手続規則が確実にまもられることを保証するための措

置について検討した。次のウインター・セッションが現議員には最後の議会であ

り，期間の短い点が強調された。また，会議派議員は規律問題では模範を示し，

秩序と定足の維持に協力することを申合わせた。

Vムサフィル氏，組閣を引受ける一一ダルマ・ヴィラ知事は26日，新しくパン

ジャブ会議派議員会の会長に選ばれたG・G・S・ムサフィル氏を正式に招待

し， 31日までに組閣し，閣僚名簿を提出するよう要請した。ムサフィル氏は組閣

を引受け，期限までに閣僚名簿を提出することを約束した。ムサフィルル氏はそ

のあとすぐにガンジ一首相のアドパイスを求めるためにニュー・デリーに向かっ

fこ。
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一方，パンジャブ州の再編はほとんど完了した。約30万人の州政府公務員と多

数の記録文書も二つの州に分配された。 10月28,29, 30日の3日間に新事務所に

移動するため，この3日間は休日になる。

, 23タイプの工作機械輸入禁止一政府は国産品奨励のため，23タイプの工作機

械の輸入を禁止することに決定した。これは1966～67年の工作機械輸入政策を検

討した結果，これ等工作機械の国内生産能力が十分あると判断されたためである。

V原綿の最高価格引上げ不許可か一一政府はシーズン中途で、原綿の最高価格引

止げを許可せず，価格統制を止めることも考えていない模様である。

27日 Vシャルマ氏，ハリアナルM内閣の組閣を引受ける一一新たにハリアナ州会議派

議員会の会長に選ばれたB・D・ シヤノレマ氏はダノレマ・ビラ知事から組閣を正式

に要請され， 10月31日までに閣僚名簿を作成することを引受けた。シヤノレマ内閣

は11月 1日午前9時に認証式をする予定であるO

シヤルマ氏は知事との会談後記者会見し，次のように語った。内閣の規模は大

きすぎも小さすぎもしないものにする。人々が大世帯の内閣に反対することは十

分承知している。選挙がすぐにあり，州再編成に伴って生じる困難な問題が多い

ことも計算に入れねばならない。

V長老議員，会議派を去る一一西ベンガル州選出の会議派長老議員S・C・サ

マンタ氏は27日，会議派から離党し，パングラ・コンゴレスに入党した。サマン

タ氏は46年間会議派の党員であり，独立闘争中は20年近く投獄されていた。サマ

ンタ氏は会議派を離党した理由として， 「近年西ベンガノレ会議派が腐敗し，水準

とリーダーシップが低下している」ことをあげている。

Vナガ地下組織と 4回目の会談一一政府スポークスマンによれば，首相とナガ

地下組織代表との4回目の会談が27日，ニュー・デリーで行なわれ，地下組織の

代表者は初めて非公式に数人の政府の高官とも公談した。この日の会談は 1時間

にわたって行なわれ，広範な問題が討議された。今回の会談では，ナガ問題を解

決するための方式について意見の一致をみなかったが，双方とも少なくともお互

の立場を十分に認めあって，有意義な会談が行なえる雰囲気を作ることには成功

したようだ。

ナガ地下組織の代表が平和の維持に努めていることは，最近首相に軍事作戦の

中止をさらに2ヵ月間延長するように要求したことからも明らかである。現在首

相と会談を続けている地下組織の政治部は，過激派をなだめるためと中央政府を

満足さすために要求の手直しをせまられているものとみられている。一方，中央
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政府の立場はガンジ一首相が繰返し言っているように変わってし、ないが，ナガ肢

の要求に｜ロ1情を示してし、るようだ。

T Bar’ve氏経済力集中排除を強調一一計画委員会の Barve氏は A.D. Shro妊

の記念講演で，多数の商品市場は“非競争的性格”を持っており，消費者に競争

の利益を確保するため過度の経済力の集中を排除するため強力な措置をとること

が必要であり，このため直接的価格統制や，間接的な流通機構の価格および配給

に対する統制を実施することが必要であると語った。

Vデリー，パンジャブの綿織物工場閉鎖に直面ー一一デリー，パンジャブの綿織

物工場は直ちに原綿の供給措置がとられぬ限り，来月初めには工場を閉鎖せざる

をえなくなっており，約2万の労働者が失業の危機に直面している。

デリー・パンジャフゃ工場主協会は繊維コミッショナーに 1万2600梱の原綿が必

要であることを要請した。

28日 V 鉱山関連事業への融資機関設立を提案一一S•K ・デイ鉱山・金属相の出席

の下に聞かれた鉱山・地質担当相会議は28日， 2日間の会議を終わるにあたって

鉱山・鉱物関連事業を対象とする専門金融機関の設立を提案した。同会議は民間

部門に鉱物の採掘，特に政府部門が大規模に採掘するには経済的でない散在した

地域での採掘を民間部門に開放することを決定した。インド地質研究所は 1ヵ所

に集中せず， 5ヵ所に支所が設立される予定である。

V新製品分野進出にライセンス不用一一全工場は生産を多様化し新製品を製造

する場合はライセンスは不用とする。認可生産能力を超えて25%の限度まで生産

を増加する場合には当局の事前を許可を必要としないなどの方針を政府は発表し

た。ただし，この両者の場合，機械，プラントの増設を行なわないこと，外貨お

よび不足原料の割当を受けないこと，小工業保護のため， 71業種には進出しない

ことが条件とされている。

V食糧の15%が輸送・保管中に失われる一一インド食糧調査会議の実施した調

査によれば，輸送，保管，その他の作業中失われる食糧穀物の総量は生産量の

14.5%になっている。収穫前に田畑で失われる量は6～8%となっている。穀物

が消費者に渡るまでに生産者，流通段階の保管がよくないために，虫，ねずみ，

烏によって食われる損失と田畑から消費者への輸送中の損失は3～10%と推定さ

れている。 1965年には 1万1千トン以上の損傷穀物が処分され， 404万ルビーの

損失となった。

V準備銀行，金融緩和政策発表一一準備銀行は，農業生産の回復，輸入の増大
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工業生産の上昇に伴う11月1日から始まる1966～67年の繁忙期に備え，金融機関

を通じて60億ルビーの貸出拡張を行なう方針を発表した。このうち預金高5億ノレ

ピー以上の銀行の貸出拡張高の80%以上はプランテイションを含む製造業，鉱業，

運送，電力に充てることとなっている。

V計画規模200億ルビー削減か一一計画当局筋からの情報によると，第4次計

画の規模は各州の計画で、100億yレピー，中央政府および、民間部門で、各50億ノレピー，

計200億ルピーが財源難のため削減せざるをえず，従って，計画規模は2375億ノレ

ピーから2175億ルビーに縮小されるといわれている。これは計画案が発表されて

以降に，いくつかの州で、当初予定した財源が目標に達しないことが明らかになれ

新たな財源確保が難しくなったこと，工業の回復テンポが予想通りにゆかないこ

と，輸出の伸びは鈍いことなどの事情が生じたためである。

V綿取引業界最高価格廃止を主張一一ボンベイの綿取引業者は，工場が極度の

原綿不足に直面しているので，現在の綿統制令は最高価格を廃止し，農民の利益

となるような適当な支持価格を設定することにより根本的に改正する必要がある

と主張した。

T FICCI“中核計画’を提案一一FICCIは第4次計画は 1400億ルビーの支出を

含む“中核計画”と，若し財源が許すならば実施する周辺プロジェクトに分ける

べきであると提案した。また，政府は経済の下部構造に力を入れ，その他の分野

は民間企業にまかせること，経済統制の緩和，非効率的な政府部門への支出を減

らす，減税などを要求し，計画の改訂を求めた。

v左翼系労組と会議派系労組がストで対立一一ボンベイの繊維産業の2大労働

組合である左翼系のムムパイ・ギノレム・カムガル・ユニオン（MGKU）と会議派

系のラシュトリヤ・ミノレ・マザドウール・サング（RMMS）は， MGKUが呼びか

けている31日のボーナス・ストをめぐって労働者に対する働きかけを活発に行な

っている。 MGKUは，ディワーリ祭までにボンベイの繊維労働者に慣例のボー

ナスを一時払いで支給せよという要求を貫撤するためにストライキを提起してい

る。 MGKUのS・G・パトカノレ書記長は RMMSが工場主協会と1965年のボー

ナス額に関する協定に調印したのは労働者の利益を裏切るものであると言ってい

る。一方， RMMは，労働者にストライキの呼びかけを無視し， 31日にボーナス

を受取るように説得している。

v国家公務員の紛争解決に新機関一一ナンダ内相は28日，中央政府と国家公務

員の聞の紛争を解決するためにジョイント・コンサノレテイティヴ・マシーナリ｝
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と強制裁定を実施した。ナンダ内相はこの制度が政府と公務員との聞の関係に新

時代を画することを希望すると述べた。

Vオスマニア大学生，事務主任を誘拐一一ーオスマニア大学の学生は知事が任命

した新副学長が就任を阻止するため28日，事務主任を誘拐し，高1］学長を監禁した。

学生は1969年に任期が切れるD・s.レディ一博士の代わりにP・ナラシマ・ラ

オ博士を副学長に任命したことに抗議して28日から無期限ストにはいった。

29日 Vインド，ユーゴ，ア連合がバーター貿易を計画一一ガンジー首相は29日，イ

ンド，ユーゴ，アラブ連合の3国が不足している外貨を節約するため，各国の製

品のパーター取引方式を発展させる計画を明らかにした。ガンジー首相は 3国は

同じ困難に直面していると述べたが，パーター取引計画の詳細は明らかにされな

かった。

V自動車業界の外国企業との提携制限一一政府は企業の外国会社との提携を制

限する方針を決定した模様である。提携の期間は通常10年であるが，これを5年

で更新する。ロイヤリテイ料率は現在4～6%であるが，これを少なくとも 1%

引下げる。新規企業の提携には部品およびノー・ハウなどの而で外国依存をでき

るだけ少なくするなどの点がこれに含まれている。

V非銀行会社の預金受入れに限度一一インド準備銀行が出した非銀行金融会社

および法人部門の非銀行非金融会社に対する指令によると，分割払金融会社，住

宅金融会社を除く（金融，非金融を問わず〉全会社の預金受入の最高限度が設定

された。適用を受ける会社は1967年1月1日以降払込資本および任意積立金の25

%以上の預金受入れを避け，すでにこの限度を越える預金を受入れている場合に

は， 2年以内に減少させることが要請されている。

V学生，製鉄所のア州への誘致を要求して列車を止める一一数千人の学生が29

日朝，ヴィサカパトナムに鉄鋼プラントを建設することを要求してワノレタイルの

近くのゴーパラパトナムで線路の上にすわりこみ，鉄道輸送が混乱した。地方当

局，学長，カレッジの教員が学生の説得に当たってにもかかわらず，学生はすわ

りこみをやめず，数本の長・短距離列車が各駅で止められた。また，ゴパラパト

ナムではデモ隊が車輔の窓ガラスをこわした。アンドラ州のほかの地域では，要

求を貫徹するためハンストを行なっているアムリット・ラオ氏に同情して多数の

学生がハンストにはいることを計画している。

K・B・レディー・アンドラ州首相は，アンドラ州の海岸地域の急速な事態の

悪化を防止する上からも，政府部門の5番目の鉄鋼プラントをヴィサカパトナム
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に建設すると直ちに発表することを中央政府に要求するため，ニュー・デリーに

向かう予定である。

Vオスマニア大生，副学長の交代問題で荒れる一一一オスマニア大学の学生は29

日， D・S・レディー博士の副学長解任に反対するデモを行ない，街灯，商店の

窓ガラスをこわし，車に投石した。学生が市内に進入してきたためパスは運行を

中止し，商店はシャッターを降ろしたが，少なくとも警官1人が学生の投石で負

傷した。

30日 Vメータ計画相，計画の規模縮小に反対一一アソカ・メータ計画相は30日，第

4次計画の規模を縮小することは害をもたらすだけだと次のように語った。計画

委員会はきわめて控えめな計画を実施しようとしており，これが実施されねば国

は経済的困難に直面するであろう。第4次計画を実施するに必要な資金の調達は

増税によるべきである。国家の発展とパブリック・セクターの発展に関心をいだ

いているものならだれでも増税を支持するであろう。増税に反対しながらパブリ

ツク・セクターの拡大を望むことは非論理的である。

Vガンジ一首相，製鉄所の建設を確約せず－K・B・レディー・アンドラ州

首相は30日，ガンジー首相と 1時間半にわたって会談し， 5番目の国営鉄鋼プラ

ントのヴィサカパトナム建設を早急に決定するよう訴えた。レディー氏はこの問

題に対する決定を早急にすることの必要性を強調したが結論を得なかったため，

明日ガンジー首相と 2回目の会談を開く。レデJイー氏はアソカ・メータ計画相，

チヨードリ蔵相， T・N・シン鉄鋼相と会談することを希望している。

レディー氏はガンジー首相との会談で，アンドラ州は現在鉄鋼プラント問題で

かつてないほど緊張した雰囲気に包まれていること，専門家がヴィサカパトナム

を支持する勧告を出したにもかかわらず，決定が意識的に引延ばされているのに

州民が憤慨していること， A・ ラオ氏は断食にはいって16日になるが，ヴィサカ

パトナムを支持する決定がなされるまで断食を中止しないことを首相に伝えた。

一方，ガンジー首相と数人の閣僚はこの段階で譲歩することは圧力に屈すること

になれ政府に対する一般のイメージを大きくそこなうことになると考えている。

また，ヴィサカパトナムに鉄鋼プラントの建設を要求してゴーパラパトナム駅

で、線路上にすわりこみをしていた学生は依然すわりこめを続けており，ホーラリ

ー～マドラス聞の列車は運転できなくなっている。この騒ぎは30日朝にはヴィジ

イアナグラムにまで広がって学生をまじえた群集が客車を止めた。

Vスワタントラ党，選挙綱領を発表一一スワタントラ党の指導者は2日間に豆
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る会議を聞いて選挙綱領を討議していたが， 30日，清潔な政治，地租の廃止，必

需品の価格を押えるなどを盛込んだ選挙綱領を決定した。

食用穀物，落花生，落花生油の移動地域制限を撤廃する。必需品の価格を抑制

するため，政府は財源の許す範囲内の開発計画を策定し，赤字財政をやめ，行政

支出の節約を行ない，農業と消費財産業を優先すること。

政府は早ばつで、被害を受けた地域に食糧穀物，飲料水，飼料を供給すること。

英語を小学校から教えること。

Vオスマニア大生，事務主任を家に監禁一一オスマニア大学の学生は事務主任

の家の前にテントをはり，事実上，家に監禁している。学生は事務主任が新任の

副学長と連絡をとれないように電話線を切断し，交代で24時間監視を行なってい

る。現在，新しい事務主任が任命されたため，学生は事務書類が新任の副学長の

手にわたるのを阻止しようとしている。学生は自分たちの警告が無視されれば，

ちゅうちょせず書類を焼くと言明している。

30日，学生と大学の教員は別々に集会を聞き， 「大学の自治の実現」とレディ

一博士の副学長留任を要求して31日もストライキを続けることを決定した。オス

マニア大学教員協会が作っている大学の自治獲得会議は，首相，教育相，内相，

奨学生委員長に「大学における事態は急速に悪化しており，大学の自治を救うた

めに教員に対する支持を求める」という電報を打ったO また，大学の自治獲得委

員会は大学，カレッジの全教員に対して「修正法を急いで実旋しないようにとい

う全教員の要求を無視して，新人を副学長に任命するという政府の軽卒な行動」

に抗議して， 31日も授業をしないよう呼びかけた。

vウトロウラで警官発砲，学生2人死ぬ一一29日，ウトロワラで暴徒化した学

生に対して警官が発砲，学生2人が死亡，数人が負傷した。政府筋によれば，学

生がウトロウラ地区の treasuryを襲撃しようとしたのが発砲の原因となってい

る。

V上半期の外国との企業提携一一TheEconomic Times紙の調査によると1966

年の上半期の政府により認口Iされた外国企業との提携契約数は110で，前年同期の

に比べて低くなっている。 1957年1月から1966年6月までの提携契約数は英国

687，米国425，西独374，日本208，スイス 115のJI頂となっており，共産圏では東

独57，チェコスロパキア25が大きい。業種別では輸送，電気機械を除く機械製造，

電気機械，化学，運送設備の）I慎となっている。

31日 Vシン外相，ハリマン移動大使と会談一一ジョンソン大統領の移動大使ハリマ
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ン氏はマニラ参戦国会議のコミュニケを背景にベトナム情勢をインド政府と討議

するため， 31日インドに到着した。ハリマン氏はガンジー首相を儀礼訪問したあ

と，スワラン・シン外省とベトナム問題に関するマニラ会議の決定について突っ

こんだ討議を行なった。シン外省は先週ニュー・デリーで聞かれた非同盟3国首

脳会議の発表した「戦争の平和的解決の重要な一歩としてアメリカの北爆を即時

無条件に停止することJという共同アピーノレの意議についてハリマン氏に説明し

fこ。

一方，ハリマン氏はこの会談で南ベトナムでのアメリカの目的はきわめて限定

されており，ジョンソン大統領は戦闘が広範な戦争にエスカレートしないことを

望んでいる，と繰返し強調した。これに対しインド側は，アメリカが北爆を無条

件で停止しないかぎり，ハノイ政府と会談を開く雰囲気を作ることは不可能であ

るという主張を繰返した。

V製鉄所騒動で警官発砲， 3人死ぬ一一－31日午後，ヴィジャヤワダの警察署を

襲撃した多数の暴徒を追払うため警官が発砲， 3人が死亡した。また，グンツー

ルでも警官が発砲，ハイデラバードとセチュンデラパートでは学生に対して催涙

ガス，警棒を使用した。死者は出なかったが暴徒化した群集が公共財産を多数こ

わし，その損害は大きい。この二つの事件には，群集が暴徒化し公共財産をこわ

した以外には共通性はないが，ヴィジャヤワダでの騒動は5番目の国営鉄鋼プラ

ントをヴィサカパトナムに建設することを要求しておきたものである。

v政府，アンドラg,1,1の脅迫に屈せず一一－K・ B・レディー・アンドラ州首相は

ずィサカパトナムに5番目の国営鉄鋼プラントを建設する確約を取付けるため，

この問題について関係相と会談したが，だれも確約をしなかった。ガンジ｝首相

はレディー氏に，既存のプラントでさえ困難に直面している現状では5番目の鉄

鋼プラントをすぐに建設する可能性は薄いこと，第2に5番目あるいは6番目の

鉄鋼プラントを建設する資金はなく，ボカロの鉄鋼プラントでさえも困難な状態

であること，とりわけこの種の問題は党人あるいはそれ以外のものからの圧力に

よって決定すべきでないことを説明した。

T・N・シン鉄鋼省はレディ一氏に，問題を内閣の小委員会に付託したので，

小委員会が審議を終えるまで決定できないと語った。 T・N・シン鉄鋼相，アソ

カ・メータ計画相， S・チヨードリ蔵相を委員とする小委員会は，鉄鋼プラント

の建設場所のような問題は，政治的考慮だけでは決定できないとしている。

vビハールg,1,1への応急援助は 1.5億ルビー一一ピハーノレ州南部の飢僅対策のー
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環として実施する応急食糧生産計画への支出は約1.5億ルビーになりそうである。

中央政府はすでに0.5億ノレピーをピハール州政府に融資することを決定している。

事業の陣路となっているのは濯瓶用ポンプなど農器具が入手できないことにある

ようだ。

ほかにもむずかしい問題がある。第1は来月10万トンの食糧の移動である。ピ

ノ、ーノレ州の限られた鉄道輸送力と食糧処理能力では，これは大きな負担になろう。

加えてアンドラ州の学生がマドラス～カノレカッタ聞の鉄道輸送を妨害しているた

め，マドラス，ヴィサカノξトナムからピハール州、｜への食糧輸送が大きな打撃を受

けている。

v商相，工場に原綿ストックの分配要求一一シャー商相は充分な原綿ストック

を持っている綿織物工場に対し，原料不足に直面している工場に一部ストックを

貸付け，収穫後原綿が市場に出廻るようになると回収するよう業界に要請した。

また，商相は現在政府は最高価格を廃止するつもりはないと語った。
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ll月の概況

ウインター・セッションは11月1日に女台まった。ウインター・セッション

は会期が短いうえに現議員による最後の議会となるため，政府は法案の通過

促進に力を入れ，野党議員の規律無視に強い態度で臨んだ。 17人の死者を出

した製鉄所誘致運動，牛の屠殺禁止反対騒動，学生騒動，早ばつなど議会の

外では大きな問題が発生したが，前議会に比べると，与野党が激突する場面

も少なく，波乱のない国会であった。野党は初日からガンジー内閣不信任案

を出したが，簡単に否決されてしまった。野党は前議会の「特権侵害動議戦

術」に代えて休会動議を乱発して議事の進行を妨害しようとしたが，政府攻

撃のキメ子を欠き，前議会のように大臣を窮地に追込むようなこともなかっ

た口与党は事前に議事進行を申し合わせ，議長は議長命令を無視し議事を

混乱させた議員には退場，登院停止をもって臨んだ。このため，前議会に比

べると議事が進行し，短期間に多くの重要法案が成立した。

選挙を 4ヵ月後に控え，各党の選挙準備も進み候補者の名前も続々と発表

されている。そのなかで注目されるのは与党会議派の動きである。各種の派

閥，クマループの公認争いが激化し，現職の大臣すら公認を得られないケース

も現われている。また右派の左派締出しも公然と行なわれ，ボンベイでは左

派の指導者メノン元国防相がパテイノレ鉄道相らの反対にあって公認からはず

されている。一般的に会議派の公認候補の中には工業家，商人，地主などが

多くなり，金権候補者が幅をきかすようになっている。候補者の選定ととも

に野党の選挙協定の動きも注目される。いく度か分裂の危機が伝えられてい

たケララ州の反会議派7党連合は選挙区の配分をすべて完了し，共同して選

挙宣伝を行なうことになっている。他方，西ベンガノレの13党連合は選挙区の

配分で、調整がつかず，共産党左派は一方的に候補者を発表した。しかし，一

部の政党の問では依然連合結成の努力が行なわれている。 S.S.P., P. S. P., 

スワンタントラ，ジャン・サンなどは無原則に州単位で選挙協定を結んでい
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る。

学生騒動はニュー・デリーに向つての全国行進が警察の弾圧によって失敗

して以来やや下火になってきている。しかし，全国の学生組織の代表がニュ

ー・デリーに集まって会議を聞き， 12月16日を“ブラック・フライデー”と

決め，全国的に集会・デモを行なうことを予定している。学生の動きが組織

化されてきた点は注目すべきであろう。 17人の死者を出したヴィサカパトナ

ムへの国営製鋼所誘致運動でも学生が重要な役割を演じている。それはとも

かくとして，政府は当初，選挙前の露骨な圧力に屈することはできないとし

て，製鋼所の建設についてはなんの約束も与えなかったが，騒動が一向に収

まらないため，資金が許せば第4次計画中に建設するという線まで譲歩した。

選挙前という時期を選んだ政府に対する最も露骨な圧力は牛の屠殺禁止の立

法化運動である。 11月7日には国会前の10万人デモとなり，デモ隊が暴徒化

したため警察が鎮圧に出動し， 8人の死者を出した。ナンダ内相は責任をと

って辞職したが，インドのタブーをさらけ出すような事件であった。

食糧問題はますます深刻化してきている。時がたつにつれて早ばつの被害

は大きくなり，これに半比例して食糧の生産見込みは減少している。一時は

9000万トンを越えると予想していたが，現在では8000～8500万トンと予想さ

れている。加えてアメリカが食糧援助の約束をしぶっているため，食糧事情

は来年も好転しそうにない。食糧事情の悪化から，ガンジ一首相は配給量の

削減を検討中と言明しており，配給量の削減は時間の問題となっている。

牛の屠殺禁止運動

牛の屠殺禁止運動が最近急速な盛上がりをみせている。この運動を指導し

ているのは宗教団体（ヒンズー教〉であるが， コミュナノレな政党がそれを強

力に支援しており，政治的色彩をこくしている。ジャン・サン，ヒンドゥー・

マハーサパーなどは，一部の州がいまだに牛の屠殺禁止措置をとらないのは

会議派政府の責任であるとして，選挙運動での政府攻撃の材料として利用し

ているようだ。一方，会議派も選挙を控えて国民に強い影響力をもっ運動を

無視できず，会議員会の執行委員会は全員一致で牛の屠殺禁止を政府に勧告

している（この会議にはガンジ一首相も出席している〉。この勧告が行なわれ
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た5日後の11月7日には，サノレヴァダリヤ・ゴラクシャ・アピヤーン・サミ

ィティが組織した国会前デモが行なわれ，デモ隊の一部は放火・破壊活動を

行ない＇ 8人の死者まで出したが，破壊活動を組織・煽動したのはジャン・

サンとジャン・サンの別動隊であるRSSに関係あるものだとみられている。

このように政治の季節を迎えて牛の屠殺禁止は宗教の問題よりも政治問題化

し， 「ポリテイカル・カウ」と呼ばれている。

インドは政教分離国家（secularstate）を国是としているが，牛を神聖視す

るヒンズー教徒が人口の大部分を占めているため，憲法にも牛の屠殺を禁止

する条項（48条）（注）がある。しかし，具体的な牛の屠殺禁止措置の決定は

各州にまかされており，マハラシュトラ，西ベンガノレ，アンドラ，マドラス，

アッサムの5州はまだ禁止措置をとっていない。これらの州はだいたいイン

ド南部にあり， ヒンズー教の影響力が弱く，反ノミラモン意識が強く，また，

回教徒の勢力の比較的強いところである。回教徒には牛の屠殺を生業として

いるものが多く，牛の屠殺が禁止されると生活をおびやかされるものが多い。

以上のような理由により，これら五つの州での牛の屠殺禁止の立法化が遅れ

ているものとみられる。この点はヒンズー教の影響力の強い北部を基盤とす

る勢力が屠殺禁止運動を積極的に推進し，北部の後進地域で特に強い支持を

受けているのとは対照的である。

牛の屠殺禁止の立法化はきわめてコミュナルな要求で、あり，それを受入れ

ればヒンズー教徒を満足さすことはできるが，政教分離国家は名ばかりにな

にヒンズー教徒と回教徒の衝突が生じるおそれがあり，政府はその取扱い

には慎重であった。特に故ネルー首相はコミュナノレな勢力が反動的で，イン

ドの近代化への障害になっているとして，コミュナノレな要求に対しては批判

的で，冷淡であった。しかし，中印国境紛争，ドpパ紛争を経た今日では，コ

ミュナノレな，反動的勢力が勢いを盛り返してきているうえに，会議派指導部

の統制力は弱まり，会議派内部にもコミュナノレな要求を支持するものがふえ

てきている。特に総選挙を来年2月に控えて，会議派の苦戦が伝えられてい

るおりから選挙対策上屠殺禁止措置をとるようにとの要求が党内で強まっ

ていた。会議派議員会の執行委員会が政府に屠殺禁止措置をとるように全員

一致で勧告したのも，このような情勢を考慮してのことであった。執行委員
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会の勧告が出た以上は，政府は禁止決定を避けられなくなった。これによっ

て，宗教団体が中心になって推進してきた屠殺禁止運動は一応成功を収めた

わけである。

しかし，屠殺禁止運動は執行委員会の政府に対する勧告だけでは収まらず，

11月7日の国会前大デモまで発展した。このデモは屠殺禁止運動を推進して

いるサノレヴァダリヤ・ゴラクシャ・アピヤーン・サミティが車且織したもので

あるが，全国各地から動員した動員数は10万人をこえている（正確な人数は

不明）という。このデモにはサドゥー（ヒンズー教の教師）や教徒，学生，

民衆が参加したが，その中にはかなりのジャン・サン党員とジャン・サンの

別動隊であるRSSの青年隊員もみられた。デモ隊はニュー・デリーの繁華街

コンノート・プレースからパーラメント・ストリートを経て議会前へと進ん

だが，一部のものはコンノート・プレースを通過するときから映画館や喫茶

店を襲い，投石，破壊を行なった。しかし，警察はこの暴挙を全く傍観し，

暴徒のなすがままにまかせた。正午すぎデモ隊は議会前に到着し，そこで気

勢をあげているうちに数人のサドゥーが開会中の国会に突入を図ろうとして

警備中の警官隊と衝突したのが発端になり，警官とデモ隊の全面衝突を起し

た。デモ隊は完全に暴徒化し，新聞情報局，放送局などを攻撃し， AICC事

務所，カマラジ総裁の邸宅も襲われ，放火された。暴徒の鎮圧には4500人の

警官が出動し， 1時間後にやっと鎮圧に成功したが，この間政府は重要施設

を守るには警官だけでは不十分とみて，軍隊の出動を要請し，外出禁止令，

集会禁止令を発動している。この衝突で8人が死亡， 100人以上の負傷を出

したが，このように大規模な放火，破壊活動はニュー・デリー始まって以来

最大のものといわれている。

この事件ほど牛の屠殺禁止問題が，もはや宗教問題でなく政治問題である

ことをはっきり示した事件はない。まずこのデモにジャン・サンが関与し，

煽動した形跡がみられることで，デモ隊の中にはジャン・サン党を象徴する

黄色の帽子がかなりみられ，破壊・放火活動はあらかじめ準備され，計画的

に行なわれたと新聞は報じている。一方，政府はこのような大規模なデモが

行なわれることを事前に知りながら，集会の場所を提供し，十分な警備体制

もとらず，暴動が激化するまで警察の出動も要求しなかった。野党は一致し
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てこの暴動に対する政府の不手際を追及し，結局，ナンダ内相が引責辞職の

形で詰腹を切らされることとなった。これでこの事件は一応落着したが，警

備の不手際に対する政府の責任とともに， 「多数の無知なコミュナリストを

デリーに動員し，食事を与え，放火や破壊のために組織するのに必要な巨額

の金」 （LinkNovember 13, 1966）が，どこから出たかを明らかにすること

が問題になっている。この事件は偶然の出来事あるいは少数の反社会的分子

の仕業として片付けるにはあまりにもスケールが大きすぎる。ガンジ一首相

は「力には力をもって対処する」と事件直後の議会で所信を表明したが，政

府が事件の真相を究明しなければ，政府が国民に対する弾圧を強化するため

に仕組んだ陰謀であるという，共産党などが提起している疑惑を解消できな

いであろう。

（注） 国家は操業および牧商業を近代的，科学的水準にまで組織することに努め，

とくに品種を維持改良し， また，牛・ニド｜二その他搾手L用および農業用家畜の屠殺

を禁止する措置をとらなければならない。

物メノン元国防相の公認拒否

メノン元国防相の公認は BPCC（ボンベイ地区会議委員会）の選挙委員会が拒否し

たため，中央選挙委員会に持込まれていたが， 中央選挙委員会も公認恒否を承認し，

カマラジ総裁がメノン氏にこれを伝えた。 これによってメノン氏の公認拒否は最終的

に確定し，もしメノン氏が東北ボンベイ地区から立候補するならば， 無所属か他の政

党から出なければならなくなった。中央選挙委員会は，他の選挙区から立候補するな

らば公認する旨をメノン氏に伝えたが， 同氏はその意思がないことを明らかにした。

SSPからメノン氏に対し公認の勧誘があったが，メノン氏は断わり， 無所属で立候補

することになった。

メノンr氏は1957'.fFと1962年の選挙では東北ボンベイ地区から立候補し， 2度とも他

党の候補者に圧倒的票差で勝っている。 1962年の選挙では野党が共同して A・クリパ

ラニ氏を推し， 中印問題で激しい攻撃をあびながらクリパラニ氏を大きく引離した。

次の選挙でも東北ボンベイから立候：補する旨を早くから明らかにし，公認の申請を行

なっていた。 しかし， BPCCはメノン氏のように国際的に有名な人物はどこの選挙区

からでも出られるから東北ボンベイの選挙区を地元にしか名前の売れていない候補者

に譲るようメノン氏に要求してし、たυ このため公認申請が始まるまでに， j1t,jfi・の問で

何回か書簡の往復が行なわれたが話合いがつかないまま公認の受付けが始まった。
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BPCCはメノン氏の公認を認めず，代わりにs・G・パノレヴェ氏を公認した。 BPCC

のメノン氏公認拒否の表向きの理由はともかくとして， 真の狙いは会議派左派の指導

者であるメノン氏をボンベイから締出すことにあった。ボンベイは工業都市である関

係上，労働組合の力も強いが，また，一方，資本家の力も大きし資本家にとってH

の上のたんこぶ的存在であるメノン氏を会議派から締出すよう BPCCに圧力をかけた

のは当然であった。 BPCじの実権を握っているのは元ボンベイ市長で現鉄道相のs. 

K・パテイル氏で、あるが， パテイノレ氏は会議派の中で、もデサイ元蔵相と並ぶ右派の実

力者で，ボンベイの財界と独立前から緊密な関係をもっており， 財界の意向を忠実に

実行したものと思われる。パテイノレ氏は親米派で、あることでも有名で，しばしば援助

獲得のためにアメリカにも行っており， アメリカの影響も考えられないことはない。

故ネノレ一首相の在任中はネルー氏が自己の政策に忠実なメノン氏を強力に擁護したた

め， メノン氏に対する批判はあったにしても，公認を拒否するようなことはできなか

った。

BPCCのメノン氏の公認拒否問題は会議派の内外で大きな反影をl呼び， 中央選挙委

員会での取扱いが注目された。 メノン氏の公認問題を審議する中央選挙委員会の構成

は，メノン支持派9名（7人の委員と 2人の招待者入反対派7名（6人の委員と 1人

の招待者〉であった。支持派にはガンジー首相，カマラジ総裁，チャヴァン内相，ナ

イク・マハラシュトラ州首相， F・A・アーマッド， G・M・サディク， D・P・ミ

シュラ氏などがおり，一方，反対派にはパテイル鉄道相， M ・デサイ元蔵相， R•S

・シン， C・B・グフ。タ， A・ゴーシュ， S・レディー氏などがいた。反対派のうち

A・ゴーシュと S・レディ一氏は， ガンジー首相とカマラジ総裁が強硬な態度をとれ

ば反対せず，中立にまわるものとみられていた。 しかし，審議のH寺のメンバーの構成

はメノン氏にきわめて不利なものになった。 F・A・アーマッド氏は病気のために審

議に参加できず， サディク，ナイクの両氏はボンベイのリストの審査を始めるまでに

ニュー・デリーを去った。 ガンジー首相は別の会議に出席するために席をはずした。

審議に出席したチャヴァン内相とミシュラ氏はメノン支持を口に出さず， カマラジ総

裁も強い立場をとりえず， A・ゴーシュと S・レディーを，パテイルの陣営に回して

しまった。その結果，審議の指導権はパテイノレ，デサイ派に移った。審議の模様につ

いては色々伝えられているが， 中央選挙委員の記録では，東北ボンベイ地区の候補者

にS・G・パルヴェを指命することについて何んの決定も行なわず， カマラジ総裁に

問題を一任している。 カマラジ総裁は結局，中央選挙委員会の志向に沿って，メノン

氏に立候補拒百を伝えることになった。
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メノン氏の公認拒否問題は会議派の内情をさらした点で興味深い。 まず右派の左派

締出しが露骨に行なわれ， それに対しては首相，党総裁といえども干渉することがで

きないことである。 ガンジー首相は個人的にはメノン氏の公認を支持しながら，右派

の理不尽な要求を拒絶できず， 実権のないことを国民の前にらさすことになった。第

2に党歴に関係なく候補者が選ばれるため金権候補が多くなり，活動家から強い不満

の声が聞かれることである。たまたま党歴の古川、活動家に選挙区が割当てられると，

それは野党が強く勝目のないところだというような例がざらに出ている。インドの5

大財閥の一つは資金援助をする候補者を除いて， 48人の丸がかえの候補者を獲得して

いるともいわれている。工業家，商人など既得権益の代表者の公認が特に多くなって

おり，会議派の階級政党への変質は一段とピッチを速めているO

物独立後のアメリ力の援助累計73ドルに

チェスター・ボーノレズ駐印アメリカ大使は「アメリカン・レポークー」誌に， アメ

リカがインドの独立後に与えた援助の累計とその内訳を発表した。 アメリカがインド

に与えた経済援助の累計は73億ドノレ（現在の為替レートで546.5億ノレピー〉に達し，イ

ンドが全世界から受取った援助の約4分の3を占めている。

アメリカはこの 15年間にインドに対して29万ドルの開発借款と 3億9200万ドノレ（こ

のうち約1億ドルは技術援助，約3億ドルがプロジェクト援助である〉の贈与を与え

た。さらに， 41億ドノレ相当の食糧穀物，綿花などを供与したが， その4分の 3は純粋

の贈与であった。

アメリカの援助の20%は贈与で， 48%はノレピー貨返済， 残りの32%がドル払いの借

款である。借款の4分の 3は年利0.75%から2.5%で40年の年賦償還となっているO

アメリカのインドに対する援助はインドが経済的に自立し，政治的には成長力ある

国家になることを企図しており，一部のものが批判するように， アメリカの政策に対

するインドの支持を“買う”ためではない。

日誌（11月〉

1 日 V野党，内閣不信任案を提出一ーウインター・セッションは11月 ll=lから始ま

った。閉会冒頭に，ジャン・サン党からガンジー内閣に対する不信任案が捉・出さ
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れ，野党各党はジャン・サンが内閣不信に特別の理由を付けなかったため同案を

支持した。ガンジー内閣に対する不信任案は前国会についで2度目である。

Vパンジャブ，ハリアーナ州の閣僚認証式一一一再編されたパンジャブ州と新生

ハリアーナ州の閣僚の認証式は 1日行なわれた。 G・S・ムサフィノレ氏を首相と

するパンジャブ州内閣の構成は閣内相9人，閣外相5人，政務次官5人である。

閣内相 1人と政務次官1人が未決定となっている。

B・D・シヤノレマ氏を首相とするハリアーナ州内閣の構成は，閣内相7人，閣

外相4人，政務次官5人である。

V製鋼所誘致運動の死者14人iこ 5番目の国営製鋼所をヴィサカノミトナムに

建設することを要求するアンドラ州の騒動は 1日になってもおさまらず，暴徒は

駅，貨車，自動車などを破壊した。騒動鎮圧のために出動した警官の発砲で9人

が死に，また，暴徒が武器商を襲ったため，武器商が暴徒に対して発砲し， 2人

が殺された。これで死者は14名となった。

野党が呼びかけているアンドラ・パンダ（ゼネスト）を明日に控え，緊張と騒

動が全州的に広まり警察だけの手におえなくなり，ヴィサカパトナムの重要な施

設を守るために海軍が出動した。

2 日 V会議派議員，牛の屠殺禁止を支持一一会議派国会議員会の執行委員会は2II, 

全員一致で牛の屠殺禁止を支持することを決定した。この討議にはガンジー首相

も参加したO 現在，牛の屠殺禁止を立法化していなし、州が数州あるが，一部の議

員はこれらの州に対し，憲法249条の規定（国家の利益のために州の権限に属す

る事項を国会が立法化で、きるという規定）を発動すべきだと主張した。

V資金が許せばヴィサカパトナムに製鋼所を建設一一先週，ヴィサカノ什、ナム

に5番目の国営製鋼所を建設することの可否について検討するために設置された

小委員会は2日，もし資金の融通がつけば第4次計画中にヴィサカパトナムに製

鋼所を建設するように勧告した。委員の 1人であるチヨードリ蔵相は第4次計画

中に，これに必要な資金のメドがつかないと述べたといわれるが，アンドラ州民

の怒りをなだめるためにこの決定となったものO また，小委員会はヴィサカパト

ナムを支持する決定は他の候補地の感情をきずつけるとして，サレム（マドラス

ナID，ホスペット（マイソール州）に Pig-ironComplexesを作こるとを決定した。

Vアンドラ・パンダの指導者を逮捕一一食糧価格の引下げとヴィサカパトナム

の製鋼所の建設を要求する「アンドラ・パンダ」は，ハイデラバードラヴィジャ

ヤワダ，クノレヌールで、警官との衝突があっただけで平穏に終わった。共産党，
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SSPの党n，労組の委只長などパンダの指導者は逮捕されたの
V装飾用に純金の使用を認めるー一合統制令が改正され，装飾品の申告限度は

個人用2千グラム，家族用4千グラムになった。改正法では装飾品の純度には制

限を設けてないが，金地金は製錬所，許可を受けた取扱業者，金細工人に限って

一定限度まで持てるが，そのほかのものの所有は禁止されている。

3 日 Vルビーの再切下げはせず一一チヨードリ蔵相は 3日，下院で“当面”ルピー

の再切下げはせず，インド政府はベノレ・ミッションからそのような勧告を受けて

ないなど次のように語った。平価切下げは，通貨および財政原則を岡持するため

に行なったものである。平価切下げの影響を評価するには時期が早すぎる。若干

の物価上昇があったが，これは平価切下げとは関係ない。物価は6月5日（平価

切下．げが行なわれた日）から10月15日までに3.5%上がったが，昨年同期には5.3

%上昇している。物価騰貴の主原因は食用穀物とオイルシードの不足である。

V銀行固有化は必要なし一一パガート大蔵担当国務相は 3日，下院で，現在の

ところ銀行固有化の必要はないが，銀行経営に対する準備銀行の統制を強化する

措置をとっていると述べた。しかし，会議派の選挙綱領でとりあげられた銀行に

対する「社会的統制」に厳密な定義づけをすることを拒否した。

V外国援助の額の見通しは3月末までにつく一一チヨードリ蔵相は 3日，下院

で第4次計画に対する，外国援助に関して政府の見通しを次のように述べた。対

印債権国会議は1967年の第1四半期までに聞かれる見通しで，第4次計画のプロ

ジェクトに対する金額のメドが3月末までにつくものと期待している。

V ミゾ，警備隊を攻撃して警官6人を殺す一一ミゾ高原地区のダノレローンで 1'

2の両日，ミゾ反乱軍が警備隊を攻撃，警官6人を殺し， 13人を負傷させた。ミ

ゾ反乱軍の使った武器は軽機関銃と自動小銃で、あったと，政府筋の報告は伝えて

し、る0

4 日 Vボンベイ市の商人が風がわりなストライキ ボンベイ市の商取引きの中心

地にある約3万の事業所が，ナグデヴィの金属・鉄鋼商に同情して4日，ストラ

イキにはいった。ナグデヴィの商人は従業員の脅迫（賃上げと労働条件の改善の

要求をして10月24日以来ストにはいっている〉に対抗し， 18日間の抗議スト（事

実上のロック・アウト）を行なっている。この種のストを商人が行なったのはボ

ンベイの経済史上初めてのことであるといわれている。 4日のストは各業種の63

団体が組織したものである。インド商業会議所のスポークスマンはすべての商人

がストライキに参加したが，商人が無法な労働者のために店をしめることを余儀

に
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なくされたのは初めてのことだと語ったの

v政府は製鋼所の建設を確約できず一一ガンジ一首相は41i，下院で，政月：fは

資金難のためにヴィサカパトナム lあるし、はその他の場所に，製鋼所を建設するこ

とを現在のところ約束できないと述べた。また，首相は資金事情がきわめて悪し、

ため，政府は計画の再考をしていることを明らかにした。

Vシュリカクラムで警官が発砲， 1人死ぬ一一製鋼所建設要求と関係して発生

した事件で警官が発砲， 1人が死亡し， l人が負傷した。小委員が資金が許せば

第4次計画中にヴィサカパトナムに建設するという勧告を行なったため， S・ラ

オ氏は断食をやめたが，民衆はラオ氏の断食は14人の生命を奪っただけだと怒り，

各所で騒動をおこし，警官と衝突したもの。

V原材料輸入に新方式一一M ・シャー商相は4日下院で，輸出品生産業者に供

給するため，国家貿易公社と鉱物・金属公社に対し，港湾倉庫に輸入原材料のス

トックを持たすようにする計画を検討していることを明らかにした。このような

原材料の割当制は，登録輸出業者に対する輸入政策に基づいて製造業者に出して

いた輸入許可証に代わるものである。

これらのこつの公社には非鉄，ブリキ板，一定の規格の鉄板，原木，若干の化

学原材料などの輸入に対して総額3千万ルピーの輸入許可証がはじめて発行され

ることになっている。

5 日 T BPCC, K・メノン氏の公認を認めず一一ーボンベイ地区会議派委員会（BPCC)

の選挙委員会は5日， K・ メノン前国防相の下院立候補のための公認申請（東北

ボンベイ区〉を拒否する最終決定を行なった。 BPCCは彼の代りに計画委員会の

委員， G・ パノレヴェ氏を立てることを決定した。

' M・マサニ一氏，立候補をとりやめ一一一スワタントラ党のM・R ・マサニー

書記長は5日，ラジャゴバラチャリ総裁と党の中央議会局の要請にしたがって，

次の総選挙には立候補しないことを明らかにした。党議会局は，書記長は自分の

選挙区だけにとじこもらなし、で，全国的な党の選挙運動，州支部，党の公認候補

者を援助すべきだと主張している。マサニー氏の選挙区ラージコツトからは，彼

の代りに上院議員のD・パテノレ氏が立候補することになっている。

Vベロニアでパキスタン軍発砲一一政府筋の情報によれば，パキスタン国境守

備隊がトリプラと東パキスタンの国境にあるベロニアで， 4回にわたって発砲し

た。インド側は挑発も応戦もしなかった。

V首相，ピハールに可能な限りの援助を約束一一ガンジー首相はパラマウ（南

一（220）ー -236-



インド（11月〉

部ピハ－1レ〕の早ばつで、最大の被害を受けた地方を視察したあと記者会見で，で
きるかぎりの食糧をピハール州にまわすようにしたい。しかし，国全体が食糧不

足に直而しており，何よりも重要なことは食糧ストックの平等な分配であると述

べた。

6 日 T NCAER, 新農業戦略を勧告－NCAER（ナショナノレ・カウンシノレ・オプ・

アプライド・エコノミック・リサーチ〉は市場向けのサープラスをふやすため，

次のような新農業戦略の勧告を行なった。農業における自立の達成のための戦略

は全面的な生産の増大だけでなく，市場向けのサープラスの実質的増加に重点、を

置くことである。この数年間，食糧の生産はたしかに増大したが，市場向けのサ

ープラスはたいしてふえなかった。 1960～61年には米の市場向けサープラスは 1

億2700万トンであったが， 1970～71年以降は輸入が全くないとすれば， 2億2200

万トンが必要となる。

これに対処するためには，特定の地域の限定した作物に利用可能な資源を経済

的，集中的に使用し，生産性を高め，市場向けサープラスを増大させる必要があ

る。

Vヴィジアナガラムで警官が発砲， 2人死ぬ一一ヴィサカノ什、ナムの緊張は依

然として続き，暴徒は各地で鉄道やその他の公共財産を破壊し，鎮圧にあたった

警官の発砲で2人が殺された。重要な港湾施設は海軍が警備し，警察の増援隊も

ヴィサカパトナムに向い，非常事態に備えて軍隊も空輸されている。

Vアンドラ州の共産党議員が辞表提出一一アンドラ州の共産党の両派は，ヴィ

サカパトナムの製鋼所騒動で新たな事態が生じたため，州会議員に辞表を提出す

るよう指令した。

7 日 V内閣不信任案を否決一一下院は7日，内閣不信任案を採決に付し，反対235,

賛成36で否決した。

V警官， 「牛の屠殺禁止」デモ隊に発砲一一牛の屠殺禁止を要求し，国会前を

デモ行進していた10万人以上のデモ隊が暴徒化したため，警官が209回にわたっ

て発砲， 7人が死に， 100人以上の負傷者を出した（重要事項参照）。

v法の無視に対しては強い措置一一ガンジー首相は7日下院で， 「暴力と法律

無視の風潮」に対して重大な関心を表明し，政府は法律無視に対しては強硬な措

置をとり，議会と国民に対する責任を果たす決意をもっていると述べた。

T IDB，延払い対象業種をふやす一一IDB（工業開発銀行）は国産機械の購入に

際して延払いを適用する業種をふやす方針である。 IDBは現在，綿，ジュート，
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絹，人絹織物弔セメント， 1沙怖，農業用などの各種機械に対しては再割引きの便

宜を与えている。新しく追加される業種は，（1）銑鉄プラント（コークス・オーブ

ン，副産物用プラントを合む） (2）合金，工具鋼を生産する電信i, (3）一組の価格が

5千万ルピーをこえる工作機械，（4）無線・ケープ、ル用機器一ーで、ある。

8 日 Vナンダ内相，辞任一一一ガンジー首相は8日，カマラジ総裁と相談の結果，ナ

ンダ内相の辞表を受理。ナンダ内相が辞任した直接の原因は，会議派主脳部が前

日の「牛の屠殺反対」騒動に対する整備の不手際，最近全国的に発生している騒

動に対する処置のまずさを批判したことにあるとされている。しかし，実際には

ナンダ氏が故ネノレ一首相の経済政策に忠実で，政府・財界の汚職，腐敗を追及し

たため，財界，その利益を代表する会議派議員のナンダ氏に対する風あたりが強

く，ガンジ一首相もナンダ氏を解任せざるをえなくなったもの。

T MPCC，候補者を決める一一マハラシュトラ地区会議派委民会は8日，下院，

州議会の候補者名簿を会議派中央選挙委員会に提出した。下院40選挙区のうち38

選挙区の候補者が決まり， Y・B・チャパン国防相， A・メータ計画相もこの中

にはいっている。現議員38名中35人が公認申請を行なったが，公認されたのは17

人である。申請総数は下院263人（定員40人〉，州議会1455人（定員240人〉とな

っている。

v対印債権国会議，債権繰延べを討議一一パリで開催中の対印債権国会議は8

日，これまでにインドに貸付けた20～30億ドルの返済繰延べについて討議した。

インドは5ヵ年計画で設定した目標の達成を可能にするため， 5ヵ年間の返済猶

予を提案したといわれる。

今年度の援助分について債権国は9億ドルを約束した。

9 日 V平価切下げ後外貨準備は11億ルビー減少一一チヨードリ蔵相は9日，上院で

野党議員の質問に答えて「インドの外貨準備は平価切下げ後の4ヵ月間に11億yレ

ピー以上減少した。これは主に債務返済によるものである。平価切下げ後，輸出

収入にはみるべき増加はなかった。しかし，平価切下げを実施しなかったら事態

はさらに悪化していただろう」と述べた。

T NDCCの議長ら MPCCの決定に抗議して辞任一一ナシク地区会議派委員会議

長と執行委員の大部分が，マハラシュトラ地方会議派委員会に辞表を提出した。

これはナシク地区の州議会，下院の候補者の選考に際して， MPCCが「不当か

っきわめて不公平な態度」をとったことに抗議して行なわれたものである。

V外国船での穀物輸入一一決算委員会の59期報告書は， 91:11議会に提出された
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が，報古書は， 1965年 1月から1966年5月の問に外国の船会社に支払った運賃は

917:3万ルピーにのぼり，インド船の積取り比率はとるにたりないことを指摘して

いる。決算委員会は食糧省に対し，邦船で食糧輸入を行なうためにタンカーの購

入，その他の措置をとることを要求している。

vピハール， U.P. y1j1！への緊急食糧生産計画援助一一早ばつによって生じた事態

に対処するため， ピハーノレ， U.P.州の緊急食糧生産計画に約1.8億ルピーを支出

することを認めた。内訳はピハ－；レ州7億ルピー， U.P.州1.1億ノレピーである。

V政府の経費節減は机上の計画一一行政改革委員会のH・C・マトーノレ委員は，

10日下院で政府の行政費節約は机上の計画で実際に実行されていないと政府を非

難した。この4年間に政府の行政費は25.8億1レピーから50億ノレピーに増加し，政

府雇用は 1万人以上ふえている。

10日 V予防拘禁法の延長案を上程一一野党の激しい批判にもかかわらず， V・C・

シュクラ内務次官は10日，予防拘禁法をさらに16年間延長する法案を下院に上程

した。 A・K・ゴーパラン氏（共産党左派）は，予防拘禁法の延長のたびに，こ

れはほんの2, 3年のことだといっているが，また16年間延長されることになっ

たと批判している。またS ・シン氏（SSP）は“ブラック・ロー”が最初に議会を

通過したときは，普通選挙によって議員が選ばれなかったことを指摘している。

Vナンダ内相の辞任問題で議場が混乱一一SSP（統一社会党）の議員はナンダ

氏が辞任決定後に発表した首相宛の手紙と新聞記者向けのステートメントの討議

を強く要求し，議場が1時間半にわたって完全に秩序を失い混乱したため，議長

はやむなく下院の休会を宣言した。

Vソビエト，ボカロの建設費引下げを検討一一一T・N・シン鉄鋼相は10日下院

で，ポカロ製鋼所の建設に協力しているソビエトの出先機関が，製鋼所の資本費

をさらに削減できるかどうかを引続き検討することを政府に保証したと語った。

1 1日 V紡績工場の15日間閉鎖を検討一一紡績工場は現在ひどい綿花不足に直面し，

全工場を15日間完全に閉鎖することを検討しているO たいていの工場の綿花の在

庫は払底し，今月末まで操業を続けるだけの在庫がなくなっている。とりわけ西

ベンガノレ州にある工場の在庫が最も少ないとみられている。

V計画委員会，代替計画を準備一一ー外国援助が予想水準を下回ったときに備え

て，計画委員会は第4次計画の代替計画を準備すべきであるという首相の意見に

従って，計画委員会は援助が絶対に必要なプロジェクトを国別に作成した。この

リストは世銀のために第4次計画の研究を終えたばかりのB・ベノレ氏に手渡され
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た。これに上ってW:wJもコンソーシャムがインド政府のために行なう各国との交

渉はしやすくなるものとみられてし、る。

Vシリゲリで列車が脱線，軍事要員14人が死亡一一11日中.i問， ピランシャット

駅の近くでアッサム行きの特別列車の機関車と前5輔が脱線，転覆して軍事要員

１４人が死に，３５人が重症を負った。

12日 Vインド，国連安保理の理事国に選ばる一一インドは11日同述安保理の理事国

に選出された。インドは第1回の投票で82票（規定の 3分の2より 2票多い〕獲

得し，アラブ諸国などが支持するシリアを破った。シリアの得票数は42票。これ

でインドは15年間に 2度理事国に選ばれたことになるの

V西ベンガルの共産党左派， 「統一戦線」で右派を批判一一四べンガル州の共

産党左派は，同州での反会議派13党選挙連合会談が決裂したことについて，若干

の党，特に共産党右派が「非妥協的で法外な要求をしている」と次のように非難

した。共産党右派とその他の党は，仁iでは人民の反会議派感情をとなえながら，

自党の力に不相応な要求を出して左派を弱化させることにもっと強い関心をもっ

ている。

Vアリヤール川氾濫， 28人流さる一一アリヤーノレ川が11日氾濫し，ポラチ・タ

ルクのナヴァマライの堀立小屋にね了んで、いた28人（小供17人，女性8人を合む〉

が流された。

13日 V内閣改造終わる一一一ナンダ内相の辞任に伴う内閣改造は， 1:1日終わり， Y ・

B・チャパン国防相が内相に， s.シン外相が国防相に， M ・C・チャグラ教育

相が外相に， F・A・アーメッド港瓶・電力相が教育相にポスト替えとなった。

ガンジー首相はカマラジ総裁と最終的な話合いを行なったのち，この人事を発表

した。

vデイ鉱山・金属相，公認されず一一一スカディア州首相が作成したラジャスタ

ン州会議派の下院立候補者のリストが中央選挙委員会に提出されたが， S・K・

デイ鉱山・金属相の名前はのっていない。デイ氏は前回はナガウノレの選挙区から

選出され，今回もナガウノレからの立候補を申請していた。彼のかわりに，新しく

会議派にはいったオムカール・シン（元はジャギーノレダールで、あった〉氏が推薦

を受けている。

Vケララか＂＇の野党連合，選挙区の割当を完了一一ケララ州の反会議派 7党連合

は11日，ケララ州議会の選挙区の割当で、合意に達した。 10月に聞かれたエノレナク

ラム会議で 125選挙医の割当を終えていたが， 8選挙医が決まらずもちこしてい
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たものの下院の選挙灰配分，その他の問題は11月19,20 日の両日，エルナクラム

で‘話合われるO ナト｜の選挙医割当の詳細は，下院の選挙医配分が終わって発表され

ることになっている。

Vケララ州に新回教連盟一一ケララ州の回教連盟が共産党に協力することに反

対する回教連盟のメンパーは1313，大会を開き，オーノレ・ケララ・ムスリム・リ

ーグの結成を決定した。新回教連盟の綱領は，マルキシズムを標梼する政党と協

力しあるいは協定を結ぶことを禁止する新しい条項を除けば，インド問教連盟の

綱領と同じである。

V ヒンドスタン工作機械，無配に転落一一国営のヒンドスタン工作機械は1965

～66年は無配にすると発表した。 HMTが無配になるのは5年ぶりのことであ

る。その原因は工作機械の需要が減少し，遊休設備ができ，在庫がふえたことに

ある。 HMTの生産能力は2億ルピーであるが，実際の生産は 1.4億ノレピーで，

売残った在庫は0.15億yレピーにのぼっている。

V中央政府， g,1,1政府の借越しにガイド・ライン一一中央政府は州政府の準備銀

行からの借越し，第4次計画プログラムの作成と実施に関する次の上うなガイド・

ラインを発表した。

(1) 予算はできるかぎり均衡さす。

(2) 支出は見込みのある財源の現実的評価と直接的に結びつけること。

(:¥) 予算に計上しない支出は避けるとと。

(4) 準備銀行からの引出しの結果，統制をみだすような事態が起こらないよ

うにする経済的措置の効果と支出を定期的に検討すること。

14日 V野党議員，パテイル鉄道相の辞職を要求一一上下両院の野党議員は14日，パ

テイル鉄道相が過去1年間におきた鉄道事故に対して，責任をとって辞職するこ

とを要求した。

V商務省，パンジャブ綿5万バーレルの徴発を許可一一商務省はボンベイ，ア

ーメダパード，西ベンガノレなどの綿花不足に直面している繊維工場に供給するた

め，必要な場合， 5万パーレノレのパンジャブ綿を徴発する権限を繊維コミッショ

ナーに与えた。これはマヌパイ・シヤ｝商相がI・ヤグニク議員に送った手紙で、

明らかにされたものである。政府はすでにボンベイ，綿花の収穫の始まったパン

ジャブ，ラジャスターンの原綿在庫の移動禁止措置をとっている。

v世銀，肥料工業援助のための新コンソーシャムを提案一一政府は民間部門で

肥料工業を開発するために民間外資を導入せよという世銀の提案を受入れるか，

4
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この重要部門への制度的援助をなしですますかの二者択一について，新たな働き

かけを世銀から受けているようである。世銀の提案は，民間部門の一連の肥料工

場設立を援助するために，主要なアメリカの石油および化学会社で構成する新た

なコンソーシャムの設置をするという形式をとっているものと信じられている。

15日 V法と秩序の維持のためには強い措置をとる一一Y・B・チャパン新内相は15

日，会議派議員会の執行委員会に対し，法と秩序の維持の重要性は十分承知して

おり，法律の無視と暴力を根絶する種々の措置を真剣に考えていることを明らか

にした。しかし，これらの措置がどんなものであるか具体的には述べなかったo

T PAC, 「不当な」契約で政府を批判一一PAC（決算委員会）は15日，監査報

告書を下院に提出した。監査報告書は主として民間航空会社への過大な支払い問

題を扱っている。 PACは1民間航空会社と国防省が締結した NEFA，ナガ高原

への空中投下作戦契約を強く批判し，政府のこうむった損失と会社の“不当”な

利益を十分調査するように要求している。国防省は会社の金融力，安定度も調査

せず，入札も行なわずに契約を結んでいる。

V今後5ヵ月間の食糧事情は前年よりも悪い一一C・スプラマニアム食糧農業

相は15日上院で，今後4, 5ヵ月間の食糧事情は昨年よりも悪くなろうとの警告

を発した。本年度の食糧生産高は8～8.5千万トンになりそうで，前年の7.2千万

トンに比べるとよくなっているが備蓄分が底をついており，食糧事情は前年同様

きびしいものになる（一部には悪くなるとの見方がある〉と述べた。

16日 Vガンジ一首相，飢謹救済で政治休戦を呼びかける一一ガンジー首相は16日の

全国向け放送で，早ばつの被害を受けた地域の飢鐘救済事業を促進するために政

治休戦を呼びかけ次のように述べた。多くの州が異常な雨不足に見舞われ，何百

万人もの人聞がうえているときは，国民の食と生活，福祉と生きることが政治に

優先する。

V全国的な食糧予算作成へ一一スプラマニアム食糧・農業相は16日，州首相と

の会議を終えたあと，国家食糧評議会が近く全国的な食糧予算を作成すると発表

した。予算に基づく供出計画は，不足する州をも含め，州、l別に作られる。供出方

法には弾力性をもたせるが，生産者に割当てることを原則としている。

V学生のニュー・デリー行進禁止で下院もめる一一一ニュー・デリー当局が18日

に予定されている学生の行進を禁止する決定を行なったが，チャパン内相がこれ

は正当なことであると述べたため，野党議員を強く刺激した。野党議員はこの決

定は非民主的で，憲法違反で，議会を軽視し，行進，デモによって不満を訴える
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国民の権利を奪うものであると政府を非難した。 SSPのM ・パグリ議員は議事進

行をさまたげ，秩序をみだしたため10日間の登院停止処分を受けた。

vカナダ，英国が債権繰延べに同意一一カナダ，イギリスがインドの債務返済

繰延べに同意した。しかし，西独と日本は態度を決定していなし、。西独の場合は

ボンの政治的不安定により決定が遅れているものであるが，日本は援助問題に対

して伝統的に厳しい態度をとっているので，日本の出方が注目されている。

17日 V国会前暴動の司法調査せず一一チャパン内相は17日上院で， 9月7日に国会

前で起きた暴動に関する司法調査をせよというジャン・サンの要求を拒否し，司

法調査を実施することは実際的でないし，また，望ましくないと述べた。しかし

内相は議会に対し暴動にまで発展した事態については調査しており，有罪とわか

ったものは処罰することを保証した。

v さらに SSP の議員を逮捕一一18 日の学生行進に関係して， M•R ・パグリ議

員（SSP）が17日夕，ニュー・デリーで逮捕された。パグリ議員の逮捕は安寧をみ

だすおそれがあるため， Cr.P. C.のセクション107, 150に基づいて行なわれたも

のであるo

v閉鎖繊維工場一部再開一一一ボンベイの繊維コミッショナーは工場用パンジャ

ブ守綿の徴発に同意したので，約12日後には原綿が手にはいるものとみられている。

このため閉鎖していた工場の一部が操業を再開した。市内の原綿供給事情と繊維

工場の現状を検討するため，マハラシュトラ州の労働大臣官邸で工場主の代表，

織物労働組合（RMMS）の代表，その他の織物労働組合の代表が非公式会議を聞

いたが，今後2週間は綿花の供給事情が悪化することはないという点では意見の

一致をみた。

18日 V西ベンガルの共産党左派，一部候補者を発表一一酉ベンガルの共産党左派は

18日，総選挙の西ベンガノレ関係の候補者の名前を発表した。西ベンガル州議会に

は１２２名（定員２８０名），下院には１９名（定員４０名）を予定している。正式発表によ

れば，右派共産党の現議員が出ている 6選挙区中5選挙区に対立候補を立ててい

るO 唯一の例外はH・ムケルジー教授が選出されているカノレカッタだけである。

共産党左派の現議員2名は立候補する。

V学生の全国行進は成功せず一一一デリーに向かつて行進する学生の全国行進は

警官の厳重な警戒にはばまれて失敗した。先の国会前での暴動の轍を踏まないよ

うにチャパン内相は必要な場合にはあらゆる強硬措置をとるように警察に命じ，

町の戦略的要所，大学の構内に砦在を配置した。このFl，外出禁止令を破った24
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人が逮捕されたが，そのうち16人が学生で， 6人はデリー大学の学生であったυ

A・B・ジャー副知事は学生の全国行進は失敗したが，あと 2日間は警戒を続け

ると述べた。

Vアンドラ州議会議員69名が辞職一一アンドラ州議会の野党議員82名中69名は

18日， 「政府が任務遂行に失敗したjことに抗議して辞職した。 69名中 2名は11二

の屠殺問題から， 67名は「州政府がヴィサカノ汁、ナムに5番口の国営製鉄所を建

設する確約を中央政府からとれなかった」ことから降職した。ブラフマナンダ・

レディー州首相は議員に対し，製鉄所問題で辞職しても何んの得るところもない

から辞職しないように訴えた。

Vフアリア嬢， ミス・ワールドに選ばる一一司ボンベイの医学部学生ライタ・ブ

アリア嬢は17日夜， 51人の候補者の中からミス・ワーノレドに選ばれた。

19日 Vチェコ大統領ニュー・デリーに到着一一18日，アジス・アベパからボンベイ

のサンタ・クルス空港に到着していたノボトニ・チェコスロヴァキヤ大統領は，

19日ニュー・デリー入りし，ラダクリシュナン大統領らの歓迎を受けた。ノボト

ニ大統領は 5f:l間にわたってインド各地を訪問する。

V輸出向け産業の資本財輸入に5億ルピ一一一マヌパイ・ジャー商相は1911,

ボンベイで聞かれた「非伝統商品の輸出促進」セミナーであいさつし，輸出向け

産業の資本財輸入のため，近く 5億ノレピーの外貨を割当てると述べた。

V世銀，肥料工業問題で妥協案を出す一一民間部門での肥料工業開発を援助す

るためのコンソーシャムを設立する世銀の提案にインド側が消極的反応を示した

ため，世銀は急いで、妥協案を作ったもようである。この案はワシントンで2, 3 

週間のうちに作られたもので， “リンク方式”と呼ばれている。二つの方式があ

って，そのいずれかを受入れれば世銀の援助が得られるものO 世銀は肥料工業の

開発を援助することに関心を表明しているが，政府部門のプロジェクトには制度

的援助を与えないという当初の立場は変えていない。

.，スワタントラ党，マサニー氏の立候補を認める一一党務専念のため下院への

立候補断念を求められていたM・R・マサニー書記長は，スワタントラ党中央選

挙局が最初の決定を取消したため，ラージコットから立候補することを認められ

た。

20日 Vチェコ大統領，ガンジ一首相と会談一一ノボトニ・チェコ大統領とガンジー

首相は20日会談し，ベトナム，印中，印パ関係などについて2時間以上にわたっ

て討議したω 外務省のスポークスマンは，会談は両国の関係に重点が置かれ，経

一（228）ー A
吐
刈せっ“



インド（11月）

済的・文化的関係の拡大の余地と必要性について話合ったと発表した。チェコは

東欧諸国の中では，ソビエトに次いでインドの工業開発を援助している。

V警官の発砲で学生26人が負傷一一19日，コラプールで、学生のグノレープがデモ・

集会禁止令を破ってデモ行進し，パスをおそったため，警官がピストルを発砲し

学生26人が負傷した。うち 6人は重体である。

V食糧配給制度の拡大は徐々に一一一スブラマニアム食糧・農業相は配給制度を

徐々に拡大していく政策を支持してU、る。食糧穀物の手持、ちが乏しい現状では，

配給制度の拡大は実施がむつかしいものとみられている。したがって，公正価格

店による非公式な配給に重点が置かれることになるO

V第4次計画は生産重点主義に－G・L・メータ・インド投資センター会長

は19日マドラスで，第4次5ヵ年計画はもっと生産重点主義をとり必要な資源，

資本，機械，原材料，技術者ーはこの目標に沿って集めるべきであるなど次のよう

に述べた。第4次計画は歓迎すべき若干の変化がみられたが，プランナーが過去

の失敗から何も学んでない証拠があちこちに現われている。国内，｜司外資源の見

積りは現実的であるとはいえなし、。投資と生産設備の創設には熱心だが，生産や

生産設備の生産的使用には十分の注意が払われていない。 4次計画は多くのアイ

デアの寄せ集めにとどまり，できるだけ多くの人の関心を集めることを狙ってい

る。

v第4次計画は，第3次計画よりもインフレ的一一インド商工会議所連合の経

済・科学調査財団は「第4次計画一一成長なきインフレーション」という研究を

発表した。この研究によれば物価水準の変動と政府支出は密接な関係にあり，政

府支出が10%増大すると物価は2%以上あがるが，生産が10%増大しでも物価は

0.7 %しか下落しないことを指摘してャる。第4次計画は第3次計画よりもはる

かにインフレ的で、あり，卸売物価は1965～66年の平均165から4次計画末には220

に上昇しよう Q

21日 Vケララ州の反会議派連合，選挙協定に調印一一一ケララ州のJx会議派連合7党

の代表は20日， 2日間のエルナクラム会議を終わり， 州議会133選挙区の配分協

定に調印した。 7党の立候補者の名前も同時に発表された。 133選挙区の配分の

内訳は次の通りであるO 共産党左派61，共産党右派24,SSP 23，回教連盟15，革

命社会党6, KTP 3, ケララ社会党1であるO 下院の選挙区配分は共産党左派

9，共産党右派3,SSP 2，回教連盟2，革命社会党 1である。残りの2選挙区

の配分は持越された。ケララナ1,1で！司教連lVrlと社会党の旗が共産党の旗と並んで選
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挙運動が展開されるのは初めてのことである。

Vカナダがひも付きなしの食糧援助一一一カナダはインドに食糧を贈与すること

を決定した。その量は未定で、あるが，付帯条件あるいは利子費用などは全くつい

ていなし、。カナダは年初に 100万トンの贈与を決定しており，今回はそれに対す

る追加となる。船積みは現在，カナダの西海岸で海運ストが行なわれているため

遅れそうである。

V延払い輸入機械の減価償却費をふやす一一チヨードリ蔵相は21日下院で，政

府は企業が平価切下げ前に延払いで輸入した設備と機械のノレピー・コストの増大

分だけ，減価償却費をふやすのを認めることを決定したと発表した。これにより

平価切下げによる産業界の負担が緩和される。

22日 V会議派分派が全国政党結成めざす一一会議派から脱退したシーニア・コング

レスマンはインド国民会議派に対抗する全国的政党を結成する決定を行なった。

新党は All-IndiaPeople’s Congressの党名が予定されており， 12月6日に結党

大会を聞く予定である。西ベンガル，オリッサ，ケララ，ピハーノレの代表者会議

で，結党大会を聞き，各州の会議派分派を全国的に糾合することを決定した。

V断食中のシャンカラチャリィアを逮捕一一警察は22日，牛の屠殺禁止のため

にニガンボード・ガートの近くの小屋で、無期限の断食を続けていた，シャンカラ

チャリィアを公共の秩序をみだすおそれがあるとして，予防拘禁法を発動して逮

捕した。シャカラチャリイアは事態がおさまるまでボンデ、イシエリーの監獄に拘

禁される。超党派の牛の屠殺禁止委員会は22日夜，彼の逮捕に抗議して11月25日

にハノレタル（ゼネスト）を実施することを呼びかけた。

Vカナダ，豪州などに緊急小麦援助を要請一一インドはカナダ，オーストラリ

アなどに，贈与あるいは長期借款で、相当量の小麦を供給するよう要請していたが

両国はインドの要請を急ぎ検討中のようである。カナダには来年度（歴年〉中に

200万トン（第1四半期にできるだけ多く〉，オーストラリアにも相当量を長期借

款で供給するよう要請している。このほかにソビエト，フランス，アルゼンチン，

メキシコとも交渉している。

23日 V原綿不足で工場を 2週間閉鎖一一インド綿工場連盟は原綿の供給事情が悪化

したため，全国の繊維工場を12月19日から15日開閉鎖し， 1月3日から全工場の

紡機の6%を封印すると発表した。ただし，紡機の封印は 1万2千錘以下の工場

には適用しない。全国に繊維工場が600あるが，そのうち308は紡績専業である。

業界の設備能力は紡機1674万錘，織機20万9千台である。繊維産業の雇用者は94

-( 230）ー -246-



インド（11月）

万人である。

V西ベンガルで新野党連合結成の動き一一西ベンガル州の野党13党の反会議派

連合は決裂したが， RSP,SSP，ホワード・ブロックの指導者は各党の聞に妥協

点を見出すために動いている。 マカン・パノレ（RSP）氏は次の総選挙で会議派の

候補者と戦うための左翼連合の希望は失つてないと述べた。

V学生代表会議， 12月16日を“ブラック・フライデー”に一一オーノレ・インデ

ィア・サマージワディ・ユヴシャン，全インド学生連合など各種学生組織の代表

は23日，ニュー・デリーで会議を開き， 12月16日を“ブラック・フライデー”と

することを決定した。この会議では12月16日にデモ・集会を行ない，会議派の指

導者，大臣の肖像を焼くように学生に訴えた。アジテーションの形式は地方の学

生指導者にゆだねられたが，大規模なアジテージョンの準備をするよう全国の学

生に呼びかけた。

24日 V下院議長不信任案上程に失敗一一SSP，共産党（両派），スワタントラ（一部

議員〕， PSP, リパブリカン党は24日，フカム・シン下院議長に対する不信任案

を上程しようとしたが，支持者が22名しかなく失敗した（動議として認められる

ためには最低fi（）人の支持が必要）。野党が議長に対する不信任案を出したのは独

立以来2度目のことである。

v政府の経費節減，効果あがらず一一チヨードリ蔵相は24日下院で，政府は行

政費を節減するあらゆる努力をしているが，コストの上昇，政府の仕事量の増大

のため，大幅な節約を期待することは現実的でないと述べた。

T LIC，電算機導入で人員整理せず一一LICC生命保険公社〉の従業員は，電子

計算機の導入に反対するストを予告しているが，チヨードリ蔵相は24日下院で，

LICは電子計算機を導入しでも職員を整理したり，給与の減少になるようなこと

はしないと述べた。蔵相は業務量の増大，保険加入者へのサービス向上の点から

も電子計算機の導入は必要で、あるとしている。

Vグジャラート川l，原綿の移動を禁止一一繊維コミッショナーは24日， 30日以

降許可なしでグジャラート地方から他の地域に原綿を移動することを禁止する命

令を出した。輸入原綿はこの規制の対象からはずされている。また，マディヤ・

プラデッシュチト｜も原綿の不足と値上がりのため移動を禁止した。

25日 ' 修正選挙法，反社会的分子の立候補を締出す一一選挙法（Representationof 

the People Act）の修正案は25日下院を通過したが，それによれば， 6ヵ月以上

の懲役刑の立告を受けた退蔵者，不当利得者，食料の不正な混合をした者は下院，

ヴ
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州議会の議員となる資格を夫うことになってし、る。 Ji.社会的分子の立候補禁止の

条項は全員一致の賛成を得て成立した。

Vソビエトと農業援助協定を締結一一インドは25日，ソビエトとの農業援助協

定に調印した。この協定によれば，ソビエトはインドに国蛍採種農場を設立する

のに必要な設。iii，機械1300万ノレピー相当を無償で供与し，さらに国営採種農場10

と農業機械の賃貸しセンター15の設立に必要な5千万ノレヒ。ー相当の農業機械の購

入のために，有利なクレジットを与えることになっている。

V平価切下げなどでボカロの建設費4.5ルビーふえる一一平価切下げとスペア

ーの追加のためボカロ製鋼所の建設費用は 62.6億ノレピーから 67.1億ノレピーに，

4.5億ルピー増大するものとみられている。ボカロの建設に必要な外貨は 18.1{立

ノレピー以上になりそうであるが， ソビエトは16.6億ノレピーの借款を与えることに

なっている。建設の準備作業はすでに始まり，整地作業の80%を終わり，鉄道レ

ールの敷設を行なっている。ボカロの生産能力は170万トン。

V石油化学への外資導入で政策の変更はない－25f:］，上院で数人の議員がグ

ジャラートに建設する石油化学コンビナートの外国資本との提携交渉で政府：は経

営権を放棄しないように要求した。これに対しイクパノレ・シン石油化学次官は，

「いかなる場合にも国家の利益に反したり，あるいは政府の既定の政策を変更し

ないことを議会に確約する」と述べたQ

26日 V食糧の配給量削減を検討中一一ガンジ一首相は， 26日，プレス・クラブ・オ

ブ・インディアで、食糧問題について次のように語った。政府は食糧危機を切抜け

るために配給量の削減問題を慎重に検討中である。筋肉労働者はほかのものに比

べて食糧を多く必要とし，配給量を一律に減らすことはできない。アメリカが200

万トンの食糧を供給できないことを11－！.く知らせてくれれば，それに合わせた食糧

計画が立てられ，食糧見積りに食違いは生じなかったであろう。

V輸出不振は一時的現象一ーボード・オプ・トレイドは26日，平価切下げ後の

輸出動向について検討，次のような見解を発表した。平価切下げ後4ヵ月間の輸

ト 出量は前年同期に比べて7億ノレピー減少しているが，これは一時的現象である。

政府は平価切下げ後，生産と輸出を促進する各種の措置をとったので，今後輸出

は元の水準に回復するだけでなく，財政年度末までには相当伸びることが予想さ

れる。輸出が期待できる品目は綿織物，ジュート，紅茶のほかに鉄綱，砂糖があ

るυ

Vビハール州に大統領の置接統治適用せず一一一ガンジ一首相は「ピハー／レ州の
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早ばつの被害は大きし州政府はこの事態に効果的に対処できないが，大統領の

直接統治に移すつもりはないか」との記者の質問に対し， 「大統領の直接統治は

地方政府が救済事業やその他の計画を実施する能力がないときにはじめて適用す

べきものである。そのような事態が生じるまで問題にならない」と答えた。

27日 V政府，外資導入策を改善一一政府は外国企業との提携政策を細分まで検討し

ていたが，外国企業の参加を容易にし，不必要な遅れを避けるために多くの改善

を行なうことを決定した。改善された点は株式取得率の引上げ，輸出保証制度，

輸出用には親会社の商標を認めることなどである。

T U. P. 91111の左翼連合に分裂のきざし一一SSP，共産党（両派）， RSP，共和党

で、結成している左翼連合は州議会と下院の選挙の配区で対立が生じ，分裂のきざ

しがあらわれている。すでに州議会の 160選挙区と下院の 31選挙区の配分が終わ

っていたが，候補者の名前は11月25日まで発表しないことになっていた。ところ

がSSPが一方的に候補者を発表し，協定を破ったものo

v豪y,Mから商業ベースで小麦15～20万トン買う一一一インドは海外からの供給の

途絶を避けるために，オーストラリヤから商業ベースで小麦を15～20万トン買う

予定である。現行のPL480号による最後の船積み分が10日内にアメリカを出る

ので，これに代わる供給先をすぐにさがさないと 2月に困難な事態が生じる。

V ビライ製鉄所の 5 番目の溶鉱炉に火入れ一一T•N ・シン鉄鋼相は'27 日，ピ

ライ製鉄所の5番目の熔鉱炉（第1次拡張計画に基づいて建設された2番目のも

の）の火入れを行なった。当初の 3基の熔鉱炉が年間 100万トンの銑鉄を生産し

たのに対し，新しく建設された2基は 122万トンを生産する。第1次拡張計画で

は製鉄所の能力を年間100万トンから250万トンに引上げる。

28日 T M. P. yrMの会議派不満分子， 新党を結成一一マディヤ・プラデッシュ州の会

議派不満不子は28FJ, 「マディヤ・プラデッシュ・ジャン・コングレス」を結成

した。新党の総裁にはM・L・ナラヤン・ダスが選ばれた。大会決議はD・p.

ミシュトラ州首相の専制のもとでは，党員が組織を内部から改革することはでき

ず，会議派運営委員会に正しい判断を仰ぐあらゆる努力も徒労に終わったと述べ

ているo

vゴア内閣，辞表を提出ー一一D・バンドドカノレ・ゴア州首相は288，内閣総辞

職のため辞表を副知事に提出した。大統領は議会がゴア住民投票法案の審議を開

始する前に，辞表を受理する模様である。

v政府，乗用車の値上げを認可 政府は告示なしに， 12月!Jとから来用車の値
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上げを認可した。値上げ幅はスタンダード・へラノレドで400／レピー， アンパサー

ダー，フィアットで800ノレピーで， 販売価格はアンパサダー2万ノレピー，フィア

ツト，へラノレド 1万3千ルビー以上になる。値上げの理田は，輸入原材料と国産

部品が値上がりしたため。

Vシャンカリチャリアを釈放一一拘禁されていたシャンカリチャリアは特別機

でポンディシエリーからプリーに運ばれ， 28日夕，プリーで釈放された。シャン

カリチャリヤは政府が憲法を改正して牛の屠殺を禁止するまで断食を続けると言

っている。

29日 V予防拘禁法延長法案，下院を通過一一予防拘禁法を今年度末からさらに 3年

間延長する法案は賛成90，反対31で下院を通過した。チャパン内相はこの法律は

ある種の活動の取締りのみを対象としたもので，政治的イデオロギーあるいは政

党を対象としたものではないという保証をした。

Vアンドラ州選出の4議員（共産右〉が辞任一一アンドラ州選出の共産党右派

の4議員は291=1，ヴィサカパトナムに 5番目の国営製鋼所を建設せよという州民

の正当な要求を政府が認めなかったことに抗議して辞職した。

Vマラヴィヤ氏，パテイル鉄道相を攻撃一一会議派ソシャーリスト・フォーラ

ムの指導者K・D・マラヴィヤ議員は29日，クリシュナ・メノン元国防相の公認

に反対しているパテイル鉄道を激しく攻撃し，次のように述べた。会議派の指導

部の一部のものは，急進的な社会主義者を会議派から追出そうと大きな陰謀をた

くらんでいるO どんな事態がおきょうとも，左派が会議派から山ることはないだ

ろう。

V綿花諮問委員会，マ州政府に8%の値上げを勧告一一州綿花諮問委員会は29

札マハラシュトラ州政府に対し，綿花の最高価格の8%引上げを勧告した。諮

問委員会は最高価格を引上げれば，生産者，協同組合，商人は工場が正常な営業

を続けられるだけの綿花を供給するのに協力するであろうという見解を表明して

いる。

30日 V政府，識維工場の一斉休機に反対一一M ・シャー商相，綿花生産業者，取扱

業者，労組の代表は30日，綿花の供給事業と 2週間の6%休機問題について話合

った。シャー商相はインド紡績連盟（ICMF）が予告している一斉付械には反対で

あることを明らかにした。労組の代表も一斉件械には反対した。商相は各界の代

表に対し，政府は一斉休機を避ける方法を検討していると述べた。余剰在庫のあ

る工場からの徴発はその一環でああ。
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Vペルシャ湾沿岸諸国，ルピ一切下げで打撃一一一ペルシャ湾沿岸諸国一一ツパ

イ，アジュマン， シャノレジャーなど部族国家－ーは， 7月まで自国の通貨として

「在外ルピー」を使用していたため，インドのルピ一平価切下げによって打撃を

受けた。これらの諸国はこれに対する補償として300万ポンドをインド政府に要

求する模様。

V第4次計画に対するソビエト援助は76.5億ルビー一一ソビエトのインドの第

4次計画に対する援助は30日の交渉で約9.5億ルーブノレ（76.5億ノレヒ。ー〉に決ま

った模様である。このうちボカロ製鉄所と圧延工場向け2億ルーフツレ，新国家融

資 3億ルーブ、ノレ，コマーシャル・クレジット 2.5億lレピーで、ある。国家融資の利

率は2.5%である。コマーシヤル・クレジットは頭金10%，残金は 10年年賦で利

率は約4%。

V自動車の生産台数を年産25万台に一一自動車・関連産業開発評議会は2913,

スクーター，モーターサイクル，モペット，三輪車に関する小委員の報告書を採

択した。その報告書によれば，第3次計画期間中に 8工場で15万3600台を生産し

たが，これは 3次計画の目標15万台を突破している。第4次計画末の需要は25万

台が見込めるので，資源事情がよくなれば，目標を年産25万台に引上げるべきで

ある。既存の工場でこの目標を達成することができる。

V断食中のブラフマチャリ死ぬ一一牛の屠殺禁止に反対して11月20日以来断食

を続けていたブラフマチャリ（74歳）がダラム・サング本部で死亡した。 400人

をこす牛の屠殺禁止運動の支持者が現場に集まり，遺体の引渡しを要求して警察

との聞に緊張状態が生じている。
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12月の概況

議会（ウインター・セッション）は5日閉会し，現議員による議会は3月

後半に予定されてし、る予算議会を残すのみとなり，事実上終わった。総選挙

は2月15日から２１日まで１週間にわたって実施され， 2月末には新議員の顔

ぶれが決まるが，現議員の任期は 4J117日まで残っており，予算議会は変則

議会となる。各党の選挙準備は急速に進み，候補者の決定，野党聞の選挙協

定が続々と発表されている。このような情勢の中にあって， 7州の会議派離

党者・不満分子は6日，ニューデリーで大会を開き，会議派に対抗する全国

政党ジャナ・コングレスを結成した。また，注目されてし、た野党問の選挙協

定は各州で、結ばれているが，野党の大同団結が成功したのはケララ州の反会

議派7党連合だけである。西ベンガノレチト！の野党13による選挙連合は失敗し，

共産党右派，バングラ・コングレスを中核とする第2次左翼選挙同盟が作ら

れたが西ベンガルで、勢力の強い共産党左派が参加してないため大きな成果は

期待できない。 U.P.州の左翼政党による選挙連合は成立したものの共産党

左右両派の対立が原因となって事実上崩壊状態にある。

12月は比較的平穏な月であった。それでもビ、ハーノレ州では警官が学生に発

砲して 2人の死者を出したほか， U.P.州、｜の公務員が賃上げを要求して長期

ストにはいり，州、｜の行政機能がマヒしている。またパンジャブ州ではアカリ

ー・ダノレの指導者がチャンデ、イーガノレのパンジャブ州への編入，州、l境の変更

を要求して断食にはいり，もし要求が入れられなければ焼身自殺するといっ

て政府に圧力をかけたが，政府は屈せず，ブカム・シン議長の仲裁で焼身自

殺は中止された。食糧不足はますます激化いついに配給量の12.5%削減が

実施された。政府は食糧危機を切り抜けるために食糧援助の確保に全力をあ

げているが，アメリカは 200万トンの要求に対し 90万トンの供与しか約束し

ておらず今後の食糧供給事情はさらに悪化しそうである。

経済関係では暗いニュースが多い。コンソーシャムは本年分として 9億ド

ルの援助を約束していたがこれまでに調印が終わったのは5.07億ドルにすぎ、

q
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ない。外貨不足はインド経済に深刻な影響を与えている。第4次計画中の鉄

鋼と肥料は外貨調達のメドがつかないため生産目標の引下げ、が発表された。

原綿不足は一段とひどくなり，政府は紡績工場に対し，原綿不足が解消する

まで1週間に 1日の休業を認めることになった。

物ジャナ・コングレス旗上げ

H・カビール元石油・化学相， H・ マータブ元オリッサ州十首相は6日インド国民会

議派に対抗する新全国政党ジャナ・コングレスの結成を発表したの この発表は会議派

を離党した著明な指導者数人と各州、｜の政治活動家の， 511, 

チヤリヤ．クリパラニ元会議派総裁〉のあと発表されたものであるO 新党の結成に重

要な役割を演じたのはパングラ・コングレス総裁のA・K・ムケルジー氏， ケララ・

コングレス総裁K・M・ジョージ氏である。現在のところこの2州はジャナ・コング

レスの2大拠点である。

この大会では新党結成の決議のほか， できるだけすみやかにジャナ・コングレスの

党員IJを作成し，組織を確立する措置を取るための7人委員会が設置された。 7人委員

会は西ベンガノレヲケララ，オリッサ，マハラシュトラ，マディヤ・プラデッシュ， ア

ッサム， U.P.州の代表より構成されている。 この7州ではそれぞれ違った名称では

あるがジャナ・コングレスの支部があり，活動を行なっている。 カビール氏は次の選

挙まで各州支部は現在の名称を用いると言っている。選挙が終わったあと，新党は将

来の政策・プログラムを決定し， この名称を用いるかあるいは変更するかを決定する

全国大会を開くことになっている。 したがって各州会議派離党者の寄合い世帯である

新党のすべては次の総選挙にかかっていると言えよう。 もし総選挙の結果が思わしく

なければ，大同団結の意義は薄れ， 州単位の活動に戻らざるをえない可能性もある。

現在，ジャナ・コングレスは州十議会，下院の候補者の選考を行なっているが， 比較

的多く候補者を立てられそうなのは上記7州のうちでもケララ，西ベンガル， ピハー

ノレ，マディヤ・プラデッシュくらいのものである。他の州では会議派の不満分子でも

吸収しないかぎり，独自の候補者を立てても数も少なく，他の政党と選挙協定を結ん

で勢力を伸ばさざるをえない。同党は各州支部が他の政党と自由に選挙協定を結ぶこ

とを言忍めており，すでにケララ・コングレス，パングラ・コングレス， マディヤ・プ

ラデッシュのジャナ・コングレスは他の政党と選挙協定を結んでいる。

ジャナ・コングレスは7日の大会で政策決議を採択したが， それは次のようなもの
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である。 lt,J党は産業政策に関しては，混合経済を支払1する。基礎産業は「国家の規制」

ドに置くが，民間あるいは政府部門の独占には反対する。 7雇用の増大を図るため，中

小工業や村落工業の役害Jjを高めるように計闘を再編成する。農業政策に関しては，協

同組合農場，国営農場株式会社の経営による農場を設立し， 5ヵ年間で食糧の自給化

を｜刈る混台農業政策を推進するため， 向業的農場と伝統的農場にはそれぞれ違った土

地保有制限を設けるだけでなく，それ以ドの所有を認めない最低限も設ける。

外交政策はインドの国益を増進することに重点を置く。

上述のような政策を検討するならば， イデオロギー的には同党は会議派よりやや右

にあるようだ。タイムズ・オプ・インディアの社説は「ニューデリー大会で採択した

決議が何らかの手引きになるならば， ｜司党はイデオロギー的にはかなりスワタントラ

党に近い」と断定してし、る（12月8日付〕。

場参総選挙は2月15～21日に実施

G・S・パタク法相は5日， ド院で総選挙は2月15～21日に実施すると発表した。

総選挙の日取りについては，選挙委員会が中央政府，州政府と打ち合わせた上で， 全

国一斉に総選挙を実施するには， 2月の第3週が最も都合がよいとの結論に達したも

のO 総選挙の告示は 1月13日に大統領，各州知事によって行なわれる。総選挙のスケ

ジューノレは次の通り。

立候補締切り， 1月20日。立候補者審査ラ 1月21日。立候補辞退締切り， 1月23日

開票と選挙結果の発表は２月２１日～２４日に行なわれる。選挙委員会は少数の例外と投

票日が延期されるような予期しない事態が生じた場合を除いて， 総選挙の結果は2月
24日までに判明するものとみている。

投票有権者総数は1962年の2億1637万2215人に対し，約2億4千万人になりそうで

ある。下院の選挙区の数は497から521に，州議会は3405から3563にふえた。下院の選

挙区がふえたのは， ジャム・カ、ンュミーノレチHが任命tMから直接選挙制に代わったこと

と人口の増加によるもの。今後任命制はＮＥＦＡとアンログ・インディアン・コミュニ

ティだけになる。投票所の数は約25万から27万にふえる。投票所は10万人に 1カ所の

訓で置く。

また議会の解散は 3月31Hになる予定。 3月の後半に鉄道予算と一般予算を審議す

るため，現議員による変則議会が招集される。

受診アラハバード大学の農村調査の結果

F
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アラハバード大学はアラハバードから23マイノレの所にあるダハーノレプールキjで村氏

の5ヵ年計画jの認識度に関する聞取り調査を行なった。その結果は計画委員会の発行

する Yojanaに‘＇Only1 of 3 Villagers knows our Plans exist，，と題して発表された

が，その要点を新聞によって紹介する。

研究の対象となったダ、ハーノレブoーノレ村は周囲の都市ともかなり接触があり， ；最近の

変化や進歩から取残された閉鎖的な村で、はない。調査によれば‘5ヵ年計i両iの存在を女｜！

っているのは住民の3分の 1以～卜．である。 しかも 5ヵ年計画について知っているもの

でも計画の日的，内容， 業績についてはきわめて皮相な知識しかもっていなし、。これ

では村民の多くが5ヵ｛］一言l・itl1jに熱怠をもたず，犠牲を払ったり， あるいは成功させる

ように努力する心構えがなくてもおどろくにあたらない。 インドには5万6400の村が

全国に散在しており， どれかつの村・を典型として取り山すことはむずかしいが，こ

の調査によって， 少なくともわが国の一般的状況がどのようなものであるかを漠然と

ではあるが感知することができょう。

このようななさけない状態であるから， 経済H十両に対する農村大衆の支持を期待す

ることはできない。計両化に反対するものはごく少数だが， 計阿を支持するものは被

調査者のわずか22%にすぎない。 もっと注目すべき点は住民の4分の3が全く無関心

で，計画が成功したか失敗したかどうかに全く関心がないことである。特に主婦，労

働者，職人はほとんどが計画のことを知らず，無関心である。詳しい知識に至っては

全くだめである。 5人に 1人が計画に熱意を感じているだけで，村氏の80%はilh也jが

どの程度成功したかも知らなk、。 ダノ、ーノレプーノレの主婦，労働庁，職人のほとんどが

5ヵ年計画の存在すら知らない。第1次，第2次， 第3次計画1の発足した年を正確に

言えるのは被調査者のわずか10%で、ある。

調査で判明した明るい面といえば，教員，学生， その他教育を受けたものはかなり

計画について知っていることである。意識の高い耕作者はすべて計画化を支持してい

る。耕作者の半分が計凶iについて知っており， その44%は熱意をもっており， 40%は、

一生懸命働く準備がで‘きている。教員， 教育ある人はほとんどが5ヵ年計画の発足し

た年を正確に知っているQ
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日誌（12月〉

1 日 V選挙委員会，全国政党として7党を指定一一第4次総選挙の投票日は最終的

には， 2月15Hから21日までになる予定である。選挙委員会は全国政党として，

インドI司民会議派， スワタントラ党， インド共産党， インド共産党（マルごヤス

ト）ノミーラティヤ・ジャン・サン， ドS1-' Cプラジャー・ソーシャリスト・パー

ティ），s s P Cサムユクタ・ソーシャリスト・ノミーティ）の73'tをJfi，とした。こ
のほかに特定の州だけでm動している12の政党にも，選挙JHシンボノレが＇,l;;I］当てら
;/1.,る。

vゴア住民投票法が下院を通過一一ゴアの帰）品 Os：轄領となるかマハラシュト

ラ州と合。け『るか）をがとめるゴア住民投票法は ll:J, 下院を通過したO

2 日 V第4次計画完成の予定狂う一一第4次総選挙の実施が1週間繰り上げられた

ため，第4次計画完成のII寺期がずれそうである。会議派は選挙に間にあわすよう

に第4次計画i草案改訂作業を急いでいたが，暫定的に予定していた 1月21,22の

両日の国家開発評議会開催が不可能になったため，改訂草案の承認ができなくな

ったものOこのため会議派は第4次計画の草案だけで総選挙に臨むことになった。

Vネパールの新土地法，在住インド人に打撃一一D ・シン外交問題担当国務相

は2þÿeåÿ�ド院でネパールの新土地法がインド人に不利な影響を与えており，イン

ド政府はネパール当J,uに対し新土j也法施行によって，ネパール在住のインド人が

失った土地，財産の返還を要求したことを明らかにした。

V輸入米事件で、パテイル鉄道相ら反論一一一Ss Pのロヒア議員は 1日， 1961,

62年にアミチャンド・グループのアピージャエ・ライン所有の船でピルマからコ

チンに米を輸送した際，不正を行なって政府から何10万ノレピーも詐取した事件が

あったが， これにS・シン氏， C・スブラマニアム氏， K・パテイノレ氏が関係し

ていたとの暴露発言を行なった。これに対L, 2 LI下院で、パテイル鉄道キElとシン

国防相はロヒア氏の発言は全く根拠のないものであり，誤っていると反論した。

3 日 V輸出入政策に大きな変更はない一一S・チヨードリ蔵相は3日カノレカッタで

聞かれた商工会議所連合の大会で演説し，政府の経済政策について次のように述

べた。インフレ問題については種々の対策を講じているが，インドのような農業

国では食糧生産が不足したときには，多少のインフレ圧力は避けられない。民間

外資の導入に際しては，インド側の持分が多くなることを原則としているが，必
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要な場合には外国人の持分が多くなることを認めるのにやぶさかでない。平和Ii切

下げの事後対策が十分でないという批判が財界にあるが，企業はいつまでも政的：

の援助をあてにせずに，平価切下げによって生じた有利な条件を利用して海外市

場を開拓すべきである。政府は輸出入政策を大きく変更することは考えていない。

v繊維工場の休業は週に 1日一一マヌパ Fイ・シャー商相は 3H，下院で現在の

原綿不足が解消するまで， 約600にのぼる全｜司の繊維工場を12月12日から 1週間

に1日だけ休業にすることを明らかにした。この決定はインド紡績連合会が要求

していた12月19日から 2週間休業するという案に代わるもので，これからの原綿

不足期に原綿の節約をすることを意図したものである。強制休業中は労働者（70

万人〉に対しては通常のレイ・オフ補償が行なわれる。

また商相は綿花が収穫後早く市場に出回るようにするため，最高価格を 5%(45 

ノレピーから75ノレピー〉引上げることによって，生産者にインセンチィブを与えた。

これにより綿布の価格が2.5%上がることになるが， 紡績工場連合会は商相の要

請を入れて，統制の対象となっている綿布価格の引上げはしないことに同意した。

Vアッサム高原地区をサブ・ステイツに一一アッサム高原地区の将来の地位に

関する連邦内閣小委員会は 313，ガンジー首相にこの地域の自治計画案を提出し

た。この計画案はアッサム州政府，高原地区の各グループの代表と話し合ったう

えで作成したものである。この計画案の特徴はパタスカル委員会の勧告案の自治

の範囲を拡大したもので，高原地区の行政形式はアッサム州内のサブ・ステイツ

になっている。

4 日 V蔵相，来年度の計画支出抑制を主張一一チヨードリ蔵相は財源の不足を理由

に，来年度の年次計画を1966～67年のそれよりも大きくすることはむずかしいこ

とを計画委員会に伝えたものとみられている。蔵相は約220億ノレピーの支出を予

定しているが， 計画委員会は260億ノレピー以上の純支出を主張している。蔵相は

来年度のその他の項目の収入が前年度を下回るとみているが，計画委員会は慎重

にすぎるといっている。

v中央政府，パンジャブ州の再編で態度変えず一一一中央政府のスポークスマン

は4日，政府はパンジャブ州の再編計画に基づいて行なったチャンディガノレの連

邦直轄地化，パンジャブ州、！とハリアナ州の州境設定について態度を変えることは

ない，と発表した。これはアカリー・ダノレがチャンディーガノレとその他若干の地

域はパンジャブ語を話す地域であるので、パンジャブ州に併合すること，パンジャ

ブ州とハリアナ州の知事，高等裁判所などの共通性をやめることを要求して新た
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な行動をおこそうとしているので，機先を制して発表したものである。政府は共

通性の廃止は保証するが，チャンディーガノレと州境変更については譲歩しない見

込みで、ある。

V奨学資金委員会，ヘルス・サーヴィス・プランを勧告一一大学奨学資金委員

会の特別委員会は4Fl，約120万人の学生， 7万人の教員， その他の職員，およ

びその家族が思恵を受けるヘルス・サーヴィス・プランを勧告した。特別委員会

はこの計画の実施に必要な資金を政府に要求した。この百十両はへyレス・センター

サーヴィス・システムとパートタイム・ドクター・システムよりなっている。

5 日 V総選挙の投票日は2月15日から21日まで一一一パタク法相は5日，下院で総選

挙は2月15日から21日まで実施し，開票とその結果は2月21日から24日まで行な

うことになろうと発表した（多特記事項参照）。

V下院，無期限休会にはいる一一下院は5日夜8時35分から無期限休会にはい

った。下院議員の選挙は2月15日から21日まで実施されるが，現議員の任期が満

了するのは4月17日なので， 3月後半から現議員による予算などを審議する変則

国会が聞かれる。したがって議会が解散するのは3月31日になる見通しである。

v商工会議所連合，直接税の引下げを要求一一商工会議所連合は5日，個人，

法人の貯蓄および投資意欲を回復するため，法人・個人に対する直接税の水準を

大幅に引き下げることを要求する決議を行なった。商工会議所連合は，歳入をあ

げる最も重要な手段として，また国の開発需要に対応する財源を調達する唯ーの

実際的方法として，間接税に依拠し続けるべきことを提案している。

Vチャバン内相，強力な牛の屠殺禁止措置を約束一一ーチャパン内相は 5Fl下院

で中央政府は，州政府と協力して牛の屠殺を禁止する憲法の規定を実施する強力

な措置をとることを約束した。

Vイギリス， 2億8000万ルビーの借款を供与一一イギリスはさらに1350万ポン

ド（２．８３５億ルピー）のノンプロジェクト・ローンを供与した。 5月に供与した

借款（1700万ルビー）と合わせると1966～67年度分としては合計3050万ポンド

(6.4億／レピー）になる。イギリスが 1966～67年分として約束したノンプロジェ

クト・ローンはこれで、すべて終わった。この借款の条件は無利子で25年返済（第

1回は7{f.後から）である。

V海外でのインド救援運動は自発的なもの一一P・G・ メノン食糧・農業担当

国務相は5日，上院でベルギー，オランダ，イタリー，西ドイツ，オーストリア，

ニュージーランド，レバノンなどで行なわれている「インド救援」運動はインド
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政府が主唱したものでなく， 自発的なものであると述べた。

6 日 Vジャナ・コングレス結成一一インド国民会議派に対抗する全国政党ジャナ・

コングレスの結成がフマユン・カビール元石油化学相とH・マータブ元オリッサ

州首相によって発表された（移特記事項参照〕。

Vアメリ力の対印軍事援助3.6億ルビー余に一一チャグラ外相は6日，上院で

アメリカからの軍事援助について次のように述べたのインドが1962年11月から

1965年9月までにアメリカから受け取った軍需11ii,（附与によるもの〕は 3.612億

ノレピー（約束額は7.5｛むルピー）である。アメリカカ'1964年に始めたミリタリー・

クレジット・セイノレス・プログラムによる購入は400万ドル（3千万yレピー〉で

ある。インドは現在贈与による武器援助は全然受けていない。

V行政改革委員会，中央政府内閣の縮小を提案一一中央政府の閣僚の構成につ

いて検討していた行政改草委員会は閣内相の数を 8名に制限し， Deputy Mini-

sters （政務次官）を廃止することを提案した。主た経済担）［11J'の併介も提案する

ものとみられている。

’自由のための宣糧援助基金を井戸の掘削に使用－－ATDは6日ワシントン

で「自由のための食糧援助」に某づいて供給する小麦をインドの 5州で飲料水施

設を改善するための賃金の一部として使用すると発表した。これによって， 1午－

問に約4500人の労働者（家族も合めると 2万2千人の岡窮者）が食糧を受け取る

ことになる。

7 日 f U .P. 州政府公務員のストで行政機能マヒ―――――中央政府公務員と同水準の物価

手当，組合幹部に対する逮捕状と政府がエッセンシャル・サーヴィス・メインテ

ナンス・オーディナンスに某づいて取った措置の撤問を要求している U.P.州政

府公務員は711からストを実施し，州政府のノン・ギャゼッテッド・スタッフの

お5%がストにはいったのこのため州の行政機能がほとんどマ l:L，ストは成功を

収めた。

V皐ばっ地域の食糧事情さらに窮迫一一ピハール州の早ばっ地域の食糧事情は

すでに悪化していたが，このところ食糧輸送の遅れにより一段と窮迫している。

食糧の実際の受入量は10月， 3万7024キンタノレ（’t}lj当は５万７６００）， 11月， 8方

１０８６キンタル（割当 は10万8640）と割当量を大幅に下阿っており，一部の地域で

は配給量が引き下げられ，モンギール地区で、は両日給量が農村で、大人1Fl 4オンス，

都会で6オンスとなっている。

8 日 Vガンジ一首相， S・シンに親書一一一ガンジー首相は8R, アカリー運動の指

一（244）一 -220-



インド（12月）

導者サント・ファテ・シンにパンジャブ外ほたはハリアナ州が州知事，高等裁判

所の両州共通制を望まないならば政府は別々の知事，高等裁判所を作ることを保

証する手紙を送った。ガンジー首相はアカリー・ダノレの指導者が断食，焼身自殺

に訴えないことを望んでおり， s.シンが希望するならば話合いをすることを歓

迎すると述べている。しかし州境問題，チャンrディーガルについては譲歩のよ

うずはないようである。

V政府，鉄鋼計画のテンポ落とす一一一第4次計両の鉄鋼開発計画は内外からの

資金調達が見通し難のため頓挫している。鉄鋼省は126億ルビー調達できると見

込んでいるようだが，飢僅救済費がかさみ国内での資金調達はむずかしくなって

おり，援助供与国は最近の暴動，ストの続発から慎重になり，インドに野心的計

画の再検討を要求していることから所要の資金調達は期待できなくなっている。

このため政府は鉄鋼計画のテンポを落とさざるをえなくなっている。

T U.P.d1M政府公務員スト続く一一－U.P.州政府公務員ストは第2日日を迎え，

ノンギャゼッテッド・スタッフの90%が職場を放棄し，州都ラクノウの事態はさ

らに悪化した。一方州政府は強硬な態度で臨んでおり，スト煽動の疑いで白人を

逮捕，数人を停職処分にし，臨時職員数人は解雇された。

9 日 T 80億ルビーの新規援助を西側に要請一一インドはコンソーシャムに対し，第

4次計画に対する西側の新規援助額は80億ノレピー（平価切下げ前）必要なことを

伝えたものとみられている。これは第4次計画の外貨所要額400億ルビー（187.7 

億ノレピーは確定し，：30億ノレピーは民間投資を予定）のうち未決定分 182.3億ジレピ

ーから債務返済分120倍、ルヒ。ーを差し引いた62.3倍、ルピーに 18.0億／レピーの商l日I

援助を加えたものである。

v中央政府の計画をg,1,11こ移転 一国家開発評議会の小委員会は中央政府に予定

してし、た計両 c:-n.7億ルビー）を州に移転することを承認したの第4次計岡での
州、｜の支出はこの分だけふえることになる（草案で、はパブソック・セクターの支／l't

配分は中央政府853.6億ノレヒ。ー，州政府707.8億ルビー）連邦直轄地39.1億ルビー

となっている。

v中央政府，ミゾ山岳地区の直轄地化を計画中一一消息筋によれば，中央政府

は問題の多いミゾ山岳地｜支を直接統治下に置くことを計画中である。現在ミゾ地

｜まはアッサムリ十｜に属してし、るが，これを中央政府の直接統治下に置こうというも

(/) 0 ミゾ山岳地区は東ノξキスタンと 158マイノレの国境線をもっているうえに， ミ

ゾ族の反乱，パキスタンがこの地区で軍備を増強しているとの情報があるため，
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中央政府が直轄地化を；frj両しているもの。

10日 V印・ソ援助協定に調印一一一3億ノレーブソレ俳句2.5億ノレピー〉の新規国家援助

を盛り込んだ印・ソ経済協定は10日調印された。ソ連がこれまでに同意したステ

イト・クレジットの総計は 12.25億ルーブルで、ある。 このほかに2億ルーブルの

コマーシャル・クレジットがあるo

v政府，非常事態を解除せず一一チャパン内相は10日上院で国家の安全に対す

る中国，パキスタンからの脅威は依然続いており，現在の非常事態を解除するこ

とはできないと述べた。これに対し，野党議員は現在侵略の危険は存在せず，外

からの“脅威”だけを理由に永久に非常事態を続けることはできないと主張し，

強く抗議した。

Vピハールで警官が学生に発砲， 2人亮ぬ一一授業料の引下げ，学生騒動の参

加者に対する未決訴訟の撤同を要求して闘争中の地方大学生が，禁止令を破って

デモ行進しようとして警官と衝突，警官の発砲で2人が死亡， 1人が負傷した。

犠牲者の 1人は大学の講師である。彼は禁止令を破らないように学生を説得中に

撃たれて死んだと大学当局は言っている。

11日 V財源難で物価手当の引上げは不可能一一一S・クリパラニU.P.州首相は11日，

州政府は極端な財政難のために物価手当を引きとげることはできないと語った。

州政府は5年間に5因物価手当の引上げを行なっている。この8月にも物価手当

の引上げを行なっており，中央政府の援助なしでは，物価手当をこれ以上引き上

げることはできない。

Vアッサ.L.,Jrlrlの野党，選挙協定に失敗一一アッサム州の野党5党一一共産党左

右両派，革命共産党，草命社会党， SSP－一一の最終会議は残る下院選挙医と州

議会9選挙区で選挙協定を結ぶことに失敗した。しかし11日の会談が失敗しでも，

これ主で、に調整の行なわれた州議会63選挙区，下院8選挙灰はそのま主にしてお

くことになっており，相当の成果があった。

Vピ、ハールで，50人を逮捕一一1113，ピハール州、｜で右派共産党の書記長R・ラオ

氏を含む50人が逮捕された。これは昨日ムザッファーノレプールで、起きた警官の発

砲事件に誘発されて新たな暴動が発生するのを防ぐための措置で、ある。

12目 V非同盟3国経済協力会議開幕－3日間にわたって行なわれるインド，ユー

ゴ，ア連合の非同盟3国経済協力会議は12日，ニューデリーで開幕した。との会

議は10月に開かれた 3国首脳会談の決定を実行に移すために聞くもので，これに

先立つて事務レベルの会議が開かれている。閣僚レベルで、の会談で、は，四つの作
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業クツレープの報告がとりあげられるものとみられている。

V西ベンガルで第2次左翼選挙同盟が成立一一西ベンガル州の第2次左翼選挙

同盟ザ・ビープノレズ・ユナイテッド・レフト・フロントが12日発表された。これ

には共産党右派，ホワード・ブロック，パング、ラ・コングレス，ボノレシェヴィー

キ党が加わっている。左翼同盟はこれまでに州議会280選挙医のうち180選挙区に

下院40選挙区のうち25選挙区に候補者を立てることを決定している。

V食糧予算を専門委員会に近く付託一－c・スブラマニアム食樋・農業相は12

日，食糧・農業省が作成した国家食糧予算は各州首相に提示する前に，専門家で

構成する委員会に付託することになろうと語ったの配給量の削減は食糧予算が完

成してから決定されよう。

13日 Vコンソーシャム援助，調印済みは5.07億ドル一一コンソーシャム加盟国の対

印ノンプロジェクト援助は，本年度分として9億ドノレを世銀が保証しているが，

これまでに調印の終わったのは5.07億ルピーにすぎない。これから交渉あるいは

調印する国は日本，西独，カナダンイタリア，ベルギー，オランダである。

f Ｍ.Ｐ.州でＳ SP, JS, JCが選挙協定一一一ジャン・サン，ジャナ・コングレス

SSPの3党は12日夜， マディヤ・プラデッシュ州の下院17選挙区，州議会118選

挙区にっし、て選挙協定を結んだと発表した。しかしSSPの指導者M・リマエ氏は

選挙区の配分などについて詳細を明らかにすることを拒否した。

Vインド，ネパールの道路建設を援助一一ネパーノレを東西に結ぶ600マイルの

道路建設をインドが援助することになり，これに関する調印が今週中にカトマン

ズで行なわれる。 600マイノレのうち200マイルはアメリカ，イギリス， ソ連が建設

しており，残りの400マイノレの建設をインドが担当する。

14日 V非同盟3国経済協力会議終わる一一非同盟3国の経済閣僚会議は14日閉幕し

技術，通商，工業ーなどの分野の事業を指導・調整する恒久的委員会の設置，事業

のj生民をITij々 検討することなどをうたったー共同コミュ二ケを発表した。

V ヒモの付かない援助の獲得は困難一一カンジ一首相は14日，アーメダバード

で記者会見し次のように語った。外国から援助を獲得することはますますむずか

しくなってきている。加えて外部からの圧力が多くなり，ヒモの付かない援助の

獲得は困難であるのこれに対処するには，インドが完全に自立化する以外に途は

ないο

Vパテイル鉄道相， リマエ氏を名誉設損で訴える一一一パテイル鉄道相は11日，

SSPのリマヱ議員を名誉段損で官Fえた。パテイノレ氏は訴状で， リマエ氏はボンベ
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イの新聞の代表に著しく 1・1分の名誉をきずつけるような発言ーを行なったと述べて

いる内

15日 V共産党右派，選挙綱領を発表一一共産党右派は氏主主義勢力の統一，会議派

打倒を骨子とする29項目の選挙綱領を発表した。

最近のパンゲ，スト，各種のアジテーションは総選挙を日fiiiに控え大衆の問に

急激な変革を支持するふんいきがあることを示すものである。統一戦線を作り，

会議派を打倒できるのは左翼｝：（！；j－：主義勢力である（；しかし， JJ;(Jll]，政策を無視し

た反会議派連｛＇；－はただ議席を確保するだけのことで，上（:J-:l：義E進歩のためには

何んの役にもたたない。会議派に反対しているいくつかの党は明らかに反革命的，

親帝国主義的である。彼らの反会議派的態度はインドの勤労大衆にとっては何ん

の役にも立たず，われわれは彼らと選挙同盟を結ぶことはできない。ジャン・サ

ンはもとよりスワタントラ党も会議派右派の政治家一一独占から；最も信任の厚い

一一ーと緊i点な問｛系にある。したがって，共P王党はスワタントラ，ジャンi サンと

選挙同＼l日企結ばなか〆〉た。

離党したJl：伴：党左派の指導者は労働組合，農民組会，その他の大衆組織の分裂

を策している。左派の指導者は会議こ派の失政を終わらせ， コミュナノレな勢力，反

動勢力に反対するための共通の戦いに加わるかわりに，わが党を主要な敵とする

立場をとっている。

外国独占は完全に排除する。外国独占が所有している商工企業，金融機関は国

有化すべきである。投機商場，為替市場の閉鎖，銀行の国有化，第4次計画に代

えてピープルズ・プランを実施すること，大地主に対する補償と龍王に対する内

持金の支払し、の｛，息子LL－.，政府企業の再編成，労働者に対する最低賃余の保証を支持

するの

ヒンディーの同諸化はヒンディーを話さなし、州の同志を得て， i斬進的に実施す

る。家高の質，品種の改良の重要性は認めるが， Lj・－の屠殺を全面的禁止せようと

いう要求は支持できない。

外交政策については，党は政府の政策を一般的に支持するが，英米の脅迫によ

る優柔不断な，妥協的な態度には反対する。中国は引き続き敵対的態度をとって

いるが，直接あるいは中立閏を通じて中国との平和的解決の道を聞き，不戦条約

を結ぶことはインド国民・国家の利益になることである。（第4巻第10号P255で

共産党右派は6月に選挙綱領発表とあるのは，各州首脳の選挙にのぞむ態度表明

の誤りにつき訂正します。〕
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Vインド・ア連合貿易拡大計画に調印一一インドとア連合は15日，綿花，茶，

鉄鋼の取引きをふやすことによって，本年度の貿易高を6億ノレピー（往復）に拡

大することに同意した。両国間の貿易高は1961年2.5億ルビーから 1965～66年に

は4.8億ルピーに増大している。 1966～67年の当初の協定では4.6億ルピーになっ

ていたが，ヱューデリー会議で検討した結果， 1.日5億ノレピーふやすことで合意に

達したの

16日 V肥料公社，政府の肥料政策転換を批半IJ-FCI（インド肥料公約は石井［j・

化学省に政府の肥料政策の転換，午、Ifに民間部門の肥料工業を促進するという決定

を批判する覚書を送った。この党書は政府の決定によってこの重要な分野での発

展が促進されるものでないことを指摘している。民間部門に開放されたプロジェ

クトで、は政府資金以外の資金を調達する努力が行なわれていない。民間部門の借

入れは専ら IFC,IDBI, UTI, ICICI, LICのような政府資金によってし、る。こ

れらのプロジェクトでは，商業銀行からの長期借入金の比率はほとんど取るにた

りない。

Vボールズ米大使， 200万トンの食糧援助に楽観的一一チェスター・ポールズ

米大使は1613, インドの要求している 200万トンの食糧援助に対するアメリカ政

府の反応には明るい見通しを持っていることを，チャグラ外相に伝えた。ボール

ズ大使はインドの要求に対する最終決定がまもなく発表されることを確約した。

インドは8月に食糧援助を要請していたが，直接の返事がなく，アメリカ政府の

食脂凍結令のため悲観的な観測も行なわれていた。

Vカマラジ総裁，ガンジ一首相との対立を否定一一一カマラジ総裁はプレス・ク

ラブ・オブ・インディアで記者会見し，自分どガンジ一首相のあいだにはなんの

対立もないと述べた。総選挙後カマラジ氏が首相になるつもりかどうかという質

問に対・しては，その質問はしないで、ほしいと答えた。またデサイ氏は昨日，ボン

ベイで首相に立候補すると諮っているがカマラジ氏の彼に対寸『る態度は前同と｜司

じかどうかという質問には答えなかった。

17日 ' s・シン，断食を始める ガンジ一首相やその他の指導者の訴えにもかか

わらず，アカリー運動の指導者S・F・シンは要求貫徹のために断食にはいった。

警官隊はアムリッツアーの1urの通りをノ川、ローノレし，重要施設の警備について，

不詳事の発生に備えている。 －方チャンディーガノレでは， ヨギラージがS・シン

が自分の政治的目的を達成するために取った“威圧的，非民主主義的手段”に抗

議して，無期限の断食にはいった。ヨギラージは政府がs.シンの非民主的手段
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に屈服するようなことになれば，ほかの措置を考えねばならなくなるだろうと語

▼マイソール・ケララ州境紛争の検討は選挙後―――――マイソール州情報局の発表

によれば，州境委員会はマイソール・ケララリ十慌・紛争の解決はケララ州に選挙に

よる政府が成立してから検討する模様である。

Vタプティ漠谷で列車が脱線， 14人が苑ぬ一一一プサヴァルースラト聞の存市が

14日朝夕プテ f渓谷で/l兄弟出し， 14人が死亡， 10人が重傷を負ったの

18日 V肥料の生産目標をさらに引き下げる一一第4次計両中の肥料生産目標はさら

に引き下げられ，設備能力はチッソ肥料換算で約200万トン生産量170万トンにな

りそうである。 -n寺は生産能力は260万トン以上に置かれていたが，これは240万

トンまで引き下け？られていた。引き下げられた原肉は外国援助の見通しがたたな

いことにあるが，食騎士骨産のために肥料を必要としている食精・農業省をあわて

させている。

Vガンジ一首相，今月末に山岳地区指導者と会見一一一ガンジ一首相は今月末ア

ッサム州を訪れるとき，将来，山岳地区の行政上の地位をどうするかについての

長引いている話合いを終わらせるため， 111岳地区の各グループの代表と会う予定

である。首相の意図は彼らの困難を十分に理解し，彼らと率直に意見を交換する

ことにあり，指導者に対し具体的構想は提示しない。またガンジー首相は現在の

アッサム州のワク内でのみ，彼らの希望に沿うよう努力することを明らかにする

ものとみられてし、る。

Vジャナ・コンゲレス， SM Sの候補者を支援一一一ジャナ・ゴングレスのマハ

ラシュトラ州の指導者C・チャンデレ氏は， 16日，ジャナ・コングレスはマハラ

シュトラ州では独自の候補者を立てないが，サムプーノレナ・マハラシュトラ・サ

ミティの怯補者を全両的に支慢し，同党の候補者のために選挙運動を行なうと語

った。

19日 V会議派運営委員会， S・シンの断食で態度表明一一会議派運営委員会は19日，

S・F・シンの断食の意味と焼身自殺の脅迫について非公式に討議した。委員会

は中央政府はS・シンの要求に対しては自己の立場を固持し， いかなる情況が生

じようが強迫的戦術に屈服すべきではないということで意見の一致をみた。

T IDA, 6500万ドルのノン・プロジェクト借款一一IDAは1, 2週間内に6500

万ドル（4.875億ルピー）のノン・プロジェクト・ローンの供与を発表するもの

とみられている。これは今年にはいって2度目のIDAの商品ローンであるO 第
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1凹は4ヵ月前に発表されており，金額は1.5億ルヒ。一。

V輸出用農産物の増産のため委員会を設置一一政府は19l':l，第4次計画におけ

る主要な輸出用農産物の生産計画を効果的に遂行する強力な権限をもった常設委

員会を設置した。委員会はジュート，綿花，茶，タバコ，オイノレシード，その他

の商品の生産の増大に関して，各省間の調整を担討する。

20日 V外国援助は今後数年必要 一チヨードリ蔵相は201l，カルカッグで開かれた

商業会議所主催の工業開発に関する会議でインドは今後数年間国内j¥J'蓄の不足を

補い，国際収支の不足をカバーするため，外国援助に依存せざるをえないであろ

うと述べた。民間外資は流入量が限られており，満足できる成長率を維持するに

は，民間外資が援助にとってかわることはできない。

Vアメリカ，対印食糧援助の肩代わりを希望一一フリーマン米農務長官は19日

テキサス州のオースチンで米政府はほかの国がアメリカの；吋lミJJ小麦援助に見合う

穀物または金銭援助をすることを希望していると次のように語ったりフリーマン

農務長官はインドが飢僅をまぬがれるために穀物を大いに必要としていることは

認めるが，これはアメリカだけでは手におえない。ソ連，フランス，カナダ，オ

ーストラリア，アルゼンチンは小麦をもっと輸出で、きるし，そのほかの国も金銭

あるいは肥料のような商品で、援助することができる。

T U .P. 州の左翼連合，事実上分裂―――――Ｕ.Ｐ.州のユナイテッド・レフト・フロ

ント一一RSP，共産党右派，共産党左派， SSP, リパブリカン・パーティーーを

構成する野党5党の聞に鋭い対立が生じている。共産党右派のU.P.州支部の書

記は共産党左派は会議派よりも右派を打倒することに熱中していると左派を強く

非難した。一方左派のスポークスマンはこれに反論して「ULFはSSPと右派が

自己の目的のために利用されている。左派はハリコの虎の引立て役にあまんじる

ことはできない。これらの党は下部での力はとるにたりないのに議席を得るため

に過大な要求をしている」と述べた。

RSPのU.P.州支部はULFから脱退することを決めており， RSI》のR.D.マ

ナブ氏はULFは形骸だけしか残っていないと述べた。

T CPI右， SSPはマドラス州野党連合に参加せず一一共産党右派と SSPはマド

ラスナトlの反会議派野党連合に加入しない模様である。これは両党がDMKと了解

に達することに失敗したため，共産党左派とスワタントラ党は選挙区の調整で了

解に達している。

21日 Vガンジ一首相，次期首相選挙に出馬を表明一一ガンジー首相は21日，ニュー
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デリーでの記者会見で再び首相選挙に立候補する意向を表明した。

T 1966～67年度の財政赤字は30億ルビー一一一大蔵省は予算作成と本年度の政Ill

入見積りの改定作業を行なっているが， 1966～67年の財政赤字は：10億／レピーをこ

えるという結論に達したようである。一方，五Fu討委員会は大蔵省は支出を過大に

歳入を過小に見積ってし、るとして，これに反論している。計画委員会の計算で、は

赤字は10億ルピー以下となっているの赤字の大きさによザ》て来年度の計i副知i肢が

違ってくるので，この論争は重要な志1法をもっている。

V東パキスタンからヒンドゥー教徒の流入ふえる一一一この 2' 3週間東パキス

タンから両ベンガノレへのヒンドゥー教徒の不法入国が急増している。これはパキ

スタンがインドでイ子なわれている牛の屠a殺禁止運動を利用して，凶教徒に対する

迫害が行なわれているとの情報を流しているため，ヒンドゥー教徒が不安を感じ

たことによるものとみら*1ている。

Vマイソール州で下級技術者1600人がスト一一一マイソー／レ州の公共事業局のジ

ュニア・エンジニアは賃上げと労働条件の改者を要求して21日職場放棄を行なっ

た。ジュニア・エンジニア・アソシエイションのスポークスマンの話ではジュニ

ア・エンジニア1600人の90%が職場放棄を行なった。

22日 V配給量を 12.5%削減ー一一中央政府は22日食糧の配給量を全国に 12.5%削減

するとの決定を行なった。配給量は現行の大人1人につき 1週間2kg C 1 日につ

き10オンス〉から1.75kg (8. 75オンス〉になる。これはすべての法定配給地域に

適用され，非法定配給地域でも配給量の引上げが行なわれるもよう。

政府のスポークスマンはこの引下げはピハール， U.P.州、！の早ばっ地域の人々

にできるだけ多くの食糧を供給することを目的としており，暫定的措置であると

言見明している。

Vソ連，小麦20万トンを無償贈与一一ソ連はインドに対し207iトンの小去を無

償で供与することになった。輸送費もソ連政府が負担する。船積みはただちに始

められ，来月には20万トンのうち大部分が到着する。

vラスク長官，食糧危機救済のためのコンソ一シヤムを提唱一一－ラスク－.k:

21日の記者会見で，インドの食脳心機を救済するためのコンソーシャムの設立を

提唱した。

Vメノン元国防相，会議派から離党一一メノン元国防相は東北ボンベイから無

所属で下院に立候補するため会議派を離党した。メノン氏は記者会見で東北ボン

ベイの選挙区で公認されなかったのが離党の唯一の理由ではないと語った。他の
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党に入党したり，あるいは新党を結成する意思は全くない。会議派のだれにも悪

意はもってないし，だれともけんかはしなかった。

23日 Vアメリカの対印穀物援助は90万トン一一ジョンソン大統領は22日夕，ネルー

駐米大使にアメリカは90トンの穀物（小麦とマイロ）をただちにインドに供与す

る日伝えた。船積みはすぐに始められることになっている。これにより， インド

の不安は多少やわt:）げられることになろう υ

’ミゾ，パトロール隊を襲い11人殺す一－201l，サウルクノレでミプ、li.乱’ボがパ

トロール隊を待伏せして襲い，隊員7人，ボーター4人を殺した。パトローノレ隊

は反乱軍の捕虜を護送中に待伏せにあったものO

V資本市場の振興には租税体係の再検討必要一－P・5・ロカナタン NCAER

所長は NCAERが行なった「発展途上の経済における資本市場に関する研究」

を発表し， 4 -'rf'.半も資本rn場の沈滞が続いているl:i占［はほかにないと述べた。刷所
長は資本市場の沈滞の段大の要因として政府の財政政策をあげ，資本市場の振興

には租税体係の再検討が必要なことを指摘している。

24日 Vアソ力・メータ計画相，地租の廃止に反対一一一アソカ・メータ計画相は24日，

マドラスでいかなる形の地租屍Jl－：運動にも反対であり，もし地租が廃止されれば

まことに遺憾であると述べた。地租を虎Jf二しでも農民はそれだけくってしまうの

でイ1ifんの役にも立たず，われわれにとって損失となるだけである。

T U.P., ピハールの事態は深刻一一一S・ナヤール保健相は24日， 現在飢餓線上

にある約 1億人（U.P.州4800万人， じツ、ーノレ州50007j人〕に対する救援活動が

行なわれなかったら，重大な事態が生じるであろうと警告した。 U.P.州では54

地区のうち44地｜志ピハール州では17地区のうち14地I又が早ばつで大きな被害を

受けている。

赤十字は被災地区の住民にミルク，ベビー・フッドラビタミン剤の配給を始め

た。中央政府は赤十字に被災地域に無料で配給するため，4657iトンの粉ミルクを

W1Jりうてた。

25日 ▼両州首相，知事・高等裁判所の共通制廃止を要求―――――パンジャブ，ハリアナ

jJ,}1+1の首相は25日，ドJ,j,J+［に別々の知事，高等裁判所をl置くように要求したが， rt1

央政府はこの要求を受け入れるものとみられている。両州首相は知事は4月1日

から高等裁判所は必要な法律が成立し次第設置するよう要求している。しかしア

カリーの指導者が要求しているその他の点についてふれていない。

▼共産党左派，右派の候補者を容赦せず―――――Ｂ・Ｔ・ラナディブ共産党左派政
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治局f:lは， 2511,],l,j’党の間で選挙協定ができてなし、ところでは右派の伐補者・を存

赦しないと述べた。共産党右派のH・ムケノレジ－l¥:, R ・チャクラヴァノレッティ

女史が有能な；議nであるからといって，この原則に対する例外とはならなu、だろ
ワ。

左派は党の力が0filいところでは快補者を立てており， q,}fにケララリ十l，アンドラ

州，西ベンガノレリ十｜に力を集111しているが， じゃハーノレ州， U.P.州でもかなりの候

補者を立てているυ

▼共産党左派，党規違反で１４人を処分―――――共産党左派は地方レベルの指導者１４

人を諮責，出動停止処分にした。この処分は政策および規律違反を調査する党の

統制委員会の報告に基づいて行なわれたものである。処分のf'I！ト11は彼等の政治活

動に民族主義者｜刊で，盲目的愛国心にかられた傾向があったため。

左派が党規に基づく処分を行なったのは，両派に分裂以来はじめてのことであ

る。

vラ州の会議派議員22人が離党一一分派の議員はスカディア内閣を打倒するた

め会議派から離党することを決定した。 22人の離党によって州議会（下院〕にお

ける会議派の勢力は105人から83人じなる。一方野党の勢力は90人にふえる。

分派の議員は現内閣を解任し，大統領の直接統治にすることを要求するものと

みられている。野党はこれを全面i的に支持することになろう。ジャン・サンとス

ワタントラ党はすでに同じような要求を行なっている。

26日 T S・シン，断食と焼身自殺を中止一一アカリー・ダノレの運営委員会は緊急会

議を開いて，チャンディーガノレ，パクラ・ダムに関するガンジー首相の仲裁を盛

り込んだスリー・ポイント・フォーミュラを承認したので， S・F・シンは26fl 

タ，断食をやめ，焼身自殺計画を放棄した。運営委員会はパンジャブ，ハリアナ

両州の首相がHi：日発した知事・高等裁判所の共通性廃止案を承認した。アカリー

の指導者が命をかけて要求していたその他の事項は委員会に付託されることにな

ろう。

Vガンジ一首相， U.P.州のラエバレリーから立候補―――――ガンジー首相はＵ.Ｐ.

州のラエパレリーから F院に立候補することに決定した。この選挙区はガンジー

首相の夫君，故フェローズ・ガンジー氏が前回出た選挙区である。

T PSP, リマエ氏に対立候補を立てる一一－PSPはU.P.州の立候補者リストを完

了したが， PSPはSSPの現議員M ・リマエ氏の対立候補としてM ・s.フダ氏を
立てる。フダ氏は鉄道労働者組合の幹部である。
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Vガンジ一首相，山岳州の要求を拒否一一一ガンジー首相は山岳地医の指導者と

会談するため，ニューデリーからシロングに到着した。 APHLC（山岳地区全党

指導者会議〕はガンジー古相をハノレタノレ（ゼネスト〕で迎え，首相に連邦内の独

立の州を要求する覚書を手渡した。ガンジ一首相は新しい州の設立は政治的，経

済的要因を考慮して行なわれるべきであるとして， APHCの要求を事実上拒否

しfこO

Vマドラス州の全政党，清潔な選挙を申し合わせ M・パクタヴァトナラム・

マドラス州首相が招集した政党代去者会議は21r1, 10項目の選挙運動要綱に合意

した。この選挙運動要綱は次のような事項を規定している。

(1) どの政党も各カースト・コミュニティー・宗派の問の対立をあおった

り，相互の憎忠をかきたてたり，緊張を生みだすような行動はつつしむ。（2）批

判は政策，綱領にかぎるべきで，個人に対L，て行なわない。（：l）他の政党の選挙

活動妨害を差控える。（4）与党は選挙運動に職務上の地位を利用しない。（5）票を

獲得するためにカーストあるいはコミュナルな感情に訴えない。（6）礼拝所を選

挙活動の場として使用しない。

Vパキスタン，掌捕船を売却 政府筋の話によれば、，パキスタンは1965±1＇・の

紛争if］に全捕したインドの船舶を同内の船会社に売り渡す模慌である。これらの

船に積んでいた荷物はすでに競売に付されている。インドとパキスタンは今年の

初めに2隻の交換を行なったが，双方ともまだ1隻づっ保有している。

28日 Vガンジ一首相，カンナ住宅相の公認を強く主張一一ガンジ一首相はおH聞か

れたCEC（会議派中央選挙委員会）で， DPCC （ニューデリー地区会議派委員

会〉が公認を拒否したM・C・ カンナ公共事業・住宅相の再公認を強く主張した。

このためDPCCの委員長とガンジ一首相のあいだで激しいやりとりがあり， ガ

ンジ一首相はDPCCは派閥路線に釆つかっていると非難した。

CECはカンナ氏と S・ナート氏を除く｛民補者を承認し， ニューデリーとチャ

ンドニ・チョークの候補者の選定は会議派総裁に一任された。

Vピハール州の会議派党員が集団離党－M ・p・シンハ什｜会議HC前PじC委

片長）が招集した大会で、約1500人の会議派党員が集団離党し，次の選挙で与党に

対抗する新党の結成を決定した。シンハ氏は結成する予定の新党に約50人の州会

議員が参加することになろうと語った。

' H・シン下院議長， s.シンに保証与えず一一ー政府のスポークスマンは28日，

S・F・シンの発表した「自分の要求を認めるという吉：而による保証を得たJとい
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う趣旨のステートメントを全面的に否定した。またS・シンrの｜析食中Jl：の説得で

主役を演じたフカム・シンド院議長もアカリーの指導者に書：tfiiによる保証をJj.え

なかったと言っている。フカム・シン議長はだれがS・シンに保証を与えたか知

らないし，アムリッツアーでの彼との会見rjtにはそのことについて全然ふれなか

ったυ

V理工系卒業生に対する需要低下一一職業安定所に登録されてし、るJ:1fi］；系卒業

生の数は19641ド1JJ þÿÿ�ÿ�r1の1975人から1966年iJj 30日には3650人にふえている。

理工系学生の就職情況の調査によれば，約５０％は卒業と同時に，残りの３分の１

は1年後に，残りは2年以上たってから就職している。

29日 VラY1111の会議派分派，新党を結成一一ラジャスタンナト｜の会議派分派は新党ジャ

ンタ党を結成し R・ジョシを総裁に， D・ サランを書記長に選出した。党の運

営委員会は11人で構成する。ジョシ氏は清潔で能率的な政府を作るよう努力する

と語った。会議派の現議員20名が会議派から脱退する決定を行なった。もっと多

くの議員が近く会議派から脱退する見通しである。

Vインド・インドネシア貿易協定に調印 インドは28日，ジャカルタでイン

ドネシアとの2年間の貿易協定に調印した。この協定は10月にニューデリーで聞

かれたインド・インドネシアの経済閣僚会議に基づいて定結されたもの。インド

は相当量のも七日11製，Wt，ゴム，ヤシ打11, コプラなどを輸入する。

インドネシアに対しては繊維製品，ジュート製品，化学製，r,l,, 薬品，ペイント

鉄鋼・鉄鋼製品，機械類を輸出するo

▼非鉄金属業界に外貨１億ルピーを割当て―――――デイ鉱山・金属相は２６ H，非金

属生産者協会の総会で非鉄金属業界に対L，原料l入のために外貨1億ノレピーの

害lj当を行ニなったことを明らかにした。

アルミニュームの生産能力は第4次計画末までに50万トンに増大し，生産量

は27.5万トンから30万トンになろう。第5次計画の初年度のアノレミニュームの生

産量は35万トンに達しよう。

T INTUC，労働者に会議派支援を呼びかける一一一会議派系の INTUC（インド

凶民労働組合会議〕のU・ドラヴィッド委員長は21日，労働者階級に対し，わが

国の民主主義を強化するため総選挙で会議派を支持するよう呼びかけた。

30日 Vラ州のスワタントラ， JS, SSPが統一戦前一一一ラジャスタン州のスワタント

ラ党，ジャン・サン， SSP，新しく結成したジヤン夕、党が統一戦前を結成する可

能性が強まってきた。スワタントラ党とジャン・サンはすでに選挙協定を結んで
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おり， スワタントラ党が119選挙区， ジャン・サンが65選挙区に候補者を立てる

ことになっている。スワタントラ党はこのうちから12選挙区を SSPに譲った。

ジャン・サンとスワタントラ党はジヤンク党に選挙区の一部を譲る志向を友明し

ている。

V マハラシュトラY1l1I，食糧配給量削減せず守一一マハラシュトラ州政的は中央政

JHが決1i：してし、る円己主合長の12.5%引下げを，，，j州、｜では尖施しない＇.t}lr'1Jで、ある。ナイ

クナ｜、l(i"十Hはがンジ一首相と食船十IIにたjして配給此のl1iJ1減をlriJ'.i+Iに強；j;!Jしないよう

要求したコミュニケを発去した。現在法律により食胞の配給が行なわれている都

diは11あるが，そのうち4市（ボンベイ，プーナ，ナグプール， ショラプーノレ）

はマハラシ斗トライ十｜内にある。

T M.P. yrlrjで会議派党員12万5千人が離党一一マデ fγ ．プラデ、ツシュリ十｜で会

議派の党Hl27i5-l－＿人が離党したことを，マディヤ・プデッシュ州会議派選挙委

員会は30H正式に認めた。離党者全員がジャナ・コングレスに入党したといわれ

ている。 M・デシュレヴァ・ジャナ・コングレス書記長の話では，これまでに会

議派の州会議員30人が同党に入党し，さらに会議派の公認を受けた7人の会議派

党員が公認を返上した。

31日 V内務省，牛の保護問題を委員会に付託へ一一内務省は牛の保護に関する一切

の問題をゴラクシャ・マハピヤン・サミティの代表と政府の指名したもので構成

する委員会に付託する；志向である。この委民会は問題のあらゆる側面一一ー経済

的，実際的，宗教的一ーについて検討‘し，政府に勧告を山す。

チャパン内相に近し、筋の話では，問題のあらゆる意味を検討しなし、で牛の屠殺

禁止令を公布するよりは， 11二の屠殺禁止要求に対処する方法としては上策で，公

正かっ民主主義的なやり方であると話している。

v米上院議員宛にベトナム戦終結の公開状を出す一一一各政党に属する約50人の

国会議員がアメリカの上院議員宛にベトナム戦争を終わらせるために効果的な介

入を行なうよう要請した公開状を送った。この公開状は上院議員が政府を説得し

て，北爆liリヒ命令を山さすよう要請してし、る。

またインド平和委員会はニューデリーの北ベトナム領一事館に2500／レピーと医薬

品9ケースを送った。インドの100人以上（各言語に属する〉の作家もアメリカ

の作家あてに公開状を送り，アメリカの作家に対し，ベトナム戦争をエスカレー

トする政策を遂行することによって全人類がさらされている重大な危険を，米政

府にさとらせるよう要請してし、る。

リ
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1 9 6 6 年のインドネシア年表

政 :A 
，ロ

1. 15 I閣議が開催されスカルノ大統領は従来の政治，経済，
外交原則を強調した。

2. 14 I特別軍事法廷が開設され930事件関係者の取調べを行
なうことになった。

2. 21 I新内閣成立（ナスチオン国防相解任される。）

3. 11 Iスカルノ大統領はスハルト陸相に政治上の権限を委譲

した。

3. 12 Iスハルト陸相はPK I，翼下団体を解散した。

3. 1s Iスカルノ系， 15閣僚が拘禁された。

経 済

3. 21 I新内閣成立（ブオノ，スハルト，マリクら副首相，ナ I4. 4 Iブオノ副首相対外経済政策（12日には園内経済政策〉
スチオン複帰〉 ｜ ！の基本方針を発表した。

5. 5 I国軍は共同声明を発し政治参加を明らかにした。

6. 20 I MP  RS （暫定国民協議会〉が開催された。

7. 25 Iアンペラ内閣成立する。

8. 17 Iスカルノ大統領独立記念日で恒例演説を行なう。

10. 1 Iスバンドリオ裁判開始さる。
10. 7 I国民戦線解散される。
11. 12 I軍首脳を集め国防・治安セミナーが開催された。

12. 2 Iスカルノ大統領が現政権批判を行なった。
12. 22 I国軍共同戸明を発表す。

7. 13 I重要物資が KOLOGNAS管理下におかれた。

10. 3 I貿易・為替政策の一部改正が行なわれた。

11. 3 Iプオノ幹部閣僚，経済復興の基本政策を明らかにした。

12. 24 I国会で予算案，外資法が可決された。

対 外 関 係

2. 11 I国会は反イ活動のカドで北京放送，新華社通信を非難

した。

4. 6 I日本は250万ドル援助を行なうことを伝えた。
4. 1s I中国は最終的に対イ援助を打ち切った。
5. 1 Iマリク外相とラモス・比外相がバンコクで会談した。

5. 24 Iブオノ副首相が訪日し経済協力を要請した。
6. 1 Iマリク外相とラザク・マレーシア副首相との間でバン

コク協定が結ばれた。

6. 15 I日本は3000万ドルの対イ援助を決定した。
6. 2s I：米国は1050万ドルの長期クレジットを発表した。

s. 11 Iマレーシアとの聞に平和協定が調印された。
9. 19 I東京債権国会議が開催された。
9. 2s I国連復帰決定する。

12. 19 Iパリ債権国会議が開催された。



アジアの動向国別シリーズ

アジア諸国の政治・経済・社会の動きを的確に把握

する基礎資料として刊行している月刊「アジアの動向」

の1966年 1月から12月までを，各国毎1冊にまとめ，

巻頭に1966年の回顧，総目次，年表を追録したく国別

シリーズ〉のご利用をおすすめします。

1964年 1965主ド 1966年

宇牟 凶 321頁 256頁 268頁

中 国 1Wl切 519 

イ ン 244 241 257 

インドシナ 324 263 267 

フィリピン 167 ff3 274 

タ イ 247 210 :332 

シンガポール 374 2,12 196 

インドネシア 303 296 251 

ヒ ノレ -7 269 325 387 

パキスタン 406 品切 ;354 

シベリア開発 283 386 387 

〈国別シリーズ〉 定価 800円は部数僅少のためア

ジア経済出版会（東京都新宿区市ヶ谷本村町・42TEL（代表）

353-4231）に直接お申し込み下さい。

アジアの動向〔イ ン ド〕 1966

昭和42年3月15日印刷 。1957；ト
昭和42',f3月25円発行

定価 800円

発行所 アジア経叩済研究所
東京都新宿民市ヶ谷本村町42

印刷所

製本

電話東京353局4231（代表）

株式会計第二印刷所

株式会社舟精製本所
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